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序 はじめに

序.1研究目的

本論文の目的は,組織の要求に基づいて行われる個人の変化を意味する組織社会化の過

程と,組織成員が個人の要求に基づいて組織やそのサブ ･システムに対し及ぼす過程との

関連について探求することである｡本論文では,後者のプロセスを組織個人化と呼ぶ｡言

い換えれば,組織社会化過程が組織個人化過程にどのような作用を及ぼすのかについて探

求することが,本研究の目的である｡

社会化の概念は,社会科学の分野では比較的認知の度合いが高い概念であると思われる0

同様に,組織社会化という概念も比較的馴染み深く,既に幾つかのレビュー (e.冒.,Fisher,

1986;高橋,1993;Sa女s&AshfbI･th,1997a;Bauer,eta1.,1998;小川,2005a)がなされ,

一つの研究分野として認知されているように思われる｡

しかし,個人化の概念は,経営学領域,少なくともミクロ組織論と呼ばれる領域の中で

は,必ずしも同程度の注目を浴びてこなかった｡また,本論文で組織個人化と言及する場

令,少なからず造語としての側面も含んでいる｡本論文において,あえて目新しい概念を

提起するのは,この概念の照射する現象が,組織社会化研究の中で見落とされてきた最も

重要な欠落部分であり,今後探求すべき重要な領域であると考えるためである｡この現象

に対し,より多くの注目を喚起するためのラベルが,組織個人化である｡

以上のような主張の妥当性は,組織社会化の先行研究を概観する中で示される｡また,

組織個人化の概念そのものについての詳細は,別途章を設けて議論する｡従って,ここで

はまず,比較的認知度の高い社会化あるいは組織社会化の概念に注目しながら,この研究

目的が持つ意味について説明する｡

社会化というのは ｢非常に広い範囲の行動の可能性を持って生まれた個人を,その所属

集団の基準にとっで慣習的で受け入れられる範囲という,ごく狭い範囲に限定された行動

へ,実際に発展するよう誘導する包括的なプロセス(Child,1954;p.655)｣と定義される概
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念である｡

この概念の下位概念として,組織における社会化という意味で用いられる言葉が組織社

会化 (あるいは組織的社会化)である｡つまり,組織という下位社会の基準にとって,慣

習的で受け入れられる範囲という,限定された行動が行われるよう誘導する過程が,組織

社会化である1｡このことから,組織社会化は,組織での協働を可能にするための共有知識

や共通の認知枠組みをもたらす,本質的には標準化の過程として捉えることが出来る｡

しかしながら,なぜこの標準化プロセスの中から,そこで教え込まれたわけではない行

動が生じてくるのであろうか｡とりわけ,慣習的な,当該社会の成員にとって受容可能な

範囲の行動を取るよう働きかけるこの過程から,組織やそのサブ･システムである部門や

役割にとっで慣習的ではない変化をもたらす個人が,どうして生じてくるのであろうかO

この問いに対し,本論文では,キャリア初期段階に位置づけられる若年世代に注目して

探求する｡その理由は第一に,キャリア初期段階は,問いの前提となる組織社会化の作用

が最も顕著に現れる時期であり,個人の変化がより容易に観察できると予測されるためで

ある｡キャリアの中期 ･後期における個人は,役割変化のタイミングや度合いが個々に大

きく異なると考えられる｡一方のキャリア初期では,大半の個人において,比較的大きな

変化が訪れると期待される｡

第二の理由として,キャリア初期の経験は,その後の経験や学習のベースになるという

意味で,組織個人化行動を規定する重要な要因になっているのではないかと考えるためで

1従って組織社会化は,組織による社会化という意味では,必ずしもない｡それは組織社会化研究で頻繁

に用いられる定義 ｢個人が組織内の役割を引き受けるのに必要な社会的知識や技術を獲得するプロセス

(vanMaanen&Schein,1979;p.211)｣あるいは ｢個人が組織上での役割を引き受け,組織のメンバー
として参加するために必須な価値観,能力,期待される行動,社会的知識を正しく認識するようになるプ

ロセス (Lot-is,1980;pp.229-230)｣からも理解される｡これら定義においては,誰が個人の組織社会化
を促進するのかは限定されていない｡第一草のレビューにおいても明らかにされるように,個人が自らを

｢限定された行動が行われるよう誘導する｣場合もあるのである｡組織社会化の過程は,組織が個人を適

合させようとする過程と個人が組織に適合しようという二つの過程から成り立つ (田尾,1999)のである｡

組織社会化が ｢組織による｣という主格を必ずしも意味しない例としては,予期的社会化の概念がある｡

組織社会化の一過程として捉えられる場合の予期的社会化経験には,特定組織からの社会化作用のみが含

まれるわけではない (e.gリFeldma,1976;Schein,1978)｡従って,組織 (的)社会化の概念は,職業的社

会化,政治的社会化といった社会化概念の下位概念同様,組織という分野における社会化という意味であ

るという点に注意が必要である｡組織社会化の場合,職業的社会化や政治的社会化とは異なり,組織その

ものからの社会化作用がその基本的な内容にはなるが,全てがそうした意味というわけではないのである｡
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ある｡ダイナミックな変化が起こる時期であるということは,同時にまた,個人のその後

の成長に対し,より大きな影響を及ぼしている可能性がある｡個人の要請に基づいて組織

環境-働きかけるという個人の組織個人化を行う源泉が,初期の学習に潜む可能性を期待

するためである｡

若年世代が既成の知識を習得する組織社会化の過程と,自らの影響力を行使していくよ

うになる過程との関連について探求することを通じて,次世代を担う人材育成に対する示

唆を得る事が可能であると考えている｡

序.2論文構成

序章では,組織社会化と組織個人化概念の基本的な意味を踏まえながら,本論文の研究

目的が示された｡

続く第一章では,組織社会化分野における先行研究をやや広範に概観し,研究展開の流

れを大きく二つの軸に沿って説明する｡第一の軸は,組織社会化の過程理論と呼ばれる諸

研究から,組織社会化の成果を扱う内容理論-,という流れである｡もう一つの軸は,組

織社会化の主体が,組織の側から個人の側-とシフトしていく流れである｡

この二つの流れは,それまでの研究上の問題を克服しようという発展の過程である｡し

かし,その過程で見失われてきた問題もまた存在する｡この研究蓄積の中で取り残された

課題を,現代的な問題として位置づけ取り組むため,組織社会化の過程から生じる,個人

による組織やそのサブ ･システムに対する変革行動として,組織個人化という概念を提起

する｡この作業によって,本研究が当該分野においていかなる位置づけにあるのかについ

ても,また明らかにされる｡

第二章では,第一章の中で,組織社会化研究の中に位置づけられた組織個人化の概念に

ついて,より詳細に検討し定義づけを行う｡

これらの作業を踏まえた上で,第三章では,先に挙げた基本的な問いである ｢なぜ組織

社会化の過程から組織個人化が生じるのか｣を,より具体的な二つの研究課題へと落とし
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込む｡簡単に言えば,｢個人は組織による組織社会化の作用によって何を学ぶのか｣と ｢組

織社会化の過程のいかなる要因が個人による組織個人化を規定するのか,それはなぜなの

か｣である｡

第四章では,続く五章,六章,及び七草において展開される,経験的調査の概要が説明

される｡

五章では,｢個人は組織による組織社会化の作用によって何を学ぶのか｣について,量的

な調査によって探求がなされる｡続く六章では量的な調査が,七草では質的な調査が行わ

れ ｢組織社会化過程のいかなる要因が個人による組織個人化を規定するのか,それはなぜ

なのか｣という研究課題に対し複眼的に取り組む｡

最終章では,それら調査結果が要約された上で,当初に挙げた大きな問いである ｢なぜ

組織社会化の過程から組織個人化が生じるのか｣に対して,それら結果が何を合意するの

かを議論することを通じ,結論を提示する｡ここでは,そのマネジメント上-の含意もま

た議論される｡この上で,組織社会化分野における組織個人化研究の展開に向けた方向性

が示唆される｡全体の構成を視覚化したのが図の序.1である｡

ll



図 序.1 本論文の構成

12



1組織社会化研究の展開

1.1過程理論と内容理論

組織社会化のプロセスは,新人にとって学習と変化の過程である (Fisher,1986)O徒つ

て ｢何を学んで,どう変わるのか｣という問題は,もっとも基本的な問いである｡

この問いに対応するように,組織社会化研究は大きく二つの研究領域を持つ (Chao,et

a1.,1994)oある段階から次の段階-,どうやって変化が起こるのかを説明する過程理論と,

何が学ばれ,結果どう変化するのかを探求する内容理論である｡

以下では,組織社会化研究という分野の中で ｢どのように変わるのか｣を主題とした過

程理論と,｢何を学ぶのか｣あるいは ｢社会化の結果,何が変わるのか｣を主題とした内容

理論について学説史的に概観し,その問題点を指摘する｡

1.1.1過程理論

過程理論は成人発達の基礎理論 (e.g.,Erikson,1963;Levinson,1978;Erikson&

Erikson,1997)の影響を大きく受けて形成されてきた (Feldman,1989;Weiss,1990)｡

従って,その基本発想を知ることにより,過程理論の理解に向けた洞察を深めることが可

能になる｡そこでここでは,発達課題という考え方を初めて用いたとされる Havighurst

(1953)と,ライフコース社会学を展開したClausen(1986)や社会化研究の包括的レビ

ューを行ったBush&Simmons(1981)をして,後の研究に最も影響力を与えたと言わ

しめたE.H.Eriksonの発達理論を振り返る｡

この上で,それらの影響を受けて形成されてきた,組織社会化の過程理論の主流である

段階モデルの代表的研究を振り返り,発達理論との共通性と相違点とを確認する｡この作

業を通じて,段階モデルが持つ幾つかの前提が確認されると共に,その限界もまた指摘さ

れる｡その上で,このような限界を乗り越えるべく展開された,その他の研究を概観する｡
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1.1.1.1段階モデル

(1)社会化の基礎理論

R.♂.Hvighurstの発達理論

｢自然は人間の身体の発育に広い範囲の可能性をあたえている｡そしてどのような可能性

が実現されるかは,個人の学ぶ事柄に依存している (Havighurst,1953;邦訳20頁)｣と

いった記述から見られるように,Havighurstの考え方は先に見た Child(1954)の社会

化の定義と並べてみると,極めて社会化的であることが伺える｡彼の考えでは,人の生涯

は学習の連続であり,学ぶべき ｢発達課題｣の学習を通じて成長するという発想が見られ

る｡

彼は人生を,①幼児期 ②児童期 ③青年期 ④壮年初期 ⑤中年期 ⑥老年期と区分し,

各々の時期に 6-10個の発達課題を提示した2｡特に注目されるのは発達の段階性で,こ

の考えが明示されている彼のコメントを引用する｡

｢発達課題は,個人の生涯にめぐりくるいろいろの時期に生ずるもので,その課題をり

っばに成就すれば個人は幸福になり,その後の課題も成功するが,失敗すれば個人は

不幸になり,社会で認められず,その後の課題の達成も困難になってくる(Havighurst,

1953;邦訳 21頁)0 (中略)もし課題が適当な時期に達成されなければ,その課題は

おそらくりっばに達成されることはないし,またその課題に失敗すれば,やがてきた

るべきほかのもろもろの課題の達成を,あるいは部分的に,あるいは全面的に失敗さ

せるようなことになるであろう (op.°it.;邦訳22頁)｡｣

つまり,発達課題の学習には適切な時期があり,この時の課題達成の有無はそれ以降の

2個々の課題については小川 (2005a)の付録を参照o
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段階での課題の達成にも影響する,というのである｡彼はこのことを,次に見る

E.H.Eriksonの初期の記述を用いて,人の生物学的諸器官の成長とのアナロジーで説明す

る｡もし生物の眼球が定められた時期に生じないと,後の時期では他の器官の発達が優位

になるため,活動の弱い部分の発達を抑圧し,結果として眼球の形成が十分ではなくなる,

と言うのである｡つまり彼は,発達の時期や順序を非常に重視している｡

E.H.Eriksonの発達理論

S.Freudに端を発する精神分析学の直接的な系譜にあるE.H.Eriksonは,ヒトが人間

として発達していく社会化の過程を自我3特性との関わりにおいて捉え,漸成的発達段階説

を展開した｡彼によれば,自我は,①乳児期 ②幼児期初期 ③遊戯期 ④学童期 ⑤青年期 ⑥

前成人期 ⑦成人期 ⑧老年期の八つの時期の課題を達成することによって,一歩一歩段階

を踏みながら (-漸成的に)発達する4(Erkison,1963;1982)0

彼は,各々の時期に独自の心理 ･社会的危機 (psychosocialcrisis)を想定し,危機解決

の結果として得られる自我特性と,危機解決の失敗のために生ずる問題という対立項によ

って各段階を構成した｡つまり,各発達段階における危機課題のクリアを通じて自我同一

悼 (ego･identity:過去から現在に至る経験の中における複数の自分の役割を体系的に統合

した自我の連続性･斉-悼)5が発達していくのである.さらに後年の研究(Erikson,1982)

では,各対立項の葛藤の中から生まれる心理 ･社会的な人間の強さ,あるいは自我に加わ

る特質たる徳目 (virture:生の活動を意味づけ人間を生かす内的な力)を段階ごとに設定

している｡

Havighurstや Eriksonの理論には,共通した特徴が三つ見られる｡第--は,人間の発

3Eriksonの言う自我 (Self,ラテン語でego)は,社会的強制力が内面化され個人を道徳的に規制する
｢超自我｣と,快楽原則に基づいた原始的無意識的な衝動 ･欲望の ｢イ ド｣あるいは ｢エス｣という極

端な両者の対立や葛藤を調整することで個人の内部秩序を保ち外部-適応する働きを持つ,意識的･合

理的なパーソナリティの構成要素を言う｡

4なおEriksonの死後,その妻Joan,M.Eriksonによって1997年,第9の段階が加えられたが,ここで
は本人の手による修正を経た82年段階の説を採用している｡

5 自我を統合する能力とも言えるOそれは個々人により様々であり独特な阜)のとなる為に,自分を他人と

は違う独白の存在であると証明するものでもある｡
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達を段階的に進展する過程としてみなしている点である｡第二は,各々の段階に課題を設

定し,課題の解決を通じて段階が進展する (逆に言えば課題の解決ができなければ社会化

が進展しない)という点である｡第三は,｢あらゆる文化は或る本質的な ｢適切な速度｣と

｢適切な順序｣を保証しなければならない (Erikson&Erikson,1997;邦訳 31頁)｡｣と

言った記述からも伺えるように,段階の時期や順番の重要性を指摘し一般化している点で

ある｡

(2)組織社会化の段階モデル

次に組織社会化研究の代表的な段階モデルを順に見ていく｡これによって,発達理論と

組織社会化の段階モデルにおける,共通性と相違点とを把握することが可能になる｡

段階モデルとは,｢新人が外部者から内部者に移行する際に起こる変化の連続や時期を説

明する (Bauer,eta1.,1998;p.153)｣ものである｡以下,具体的にはBuchanan(1974),

porter,Lawler,&Hackman(1975),Feldman(1976),Schein(1978),Katz(1980),

Wanous(1980)ら,段階モデルの例として比較的よく挙げられる (e.g.,Wanous,1980;

1992;Reichers,1987;Fisher,1986;Bauereta1.,1998)諸研究をやや詳細 こ概観する｡

Buchanan(1974)の組織コミットメント向上モデル

B.BuchananⅢの関心は,組織内でのどういった経験が組織コミットメントに影響を与

えるのかを探求することであった｡従って元来は,組織社会化のプロセスを提示したり,

検証したりといったことを意図した研究ではない｡ただ,従業員の態度に及ぼすキャリア

初期経験の重要性に注目したため,多くの組織社会化研究と同じ時期の出来事を独立変数

として想定したこと,その枠組みにマズローの欲求階層説の検証を行った Hall&

Nougaim (1968)6を採用したことなどから,結果的に段階モデルの数少ない実証を伴っ

6AT&Tの運営会社の大卒入社者で,かつ入社5年後にマネジャーになっていた49人を対象に,5年日

の給与水準を成功基準として二集団に分け,マズローの諸欲求の変化を比較した研究｡階層説が厳密に支

持されたわけではないが,両方の集団において,安全の欲求は5年後には一貫して低下し,尊厳や自己実
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た研究とみなされているようである｡

BtlChanan (1974)では,①初年度 (基礎訓練 ･通過儀礼の段階)②2-4年目 (業績の

段階)③5年目以降 (社会化の成果が出だす段階)という三段階を経て,組織コミットメ

ントが安定的な状態に移行すると考えられている｡

入社初年度の個人は,安全の欲求が優位を占めている (Hall&Nougaim,1968)｡この

ため1a.役割を明確にし,1b.方向付けや元気付けの元となる同僚集団との凝集性を高めて,

この欲求を満たそうとする｡そのため,1C.所属集団の組織 (全体)に対する態度もまた重

要な要因となる｡この時期はまた,組織生活-の期待を検証するような経験がなされる時

期でもあるので,1d.期待の実現や 1e.リアリティ･ショック (期待と現実との負の差)と

いった出来事が起こり,個人のコミットメントを左右する｡さらに,1f.初年度の職務挑戦

もまたコミットメントの重要な規定要因となる｡なぜなら仕事は,同一化しようとする組

織目標の具体的現れであり,同一化する対象として適切な組織かどうかという判断に関わ

ることでコミットメントに作用するからである｡この頃の個人は,一方で新しい環境-服

従し学習を進めるが,他方で組織がその価値観を自分に刷り込み個性をなくさせてしまう

のではないか,という疑惑や不信を持つという｡従って 1g.組織-の忠誠心と自分-の忠

誠心の対立も,この段階で発生する組織コミットメントの規定要因として挙げられている｡

二～四年目の段階では,Hall&Nougaim(1968)の結果から,安全の欲求から達成欲求

あるいは名をあげる欲求,尊厳の欲求-と関心がシフトしていると考えられている｡従っ

てこの時期には,組織に対し実質的に貢献している,自分の役割を果たしているという2a.

個人的重要性を感じるかどうか,がコミットメントの重要な規定要因となる｡この段階で

の心理特性としてはもう一つ,選び取ったキャリアの適合性に関する不確実性があるとい

う｡この不確実性は仕事の達成によって低減し,この 2b.職業的な自己イメージを強化す

る経験がコミットメントを高めるとされている｡さらに,仕事の達成ができるかどうかに

現の欲求は上昇していた｡ここからBuchanan(1974)は,初期の数年の欲求の変化があれば,コミットメ

ントに影響を与える経験もまた変化すると想定している｡
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ついての 2C.失敗-の恐れもコミットメントの形成に寄与する｡この段階では他に,その

組織で成功した管理者に忠誠心が期待されているかどうかもまた影響するとされている｡

具体的には2d.組織コミットメントに対する規範であり,2e.仕事コミットメントに対する

規範である｡それらが組織内の成功者にとって重要であれば,またコミットメントの形成

に影響するとされる｡

五年目以降の時期は,一応の成果段階と考えられている｡つまりこれ以前の時期は組織

コミットメントの形成段階であったが,これ以降の時期では形成ではなく既に形成された

それが変化する段階として捉えられている｡この先どのような経験がコミットメントを左

右するのかについては多様で特定することが難しいという理由から,この段階では唯一,

3a.組織-の信頼性が挙げられている｡これは個人の重要な期待が組織によって追認される

かどうかを意味し,重要な期待の内容としては仕事の面白みや報酬,人間関係など多様な

ものが含まれるとされる｡

Buchanan(1974)では,以上の十三の経験を独立変数に,(情緒的な)組織コミットメ

ントを従属変数として重回帰分析が実施される｡サンプルは五つの公共機関と三つの製造

企業の就業者 279人で,66人が入社初年度,71人が二～四年目,142人が五年目以上の

マネジャーである｡結果としては,初年度のlc.所属集団の組織-の態度と1f.職務挑戦程

皮,二～四年目の2a個人的重要性と2d.組織のコミット規範,五年目以降の3a組織の信

頼性および,その時点での所属集団の組織-の態度が 1%水準で有意に組織コミットメン

トに作用していた｡

さらにBuchanan(1974)は,各ステージのサンプルごとに全ての独立変数を投入するこ

とで,段階ごとのコミットメントの規定要因を特定しようと試みた｡この結莱,第一段階

にある初年度の者 (N-66)では,1C.所属集団の組織-の態度と1f.職務挑戦程度とが 1%

水準で有意な影響を及ぼしていた｡第二段階にある二～四年目 (N=71)の者では,2a.個

人的重要性が5%水準で,2b.職業的自己イメージの強化経験が 1%水準で影響を及ぼして

いた｡第三段階にある五年目以降の者 (N=142)では,その時点での所属集団の組織への
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態度と1d.期待の実現および2e∴仕事コミットメントに対する規範が 1%水準で組織コミッ

トメントに影響を及ぼしていた｡

この結果から,少なくとも第二段階までについては,ほぼその段階で重要であるとされ

た経験が仮説どおりに組織コミットメントに影響していることが判明した｡ただし第三段

階のコミットメントには,それより前の段階の経験が影響しており,職務態度の形成には,

その時点での所属集団の態度に加え,過去の経験が段階を超え蓄積的に作用していると理

解される｡

Porter,Lawler,&Hackman(1975)の理念モデル

Porter,etal.(1975)によると,組織社会化の過程は三つの基本的段階を経て進行する｡

参加前,遭遇,及び変化と獲得である｡

参加前の段階は,組織に入る前の状態で,Merton(1957)が言う予期的社会化の段階

を意味している｡参加前の個人にとって,参加予定の組織はよく分からない不確実な環境

であるが,それでもなお,個人は全くの白紙の状態でやって来るわけではない｡個人は,

既に存在する価値観 ･態度 ･期待一式,そして組織やそこでの仕事に何らかのイメージを

伴って組織に参加する｡つまり,新人を新しく構築する過程ではなく,再構築の過程とし

て捉えるべきである,という前提がBuchanan(1974)と大きく異なっている｡

遭遇の段階は,新人が組織に入った直後から始まる｡この段階では,参加前の段階で育

まれた個人の態度や行動の諸前提と,組織が要望し価値を置くそれとが遭遇する｡このと

き新人が持ち込む諸前提は,組織のそれと真っ向から衝突する場合もある｡しかしむしろ

日々の中で徐々に組織や組織成員によって修正されていくことが普通であるとされる｡そ

の方法は,個人行動や態度-肯定的な反応を示す ｢強化と追認｣,無視するか明確な肯定的

承認を与えない ｢非強化｣,及び,むしろ否定し罰則的な反応を与える ｢否定的強化｣があ

るという｡いずれの方法を用いるにせよ,この時期は,新人にかなりの不快感をもたらす

時期であると捉えられる｡
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続く,変化と獲得の段階で,個人は学習を通じて組織が望む方向-と考え方や行動を発

達させる｡Porter,etal.(1975)はCaplow (1964)が挙げた四つの項目を学習 ･獲得す

べき項目として挙げた｡すなわち1.新しい自己イメージ2.新しい (人間)関係 3.新しい価

値観4.新しい行動様式である｡これらを学習,発達させることで組織の一員になるとして

いる｡なお,完全に社会化されるということはまれであるが,万一完全な社会化がなされ

たとすれば,成員の自己イメージは組織全体を映し出す鏡になるという｡この言及は一見,

Buchanan(1974)同様に,組織との同一化を組織社会化の完成とみなしているように思

われる｡

しかしながら彼らは,組織社会化の過程そのものに注目しているため,Buchanan(1974)

と若干異なったゴール ･イメージを持っている｡彼 らが提示 した社会化基準は

Schein(1971)の議論をベースにしている｡Schein(1971)によれば,学習すべき価値観や行

動は,それがなければ成員として認められないような中枢的なものと,そうではないもの

(あれば望ましいが,なくても認められる関連的行動や態度,あるいは,望ましくはない

が持ち合わせていても許容される周辺的な行動や態度)とがあるという｡この事実を学び,

それらの区別ができるかどうかが社会化の成功基準であるとした｡つまり組織と何もかも

同一化するのではなく,その本質的な要素の理解が重要であるというのであろう｡

Feldman(1976)の純粋段階モデル

Buchanan(1974)と並び,モデルの提示と同時にその検証が行われている数少ない研究

が,この Feldman(1976)である｡しかも彼の研究は,Buchanan(1974)のように組織コミ

ットメントの規定要因を探索するという本来の関心が別にある研究とは異なり,はっきり

と段階モデルの提示とその検証とが目的になっている｡組織社会化の段階モデルに顛正面

から取り組み,かつ世界的に認知されている唯一のモデルと言って良い.段階モデルの多

くが記述的であるのに対し,Feldman(1976)の段階モデルは操作的なレベルまで落とし込

んで考慮されており,かつ予測を明示的に含んだ相当程度に自覚的な初の研究であるo段
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階モデルを検証した研究は思いのほか少なく7,彼の貢献は非常に大きいと言える｡

彼のモデルでは,予期的社会化 ･調整 ･役割管理の三つの段階を経て組織社会化が進む

とされる｡各々の段階の課題を達成することを通じて段階を進め,望ましい職務態度を身

に付けると想定されている｡

予期的社会化の段階は,組織参入前の学習すべてを含むという｡この段階で個人が主に

取り組む活動は,1.仕事についての期待を形成すること,即ち将来の雇用主に関する情報

の伝達 ･受け取り･評価と,2.職業について決定することであるとされる｡これらを評価

する,すなわち組織社会化の進展を示す過程変数としては ①現実主義と ②適合の二つが

挙げられている｡①現実主義とは,組織での生活が実際にどのようなものであるのかの十

分で正確なイメージを個人が持っている程度で,情報共有や評価についてどのくらい上手

く完遂できたのかを意味する｡②適合とは組織の諸資源と個人の欲求 ･技能が相互に満た

される程度で,どのくらい上手く職業について決定できているかを意味するという｡

調整の段階は,組織が実際にどのようなものであるのかを見て,その成員になろうとす

る過程である｡この段階で必要な主な活動は,1.仕事を学ぶこと 2.同僚と人間関係を築く

こと 3.組織内での役割を明確にすること 4.組織での昇進の程度を見積もること,の四つ

である｡各々の課題を変数化したものは順に,①仕事-の加入 ②集団-の加入 ③役割定

義 ④評価の一致である｡①仕事-の加入が意味するのは,働く一員として受け入れられ,

有能感を感じる程度であり,新しい仕事をどのくらいうまく学べたのかという程度である｡

②集団-の加入は,同僚から受け入れられ信頼されていると感じる程度と,どのくらいう

まく新しい人間関係を築くことができたのかを意味する｡③役割定義とは,誰がどの仕事

を行い,それらの仕事の何が優先され,どのくらいの時間で行うべきなのかということに

関する職場集団での暗黙的または明示的な同意であり,これが理解できている程度を指す｡

7Dubinsky,etal.(1986),高橋 (1994a),高橋 (1994b)である｡ただし高橋(1994a,b)における検証
はBucllanan(1974)とFeldman(1976)の複合モデルに対して行われており,かつ同じデータ源を用いたも

のである｡他者によるモデルの純粋な検証はFeldman(1976)モデルを対象としたDubillSky,etal.(1986)
のみであり,その検証の少なさが理解される｡
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④評価の一致とは,本人と上司との間において本人の組織内での出世の程度に関する評価

が一致している程度である｡

続く役割管理の段階は,前段階の職場での問題解決が,仮のものとは言え一旦なされた

段階である｡その上で,1.所属部門と関連部門とのコンフリクト,及び 2.仕事生活と家庭

生活とのコンフリクトとを調整する段階である｡これらの度合いを測定するのは,①職場

で矛盾したものを求められてもそれによって混乱しなくなる程度であり,この矛盾に対処

するルールを決定するようになる程度である｡もう一つは②家庭生活と仕事生活の矛盾に

混乱しなくなる程度であり,この矛盾に対処するルールを決定するようになる程度である｡

予期的

社会化

役 割

管 理

･現実主義 ･職務の習熟 ･組織外生活との ･一般的満足

･組織個人間 ･役割定義 コンフリクト解決 ･相互の影響

の調和 ･評価の一致 ･部門間コンフリクト ･仕事内モチベーション

･集団-の加入 の解決 ･職務関与

出所 :Feldlllan(1976;p.434)

図 1.1.Feldmanの段階モデル

組織社会化の成功については,1.一般的満足 :仕事において満足し幸せになる程度 2.

相互の影響 :所属部門において仕事を行う方法に及ぼすコントロールあるいは権力を感じ

る程度 3.内的仕事モチベーション:仕事を遂行する上で効果的に振舞うように自己動機付

けられた程度 4.職務関与:従業員が仕事に関与する程度,の四つの指標が用いられているo

Feldman(1976)では実証を前提にしているため,その段階性について徹底した仮定が

置かれている｡｢全ての段階における過程変数は,すぐ後に続く過程変数に影響すると仮定

されており,より後の段階には間接的にのみ影響する(Feldman,1976;pA36)｣のである｡
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例えば,予期的社会化段階の課題変数である①現実主義の度合いは,社会化の成果に対し,

調整段階 ･役割管理段階という順番を経て,間接的にしか影響しないとされる｡

しかし彼自身が行った看護士や会計係,放射線技師など多様な職種を含んだ病院勤務者

118名-の質問票調査の結果からは,この仮定は支持されなかった｡例えば調整段階の課

題の一つである役割定義は,直接的に社会化成果に影響を及ぼしていた｡つまり厳密な段

階性は成立しないことが示されている｡この厳密な段階性については営業職 189名を対象

としたDubinsky,etal.(1986)によるFeldman(1976)モデルの検証結果においても支

持されなかった｡予期的社会化段階での過程変数である適合の度合いは,社会化成果とし

ての一般的満足や相互の影響,職務関与に直接的な正の効果を及ぼしていたのである｡ま

たこれに関して高橋 (1994a)は,Buchanan(1974)とFeldman(1976)とを統合した

モデルを構築し,入社後七年目までのキャリア初期にある若者292名を対象とした質問票

調査を行っている｡パス解析の結果からは同様に,厳密な段階性についての仮定は支持さ

れなかった｡例えば,第一段階の期待の適合性が第二段階を越えて第三段階の組織信頼お

よび最終的な成果変数である組織コミットメントや職務満足に直接効果を及ぼしているこ

と等が示されている｡

Schein(1978)のキャリア発達モデル

Schein(1978)のモデルは,生涯キャリア発達という文脈の中で記述されている点が特

徴の一つである｡新人の組織社会化プロセスは,キャリア初期 (30歳程度まで)に組織と

個人との間に心理的契約が形成されることで一旦の完成を見るoもう一つの特徴としては,

組織社会化の過程を,組織と個人双方の視点から明示的に描いた点にある｡彼は 44人の

MITスローン･スクール卒業生に対するパネル調査の結果から,参入 ･社会化 ･相互受容

の三段階で組織社会化過程を記述し,各々の段階で取り組むべき課題を提示した｡

参入段階は,組織にとって募集,選抜,雇用及び初期配置の過程であり,個人にとって

は組織に入る準備,訓練の期間である｡参入段階の個人の課題は四つある｡1.予備的な職
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業選択 2.実行可能な夢の開発 3.｢見越しの社会化 (予期的社会化)｣を通じたキャリア初

期-の準備 4.労働市場-のエントリーである｡なお,夢とは自分の才能,価値,および抱

負の発現手段として役立ちうる職業ないし組織のイメージで,例えば企業家としての自己

概念などを意味する｡参入段階は就職することで終了する｡

社会化段階は,個人にとっては組織で働くコツを学ぶ初期の過程全てを含む｡この時期

はまた,個人と組織双方にとって互いに対する期待を相互テス トする段階である｡個人に

とってのこの過程は,実際に組織に参加しその現実に触れるところから始まる｡この時期

の個人の特徴的な心理状態はリアリティ･ショックであるという｡従ってここでの課題は,

さまざまな側面で生ずる期待と現実との負の差異に対する衝撃を乗り越えることが中心で

ある｡具体的には,1.人間組織の現実を受け入れる 2.変化への抵抗に対処する 3.働き方

を学ぶ一組織および職務定義の過多と過少に対処する,という三つの課題がこれに該当す

る｡この時期の課題には他に,4.上司に対処し,報酬システムの仕組みを解明する,つま

り何が本当に期待され報われる行動なのかを学ぶこと,5.組織における自分の位置を定め,

アイデンティティを開発する,つまり政治的な側面を含んだ地位体系を解読し,それに応

じて仲間集団を決定しアイデンティティの感覚を築くこと,がある｡

相互受容の段階は,心理的契約が形成される段階である｡心理的契約とは ｢組織が受け

取ると期待するものに対して個人が与えるであろうものと,個人が受け取ると期待するも

のに対して組織が与えるであろうものとの調和 (Schein,1978;邦訳89頁)｣である｡それ

は個人と組織との雇用関係における暗黙の了解 ･期待であり,明示されてはいないが,片

方であってもその期待が達成されない場合,離職や解雇が起き,あたかも雇用契約のよう

に作用するため,こう呼ばれる (Hall&Moss,1998)0

この心理的契約の成就によって組織一個人間関係における相互受容がなされ,両者の統

合が促進される｡しかし一旦心理的契約が成就されたとしても,キャリアの進展によって

個人の欲求や期待は変化しうるし,組織の期待する職務や役割もまた変化する｡このため

この契約は,相互交渉の継続的な過程としてキャリアの中で変化していく｡従って,個人
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はこの段階で,正式に認められた組織メンバーにはなるが,依然としてキャリア初期段階

にあり,終身メンバーにはなっていない｡Schein(1978)によれば,キャリア中期以降の

問題の多くは,この双方によって暗示的に作り上げられた見せ掛けの希望 (実体は必ずし

もない,あっても変化する各々による一方的な期待)に由来するとされる｡

Katz(1980)の職務在籍期間モデル

Katz(1980)の関心は,時間の推移に伴って環境 (組織)に対する個人の関心や欲求,

あるいは反応が変化していく様を概念化することであった｡とりわけ職務の継続時間に注

目しており,同じ職務に就いている期間の長さに従って,社会化段階 ･革新段階 ･適応段

階という ｢明確に区分される期間によって,平均的な個人の反応や関心を捉えることが可

能 (Katz,1980;p.88)｣であるとした｡

社会化段階は,ある職務に就き始めてからの数ヶ月間を指す｡この段階にある新人は,

かなりの程度,白紙状態 (tabulara島a)にあるとされる｡これは Katz(1980)のモデルで

予期的段階が想定されていないこととも整合的である｡新しい環境に対し白紙の状態で直

面する個人は,予測が立たない不確実な状況に不安を感じ,状況の定義あるいはそこでの

アイデンティティの確立に関心を向けるとされる｡このため,なによりもまず仕事集団に

受け入れられ,成員として機能するのに必要な社会的行動や態度を学ぶと考えられている｡

上司や同僚との社会的相互作用を通じて職務環境を知り,特定の環境に関する広範な経験

の解釈や理解のためのスキーマを発達させる｡

こうして状況が定められ,自身の役割アイデンティティが形成されていくことで,心理

的安全あるいは受容感を得る｡不確実性に戸惑っていた個人は,安全の欲求が満たされる

と,その注意を社会的な関心から本来のタスク-と向け,次の革新段階-移行する｡(逆に

この時期,自分の期待が同僚や上司に共有されていないことを発見すると,いわゆるリア

リティ･ショックを感知する｡こうして知覚された差異を契機に,期待や経験を再検討 ･

再調整する場合もあるし,離職する場合もあるという｡)

25



革新段階は同じ職務に従事して六ヶ月から三年くらいの期間を指す｡この段階では,状

況の不確実性に悩まなくなるため,職務に対し,より多くの注意を向けることが可能にな

る｡従って,この段階では職務-の挑戦や職務達成の欲求が増し,実際に職務を遂行する

ことで貢献の意識を高める｡そして逆に職務環境に対し影響を及ぼし,これを実際に変化

させようとする｡仕事環境を変化させるという行為によって,仕事や仕事状況に新たな意

味を見出し,職務特性からの内発的な動機付けを得,職務関与の水準を高めるとされる｡

そのまま新しい職務や地位が移らず同じ仕事に従事し続けていると,五年目くらいから

適応段階-移行する｡長く同じ仕事を続けることで仕事が慣習化し,仕事自体には面白み

を感じなくなるという｡職務の中に挑戦や自分の成長を見出せなくなると,自分が取り組

んでいることの意味に疑問を持ち,その環境を去るか環境に適応するようになる｡長期の

在職期間に伴 う安定感のため,内発的な動機付けに成りえた職務特性に無関心 ･無反応的

になっていく｡そして,このような内発的動機付けの消失を,職務上の特権や休暇,人間

関係といった外部報酬に意味を与えたり,仕事外の環境に価値を移したりすることで補償

する｡また自分の特権や慣習を侵害する上司から自己防衛するような行動もみられるよう

になるという｡適応という現象を,必ずしも肯定的には捉えていない点が,このモデルの

特徴の一つであろう8｡

Katz(1980)のモデルのもう一つの特徴として,移動や昇進に伴う社会化のサイクルが明

示されていることが挙げられる (図 1.2)｡革新段階や適応段階に至った後にも,社会化段

階-の再エントリーが想定されているのである｡｢社会化は生涯にわたる過程であり,組織

内キャリアを通じて継続的に再起する (op.°it.;p.106)｣という認識なのである｡

しかし,再社会化のプロセスでは,-度目のサイクルと比べ個人は組織についての社会

的知識や職務関連知識を一定獲得しており,前職を通じての人的ネットワークや個人的評

刺,自己イメージも発達させている｡このため,新人ほどに不確実性を感じることはなく,

8ただし,このような考え方は珍しいわけではない｡例えば自己能力を十分に発達させ,自分になしうる

最善をつくしているという状態,自己実現した人間を完全な人間と考えたA.H.Maslow,にとって,環境に

合わせるという適応は自己実現と相反する概念として捉えられ,好ましい姿とみなされない｡
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社会的関係の確立に対して以前ほど配慮しない｡その結果,むしろ仕事でのタスクにおい

て自己の熟練や能力を示すことに関心を持っという｡こうした社会化のサイクルが繰り返

されると,適応段階での慣習化も強化され,個人はより変化しにくい存在になる｡つまり

組織からの影響を受けにくくなり,その独自性が強まる｡この結果,場合によっては自己

満足的あるいは自己防衛的な態度にも陥る｡

彼のこのモデルを突き詰めれば,結局,個人の職務満足や生産性の決定因は,与えられ

た仕事で実際にすごした時間の長さで系統的に変化していく,ということになる｡しかし

彼は,例えば社会化段階での社会的相互作用が十分でないケース (上司が忙しく交流がな

い,地理的に隔離された場所で就労するなど)では,そのステージの欲求が十分に満たさ

れないため,ある段階に留まる時間が遅延する(あるいは早まる)場合もあるとしている｡

ある段階に留まる期間は前後するが,その段階の順序自体は変化しないことを暗黙裡に前

提としているようである｡この意味で,時間の経過を成長の前提とする生涯発達理論の影

響を色濃く見出すことができる主張である｡
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職務期間による各段階における特別な問題の例

関心 在職期間の段塔

領域 社会化 革新 適応

a)状況におけるアイデンティティの確立

b)状況の規範を読み解き､基準に合い
かつ幸矧 を受ける行動をつきとめる

現実構築 C)社会的関係を築き､他者から受け入れ
られること

d)上司や同僚､および部下の期待を学,Sこ

e)重要で貢献できるメンバ-であることを

示すこと

影響と達成

維持強化

｢ さ収 と

I ‥ = _ 2,:
可視性や昇進可能性を高めること

C)特別な技能や能力を上達させること

d)参加や貢献の範囲を広げること

e)自身の組織環境に影響を与えること

｢
a)タスク行動の慣習化

L l『

b)自己タスクの手続きや諸資源の
神秘化や儀式化

C)自治の保護
d)脆弱さの最小化

e)社会的環境を深め固める

出所:Katz(198qp.116)より訳出

図 1.2.Katz(1980)の在職期間に伴う社会化三段階説

Wanous(1980)の包括的社会化モデル

BtlChanan(1974),Porter,etal.(1975),Feldman(1976),及びSchein(1978)とい

う,よく知られた段階モデルの統合を試みたのがWanous(1980;1992)である｡彼のモ

デルは,①組織の現実の受け入れ ②役割明確化の達成 ③組織という文脈-の自己の位置

づけ の三段階を経て ④社会化の達成 に至る｡

各々の段階に示された課題は,四つのモデルの単純な総和に近いものであり,その説明

もほとんどなされてはいない｡しかし彼の研究では,段階モデルを考える上での幾つか重

要な指摘がなされている｡
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社会化過程の諸段階

段階 1: 組織の現実との直面と受け入れ

a)期待の確認あるいは否認
b)個人的な職務要求と組織風土との衝突
C)組織によって､個人のどの側面が強化され､また強化
されないのか､何が罰せられるのかの発見

段階 2: 役割明確化の達成

a)新しい職務における課題を手ほどきされること
b)人間関係における役割の定義
i)同僚に関して
ii)上司に関して
C)変化への抵抗に対する対処を学ぶ
d)新人自身の業績評価と組織の業績評価の間における
一致
e)所与の構造と不確実性の中で働くことを学ぶ

段階 3: 組織の文脈に自分を位置づける

a)どのような行動様式が組織のそれと一致するのか学ぶ
b)職場での対立､職場外の利害と仕事との対立の解決
C)初年度の職務挑戦によって鼓舞された仕事や組織へ
のコミットメント
d)変化した自己イメージ､新しい人間関係の確立､および
新しい価値観の採択

段階 4: 社会化成功についての手がかりの発見

a)組織への信頼とコミットメントの達成
b)高水準の全般的職務満足
C)相互受容の感覚
d)職務関与と仕事の内発的動機付け
e)新人と組織の問で相互受容を示すサインを送ること

出所:Wanous(1980:p.180)

図 1.3.Wanous(1980)の組織参入後の包括的社会化モデル

wanous(1980)によれば,組織社会化の複雑なプロセスを理解する上で有用なものと

なるために,段階モデルが答えるべき課題が三つあるという｡第一は,モデルが含む段階

を定義することである｡具体的には,①時間の経過に基づいて段階を定義するのか,②あ

るイベントの発生に基づいて定義された段階であるのか,に答える必要があるという ｡

第二は,段階同士が互いにどう関係するかを明示することである｡例えば,もし段階に

連続性があるのであれば,段階の移動方向はどうなのかといった問題である｡第三に,何
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がある段階から次の段階-の移動を説明するのか,である｡具体的には,段階移動が発生

したことをどうやって知るのか,最終段階に成功裏に到達したことをどう知るのか,とい

った問いに答えることである｡

第-の問題について Wanous(1980)は,あるイベントの発生には時間の経過を伴うので

両者を完全には区分できないとしながらも,時間が経過するという事だけでは,ある重要

なイベントが発生することを保証しないので,イベントによる定義を採用している｡

第二については全てを明示的に記述していないが,統合モデル図 (図 1.3)から,直線

的な進捗の想定が読み取れる｡またこの段階間の関係については,各段階の中に含まれる

イベントは段階内で同質的であるべきであり,ある段階のイベントは他の段階のイベント

よりもより多くの共通性を持っているべきである,という指摘がなされている (Wanous,

1980;pp.173･174)｡

第三の問いについては,全てではないにせよ,その一部の問いには答えている｡すなわ

ち社会化の成功基準について,Wanous(1980)は,態度の変容を挙げている｡具体的には

組織コミットメントの形成を成果変数として想定しているようである｡このことは｢普通,

効果的な社会化とは,新人が幾つかの基本的態度や信念を変えることを意味する｡効果的

な社会化は従って,組織の慣行に従うというだけでなく,組織に対して内的にコミットす

ることを意味する｡(op.°it.;p.171)｣という記述から了解できる｡

幾つかの重要な指摘を行ったWanous(1980)であるが,しかし他のモデルに想定され

ている予期的社会化段階をなぜ含んでいないのか,段階の進行に各段階のイベントの達成

が必要なのかどうか,つまり前の段階のイベントの達成が次の段階の与件となるのか,た

だイベントとして発生していればその段階にある,という記述を意味しているのかについ

て十分に答えないまま列挙しているという点などが批判される｡

(3)段階モデルの諸仮定

これまでは,プロセス理論に多大な影響を与えたとされる発達理論と,代表的な組織社
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会化の段階モデルとを概観してきた｡ここでは両者の特徴を比較することを通じて,組織

社会化の段階モデルが,明示的または暗示的に持っ前提について考察する｡

まず,発達論の特徴を細かく分解し確認しておく｡①社会化の進展に,生物学的なヒト

の成長同様の共通過程を見出していること (一般性)②人生を直線的な連続ではなく,あ

る時期ごとに区分していること (段階性)③各々の時期に独自の課題を設定していること

(段階独自課題の存在)①ある時期の課題達成の有無は,それ以降の段階での課題の達成

に影響すること,逆に言えば課題の解決ができなければ社会化が進展しないこと (社会化

の課題依存性),従って⑤社会化は段階を踏みながら一歩一歩しか進まず段階はスキップで

きないこと (社会化の漸進性)である｡このような特徴は,組織社会化の段階モデルにど

の程度見られるのであろうか｡

筆者が知る限り,わが国で唯一人,段階モデルの検証に取り組んだ高橋の研究 (高橋,

1994a)によれば,段階モデルにはa.難易度命題 (課題は後の段階ほど困難なものになる)

b.社会化能力命題 (上位の段階にある個人はそれ以前の段階の課題は必ず達成している)

C.一貫性命題 (各段階モデルにはそのテーマとなる概念が存在する)d.直接影響命題 (各

課題は隣り合う段階の課題にのみ影響を与え合う)e.単純増加命題 (勤続年数の増加に従

って課題達成度が進む)という前提 (命題)が存在するとい う ｡五つの命題のうち,発達

の理論と共通するのは,b.社会化能力命題とe.単純増加命題で,各々は④課題依存性と①

一般性 (とりわけ時間の経過について)に対応している｡

このような組織社会化段階モデルの前提に対し,正面から踏み込んで議論している研究

は,筆者の知る限り他になく,その貢献は大きいと考えられる｡しかしながら,その内容

については憤重な議論を要する｡以下では,発達理論の特徴,および高橋 (1994a)の挙

げた命題が段階モデルにおいてどの程度見出すことができるかを検討する｡

表 1.1は,取り上げてきた各段階モデルの相互関係をまとめたものである｡発達理論の

節-の特徴である一般性,および第二の特徴である段階の存在については,各モデルにほ

ぼ妥当するように思われるO各モデルは三から四程度の区分された時期によって構成され,
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その促進要因や阻害要因に言及されることはあるものの,段階による進展に一般性を見出

している｡

しかし第三の特徴である課題の存在は,必ずしも妥当しないことが判明する｡このこと

は,第三の特徴が前提となっている第四の課題依存性や,第五の漸進性にもそのまま該当

する｡例えばBuchanan(1974)のモデルは,組織コミットメントの形成に対し,ある時

期にどんな経験が影響するのかについて言及しているだけで,各項目は課題や学習項目を

意味しているわけではない.またその進展は,そのような経験の有無ではなく,一定の時

間幅で自動的に進展すると想定されている｡Porter,etal.(1975)においても参加前段階

や遭遇段階に明示された課題はなく,社会化の成果段階と考えられる変化と獲得段階に何

が変化するのかが示されているのみである｡その進捗の仕方についても言及されておらず,

そのような変化をしていくことが記述されているに留まっている｡また Katz(1980)で

は,社会化の段階進展は課題等の問題ではなく,在職期間に依存することが示されている｡

さらに,高橋 (1994a)の挙げた他の特徴を検討しよう｡難易度命題 (課題は後の段階

ほど困難なものになる)については,これはそのような記述は各研究にはない｡この命題

について高橋 (1994a)は,暗黙のものであると言及しているが,やはり疑問が残る｡

Feldman(1976)や Schein(1978)は,予期的社会化段階で職業を決定するという課題を

挙げているが,このような大きな意思決定が,後の段階での職場人間関係の形成などより

も難易度が低いとは評価し難い｡むしろキャリア初期,従って社会化初期は多くの不確実

性のため,課題の達成のためにより大きなストレスや職務不満足を伴うように思われる｡

容易な課題が前段階に配置されているのではなく,むしろある段階の課題の遂行に,前段

階の課題の達成が必要条件として考えられている,という理解が妥当ではないかと思われ

る｡

難易度命題は,次に議論する社会化能力命題 (上位の段階にある個人はそれ以前の段階

の課題は必ず達成している)を背景にした言及であると思われるが,しかしこの社会化能
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表 1.1組織社会化段階モデルの段階比較

BUchanan(1974) 1.初年度 …2.2-4年目 Z 3.5年目以降
(基礎訓練.通過儀礼の段階) :(業績の段階) : (社会化成果段階)

1.1役割明確化 l:2.1個人的重要性の知覚l IZ3.1組織への信綾性I

1.2同僚集団との凝集性向上 ;2.2職業的自己イメージの強化経験l !3.2組織コミットメントの形成l

1.3所属集団の組織に対する態度 :2ー3失敗への恐れ III

1.4期待の実現 ;2.4組織コミットメント-の規範 lII
1.5リアリティ.ショック 一!2.5仕事コミットメント-の規範 lII
1.6初年度の職務挑戦 l-I lll
1.7.組織と自分への忠誠心の対立 lII IIl

Porter.Lawler.&Hackman(1975) 0.参加前 1.遭遇 l:2-変化と獲得

l:2.1新しい自己イメ-ジの形成

ll2.2 新しい人間関係の形成

l:2.3新しい価値観の形成

I蔓2.4 新しい行動様式の形成

Feldman(1976) 0.予期的社会化 1.調整 2.役割管理 3_社会化の成果段階

0.1仕事への期待の形成 1.1仕事の学習 2.1所属部門と他部門 3.1一般的満足

0.2職業の決定 1.2人間関係の形成 との対立解決 3.2相互-の影響

一.3役割明確化 2.2仕事生活と家庭生活 3.3仕事モチベーション

1.4昇進程度の評価(上司の評価との一致) との対立解決 3.4職務関与

Schein(1978) 0.参入 1_社会化 2.相互受容

0,1職業の予備的選択 1.1人間組織の現実の受け入れ 2.1心理的契約の形成

0.2実現可能な夢の開発 1.2変化への抵抗への対処

0.3キャリア初期の準備 1.3働き方を学ぶ

0.4労働市場への参入 1.4上司に対処し報酬体系を解読する

一.5組織内の位置確定(アイデンティティの開発)

Katz(1980) 1_社会化 2.革新 3.適応

日人間関係の形成 1.1職務挑戦や達成

1.2状況定義(新しいスキーマの形成)1.3役割アイデンティティの開発 1.2職務環境の変化

t 社 会 化のサイクル 1
Wanous(1980)は単純総和的モデルなので割愛
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力命題もまた問題がある｡この命題は課題依存性あるいは漸進性を別の角度から表現した

ものであると思われるが,やはりそもそも課題すら存在しない段階モデルがある以上 全

てに妥当するものではない｡一貫性命題 (各段階モデルにはそのテーマとなる概念が存在

する)については,むしろモデルの特性というよりは,各研究が持つそもそもの関心に関

わるものであると言える｡

直接影響命題 (各課題は隣り合う段階の課題にのみ影響を与え合う)および単純増加命

題 (勤続年数の増加に従って課題達成度が進む)も課題の存在が前提となっているが,前

述のとおり課題という考え方すらないモデルが含まれている以上 妥当しない場合がある｡

課題が存在するモデルについても,該当するものとそうでないものがある｡

直接影響命題は,漸進性を操作化したものに他ならないが,この命題を言明した組織社

会化の段階モデルは Feldman(1976)のみである｡単純増加命題については部分的に該

当するものの,Wanous(1980)が指摘したように,段階の進捗が課題達成によるのか,

時間の経過によるのかは,モデルによってその比重が異なる｡Buchanan(1974)や Kazt

(1980)には該当するものの,ここに挙げられた全ての段階モデルには妥当せず,むしろ

原理的には課題依存性との矛盾が発生する｡課題がクリアされていないが想定以上の時間

が経過しているという現象は (例えばSchein,1978モデルで発生しうる),段階の前進で

はなく,組織社会化の遅延ないし失敗を意味しているに過ぎない｡

以上の考察から,段階モデルという分類枠に含まれるとみなされてきた諸研究間の共通

性は,｢社会化の進捗は一般にいくつかの段階から構成される｣という最も基本的な前提の

みであることが判明する9｡元々の発達理論と同様の前提として段階に課題を持ち,社会化

進展に課題依存性や漸進性を想定したモデル,つまり段階モデルと呼ぶにふさわしいモデ

ルはFeldman(1976)およびSchein(1978)だけということになる10｡つまり段階モデルと呼

9逆に言えば,Porter,etal.(1975)など,段階と課題とを含まないモデルは厳密には段階モデルと呼ぶべ
きではないのかLt)しれないo

lO今回レビューした研究においては,という限定がつく｡今回挙げた諸モデルは,いずれも著名かつ頻

繁に段階モデルの例として引用されるものに留めている｡より以前の段階モデルとしてはFisher(1986)
を参照QなおVanMaanen(1975)の警官の段階モデルは初期の非常に著名な研究であるが,記述志向
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ばれてきた諸研究のうち,発達理論の特徴を受け継ぎ,反証可能性が示されているという

意味で批判に耐えうるものは二つの研究に過ぎない11｡さらに言えば,操作的なレベルで

段階説を考慮し,段階内の過程変数は次の段階の過程変数 (もしくは成果変数)にのみ影

響すると言明したモデルはFeldman(1976)のみである｡それだけに,組織社会化研究にお

けるFeldman(1976)の貢献は大きいO発達理論の諸仮定を受け継ぐ,純粋な意味での組織

社会化の段階モデルとは,Feldman(1976)を指すと考えてよいだろう｡

(4)段階モデルの限界

段階モデルを概観し,これに考察を加えること通じて,いわゆる段階モデルと呼ばれて

きたものは ｢社会化の進捗は一般にいくつかの段階から説明される｣という非常に緩やか

な前提のみを共有する枠組みに過ぎないことが示された｡

このような段階モデルに対する第一の,しかも最も重要な批判は,これらは単に組織社

会化のプロセスで何が起きるのかを記述しているだけである,というものである (Fisher,

1986)｡なぜ,どういうメカニズムで社会化が進むのかについて,例外 (e.g.,Katz,1980)

はあるものの,多くのモデルでは明示的に説明していない｡

またFisher(1986)は,組織社会化の展開が仕事のタイプや組織の環境によって変わる

ことを指摘し,社会化のプロセスが文脈を超えて同じ程度に進むという仮定,つまり先に

挙げた一般性の前提に対して批判を行っている｡社会化戦術 (組織による組織社会化に向

けた働きかけ)や個人特性との関わりで社会化の進捗がどう変化するのかなど,検討すべ

きモデレ一夕要因は多い｡特に,職務特性との関係が手薄であることが指摘されている

(Bauer,eta1.,1998)0

実は,この一般性-の批判は,先に見た発達理論に対しても同様になされている批判で

ある｡Clausen(1986)によれば,発達理論は,成人前の変化に対して,有機体的な成長 ･

の事例研究であるため省いた｡その詳細 こついては小川 (2005a)を参照｡

11高橋 (1994a)のモデルもこれに該当するが,このモデルはBucllallan(1974)とFeldman(1976)の
統合モデルでありWanous(1980)の統合モデル同様,ここでは省いた｡
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発達が終了した成人後のそれに説得力がないという｡発達理論はその一般性について,あ

る年齢範囲という時期を設定し,発達を有機的成長との繋がりとして考え,発達の時間的

スピー ドと発達内容の順序とを固定する根拠にしている (Bush&Simmons,1981)｡そう

することによって,生物の成長のように,発達の一般性が主張されてきたのである｡しか

し成人以降の肉体変化は個人差も大きく,成人以前ほどダイナミックなものではない｡そ

うであるにも関わらず,成人前と同様の前提に立ってモデルが構築されており,しかもそ

の主張の裏づけは限られたケースによる,というのである12｡この批判は,発達理論と諸

前提を共有した精微な段階モデルほど当てはまるであろう｡その組織社会化プロセスは,

本当に一般的なのか,という批判である｡

次項では,以上で見た組織社会化の段階モデルに対する,メカニズムがないという批判

や,一般性に対する批判に呼応するようになされた諸研究について概観する13.

1.1.1.2組織社会化のメカニズム

ここでは,どうして組織社会化が進展するのかという認知的メカニズムについて言及し

た研究,および組織社会化のペースや順序に対する一般性に対し,より相対的な立場をと

る研究について触れる｡

(1)段階モデルの人間観

どうして組織社会化が進展するのか,という問いに対する先行研究の答えは,二つに大

別できるものと思われる｡

12こうした批判は,著名な発達論の-つであるLevinson(1978)によく該当する｡彼の調査対象は 1923年

から1934年生まれ (35歳から45歳)の米国人男性で,工場労働者,企業管理職,大学の生物学者,小

説家の各10名,計40名から構成されているが,そこから一般的な発達過程 (彼の場合 ｢生活構造｣の

変化)の存在を主張することには問題があるだろう｡ただし,直感的に理解しやすいものであるためか,

わが国では広く認知されている｡

13組織社会化の段階モデルについてはこのほかにも,役割の移行時,前の役割の脱却過程が無視されてき

たという批判 (Louis,1980)や,組織社会化過程における個人の側の役割が考慮されてないという指摘

(Morrison,1993a),そもそも組織社会化という現象は,決められた期間の劇的な変化というよりも微細

な変化や適応の過程であり,厳密で固定的な段階の連続と言うよりも継続的な過程ではないかといった,

より根本的な批判 (AdkillS,1995)がある｡これらの批判については迫って触れる｡
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第一は,個人の動機に関わる回答である｡ある組織という環境において,なぜ個人は学

習し変化するのかという場合,個人の動機に注目して答えることができる｡それは組織社

会化のメカニズムが働く上での基本的仮定,つまり人間観に関わる言及でもある｡

第二の答え方は,そのような人間観を前提として,どうやって学習 し変化するのかにつ

いて,その仕組みを記述する方法である14｡

ここでは個人の動機や欲求に注目した説明を概観 し,組織社会化研究の前提となってい

る人間観を指摘する｡そのような人間像を前提とした具体的な学習のメカニズムについて

は,続くセクションで説明する｡

組織社会化における学習が行われる際の動機について触れているモデルは,Katz(1980)

の職務継続期間モデルである｡彼は社会化 ･革新 ･適応の三段階で組織社会化のプロセス

を捉えた｡そこで Katz(1980)は,段階の進捗は職務在籍期間という時間の変化に伴 う個人

の動機の変化が前提にあることを明示的に言及していた｡

参入直後の動機は不安や心配である｡Katz(1980)はMaslow (1943;1954)の欲求階

層説15の検証を行ったHall&Nougaim(1968)の実証結果を前提とした議論を展開してい

るので,不安や心配とは,基本的に安全や安定の欲求,あるいは所属の欲求 (存在や関係)

に根ざしたものであろう｡そうした不安に動機付けられた個人はまず,社会的な人間関係

を形成 しようと試みるとされた｡そして,人間関係の形成に伴って状況に対する不安が低

減してようやく,本来の職責に集中するようになる｡職務-の挑戦や職務達成の欲求が増

し革新段階-移行するのである｡これはその背景に,他者から認められたいという尊厳の

14以上のことは,Marcll&Simon(1958)の適応的動機行動モデルを考えればわかり易い｡彼らのモデ
ルでは,損得勘定に基づく不満を動機とした限界合理人を設定し,概念間関係に諸仮定をおいて,なぜ個
人は何らかの行動を起こすのか,を説明している｡個人がなぜ組織-の参加を取りやめるのか,という問

いに対し,Marcll&Simon(1958)に沿って答えれば,参加に不満を知覚したため,と限定合理人とい
う人間モデルの動機に即しても答えられるし,不満に動機付けられ代替案を探索した個人が,現状の効用

<代替案の効用という評価を下したから,と人間モデルを前提としたメカニズムに沿っても答えられる｡

15非常に著名な主張であるので説明は簡便にする｡人間には最も基本的な欲求から順に,生存･安全･所

属･尊厳･自己実現という五つの欲求があるという｡そこには,欲求が満たされると次の高次の欲求が強

まる,ある欲求に前足するとその欲求が弱まる,満たされた欲求はモチベータにならない (Maslow,1954;

plO5)といった仮定が置かれている｡階層説では,個人がその人間としての潜在能力を十分に実現させ
る程度にまで健全なパーソナリティを発達させるという信念があるとされる (Hall&Nougaim,1968)D
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欲求16が認められる｡あるいは自分の能力を十分に発揮できる環境作りという意味では,

自己実現の欲求 (成長の欲求)が背景にあるように思われる｡

このことは,組織社会化の学習の動機付けとして多い,不確実性に関する不安に注目し

た研究も同様である (e.g.,Feldman&Brett,1983;Lester,1987;Falcione&Wilson,

1988)｡例えば Lester(1987)は,初見の人との二者間の相互作用における不確実性の低減

理論を組織論-応用し,組織社会化を,個人による組織環境の不確実性低下のプロセスと

して捉えた17｡つまり環境の不確実性を低減することで,個人は仕事 ･組織環境の予測可

能性を高めることが可能になる｡不確実性を低減し予測可能性を最大にする方法は,最終

的には環境に影響力を及ぼし,自分がこれをコントロールすることであろう｡これは,先

に見たKatz(1980)の革新段階-移行する個人の姿と共通する｡組織社会化の過程では,

コントロールの欲求が高い個人ほど,より多くの情報探索活動を行い,社会化水準も高く

なるとしたAshford&Black (1996)の発見事実とも整合的である.

このような個人特性の差が組織社会化にどう影響するのかという議論の詳細は後

(1,2.2.1)に譲るとして,ここで注目したいのは両者の共通性である｡すなわち環境がま

ずあって,それに対し不安や心配を持つという受動的動機から,環境をコントロールした

り職務達成を通じて影響力を及ぼそうとしたりする,より能動的な動機-と心理状態が変

化していく個人の姿である18｡このような Maslow (1954),あるいはその修正版である

Alderfer(1972)に基づく人間モデルを,ここでは発達人と呼ぶO実は,このような発達

】6Hall&Nougaim (1968)では達成欲求もこれに包含され,ここではむしろ達成欲求｡
17Lester(1987)によれば,組織社会化の過程で個人が懸念する不確実性とは,組織内で自身が成功で
きるかどうかに関する評価的不確実性であるという｡ここから派生して彼はさらに,組織内での成功に関

する確実性低減にとって重要な要素として,ある行動がある組織で報われるか罰せられるかについての不

確実性,とりわけ,ある状況下での行動が上司から適切とみなされるものは何であるかという行動的不確

実性もまた,新人を特徴付ける心理状態であるとした｡しかしLester(1987)の言う不確実性は非常に
限定的でありむしろ,自分の行動がどのような結果を生み出すか,なども含む広範な意味での不確実性が,

そこにはあるように思われる｡

18伝統的な組織論の人間モデルに当てはめるのであればC.Al･gyrisやD.McGregorといった新人間関係
論の論者が想定した自己実現人が最も近いであろう｡つまり自己能力の顕在化や成長を動機付けにしてい

る人間モデルである｡ただし,各段階モデルの論者が必ずしもMaslowの段階説を意識していないと思わ
れることや,E.H.El･iksollらの発達理論の影響も大きいこと,不確実性に関わる議論が欲求階層説とはま
た異なる出自を持つため,ここではそれら全体を包括する人間モデルとして発達人と呼ぶ｡
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人でも,特にその能動性に注目しているのが,次に述べられる社会化のメカニズムに関す

る議論である｡これらの議論は,環境定義すなわち環境の意味形成の主体者としての個人

を前提にして展開されており,先に挙げた段階モデル-の批判的な位置づけにある｡

(2)シンボリック相互作用論的アプローチ

段階モデルが前提としたのは,受動的な立場から能動的な立場-と人間が成長 ･発達し

ていく,その変化に注目した人間像であった｡このような立場はしかし,元来は受身で主

体性の低い,いわば未発達な個人を出発点にしており,発達や変化のトリガーとなるのは

社会的環境,すなわち組織による働きかけ,ということになる｡

これに対して以下の議論は,初期段階から既に一定の主体性を持った存在として個人を

捉えるという意味で,個人の主体性をより強調した立場をとる｡つまり環境はそれ自体と

しては意味を持たず,そこに個人による解釈,あるいは社会的相互作用によって初めて環

境としての意味が形成されるので,個人の認識や理解が大前提であるという立場,とりわ

けシンボリック相互作用諭的な視座に立っている｡

Blumer(1969)によれば,シンボリック相互作用論は,以下の三つの前提を持った認

識論である｡すなわち,①人間は物事が自分に対して持つ意味,つまり主観的意味に則っ

て,物事に対して行為する ②物事の意味は個人がその仲間と一緒に参加する社会的相互作

用から導き出され発生する ③意味は個人が出会った物事に対処する中で,解釈の過程で修

正される,の三つである｡

社会化の体系的議論の出発点を,仮にParsons(1951)に見出すとするならば,それは

元来,機能主義的な考え方を前提としている｡機能主義の主な関心は,｢実在物としての社

会的世界はなぜ維持存続するのかという問題である(坂下,2002;69頁)｣｡Parsons(1951)

における社会化は,社会統制とともに社会システムの維持を支える仕組み,つまり,静的

な状態 (均衡)を説明するための概念である｡しかしながら,視点を全体社会から,それ

を構成する個人-と転ずると,そこには個人の変化という動的な側面が伴うo
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これまで見てきた段階モデルは,個人の変化を描こうとしたものの,ある静的な状態 (段

階)の連続として記述しただけで,多くはその移行に伴うダイナミズムについて十分に説

明してこなかった｡そこには,組織社会の存続運営を可能にする個人の状態として,例え

ば高い組織コミットメン トという態度を持った状態であるとか,職能を遂行できるといっ

た状態にある個人システムを形成する上で必要な機能要件 (課題)に何があるのか,とい

う発想が見られる｡しかしそのような機能主義的な発想は本質的に静的なものである｡そ

の結果,どうして,どのように社会化が進展するのかという動的なメカニズムが十分解明

されてこなかったのではないか,と筆者は考えている｡

これに対して ｢シンボルを媒介とした社会的相互作用を通じて物事の意味が構成されて

いく動的過程を分析しようとする (坂下,2002;165頁)｣シンボリック相互作用論は,そ

もそもの発想がダイナミズム志向であり,より適切な意味でプロセスを説明する理論を形

成する素地がある｡組織社会化の研究分野ではLouis(1980),Jones(1983),及びReichers

(1987)らの研究がこれにあたるが,ここでは社会化のメカニズムに注目した前者二つの

研究を概観し,Reichers(1987)については後 (1.2.2.2)に触れる｡

Louis(1980)の意味形成アプローチ

Louis(1980)は,組織社会化の過程を,初期経験とこれに対する対処行動 (コ-ビン

グ)という相互作用のプロセスとして捉えた｡彼女によれば,組織参入時の主な経験は,

変化 ･対比 ･驚きに特徴付けられ,驚きを契機とした意味形成の過程が,新しい認知枠組

みを生み出すという｡

彼女が言う変化とは,新しい環境と古い環境との間の主な特徴における客観的差異を指

す｡対比とは,心理的な場に対比して個人に知覚され,気づかれた特徴 (図)である｡場

に対して何が図として現れるかは,個人のそれまでの経験に依存する｡驚きとは,個人の

予想と新しい環境における経験との差異で,差異-の感情的反応も含む｡彼女は驚きを,

どのようなことに注目して予想していたのか (期待の焦点),その予想は前もって自覚され
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ていたのか (期待の認識水準),それらの予想は実際と照らし合わせてどう評価されたのか

(期待と現実の不適合の程度)という三つの基準から区分した (図 1.4)0

創発的 暗黙的 自覚的

期
待
と
現
実

の
不
適
合

(事
後
の
状
態
)

待
上

期

以

期待の認識水準

(事前の状態) 出所 ‥Lollis(1980)p.237より訳出 ･作成

図.1.4驚きの種類

期待は ｢この仕事なら上手くやれそうだ｣という自分自身の能力に焦点化しているかも

しれないし,組織や仕事に注目したものであるかもしれない｡そういった期待を参入前か

ら自覚している場合もあるし,暗黙に期待している場合もある｡あるいは職務経験の中で

その期待の重要性に気がつくかもしれない (創発的)Oさらに,期待がどの程度実際と一致

したのかについては期待以下かも以上かもしれない｡いずれの場合もまた驚きであるとい

う19｡

このような驚きは,行動の結果を予測する働きを持った認知的スクリプ ト,あるいはス

キーマといった理解の枠組みを見直す自覚的思考の契機になるという｡思考を伴わない

日々のルーティンの中で,自分の予想に反した出来事が起きた場合,つまり驚きが生じた

場合,認知的一貫性が損なわれ,Festinger(1957)の言う認知的不協和が発生する｡この緊

19期待と現実とのギャップあるいはそれに伴う感情は連取 満たされない期待 (unmetexpectation)や

リアリティ･ショックとして記述されてきた｡しかし彼女の言う解き (suI･prise)の概念は,そこに期待
を超えた場合も含む,より広範な概念である｡こうした区分から彼女は,現実的職務予告 (R∫p)という

施策は図 1.4中の斜線部の驚き (仕事や組織に対する自覚可能な期待で,実際には満たされないもの)に

対してしか対応しておらず,十分ではないと批判している｡
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張によってLewin(1951)のいう心理的な場の均衡が崩れるが,その回復のためには,な

ぜ予想通りの結果が起きなかったのかを説明し,場に均衡をもたらすための回顧的な思

考 ･理由付けが必要となる｡これが意味形成の過程である (図 1.5)｡新人はこのプロセス

を通じてこれまでの認知枠組みを修正し,新たな行動 (反応)を引き起こすのである20｡

出所 :Louis(1980)p.242より訳出 ･作成

図 1.5.組織参入時の意味形成過程

彼女のモデルはこれまでに見た段階モデルとは異なり,組織社会化の過程でなぜ学習が

おき,変化が生じるのかについて正面から答えている数少ないモデルの一つであると言え

るだろう｡

Jones(1983)の相互作用論的段階モデル

Jones(1983)もまた,段階モデル-の批判に対し,相互作用論的立場から取り組んだ

数少ない研究のひとつである｡ただしその関心はモデレーク要因としての個人特性にあり,

20ただし,新人の場合,以前の環境において発達させた独自の解釈スキーマに基づき,その解釈の妥当

性を検証するための他者との関係が十分に形成されていないため,しばしば (組織内で共有されているも

のと異なるという意味で)不適切な意味形成をする恐れがあるとされる｡
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Louis(1980)のようなメカニズム志向ではない｡

段階モデルは一般的あるいは典型的にどういう段階を経て社会化が進むのかを記述して

いたに留まり,組織や職務特性の差あるいは個人差については十分な注意が払われていな

かった｡

これに対しJones(1983)は,特に個人特性と個人の帰属過程に注目し,段階モデルを

相互作用論的視点から修正した｡彼が組織や職務ではなく個人に注目するのは ｢個人が文

脈を知覚し反応する方法は,状況の差異というよりも個人によって決められる(Jones,

1983;p.466)｣という認識に基づくからである｡個人の解釈に注目する立場では,同じ社

会化施策を用いられても個々が異なった反応を示すのは個人差 (この場合は過去の経験に

基づく自己効力感や成長欲求の水準)によって異なった経験をしているからである,と考

える｡

彼のモデル (図 1.6)は大きく三つの段階,新人 (A)･経験者 (B)･有力者 (C)から

構成され,それぞれ参入段階 ･遭遇段階 ･真価が分かった段階を意味する｡各々の段階で

は個人組織間の力関係が,個人の自己効力感に応じて異なっている｡

各々の段階は小さい円とそれを囲む大きい円とから構成されているが,大きい円から小

さい円に伸びる矢印は,組織の社会化の強さや権力の強さを意味し,長いほど強い｡逆に

小さい円から外側に向けた矢印は,個人の心理志向性 (自己効力感)の強さを示す｡この

両者の相互作用が個人の次の行動を規定する｡

個人行動の発現の後に続く二つの円の重なりは,社会化過程で起きる意味形成の過程を

表す｡重なった円の一方は白身の行動-の自身の知覚を意味し,他方は自身の行動-の他

者の知覚を意味する｡ここで言う他者とは内部者,特にMead(1934)の言う ｢一般化さ

れた他者｣で,｢あるヒトに彼の自我の統一を与える組織化された共同体 (コミュニティ),

もしくは社会集団 (Mead,1934;邦訳 166頁)｣を意味する｡二つの円が重なり合ってい

る部分は両者の相互作用を意味し,Ⅹは自己と他者との知覚の隔たりを意味している｡成

果部分は社会化経験に関する個人差と帰属過程のモデレー ト効果に規定されており,各段
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階-のフィー ドバックで,新人の初期の心理的志向性や将来の行動に影響を及ぼす｡

新 人 経敬者 有力者

N :新人の志向性 0 :組織社会化の実際 X :Xの長さは増減

図.1.6 Jones(1983)の相互作用論的段階モデル

新人段階 (A)での個人は,過去の仕事経験がなく,したがって自己効力感も低いため,

参入経験に圧倒されている｡経験者 (B)段階の個人は段階Aから一連の相互作用と結果

を通じたフィー ドバックによって,つまり経験を持っことで組織のコンテクス トを解読す

る能力を保持しており,組織内の他者と視点が近い状態にある｡過去の経験から高い水準
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の自己効力感を得ているので,組織内での役割開発の可能性や自身の能力を見出し,組織

の制限内で満足できるような役割を作り出そうとする｡有力者 (C)段階は,さらにフィ

ードバックループを繰り返した個人を意味する｡この段階の個人は,Katz(1980)の革新

段階の個人に類似しており,価値や合理性を操作し変え,場合によっては文化の背後の前

提を混乱させて既存成員を再社会化しようとすらする｡

(3)強制的説得

段階モデルを含め,社会化プロセスに関しては多くの研究が展開されてきた｡これらに

共通するのは,いずれの研究も個人が変化する過程を議論している点である｡個人を変化

させる,という視点に立った研究は,組織と個人との相互作用という点に配慮した一部の

研究 (Schein,1978)以外,ほとんどないことに気づく｡

ここでは過程理論の最後に,社会化を施す側からそのプロセスを扱った Schein,etal.

(1971)について触れる｡E.H.Scheinを中心に展開されたこの研究は,朝鮮戦争時に捕

虜となったアメリカ一般市民が中国共産党によって共産主義的発想を刷り込まれた事例に

ついて,主に二次的資料から分析した洗脳21に関するものである｡捕虜の思想変化を取り

扱っているという意味で特殊な事例ではあるが,同時にまた,個人の一般的な態度変化や

社会的影響力についてのモデルを構築しようと試みたものであり,組織社会化の議論とも

関連深いものであると考え,ここで触れておく｡

このモデルは第-に,個人の信念,態度,価値椀,及び行動パターンは,自己概念や自

己イメージを中心に統合されており,個人に継続性や安定性をもたらす一方で,それが統

合をより促進するような影響でなければ,その影響に反作用する働きも持つという前提が

ある｡また,この統合は静的なものではなく,影響力の相互作用の中での動的な均衡を意

味しているという第二の前提がある｡要するにこのモデルにおける人間は,様々な社会的

21ただしSchein,E.H.は,強制的説得(coercivepersuasion)という言葉がより正確な記述的概念である
として (Schein,eta1.,1971;p.18)好んで使用している0
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影響力の中で存在するものの,自己の統合を志向し一貫した自己イメージの均衡を保とう

とする存在として捉えられている｡

ここで示される変化の過程は,戦争中の捕虜という逃げ出せない状況下で選択の余地な

く強制的になされるものであるが,先に触れたとおり一般的な態度変化を説明するモデル

を志向しており,そのプロセスは解凍 ･変化 ･再凍結の三段階から構成されるという｡

解凍とは,｢既存の均衡を崩すような個人に影響する諸力のエージェントによる変化

(Schein,eta1.,1971;p.119)｣と定義付けられ,個人にとっては他者によって変化を促さ

れる経験である｡変化を促すような介入によって,自己イメージやアイデンティティを崩

され,アイデンティティの危機状態に陥った個人は,自己の再確立を迫られる｡

強制的説得がなされる監獄という状況では,四六時中,共産主義的な発想を持つ人間関

係の中におかれ,新しい均衡をもたらすことが可能な新しい自己イメージや信念は,共産

主義的なそれしか許容されない状況になっている｡そこで新しい共産主義的発想を持った

自己イメージの取得が行われる｡これが変化で,｢影響エージェントによって情報や議論,

役割モデルといった新しい均衡に向かう変化の方向を提示されることにより,新しい事柄

の学習や古い事柄の再定義がなされ,個人特性や信念体系等のその他の部分の再評価ある

いは再統合がなされること (op.°it.;pp.119-120)｣である｡個人にとっては,他者の考え

方の妥当性が理解,納得される経験となる｡

再凍結とは,この変化が固定化されることであり,｢個人の変化に対する報酬や社会的支

援によって,新しい均衡を個人特性や持続的な人間関係に再統合するよう影響エージェン

トによって促進すること (op.°it.;p.120)｣と定義される｡それは個人的には,他者がそ

の新しい視点を共有していることを発見し,自分の変化を喜んでくれる経験であり,新し

い信念が自己のイメージやその他の信念と極めて同質的であると分かる経験であるという｡

要するに,強制的説得のプロセスは,古い自己イメージや信念を放棄させることで心理

的均衡を崩し,新しい自己イメージを取得する素地をつくる解凍段r:臥 (選択の余地のない

強制的な状況下で)代替的な新しい自己イメージを学習させる変化の段階,その変化を固
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定化する再凍結の段階として描かれるのである｡

組織社会化のプロセスは,監獄の捕虜ほど強制的な状況下で行われるわけではないにせ

よ,これに似た状況 (例えば軍隊組織での訓練期間など)を作り出すことで態度の変化を

促す働きかけとも言える｡このモデルは,変化を働きかける側の視点を取っているととも

に,他の段階モデルに欠如していた以前の役割を脱却させるプロセスを描いている点でも

また特徴的である｡

1,1.1.3過程理論の課題

この項では,組織社会化の過程を説明する様々な研究を概観してきた｡定性的なデータ

あるいは経験的考察に基づいて段階を記述する段階モデル,社会的相互作用の過程から組

織社会化を捉えた諸研究,影響を与える側からアプローチした強制的説得の議論など,様々

な視点から ｢組織社会化の過程で個人はどのように変化するのか｣という問題について取

り組まれてきた｡この主題に取り組んだ研究を,ここでは過程理論として包括したが,こ

れらの議論には共通した大きな欠陥がある｡

それはほとんどの場合,仮説発見的な研究に終始し,その実証があまりにも後回しにさ

れているという点である｡Fisher(1986)で挙げられたモデル等を含めれば優に十を超す

段階モデルが提示されながら,その実証はわずかBuchanan(1974)･Feldman(1976)･

Dubinsky,etal. (1986)･高橋 (1994a)･高橋 (1994b)の5研究である22｡そのような

貴重な研究すら,いずれについても横断的研究デザインに基づく｢検証｣に留まってきた｡

プロセスを真に検証しようとすれば,縦断的研究デザインは必然となるが,その実施上

には様々な困難が伴う｡単純なサイ ト確保の問題,サンプル数確保の問題などに留まらず,

デザインもまた難解である｡例えば,最初の組織社会化の過程がいつ終わるのかは未だ結

論は出ておらず,したがって最後の社会化の成果変数のデータ収集がいつであるべきかに

22Feldman(1976)については同様のデータにも基づく論文があるが,本人の手による検討であり一つ
の成果とみなす｡ここでの主張は正確な数を数えることではなく,その実証の少なさを指摘することであ

る｡
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ついても判然としない (Bauer,eta1.,1998)0Fisher(1986)では一年間を社会化完了の

目安としているが,著名なこのレビュー論文の主張ですら,非常に疑問が残るものである｡

例えばマネジャーの社会化プロセスに関して質的研究を行ったHil1(1992)では,-年後

であっても新人マネジャーは新しい役割習得をした,という感じは得ていないとされてい

るOまたVanMaanen(1975)は六カ月で新人と既存の警官の態度は似通ってきたとして,

この時期を変身段階,つまり社会化の完成段階とみなしたが,消費者製品製造会社の従業

員を対象としたFeldman&Brett(1983)の研究では,新人は六ヶ月目でも三ケ月段階と

同じ水準の手助けを周囲から得ている｡

つまり,あらゆる文脈において十二ケ月で組織社会化が完成するという主張に説得的な

根拠はない｡しかし,いくら困難であるとは言え,組織社会化研究の出発点から既に半世

紀以上を経てなお,それらの問題を放置してきたという事実は厳然として存在する｡この

ような状態を踏まえれば,今後,そのコンティンジェンシー要因を含め,更なる探求が必

要なことは明白であろう｡

実は,この後に概観する組織社会化の内容理論は,そのような課題の第一歩として展開

されている議論でもある｡その関心は ｢何が学ばれ,どんな状態に変化するのか｣という

静的関心に焦点を置きながら,皮肉にも,過程理論で十分に取り組まれてこなかった縦断

的デザインによる実証研究が主流となっている｡それらの詳細を次項で確認する｡

1.1.2内容理論

｢どのように｣学び,変化するのかに関心を置いてきた過程理論に対し,｢何を｣学び,

｢どんな状態に｣変化するのかに関心を置く研究成果は,内容理論と呼ばれる｡前項で我々

は,学説史的に先行する段階モデルを始めとした過程理論を概観した｡

実はしかし,どのように学ぶのかを議論するうえでは,何を学ぶのかについての把握が,

与件として必要である｡学習前と学習後でどう変化したのか,それは何を学習したためな

のかというプロセスを説明する以上,それは当然であろう｡
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しかし,その与件部分については,(理論と実証とを伴ってという意味で)十分には検討

されてこなかった｡理論的考察,あるいは定性的データに基づく仮説発見的アプローチに

偏重した過程理論に対し,ここでは実証をその中心とした内容理論の代表的な研究を概観

する｡

この項ではまず,具体的な学習内容に関する諸研究に先立って,社会化の成果について

確認する｡普通,内容理論が意味する内容とは,学習の内容である｡しかし何を学ぶのかと

いう問題と,その結果どう変化するのかという問題は密接に関わる問題である｡実際,学

習内容の探求-と研究関心がシフトしていく背景には,社会化の成果基準をめぐる探求が

あった｡従って,ここでは学習内容を論ずる前に,社会化成果について先に議論する｡

これらの知見を整理することを通じて,その研究蓄積の過程で生じてきた問題点を指摘

することが,本項の目的である｡

1.1.2.1社会化成果をめぐる探求

組織社会化の重要な問題点として,どうすれば社会化が完成したと言えるのか,十分に

社会化されたとみなすには,何をその基準とすればよいのか,という問題がある｡

最も単純な指標には,当該組織での在籍期間がある｡ある組織に長く在籍するというこ

とが,社会化されているということを示してきたのである (Chao,eta1.,1994)230

Buchanan(1974)や Schein(1978)あるいは Katz(1980)の段階モデルでは確かに,

段階と参加時間との関連性が,多かれ少なかれ前提とされていた｡またそれ以前の段階モ

デルでは,より直接的に在籍期間を社会化成功指標とみなしてきたことが指摘されている

(cf.Fisher,1986)｡ これらの前提には,在職期間というものは,個人がその職務環境を

受容可能と考えると同時に,環境がその個人を受容可能だとみなしている状態を示すので,

23これに関連してRollang(2004)は,創業二～四年のベンチャー四社の従業員200名を対象に,何が
新人と内部者とを分けるのかについて検討し,絶対的な勤続年数ではなく,相対的な勤続年数が内部者と

新人という区分を隔てる主要因であると主張している｡誰が新人で誰が内部者であるのかという認識を扱

った,やや独特なアプローチの研究であるが,逆に言えばこのような議論がごく近年になされるほど,級

織社会化の基準はあいまいなものである｡
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個人と仕事環境との安定的な適合の指標になる,という考え方がある (Dawis&Lofquist,

1984)｡社会システムの存続という社会化観 (e.g.,Parsons,1951)から考慮すれば,その

構成員が居続けるということは組織存続の条件であり,社会化の成功を示すことにはなる

かもしれない｡

ただし,低いパフォーマンス水準,あるいは高い職務不満足を持った状態で参加を続け

る個人を,組織社会化の成功事例と考えることは,適切ではない｡そこで,職務業績や就

業態度 (組織コミットメントや職務満足)といった基準が採用されることになる｡代表的

な段階モデルの統合を試みたWanous(1980;1992)のモデルでは,組織-の信頼とコミ

ットメントの達成,全般的職務満足,相互受容の感覚,及び職務関与と仕事の内発的動機

付け等が,その指標として挙げられていた｡

Fisher(1986)の指摘によれば,このような実証的志向性を持つ研究者が測定する社会

化成果と,概念的志向性を持つ研究者が挙げる成果とは,若干異なるとい う24｡彼女が指

す後者の研究者とはVanMaanen,♂.やSchein,E.H.である｡彼女の主張によれば,節

者が一般的態度変数を好むのに対し,後者は組織規範や価値観の学習を強調し,社会化の

否定的な成果として過剰適応を懸念する傾向があるという｡ここではまず ｢概念的研究者｣

の言う社会化成果についてまとめておこう｡

例えばSchein(1968)は,組織社会化に対する個人の反応を,反抗,創造的個人主義,

及び適応という三つに分類した｡反抗というのは,組織の価値観や規範など全てを拒絶す

る反応である｡このような反応を示す個人は,組織から解雇されるか,組織に大きな変革

をもたらすとされる｡創造的個人主義というのは,中心的な価値観や規範は受け入れなが

ら,その他の価値観などは拒絶する態度である｡こうした態度は,個人の欲求を満たすと

24J.P.Wanousは自身が提示した段階モデルの検証を行ったわけではない｡しかしRJP,すなわち現実的
職務予告の検証に関する諸研究 (e.g.,Wanous,1973)は,予期的社会化段階の課題としての組織や職務
に関する現実の把握度合いが,離職意図や在職期間といった成果変数にどの程度影響を及ぼすのかを検証

したものであった｡Fisher(1986)は,誰が実証系の研究者にあたるのかを明言してはいないが,このよう
な研究を踏まえるのであれば,B.BuchaIlan.やD.C.Feldlnallに加えJ.P.WanotlSもまた,彼女が言う実
証研究者と考えて良いであろう｡
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同時に,組織に新しい考え方や効果的な生産のあり方をもたらしうるという25｡適応とい

うのは,全ての価値観や規範を受け入れた個人の状態を指すが,心理学を理論的基礎に持

つE.H.Scheinにおける適応の概念は,A.H.Maslowと同じく,否定的ニュアンスを持

った言葉である26｡それは個人においても勿論であるが,組織にとってもまた硬直化をも

たらし,適応することで逆にその適応力を損なうため,望ましい成果ではないのである｡

同じ発想からSchein(1971)では,社会化に対する役割反応行動として,中枢的行動,

関連行動,及び周辺行動を指摘している｡中枢的行動とは,非常に本質的でその行動がな

いと役割遂行者とみなされないような,必須かつ最低限度の役割行動を指す｡関連行動と

は,その役割遂行者にとって望ましいものではあるが,絶対的に必要というわけではない

行動様式を指し,この行動を示さなくてもなくても成員としては受け入れられるとされる｡

周辺的行動というのは,必要でも特に望ましいわけでもないが,その行動をとっても許容

されるような役割行動である｡

またVanMaanen&Schein(1979)では,同様の観点から,組織主導の社会化の方法

(社会化戦術)に対する個人の役割反応をまとめた｡彼らによれば,｢役割とは,ある社会

システム内で定義付けられた地位を占める個人に期待された多様な行動一式 (p.226)｣で,

内容特性 (すべきこと)と過程特性 (どうすべきか)とを含むという｡特に,組織内での

役割特性には ①内容 ･知識の基礎 (職務上の問題の既存解決方法一式)②戦略的基礎 (特

定の解決法を選ぶための基本規則)③使命 ･目的 ･任務 (①②にも関連する歴史的使命と

組織全体目的とに規定されるもの)が含まれるとした｡

以上を踏まえVanMaanen&Schein(1979)では,①内容 ②戦略 ③使命の全てを受

け入れる役割保持的反応と,①-③のいずれかの役割特性を変化させる変革的反応とを区

分し,さらに後者を,③使命を受け入れながら①内容や②戦略を変化 ･改善する内容革新

25 しかしながらSchein(1968)は,創造的個人主義を保つことは難しいと指摘する｡なぜなら社会化は,
キャリアを通じて行われる継続的プロセスであるため,個人に対する絶え間ない影響力が作用すると考え

たからである｡

26RKatzもまたその段階モデルの中で,適応を否定的な意味に捉えていたことは既に見た通りである｡
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反応,③使命までも変化させてしまう(従ってその②知識内容や③戦略もまた変化させる)

役割革新反応とに区分した｡E.H.Scheinらの議論では,ただ社会化されるというのでは

なく,そこに個人の独自性,変革の余地を残すことに対する支持が見られる｡こうした観

点は,先に見たKatz(1980)やJones(1983)も同様である.

社会化の成果に対する彼らのこうした考え方の根底には,組織を個人に対置させるとい

う発想があるようである (Fisher,1986)｡つまり,両者は独自の要求を持つ存在であり,

相互の要求は本質的には一致しない,という考え方である27｡この観点からは従って,級

織の要求に基づく組織社会化は,個人を抑圧する働きかけとして描かれる｡Fisher(1986)

によれば,彼らは組織というものを,成員の予測可能性を高めるために成員の社会化を望

み,個人を抑圧する存在として描いており,適切ではないとした28｡

一方でFisher(1986)は,実証的研究者が好む態度変数に対しても批判的検討を加え,

Feldman(1981)等と同様,組織社会化のより直接的な成果,関連する学習や行動の成果

が測定される必要性を主張した｡職務満足や組織コミットメント,そして職務業績は確か

に社会化の成果ではある｡しかしながら,それらを規定する要因は,社会化の成否だけで

27なお,このような捉え方はアメリカ社会で共有された基本的な考え方のようである｡それは,例えば

pascale(1985)の以下の文章から読み取ることができるO｢"社会化"という言葉に言及すると,色々と不
快なイメージが浮かぶ｡それは社会主義-の教化として使用される場合もあり,-それは正しい解釈では

ないけれども-しかし社会的適合の要求という意味として正しく理解したとしても,なお我々はこの概念

に対して尻込みしてしまう｡アメリカ人は,その本質そして信念によって個性を十分に表現するというこ

とに対し専念しており,"社会化"を異質なもの,漠然とではあるが不吉なものとみなすのである｡この"

個性"と"社会化"との論争は,ちょうど政治と宗教のように強い感情的反応を引き起こす (op.°it.;pp.
27･28)｡｣彼の論文が書かれた80年代半ばは依然として米ソの冷戦期間であったという社会背景もあるの

であろうが,こうした社会化という言葉に対するアメリカ人の感覚は文化的に独自のものであるかもしれ

ない｡

28彼女は,組織は個人を完全に社会化させようとはしておらず,むしろ多様性をもってほしいと望む存

在として捉えるべきである,としている｡彼女の主張の根拠となるのは,訓練期間や勤続年数に伴い成員

間に多様性がもたらされるというAlutto,etal.(1971)とSlluVal&Adler(1977)の研究成果であるが,
しかしそれは,これらの結果を事後的に解釈しているだけであり,これらの結果から,そのまま組織の意

向がどうなのかと結論付けることは当然できない｡社会化圧力に対する心理的リアクタンスが結果として

多様性を招いたという解釈も可能であろう｡また我々は経験的に,松下電器らしい人柄,Sonyらしい人

柄を感知している｡

なお,Fisller(1986)はさらに,彼ら ｢概念的研究者｣をヒュ-マニスティックで規範的な立場をと
る研究者であるとしたが,こうした言及は強調のためのレトリックでなければ,やや的外れな指摘ではな

いかと思われる｡彼らの議論を見れば,それは人間主義的立場からの規範的主張というよりもむしろ,本

質的には,組織存続のために一定の革新性が必要であるという,ある意味で機能的かつ現実的な,規範的

というよりもフラットな考え方をとっているだけのように見受けられる｡彼らのこうした考察に基づく研

究の系譜は後 (1.2.1.2)で議論するが,このような示唆に富む成果に関する議論は (結論を先取りするこ

とになるが),実証的な研究が主流を占める内容理論において,十分に反映されることはなかった｡
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はない｡市場環境,職務特性,組織構造および諸制度といった多様な要因がそれらに作用

する｡そのため,社会化の進捗度合いを測る直接的基準ということはできず,あくまで二

次的成果であり,より適切な指標を探索する必要が叫ばれるわけである (Fisher,1986;

Ostroff&Kozlowski,1992;Hatleter,eta1.,2003)｡そのような直接的な社会化の基準が,

内容理論で検討される,社会化に伴う多様な学習内容の習得程度である｡

なお,社会化基準に関してFisher(1986)自身は,その文献レビューの結果から,五つ

の学習領域を提示している｡①予備的学習 ②組織に関する学習 ③集団に関する学習 ④仕

事方法に関する学習 (9自己学習であるO

予備的学習というのは,組織参入にあたって自分の側に学習や適応が必要であることの

自覚,何を学習すべきであるのかについての学習,誰から学ぶべきかの学習を含む｡組織

に関する学習というのは,諸規則,報告関係,利益 ･報酬システム,組織の特徴,組織風

土,及び組織文化などの学習を意味するO仕事集団に関する学習には,個人名,職責,同

僚や上司とうまくやっていく方法,集団規範,及び集団文化などが含まれる｡仕事方法に

関する学習は,大きく認知的内容と身体的技能とに分けられ,前者は規則,術語,及び手

続きなどで,後者は行動のスピー ド･正確性 ･強さ･安定性などを含む｡自己学習という

のは,自身の欲求等の学習で,Caplow(1964)が言う自己イメージ,あるいはSchein(1978)

の言うキャリア ･アンカーの自覚である｡キャリア ･アンカーとは,職務経験という相互

作用の中で見出されてくる ①自覚された才能と能力 ②自覚された動機と欲求 ③自覚さ

れた態度と価値の成分によって構成される自己イメージを意味する｡

組織社会化の直接的基準,あるいは学習内容が,定量的実証研究の遡上に乗るのは 90

年代以降の内容理論に属する諸研究によってである｡次項ではそうした研究の代表例を具

体的に概観する｡

1.1.2.2内容理論の諸研究

Fisher(1986)によるレビューは,良くも悪くも,その後の組織社会化研究を方向付け
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た｡その問題点は後に述べるとして,ここではその約十年後に再度包括的レビューを行っ

たBauer,etal. (1998)に基づいて,その貢献を挙げておく｡

第-は,Fishel･(1986)による定量的な実証研究が必要であるという主張を踏まえ,こ

れ以降,概念的あるいは定性的研究から,定量的研究-と比重が移ってきたという点であ

る｡第二は,やはり彼女の主張に沿う形で,その研究デザインにおいて縦断的なものが大

半を占めるようになったことである｡Bauer,etal.(1998)によれば,1986年以降実施さ

れた組織社会化に関する 67の実証研究のうち,実に七割は縦断的デザインをとったもの

であるという｡こうした変化は,先に挙げた過程理論の課題とほぼ一致するものであり,

こうした点で,学問領域全体に前進をもたらす契機となったFisher(1986)の貢献は大き

い｡ここでは,こうした流れを汲む組織社会化の内容理論における著名な諸研究を見てい

く｡この作業によって,内容理論に位置づけられる諸研究の貢献とともに,その過程で失

われていった視点を浮き彫りにすることができるだろう｡

(1)学習の四領域

内容理論で見出された学習領域には,主に四つの領域があると思われる｡ここでは,そ

れら四領域が提示された初期の代表的な研究として Ostroff&Kozlowski(1992)と

Morrison(1993a)を取り上げる｡

Ostroff&Kozlowski(1992)の研究は,新人がどのような情報ソースから何を学んで

いるのか,あるいは,どういう学習の仕方が効果的な社会化成果を生み出すのか,という

問題意識に基づいている｡具体的には,管理者,同僚,メンターといった人間関係のソー

スと,職務記述書といった非人間関係上のソースとの使用度合いが,学習内容の習得度 (社

会化の一次的成果)や態度的変数 (社会化の二次的成果)とどのように関わっているのか

を探求しようとしたものである｡従って,組織社会化における学習内容を特定しようとい

う試み自体が目的ではなく,学習内容は,その関心を探求する上での前提として抽出され

ているに過ぎない｡しかしながら,その後集約されていく学習領域を提示し,縦断的に実
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証した初期の研究として非常によく引用される研究であるので,ここで確認しておく｡

アメリカ中西部の総合大学で経営学と工学を専攻していた学部卒業生を対象にされたこ

の研究は,入社四ケ月強 (N=334)とその五カ月後 (N=219)の二回に渡ってサーベイが

実施されている.この中でOstroff&Kozlowski(1992)は,先行研究の検討と因子分析

によって,四つの学習領域,すなわち職務領域,役割領域,集団領域,及び組織領域を特

定した｡職務領域とは,職務 (責務)･任務 ･割り当て･優先順位 ･用具の使い方 ･ルーテ

ィンの処方など,職務の熟達と仕事の方法に関することである｡役割領域が意味するのは,

職権や責任の範囲,地位に応じた期待や適切な行動である｡集団の領域とは同僚との相互

作用の仕方,集団の規範や価値観,作業集団の規範構造など,職場集団とうまくやってい

くための知識を照射する｡組織の領域は,組織内政治や権力 ･組織システムの価値前提 ･

使命 ･リーダーシップのスタイル ･特別な言葉などを含む知識である｡

情報ソースと学習領域の関係についての詳細は,ここでの我々の関心ではないので省き

後 (1.2.1.3)に議論する｡ここで注目したいのは,個人の学習が,職務満足などの一般的

な組織成果あるいは個人成果に及ぼす影響について確認されたことである｡こうした結果

は,現在では実証的に当然視されているように思われる｡しかし,社会化の成果指標を,

一次的 ･直接的成果としての各種領域における学習と,二次的 ･間接的成果としての伝統

的な態度変数とに区分し,両者の関連を縦断的デザインによって検討することを通じて｢学

習によって個人に変化が生じる｣という基本構造を改めて実証したのであるO基本的では

あるが,こうした関係をデータに基づいて示した最も早期の研究成果であるという意味で

重要である｡

同時期に行われたMorrison(1993a)もまた,先行研究と因子分析の結果から,組織社

会化の直接的指標として,四つの学習領域を提示している｡仕事の内容を遂行する方法の

学習を意味する課業熟達,組織内での役割の理解の発達を意味する役割明確化,組織文化

についての学習と順応を示す文化化,同僚との関係発達を意味する社会的統合である｡こ

れらはいずれもOstroff&Kozolowski(1992)が挙げた職務領域,役割領域,集団領域,
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及び組織領域とほぼ同様の内容を示している｡

Morrison(1993a)の関心もまたOstroff&ltozlowski(1992)に近いもので,組織社

会化の各学習領域の学習程度を高める上で,どのような情報 (技術的情報 ･参照情報 ･規

範的情報 ･業績フィー ドバック･社会的フィー ドバック)や情報ソース (上司 ･同僚)が

有効であるのか,というものであった｡彼女の研究もまた縦断的研究デザインがとられ,

大手会計事務所五社240人の新人を対象に,オリエンテーションと訓練終了後二週間の時

点 (N=172),その後の入社三カ月の段階 (N=149),六カ月後段階 (N=135)の三時点に

よる測定を行った｡その上で,六ヶ月段階での四領域の学習程度が,三ヶ月段階のどの情

報源からの,どういった種類の情報探索行動の頻度によって規定されているのかについて

把握するため,第一時点での学習程度等を統制した上で,階層的重回帰分析を実施した｡

具体的な個々の結果は,やはりここでの関心ではないため詳細には触れないが,第二時点

での情報探索行動によって学習程度の分散を一定度,説明することができた｡

またこの中では,職務熟達と文化化の平均値は,第一時点と第三時点とを比べると0.1%

水準で有意に増加していたが,役割明確化と社会統合の程度は両時点で差がなかったこと

も示された｡つまり,ある学習や変化は早くに,ある学習や変化は徐々に起こるというよ

うに,学習領域によって時間差が生じるということを実証的に示した研究でもある｡

冒頭で触れた通り,Ostroff&Kozlowski(1992)やMorrison(1993a)によって提示され

た職務,役割,集団,及び組織という四つの社会化領域は,その後展開される縦断的デザ

インに基づく組織社会化の実証研究における基本カテゴリとなることが多く(e.g.,Adkins,

1995; CooperThomas& Anderson,2002;Morrison,2002;KammeyerMueller,&

Wanberg,2003),その影響力は大きいと言える｡

(2)社会化の尺度開発

ostroff&Kozlowski(1992)やMorrison(1993a)は,組織社会化の程度を測定する

ため,その後一般化する四つの学習領域を取り上げた｡しかし,その関心の中心は社会化
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程度に関する基準を特定し標準化することではなかった｡ここで取り上げる二つの研究は,

社会化程度の測定に対し,より直接的に関心を持った研究であり,実証的データを用いて

尺度開発を行っているものである29｡

Chao,etal.(1994)の六次元尺度

G.T.Chaoらの研究は,6,000人を母集団とし五年間に及ぶ長期的デザインを取った,

尺度開発に対する本格的な取り組みである｡内容理論の実質的な出発点にあたる研究であ

ると言ってよい｡この研究は,尺度開発 (社会化基準の特定),組織社会化進度の経時的変

化,及びその説明力の確認 (あるいは基準関連妥当性の検討)という三つのフェイズから

構成されている｡

第-フェイズでは,組織社会化の過程で学習される内容が特定される｡文献レビューと,

工学専攻後に管理職か専門職に就くフルタイム 594人のデータに対する因子分析とから,

①職務熟達 ②政治 ③言語 ④人間関係 ⑤組織の目標や価値観 ⑥歴史の六つの学習次元

が見出された｡①職務熟達の次元は,個人が仕事に関する課題を学習している程度を示す｡

②政治の次元は,誰が他者よりも見識があり影響力 (権力)があるのかを認識している程

度を指す｡③言語は,職業上の専門語や組織独自の頭文字,俗語,術語を知っている程度

で,④人間関係は,組織のメンバーと満足な職務関係が確立している程度を意味する｡ま

た⑤組織の目標や価値観は,非公式で暗黙の目標や価値観,組織の統合を保つ原理原則,

グループの規範や価値を認識している程度で,最後の⑥歴史は,組織の伝統,慣習,神話,

武勇伝 儀式や特定個人の素性 ･背景を知っている程度を意味する｡なお,この尺度は,

わが国においても標準翻訳版がある30｡

この結果を踏まえ,第二フェイズでは,得られた社会化の各学習領域が時間によって,

29彼らの他にもPascale(1985)が社会化尺度を提案しているが,実証的裏づけがなく,また言及され
る頻度も低いのでここでは検討しない｡Taormilla(1994)は実証を伴って同じ試みを行ってはいるが,
内容の説得力に欠けるのでここでは触れない｡小川 (2005a)でその批判と試訳とがあるので参乱

30許可を得て小川 (2005a)に掲載しているので参照｡
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またステータスの変化によって,どう変遷するのかを検討した｡具体的には,組織も職務

も同じままの集団 (314名),組織は同じまま職務が変化した集団 (201名),及び組織も

職務も変化した集団-転職集団 (82名)という三つのグループについて,何らかのステー

タス変化が起こった一年間で,六次元各々の値がどう変化し,どの次元が集団ごとに異な

る変化を示すのかを検討している｡

分散分析の結果,一年後に職務 ･組織が変化しない集団は,変化の前段階の時点におい

て既に,組織目標 ･価値観の次元が,その他の集団よりも有意に高い得点を示していた｡

また歴史次元について,一年後に転職する集団は,その他の集団よりも有意に低い値を示

していた｡要するに,一年後に転職することになる集団は,組織の目標次元と歴史次元に

ついての社会化の程度 (学習程度)が低い集団であった｡また,変化が起こった一年後に

ついても,転職集団は,他の集団よりも人間関係次元,政治次元,職務熟達次元,言語次

元,及び歴史次元において,つまり組織の目標や価値観以外の全ての社会化程度が有意に

低い値を示していた｡

さらに三つの集団ごとに,各次元の値が一年間でどのように変化したのかについてt検

定によって検討している｡この結果,組織も職務も変化していない集団では,職務熟達 ･

言語･人間関係･歴史の各次元の値が有意に向上し,職務のみ変化した集団は,職務熟達 ･

言語 ･歴史の各次元が低下し,組織目標や価値観の次元が向上していた｡さらに,転職者

集団は,組織目標や価値観の次元の値は向上を示したが,他の次元は全て有意に低下して

いた｡以上の結果は要するに,何らかのステータス変化があった場合,組織社会化の程度

は低下する,つまり社会化が再帰的プロセスであり,再社会化の必要に迫られていること

を意味しているように思われる｡また離職や異動する集団は,組織目標や価値観について

十分な社会化がなされていない,逆に言えば,組織個人間の目標や価値観の不適合が,離

職や異動の理由に関わることが示されている｡

第三フェイズでは,従来,社会化進度の代理変数とみなされてきた在職期間と,第一フ

ェイズで特定された社会化学習の六次元の,どちらがキャリア有効性 (Hall,1976)に対
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する説明力があるのかについて検討されている31｡キャリア有効性は,Hall(1976)の主

張に沿って,パフォーマンス (収入と地位),就業態度 (職務満足 ･職務関与 ･キャリアコ

ミットメント),適応力 (変化する技術,あるいは組織の要求に順応する程度),及びアイ

デンティティ (全体的な自己同一性,演じられる役割がうまく統合されている程度)によ

り測定された｡分析においては,研究最終年である 91年段階のキャリア有効性を従属変

数とし,第一段階で在職期間と在籍期間を,第二段階で 88年段階の社会化六次元を投入

するという重回帰分析が実施された｡この結果,社会化の各次元による説明力は,単純な

年数よりも有意に多くのキャリア有効性の分散を説明していた｡

第二 ･第三フェイズの研究成果は,内容理論の貢献,すなわち社会化学習の内容を特定

したことの意味を,十分に示したものであると言えるだろう｡ただし,これほどの研究で

あっても,そのサンプルが大卒フルタイマーであったという点から,組織社会化に伴う学

習の次元が完全に網羅されているわけではないという限界があり,Chao,etal.(1994)に

おいても他の次元が存在する可能性が指摘されている｡またFisher(1986)以降で最も包

括的なレビューであると思われるBauer,etal. (1998)でも,この尺度は完全に網羅的

というわけではなく,従って必要に応じて次元を追加していく必要性が指摘されている｡

Haueter,etal.(2003)の三次元尺度の開発

Chao,etal,(1994)尺度の批判的検討を通じて,新たな組織社会化の尺度 (NSQ:

NewcomerSocializationQuestionnaire)を開発したのがHaueter,etal.(2003)である｡

彼らの問題意識もまた,Feldman(1976;1981)あるいは Fisher(1986)等で指摘さ

れた問題,すなわち伝統的態度変数は二次的な社会化成果であり,組織社会化されている

ということを示す直接的な成果変数が必要である,というものである｡彼らはChao,etal.

(1994)の仕事を一定評価しながらも,以下の三点について批判している｡

31このときのサンプルは,88-91年の四年間で職務も組織も変化していない集団182人である｡なお,
各社会化尺度の信頼性としてのα係数が各年ごとに計算されたが,全て.78以上を示した｡

59



第-に,学習領域として六次元を提示したものの,仕事,集団,及び組織という分析レ

ベルが区分されていない,という点である.具体的には,言語次元と一口に言っても,組

織内一般で使用される言語と集団内で流通している言語とは異なった知識内容が含まれて

いる可能性がある,ということである｡それは勿論,自分の職務課題に関する専門用語に

関しても該当し,組織内の言葉,集団内の言葉とは区分されるものであろう｡

第二に,G.T.Chaoらの尺度では,Ostroff&Kozlowski(1992)やMorrison(1993a)

で指摘されていた役割の理解についてカバーされていないという批判が挙げられている｡

確かに,G.T.Chaoらの尺度には,自己の集団内での役割,あるいは組織内における所属

集団の役割などの理解については言及がない｡例えば,職務業績を成功裏に遂行するため

の職務に関する社会化では,遂行に必要な知識の習得と,行うべき課題が何なのかについ

ての理解 (職務レベルでの役割理解)が必要であるが(Feldman,1981),この視点が弱い｡

この役割次元に関する欠如はCooper･Thomas&Anderson(2002)でも同様に指摘されて

いる｡

第三に指摘された批判点は,課題社会化 (tasksocialization)と職務業績 (job

perfわrmance)の区分が欠けているというものである｡しかし,この指摘については,筆

者は賛同しかねる｡Haueter,etal.(2003)はChao,etal.(1994)の職務熟達次元の項

目｢自分の仕事を効率的に遂行するにはどうすればよいかを身につけた｡(Ihavelearned

howtosuccessfullyperformmyjobinanefficientmanner.)｣をして,職務業績を測

定しているものとしたが,全く問題がないとは言えないものの,取り立てて批判するほど

大きな問題ではないように思われる｡

彼らの批判全てが妥当というわけではないものの,以上を踏まえながら,研究の第-フ

ェイズでは,新しい尺度開発が行われた｡ここでは発見的な因子分析によって見出された

因子について,Chao,etal. (1994)尺度等との相関を見ることで,幅榛的妥当性 (同じ

概念を測定する尺度と適切に相関するのか),判別妥当性 (関係のない概念や関係の薄い次
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元と相関のない程度)等を検討した32｡具体的には,組織社会化,集団社会化,課業社会

化の三次元を照射するよう作成された項目について,就労している学部生と学部卒業者の

492人からデータを収集し,因子分析を実施した結果,想定していた三因子が兄いだされ

全体で35の項目が採用された｡それら次元のα係数 (.88-.92),再テスト法による信頼

性 (.71-.79)も十分な値を示した｡

第二フェイズでは,第一フェイズとは異なる母集団を持っ 320名をサンプルとして,節

-フェイズで見出された因子構造に関する確認的因子分析,および職務満足等との基準関

連妥当性を検討した｡この結果,モデルとデータとの適合指標は因子構造の妥当性を示し,

尺度の信頼性を示すα係数も三次元全てにおいて高い値 (.92-.95)を示した｡また職務

満足や組織コミットメントとは中程度の相関を示し,ある程度有用な尺度であることが示

されている｡

NSQ尺度は,Chao,etal.(1994)尺度の六次元と組織社会化の典型的な四つの学習領

域である組織文化,集団統合,職務知識,および役割を統合し,組織,集団,職務という

各分析レベルに集約した尺度であり,比較的妥当な尺度であると考える33｡

1.1.2.3内容理論の課題

内容理論は,在職期間や就業態度に関する一般的成果変数を組織社会化の指標としてき

たという批判に対し,学習内容を特定することで,より直接的な社会化の指標を開発して

きた｡この取り組みは,過程理論の問題点であった実証的裏づけの乏しさと,縦断的研究

デザインの欠如とを反映させた取り組みでもあった｡

しかしながら,こうした内容理論の諸研究は,過程理論で指摘されていた重要な視点を

32なお予備段階ではその内容的妥当性を検討すべく以下の手続きを踏んだという｡まず,別々の会社に

勤めている新人 (十二ヶ月末潤の就労期間の者)5名に対し,社会化過程で助けとなった内容について集

団討議させ,その録音テープおよびノー トから必要な項目を追加したOこれと先行研究から抽出されたも

のを合わせた55項目をランダムに配置し,別の5名に組織,集団,職務というアプリオリな次元を提示
した上で,各カテゴリに分類させる作業を実施した｡その結果に対しさらに,新人の育成担当の現場マネ

ジャー3名によるフィー ドバックを得,学部学生31名のプレテストを実施し,最終的に43項目を作成し
たという｡

33Hauet.er,etal.(2003)のNSQ全項目の試訳は小川 (2005a)を参照｡
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埋もれさせる結果にもなった｡Caplow(1964),Porter,etal.(1975),Schein(1978),

あるいは Fisher(1986)によって指摘されていた自己イメージに関する学習が完全に抜け

落ちる結果になったのである｡

内容理論では,実証を重視するあまり,最終成果変数として態度変数や業績といった実

証研究で伝統的に用いられてきた諸変数を多用する傾向があったように思われる｡この組

織行動論的で比較的短期の成果変数に注目する傾向によって,キャリア発達的な観点が欠

落した結果,このような問題が生じたのではないかと筆者は考えている｡この点について

Ibarra(1999)は,｢社会化研究の文献では,職務役割の変化に伴ってアイデンティティ

も変化するというコンセンサスがありながら,その展開は説明されないままになっている

(p.765)｣と批判した｡新しい役割は,新たなスキルや行動,態度,相互作用の型を必要

とするので,個人の自己定義において基本的な変化を生み出す (cf.,Hall,1976;Schein,

1978;Hill,1992;Ibarra,1999)｡個人のキャリアが組織の境界を越えて展開される現在,

自分を方向付けるコンパスとしてのアイデンティティ (Hall,2002)は非常に重要なもの

となる｡組織社会化の過程を,生涯にわたって繰り返される過程,つまり生涯のキャリア

発達を射程に置いた概念として真剣に捉えるのであれば,今後の内容理論において,こう

した個人の内的自己イメージの変化について注目する必要がある｡

このキャリア発達の観点から,もう一つ重要な欠落点として指摘される点がある｡それ

は,自己イメージの学習同様,やはり過程理論の中には存在した(e.g.,Katz,1980;Jones,

1983),組織に変革をもたらす個人への成長という観点が欠落している点である｡それは

Bakke(1953)が個性化 (personalizing)と呼び, Schein(1968)が革新 (innovation)

と呼んだ視点であった｡すなわち,内容理論を支えた実証研究の展開の中で,自らの欲求

によって組織に対し影響を及ぼそうとする個人の作用,あるいはその主体性に関する議論

が抜け落ちてしまったのである｡

本論文では再度の注目を促す意味で,この過程を組織社会化との対比において ｢組織個
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人化(01･ganizationalindividualization)｣と名づける34が,それをどのように呼ぼうとも,

社会化の概念同様,組織の維持発展にとって本質的なものであることに変わりはない｡組

織個人化行動がないのであれば,組織における刷新が消え,長期的にはその硬直化をもた

らし,組織の存続を危うくするであろう (Porter,eta1.,1975)｡内容理論の展開によって

忘れ去られた視点,そして最も重要な問題点であり,組織社会化研究で探求されるべき課

題とは,組織個人化との関連についての探求であると考える｡

組織社会化は,独自で多様な存在である個人を,組織内で機能できるように一定度標準

化し統合するための作用である｡そこには科学的管理法の時代から一貫した経営管理的な

観点がベースにある｡しかしこの過程から,逆に組織に対し新たな変化をもたらすような

個人が生み出されるという,パラドクシカルなダイナミズムが生じる｡このダイナミズム

は,組織という社会システムを維持存続させていく重要な原動力になりうるという点にお

いて組織論的にも重要である｡

実はこうした視点は,Fisher(1986)によって規範的でヒュ-マニスティックと切り捨

てられることになる ｢概念的研究者｣の分析視覚でもある｡組織個人化という視点は,吹

節で扱われる,組織社会化研究の最も正当な系譜にある組織社会化戦術の研究分野におけ

る成果変数において,役割変革行動としてその存在を留めている｡次節ではこの点につい

て,より詳細に議論する｡

1.1.3小括

組織社会化は,個人と組織との相互作用から生じる個人の学習に基づく発達的変化の過

程である｡従って,組織参入に当たって個人は ｢なぜ学ぶのか,何を学ぶのか,それはど

のような過程,メカニズムで学ばれ,その結果どういった状態-と変化するのか｣といっ

た問いが,組織社会化研究で取り組まれる基本的な課題となる｡このような認識を踏まえ,

34一般に心理学で個人化 (あるいは個性化)と言及する場合,個人の成熟,個性の発達を意味するJung
のindividuationが想起される｡ここでは,Jungとの混同を避けるためにindividualizationを用いた0
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本章においては,では一体 ｢どういった過程を経て,なぜ変化するのか｣に取り組む過程

理論,｢何を学んで,いかなる状態-と変化するのか｣という問いに取り組んだ内容理論に

ついて概観してきた｡

過程理論の中心をなすのは,段階モデルと呼ばれる枠組みであり,それは変化する状態

を記述したという意味での過程を説明したに過ぎず,｢どうして個人が変化するのか｣につ

いては十分に答えているものではなかった｡このような段階モデルの問題に対し,本論で

は,段階モデルで前提とされている人間像,すなわち発達人という人間観について指摘す

ることを通じ,組織参入する個人が ｢どうして学び,変化するのか｣について説明を試み

た｡個人は,欲求階層説に基づいて,当初,新しい環境に対する不安や心配を持つが,こ

のような受動的動機が満たされることによって,組織や職務といった環境をコントロール

し影響力を及ぼそうする,より能動的な動機を持つようになる｡こうした動機の発達が,

組織社会化における学習の原動力となるのである｡このプロセスが,いかなるメカニズム

で生じるのかについては,シンボリック相互作用論的な過程,すなわち動機の変化という

個人の変化に基づいた解釈の変化によって生じるということになる (C£,Lotlis,1980)0

ただし,こうした過程理論の既存研究は思念的なものであることが多く,その実証は必

ずしも十分に行われてこなかった｡こうした問題点のうち,特に方法論的課題に答える形

で,組織社会化の課程の一つである ｢何を学ぶのか,どういった状態-変化するのか｣を

探求する内容理論が生まれてきた｡この中で,組織社会化の進捗度合いを直接的に測定す

ることを可能にした,幾つかの学習領域が特定された｡

内容理論の諸研究は,縦断的かつ定量的実証研究によって発展してきたが,その行動科

学的発想や,測定の容易さから,最終的な社会化の成果変数については,比較的短期的で

測定しやすい伝統的な態度変数を流用することになる｡この結果,過程理論の中で指摘さ

れていた個人のアイデンティティの変化,あるいはそうした個人の発達に基づいた独自性

を組織環境に対して発揮する作用については見過ごしてしまうことになったのである｡つ

まり冒頭でも挙げた組織個人化という視点が欠如しているのである｡
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次節では,組織個人化の発想を微小ながらも受け継いだ社会化戦術に関する諸研究と,

その基本となる個人の主体性,とりわけ組織社会化における個人の役割について注目した

諸研究について概観する｡

1.2組織の社会化と個人の社会化

前節では,組織社会化研究の発展の道程として,過程理論から内容理論-という流れが

確認された｡本節では,もう一つの研究展開の流れとして,社会化の主体変遷についての

議論を概観する｡結論から言えば,組織社会化の役割を担う主体が,組織から個人の側へ

と変化していくのである｡

本節の第一項ではまず,組織社会化の働きかけを行う主体として組織の側に注目した諸

研究について確認する｡この上で第二項では,この視点に対するアンチ ･テーゼとして生

じてきた,個人を主体とする議論について触れる｡以上の流れを確認することによって,

前節で提示した組織個人化の議論は,現代的な議論の延長線上に位置づけられることが理

解されるであろう｡

1.2.1組織の社会化

本項では,組織社会化の働きかけの主体として,組織の側に注目した諸研究について概

観する｡

ここに分類される議論には,予期的社会化,社会化戦術,及び社会化エージェントに関

する議論がある (′伸 l,2005a)ものの,予期的社会化は組織参入以前および採用場面を議

論する分野であるので,ここでは触れない35｡従って後者の二つの議論に触れるに留め,

その上で組織の作用に注目した研究の課題について言及する｡

35その概要については小川 (2005a),Wanous(1980;1992)を参照O
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1.2.1.1組織社会化戦術

(1)社会化戦術の概念

新人の組織社会化をいかに促すかという方法に関する問題は,組織社会化の実践的マネ

ジメントの基本となる関心であり,この分野の研究出発点であると言ってよい｡従って段

階モデル同様,研究初期から繰り返し言及がなされてきた｡

例えば Caplow (1964)では,基本的な社会化の様式として,スクーリング,トレーニ

ング,徒弟制度,辱め,試行錯誤,同化,任命,転換,予期的社会化,選抜,及び親族重

用主義を挙げた36｡これらは社会化の様式 (themodesofsocialization)として挙げられ

たものであるが,制度的な側面 (スクーリングや徒弟制度)と同時に変化の仕方 (転換や

同化),あるいは変化を促す具体的方法 (辱め)など多様な意味内容を含んでおり体系性に

欠ける｡

このような個人を社会化するための施策や方針について,社会化戦術という用語を用い

て体系的にまとめようと議論したのがⅥlnMaanen(1978)や VanMaanen&Schein

(1979)である｡ここでは主に,現在まで実証研究が蓄積され続けている後者の枠組みに

ついて説明を加える｡

組織社会化戦術は ｢役割から役割-の移行における個人の経験が,その組織の他者によ

って構造化･組織化される方法 (VanMaanen&Schein,1979;p.230)｣と定義付けられ,

①集合対個人 ②公式対非公式 ③規則対不規則 ④固定対可変 ⑤連続対断続 ⑥付与対剥

奪という各々対となる六つの次元から構成される｡彼らによれば,これら次元の両極のう

ち,どちらの傾向が強いのかによって,従業員はその役割に対し大きく二分される異なっ

た反応を示すとされた｡所与の役割をそのまま引き継ごうという保持的役割反応と,何ら

かの変化をもたらそうという変革的役割反応である37｡

36各々が意味するところは小川 (2005a)参照｡

37変革的役割志向はさらに,役割遂行方法への変化を志向する内容革新とその使命や目標など全て変え

てしまう (ある意味で役割を拒絶する)役割革新とに区分される｡
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集合対個人の次元は,キャリア ･コーン内の境界38を通過しようとする新人を集団とし

て扱い,同じ経験を一緒にさせるのか (集合的),新人をお互いに孤立した状態で個々に扱

い,独自の経験をさせるのか (個人的)を照射する｡団体で社会化された場合,個人別に

社会化される場合よりも,各々の経験が集団で解釈共有され,個人への集団抑止力が働く

ため,より画一的で保持的反応が生じるとされた｡また個人的戦術下では,集団状況より

も社会化の影響力が強く作用するため,保持的にせよ変革的にせよ,社会化エージェント

によって意図された反応がより顕著に生じるとされた｡

公式対非公式の次元は,新人が既存の社員と多かれ少なかれ隔離されて新人向けの特別

な訓練を受けるか (公式的),新人に特別な役割を与えず,また特別な訓練が用意されない

OJT状況で社会化されるか (非公式的)を意味する｡公式的戦術においては,組織内での

｢あるべき｣姿が伝えられるため保持的反応が生じやすく,非公式の場合では,やはり社

会化のエージェントが持つ志向によって左右され,保持あるいは変革のどちらかの傾向が

より強く出やすいとされた｡つまりⅥlnMaanen&Schein(1979)では,個人的かつイ

ンフォーマルな社会化のあり方が,個人に対しより強い影響力を持つと前提されている｡

規則対不規則の次元は,習得すべき役割に至るまでが,明確に区分されたステップによ

って特定されている程度を示す｡規則的な場合は,目標となる役割に至るまでの長い移行

過程で,組織内の他者からの期待に順応するため,保持的反応が生じやすいとされた｡逆

に,不規則的な戦術の場合,目標となる役割に至るまでにランダムかつ多様な経験を経る

ことになり,結果,その役割に対し多様な観点からアプローチすることになり,変革的反

応が起きやすいとされた｡

固定対可変の次元は,習得すべき役割-の経路を通過するのに必要な時間,つまりタイ

ム･テーブルがあり,かつそれについての情報を,新人に提供している程度を表す｡固定

38境界とは,部門ごとの境界である機能的境界,組織内階層上の境界,及び内部-と向かう境界の三つ

を指す｡ⅥlnMaanen&Scllein(1979)でも,組織社会化は生涯にわたる過程とみなされているため,
社会化が生じるのは入社時ばかりとは限らないと仮定されているDなお,組織から影響を受けやすいのは,

境界の前後であり,境界から附 .Lるほど個人は組織からの影響を受けにくくなるとされる0
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的戦術が用いられた場合,タイム･テーブルにあわせて (その役割の任期満了の前段階で)

変革的な行動を計画できるため,変革的反応が生じるとされた｡つまり自分にマイナスの

影響が及ばない時点で,自由な変化を取り入れることが可能になると考えられているので

ある｡可変的な戦術が用いられると,いつ現在の状態が終わるのかが分からず,不安をよ

り多く感じるため,順応に向けた強いモチベーションが生じ保持的反応が生じるとされた｡

連続対断続の次元が意味するのは,既存成員や前任者が同種の地位に割り当てられる予

定の新人を訓練するか (連続的),そういった先輩や役割モデルがない状態であるか (断続

的)である｡上司や先輩といった役割モデルがいる場合,これまでの仕事の方法が伝えら

れ,より保持的な役割反応が生じるとされた｡逆に,そのようなモデルがいないと,独自

の遂行方法が考案される余地が大きく,変革的役割反応が生じやすいとした｡

付与対剥奪の次元は,新人がその役割に就く前から保持する個人特性を追認するか (付

与的),これを否定し剥ぎ取るか (剥奪的)を意味する｡新人は,それ以前の役割に基づい

た独自の特性,あるいはアイデンティティを持っていると仮定される｡従って,付与的な

戦術が用いられると,他の役割で培われた独自性が新しい役割において発揮されることに

なり,変革的な役割志向性が生じるとした｡逆に,剥奪的な戦術が行われると,一旦,個

人特性が白紙化されることで組織の側が望むような態度が形成されるため,保持的役割志

向が生じると仮定された39｡

39vanMaanell(1978)では,この他 トーナメント (対コンテスト)という戦術が提示されている｡こ
れは主に出世のあり方を照射している｡トーナメント戦術は,能力などにおける違いを前提に新人集団ご

とに異なる社会化プログラムやコースを歩ませ,しかも多くの場合,あるコースから外れる場合,下方の

コースにしか道はなく,そこに敗者復活の機会がないという社会化のあり方を意味する｡これは,わが国

でかつて見られたように,総合職と一般職を区分し,総合職のフアスト･トラックをより厳しく設定した

イメージであろう｡ トーナメント戦術で一旦外れた場合,その後は,外れた段階のキャリア･プラトーで

決まった役割をただ遂行することが求められ,組織から冷淡に処遇されるという｡また一度のミスが取り

返しのつかない結果を招くため,通過者もまた不安定な状況にあり,最も安全な方法を好み,権威に追従

するという｡一方のコンテスト戦術は,性や人種などの別なく,同じスター トラインからスター トし,か

つ同じ職位において勝者と敗者とのはっきりとした区分を早期にはしない｡出世はただ業績でのみ評価さ

れ,一度のミスが致命傷といったことはないo従って冒険心や率先する姿勢を培いやすいとしたOVan
Maanen&Schein(1979)でこの次元が外された理由は定かではない｡
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(2)社会化戦術の実証

彼らの枠組みをベースに社会化戦術の尺度開発を行い,その実証に初めて取り組んだの

がJones(1986)である｡

彼はVanMaanen&Schein(1979)の仮説を一部修正し,六つの次元は制度対個別の

対比 (一次元),ないし文脈的戦術,内容的戦術,及び社会的側面に関する戦術の三次元に

よって再整理されると考えた (図 1.7)0

制度的 個別的

集団的 個人的

公式的 非公式的

規則的 不規則的

固定的 可変的

連続的 断絶的

付与的 剥奪的

出所:Jones(1986;p.263)より一部修正し､訳出

図 1.7 社会化戦術の整理

制度対個別という分類は,役割志向 (roleorientation),つまり ｢個人の役割の遂行の

仕方,職務要求への適応の仕方 (Jones,1986;p.263)によって分類されている｡要するに

社会化戦術によって変化する役割-の個人反応が,従来の役割をそのまま受け入れる保持

的反応を示すか (制度的),変革的 ･拒絶的反応を示すか (個別的)である｡

Jones(1986)の役割反応-の考え方はVanMaanen&Schein(1979)の仮説とは大

きく二点異なる｡第-に,固定的戦術はタイム･テーブルを明示することで変革的志向性

をもたらすのではなく,むしろ保持的役割を引き起こすとした｡なぜなら,先が読めるの
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であれば,あえて風波を立てるという行動はとらないと考えられるからである｡第二には,

所与の個人特性を否定する剥奪的戦術は,保持的役割志向を引き起こすのではなく,むし

ろこれまで認められてきた特性が認めらjtないことに不協和を感じるため,新人をして役

割内で抜きん出るために,むしろ変革的行動を取らしめると考えられた｡

従って,制度的戦術には集団的 ･公式的 ･規則的 ･固定的 ･連続的 ･付与的の各次元が

含まれ,その反対の極として個別的戦術が対置される｡個別的戦術は,同様に個人的 ･非

公式的 ･不規則的 ･可変的 ･断絶的 ･剥奪的な戦術を含むが,これは社会化戦術が十分に

組織化されていないデフォル ト状態を意味するという｡つまり一次元での分類は,その内

容にかかわらず,新人-の働きかけが制度化されているか否かを捉える枠組みでもある｡

一方の三次元による分類は,戦術の意味合いに基づいている｡文脈的戦術とは,新人に

情報が与えられる際の文脈にかかわる次元で,集合対個別次元と公式対非公式の次元とを

含む｡集合的かつ公式的戦術は丁度,わが国の大企業で多く見られる新人向け集団研修に

相当すると思われる｡内容的戦術とは,社会化過程で与えられる情報の内容そのものにか

かわる次元である｡規則的かつ固定的戦術には,社内の主要なキャリア ･パスを明示する

ことで,新人が直面する環境の不確実性や不安を低減する効果があると考えられている｡

社会的側面にかかわる戦術 (以下,社会的戦術)は,情報の与えられる文脈にかかわるも

のであるが,特に社会的相互作用,つまり人間の接触の仕方にかかわる側面である｡

以上のような枠組みによって Jones(1986)は,MBAコースを出たばかりの若い男女

102名(平均24.7歳)から得た入社後五ケ月段階のデータに基づき,その仮説を検討した｡

この結果,ⅥlnMaanen&Schein(1979)仮説の多くは支持されたが,固定的戦術と付

与的戦術とはJones(1986)による仮説の修正を支持し,変革的反応ではなく保守的な反

応を促していたことを明らかにした｡その後の研究でも,おおむねJones(1986)の修正

された仮説が支持されることが多い (cf.,表 1.3)0

-万でJones(1986)は,社会化戦術と職務満足や組織コミットメント,離職意図との

関連についても検討し,制度的社会化戦術は役割矛盾,役割暖昧性,離職意図に負の関係
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表 1.3社会化戦術の諸研究

研究 サンプル 測定時点 戦術分類 社会化成果との関係(次ページ-続く)第-測定 テ 第二測定 1第三測定 満足 組織コミット 組織間一件 離職意図 慧慧 r慧翌 j集団I.:.- 組織知≡薮 役割保管仲 役割革新

Zahrly&Tosi(1989) 新設工場 64導入時 文脈のみ 公式.集合+ 1r

A11en&Meyer(1990) 学部卒業生とMBA卒業生 132就業半年後 1021年後 6次元 半年後:固定.付与+1年後 :付与+ 】 連続-(辛年.1年後)

Black(1992) 海外移住米人(上級管理織) 220 6次元 一 ㌔ 喜喜;

King&Sethi(1992) ハイテク産業の入社二年以内 160 1次元(制度的戦術) +(職務コミット) + 個別+

Black&Ashford(1995) MBA卒業生 103 83卒業後就業前l̂社約6ケ月後≧ 69.入社1年後 6次元 ii 固定-(職務変

Mignerey.Rubin.&Gorden(1995) 学部卒業生等 306 1次元(制度的戦術) +(コミュニケーション満足) + 】 † 十 -

Orpen(1995) 宇部新卒のミドルマネジャー 94入社2-3ケ月 9436-38カ月後 1次元(制度的戦術) (キャリア満足)

(1997a) 若手新人会計士 154入社一ケ月 154 91入社6ケ月 入社10ケ月 一次元(制度的戦術) + + +

(2001) 学部生卒業生 461面接前大学 129大卒半年後 101一年半旗 3次元

Coope｢-Thomas&Anderson(2002) 英国陸軍新人兵士 752入隊時 314入隊4週目 2ー4入隊8週 日 一次元(制度的戦術) + + NS + + +

竹内.竹内(2004) 新入社員 ー83 74 3次元 社会+ .社会+ 社会+:

研修中 入社-年後

Kin.Cable&Kim(2005) 韓国7企業の若手社員 283 1次元(制度的戦術)
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表 1.3社会化戦術の諸研究 (続き)

研究 サンプル 戦術分類 社会化成果との関係(続き)役割矛盾 役割明確性役割あいまい性!奉安許諾業績 公私矛盾 言 碧1雷 +給与仲基菅T葛篭自律性個人音源豊完儲 目標志向行動

Zahrly&Tosi(ー989) 新設工場 文脈のみ NS NS lir
Allen&Meyer(1990) 学部卒業生とMBA卒業生 6次元 】

Black(1992) 海外移住米人(上級管理職) 6次元 r 規則+付与十 公式+集合+付与+ i

King&Sethi(ー992) ハイテク産業の入社二年以内 1次元(制度的戦術) 1 1

Laker&Stef～(1995) 米中西部大学卒業生フルタイマー 1次元.5次元(個人的戦術)集合対個人削除 個人(一次元)+

(1996) ビジネス.スクール卒業生 6次元(制度的戦術) - - 付与. .他制度 !

Saks&Ashforth 若手新人 1次元 NS NS
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を持ち,職務満足やコミットメントと正の関係を持つことを示した｡社会化戦術という働

きかけを行う組織の基本的な関心は,結局のところ,組織が与える誘引に見合う貢献を個

人に提供してもらうことであるから(March&Simon,1958),その成果変数に個人業績,

職務満足,組織コミットメント,あるいは環境についての学習程度を設定することは,自

然な展開であろう｡

(3)社会化戦術研究の限界

ただし,このような実証的研究展開の中で生じてきた問題,あるいは見過ごされたまま

現在にまで至る課題も存在する｡

第一に,用いられる戦術と成果変数との関係について,戦術と役割反応 (役割志向性)

との関係については一定の考察がなされているが,他の一般的な態度変数との関係につい

ては,どのような過程を経て影響するのか,つまり理論的関連付けはどうなっているのか

が必ずしも探求されていない｡戦術と役割反応との関係すら,あくまで J.ⅥlnMaanen

らの考察に基づくものである｡Jones(1986)による仮説の修正についても,結果に対す

る事後的な考察によって理由付けがなされている感は否めない｡戦術が個人の心理的プロ

セスにどういった影響を与えるのかについては,集団的戦術が意味する集団研修の作用な

どについて一部の貢献が見られるが (e.g.,上野山,1998),戦術全体の作用の仕方に関す

る包括的な解明は,未だ十分ではない｡

第二に,VanMaanen&Schein(1979)によれば,各々の戦術は必ずしも相互排他的

なものでなく,戦術が用いられる時間的順序や用いる戦術の変化は考慮されていないとい

う｡例えば,公式的戦術と連続的戦術との関係については,時間的に同一時点を照射して

いるわけではないであろう｡また,研修時点においてはビジネス･マナー等の詰め込み教

育が剥奪的戦術に基づいて行われるかもしれないが,逆にOJT場面では付与的な教育が行

われうる｡このような場合,彼らが受けた教育は,剥奪的とも付与的とも形容Lがたい｡

vanMaanen&Schein(1979)は,複数の戦術による蓄積的な効果によって最終的な成
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果が決定されるとしているが,どの段階でどの戦術がどう作用するのかの探求も必要であ

ろう｡

次元の相互排他性に関係する議論として,どのような次元区分を用いて実証すべきかと

いう問題もある.Ashforth,Saks,&Lee(1997)はAshforth&Saks(1996)と同じデ

ータを用いて,一次元モデル,三次元モデル,及び六次元モデルについて確認的因子分析

を実施し,各々の適合度を比較した｡彼らはこの結果,六次元モデルの優位性を主張して

いるが,結果を見る限り,一次元モデルについては,他と比べ明らかに適合度は低いもの

の,三次元モデルと六次元モデルの間に大きな差異は見られない｡三次元-単純集約化し

た上で同程度の説明力が得られるのであれば,その方がむしろ望ましいように思われる｡

研究目的に応じた次元が用いられるべきではあるが,多くの研究で用いられているJones

(1986)尺度は次元間の相関が高い一方,信頼性が必ずしも高くない｡このため,適切な

分類については従属変数との理論的関連付けとともに,実証的にも分析に耐えうる,適切

な分頬が行われるべきである｡しかしながら,そのような探求がなされた研究はAshfbrth,

etal.(1997)の他にはないというのが現状である｡

1.2.1.2社会化のエージェント

次に,社会化を促進する組織のエージェント (代理人)あるいは役割の送り手 (role

sender;Fisher,1985)として作用する,組織内部者の役割に注目した研究を概観する｡

社会化戦術の研究では,組織全体としての社会化促進策の効果が探求されていた｡そこ

には個人的相互作用の側面と制度的 ･施策的側面の両方が含まれ,それらが幾つかの次元

として整理され,次元同士は基本的に同じ比重でもって,少なくとも実証上は扱われてき

た｡

しかし社会化戦術の概念を提唱したVanMaanen&Schein(1979)は,個人同士の相

互作用が,形式的 ･制度的働きかけよりも強い影響力を持っと前提しており,実際,社会

的側面にかかわる次元 (付与対剥奪の次元や連続対断絶の次元,及び双方を含む社会的側
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面に関する次元)の効果は相対的に大きい場合が多い (e.g.,Jones,1986;Baker,1992;

Black,1992;AshfQrth&Saks,1996,'Cable&Parsons,2001,'竹内 ･竹内,2004).組織社

会化過程における社会的相互作用の重要性は,シンボリック相互作用論的立場の諸研究か

らも主張されてきた (e.g.,Lousi,1980;Reichers,1987)40ことは既に概観 したO

組織社会化を促進する上での社会的相互作用は,基本的には,組織や集団の内部者と組

織外部者もしくは組織や集団のより辺境にいる新人との間で生 じる｡単純に言えば,内部

者と新人とが,相互作用の主役になる｡ここでは特に前者,すなわち社会化エージェント

に関する諸研究について概観する｡

Louis,Posner,&Powell (1983)は,地域や規模の異なる二つの大学の卒業生で初め

てフルタイムの仕事に従事 した若者 217名に対し,卒業後六～九ヶ月段階で,どのような

情報ソースがコツを学ぶのに有効だったか,有効な組織成員になるためにどれほど有効だ

ったかを尋ねた｡要するに,社会化を促進する情報ソースを探求したわけである｡

この研究は,回答結果を単純集計 しただけのものであったが,社会化エージェン トにつ

いての出発点を提示しているという点で重要である｡結果は,有効であったと答えた者の

占める割合が高い順に,同僚との関係 (89%),上司との関係 (87%),先輩との関係 (75%)

であった｡ここでは,このような結果を踏まえて主に,同僚,上司,及びメンターについ

て議論する｡ただし,組織社会化の過程にある個人にとって,最 も重要な存在は上司

(supervisor)であると思われるので,上司に関する議論から開始する｡なぜなら上司は,

究極的に役割習得プロセスにおいて承認を得なくてはいけない存在だからであり (Graen,

1976),また上司の態度が職場集団 (同僚)の雰囲気を左右 しうる (Fisher,1986)ためで

ある41｡

40しかし考えてみれば,社会化促進の上では社会的相互作用が最も重要であるという主張は,初期の組

織社会化研究の代名詞的な段階モデルが,相互作用の中で成長する人間を描いた生涯発達心理学に起源を
持っていることを想起すれば,ごく当然のことであるかもしれない｡なお,生涯発達心理学における個人
の発達はそもそも社会的相互作用の賜物であるという指摘は2005年度組織学会研究発表大会において日

本大学の外島祐教授からご指摘噴いた｡

･11上司の重要性に関する裏づけとして有名なのは,Livingston(1969)や若林･南･佐野 (1980)であ
る｡ただし前者で議論されたピグマリオン効果は既に世界的な常識として認知されているので,より組織
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組織社会化研究の分野では,例えばMajor,etal.(1995)が,248人の新人に対し,入

社前と入社後平均四週間段階での縦断的研究を行っている｡この結果では,役割矛盾など

で生じた期待外れが離職意図に及ぼす負の影響について,上司との交換関係がこれを緩和

することが示されている｡入社初期の期待外れによるス トレス緩和については,同様に

Fisher(1985)が,95%が女性を占める新卒のフルタイム看護士について,職業訓練後の

初職の初期時点,就業三カ月後,及び就業六カ月後の三回のデータ収集 (N=210)を行い,

上司の社会的支援の順効果を示している｡

他にもMorrison(1993b)では,入社一ケ月 (205名),三ヶ月 (172名),六ヶ月段階

(147名)の新人会計士のデータから,仕事方法に関する情報,役割期待に関する情報,

及び業績のフィー ドバックにおいては,どの時点においても,同僚よりむしろ上司から多

くの情報を得ていたことを示した.また Weiss(1978)では,上司と部下との価値観の類似

性が,上司の配慮行動と正の相関があることが示されている｡つまり内部者との価値観レ

ベルでの類似性が高まるという意味での,組織社会化の進展における上司の役割が示唆さ

れている｡

伝統的なリーダーシップ研究の成果との関係から,組織社会化における学習進度につい

て実証した研究にはBauer&Green(1998)がある｡彼らは,大学卒業直前から入社後

十ヶ月の期間に三度の測定を伴う縦断的研究 (N-165)を実施し,管理者の構造創始が,

新人の役割明確性や職務遂行上の有能感を高め,配慮行動が上司からの受け入れ感を高め

ていたことを示した｡

社会化の文脈に沿った後者についてのみ若干触れたい｡彼らは,十年にも及ぶ縦断的研究において,新人
の能力と最初の上司との交換関係との交互作用がその後のキャリア発逮 (この場合,業績や昇進)を大き

く規定することを示した｡ここで驚異的なのは,いくら能力が高い新人であっても,直属上司との垂直的

交換関係が不十分な場合,十分な業績や昇進が達成しえないという発見事実である｡勿論,この研究はあ

る流通系企業でのある世代という限られたサンプルから得られた結果であるので,その一般性について疑

問は残るし,組織を越えてキャリアが展開されることが珍しくなくなりつつある現代企業の現場において,

この発見事実が該当するかどうかという点も不明である｡しかし,キャリア発達における初期の上司との

相互作用の重要性についてはある程度のコンセンサスが得られているように思われる｡この垂直的二者関

係 (VDL)に関する議論は,現在では主にリーダーとメンバー間の交換関係 (LMX)として研究展開が

なされ,上司との関係が個人のアウトカムに及ぼす影響について議論されている (e.g.,Bauer&Gl･eell,
1996)0
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このように,社会化エージェントとしての上司の役割は多岐にわたり,また重要である｡

Ostroff& Kozlowski(1992)は,組織全体に関する知識について,新人は上司と同僚と

から同程度の量の情報を得ているにもかかわらず,上司から得た情報のみが組織情報を保

持しているという知覚を高めていることを示した｡つまり上司から得られた情報は,同僚

から得られた情報よりも有効である場合があるのである｡

しかし,上司はその地位のために,部下達ほど完全にオープンにはなり得ない (Louis,

1990)ため,新人に対し公式な説明をすることは可能であるかもしれないが,非公式で暗

黙の事実については伝えられない場合もある｡一方の新人の側についても,上司の評価者

としての側面から,自らの無能を悟られたくないため,上司との接触を避ける可能性が指

摘されている (Ashfbrd&Cummings,1983;Ashfbrd,1986;Miller&Jablin,1991)0

上司は職責を委任し役割要求を課す立場にあるが,そのような要求の意味について,同

僚がその解釈を助ける働きを持つことも示唆されている(VanMaanen,1976)｡このほか,

新人同士やそれに近い成員は,リアリティ･ショックを緩和したり(VanMaanen,1976),

入社間もない状況でお互いを心理的に支え合う (小川,2003)など,独自の働きを持つこ

とが知られている｡先に挙げた Morrison(1993b)では,規範的 ･文化的情報に関して,

新人は上司からよりも,むしろ同僚から多く学ぶことが示されており42,エージェントと

しての同僚は,上司と同様の機能も持っ一方で,独自の役割もまた持ちうることが示され

ている｡また Chen(2005)は,104名の新人ナレッジ･ワーカーに関する縦断的研究の

中で,上司と同僚とを含んだ仕事集団 (65チーム,平均構成人数 10人程度)からの期待

が,新人の業績水準と正の関係にあることを実証している｡このような組織社会化プロセ

スにおける集団レベルからの影響についての研究は手薄であるように思われ,今後探求が

期待される分野であろう｡

最後に,上司と同僚との中間的な存在として,メンターについて議論する｡メンターは

｢ヤングアダル トや青年たちが大人の世界や仕事の世界をわたっていく上での術を学ぶの

42この研究では逆に,職務遂行に関する知識は上司からより多くを得ているという結果を示している｡
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を支援する,｢より経験を積んだ年長者｣を意味する (Kram,1985/1988;邦訳2頁)｣言

葉である｡組織論の文脈におけるメンターも同様に,若手の技術的,人間関係的,政治的

スキル開発を行う年上で経験を積んだ組織成員を意味する (Ostroff&Kozlowski,1993)｡

このメンターには,未熟な成員のキャリア発達を,スポンサーシップや可視性の向上 ･訓

練 ･保護 ･仕事-の挑戦性向上等によって援助する機能 (キャリア発達機能)と,役割モ

デル ･容認 ･カウンセリング ･交友などによって心理 ･社会的に支援する機能 (心理社会

的機能)があるとされる (Kram,1983;1985)0

組織社会化におけるメンターの効果について取り上げられる場合,個々の機能というよ

りもメンターとの相互作用の有無や頻度が社会化のアウトカムやプロセスにどう影響する

のかという探求に留まっている430例えばChatman(1991)は,八つの有名会計事務所の

新人 122人のデータから,入社初年度により多くメンターと相互作用を経験することは,

入社一年後の組織一個人適合と正の関連があることを示した.またOstroff&Kozlowski

(1993)は,大学卒業後,就労開始六ヶ月以内の二十代前半の若者で,メンタリング関係

があると答えた82名.と,ないと答えた 174名とを比較し,どのような知識を,どのよう

な情報ソースから得ているのかについて,両集団の差異を検定した｡この結果,メンター

を持たない集団は,職務遂行に関する知識,役割に関する知識,及び政治や手続きや方針

といった組織に関する知識 (つまり内容理論で同定された四領域の知識)について,より

多くを同僚 (-自分の仕事集団の一員か,もしくは他の集団の自分と同じか下の地位の従

業員)から得ていることを示した｡ここでは同時に,とりわけ組織領域に関する学習につ

いて,高い水準でメンターに依存していることが示された｡

しかし一方,Green&Bauer(1995)は,自然科学分野の大学院生と指導者との関係に

43ただし組織社会化というよりもメンター機能そのものに注目した研究は,この限りではない｡横断的

研究ではあるが,Chao,Wall,&Gardner(1992)では,非公式なメンター関係を持つ212名と,組描で
制度的に決められたメンターを持つ53名,およびメンターを持たない284名を比較し,公式･非公式を
問わずメンタリング関係を持つ集団は関係を持たない集団よりも社会化進度が高いことを示した｡ここで

は同時にまた,制度的なメンタリング関係よりも非公式なメンタリング関係の方が,キャリア発達F瑚鋸巨
に関する支援が高い水準で行われ,CilaO,etal.(1994)尺度の原型をベースとして言語･歴史･職務熟
達の分野で社会化程度が上回っていることを示した｡
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ついて入学三週間まで (233孝.),初年度終了直前 (195&),二年目終了直前 (161名)

のデータから,院生の研究業績を規定するのは指導者によるメンタリング支援 (社会心理

機能とキャリア機能)ではなく,入学時に収集された個人の所与の能力 (その代理変数の

一つである研究経験の程度)であったことを示した｡

このような結果もあるが,メンターの社会化エージェント機能については,少なくとも

マイナス効果の実証結果が認められないという意味において,肯定的な作用が期待される｡

ただし十分に確認されているという程度には研究蓄積がなされていないことも,また事

実である｡組織社会化研究の文脈では,入社して間もない段階の個人を照射することが多

いため,メンタリング関係が未熟である可能性,すなわち十分な情緒的結びつきの深さや

関与レベルが十分でない可能性があるといった理由や,メンタリング関係が上司や同僚と

の関係ほど一般的に存在するものではない等の理由が考えられる｡例えば,18組のメンタ

リング関係の推移について,データ対話型理論 (Glaser&Strauss,1967)により開始 ･

養成 ･独立 ･再定義の四段階を抽出したKram (1983)では,メンタリング関係の中心と

なる養成段階は,関係が始まってから,概ね二年目から五年目であると指摘されている11｡

Kram (1983;1985)では,メンタリング関係はキャリア中期の世代性 (Erkison,1963)

をメンター側の特性的な前提に置いており,極めてキャリア発達論の発想が強い議論であ

る｡メンターの存在が Levinson(1978)の中で取り上げられて以降,注目を集めたとい

う背景からも,このことが理解される｡従って,同じく発達的変化を捉える組織社会化の

議論とは相性が良いように思われる｡

メンタリング関係形成の過程が,組織社会化の進展過程とどう関連付けられるのか,再

社会化の際にメンター関係がどう変化するのか,その際,メンターやプロテジェにどのよ

うな効果を与えるのか等,探求課題は多いように思われる｡

44さらに言えば,Kram (1983)では当机 ランダム･サンプリングに基づいてインタビューを敢行し
た15名について,メンタリング関係を形成していたのが3名に留まったため,理論的サンプリングによ

りメンタリング関係を形成している15組を選定し追加分析している｡つまりこの研究プロセスからは,

メンタリング関係は必ずしも一般的なものではないという可能性が示唆される｡
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1.2.1.3組織主体の社会化研究の課題

この項では,組織社会化の主体として,組織の側の施策や方針,そしてその媒介者に関

する諸研究について概観した｡具体的には,入社後の社会化を促進するための社会化戦術

と社会化エージェントにかかわる議論である｡

社会化の主体として組織の側に力点を置いたこれらの研究は,マネジメン ト側に注目し

た組織社会化研究の伝統的な立場を取った研究であり,段階モデルなど古典的諸研究と共

通の限界を持つ｡それは,社会化プロセスにおける新人など,被社会化主体の役割が軽視

されている点である｡

被社会化主体としての個人の役割が軽視される傾向は,社会化戦術において顕著である｡

VanMaanen&Schein(1979)では,個人差よりも社会化の方法が態度を規定するとい

う前提が明示されており,社会化戦術を受けている個人の役割は相対的に低いと評価され

る15.こうした観点はその他の社会化戦術の研究者においても見受けられ,例えばSaks&

Ashforth(2000)では,組織というのは既に確立された体系を持つ強い状況であるので,

新人がそこに適応する際,個人差はあまり関係ない,といった主張がなされている｡しか

しこのような主張は,戦術研究の先駆者のG.R.Jonesによる ｢新人の組織-の反応は,

組織と個人の両方の要因が同時に分析されなければ不可能である (Jones,1983;p.464)｣

といった主張を軽視しているように思われる｡実際,社会化戦術に関する実証研究の出発

点であるJones(1986)において既に,個人の自己効力感が社会化戦術の作用をモデレー

トすることが示されており,個人の効果はあまり関係がないという主張は,必ずしも説得

的ではない｡

社会化エージェント研究においても,社会的相互作用を形成する主体は,上司や同僚と

いった組織のエージェントだけではないことは指摘しておいた｡社会的相互作用において

45ただし,VallMaanen&Sclleill(1979)は個人の作用を無視しているわけではなく,それは実証する
上で検討すべき問題であるとした｡彼らの研究の場合,社会化戦術の概念と理論枠組みの提唱を主眼とし

ていたため,このようなやや極端な言及がなされたのかもしれない｡
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は新人の側が,やはり大きな役割を演じる｡場合によっては社会化を受けている新人が,

意図せずして逆に内部者に対する社会化のエージェントにもなりうるし (cf.,Feldman,

1994),また相互作用の過程で意味解釈し,自身の認知的スクリプトを形成するという意

味では,新人個人は自身に対する社会化エージェントになっているとも言えるであろう｡

つまり論理的に,個人自身による組織社会化という現象が指摘されるのである｡

こうした問題意識から,個人の主体性について注目する必要性が主張されていくのであ

るが,こうした展開は内容理論の限界でも触れた,組織個人化の概念-とつながっていく

流れでもある｡続く項では,このような新人の役割に注目した,学説史的には比較的新し

く,近年主流となっている議論について概観する｡

1.2.2個人の社会化

組織の側に力点を置いた諸研究は,社会化プロセスにおける個人特性の差や個人の役割

を軽視しがちであった｡それは段階モデルなどの古典的と言える研究においても同様に当

てはまる (Saks&Ashforth,1997b)｡このような批判の中から,近年では個人-の注目が

喚起され,多くの研究がなされている｡いわば,組織社会化研究において,組織から個人

-と視点の転換が起こったのである｡この項では,社会化プロセスにおける個人の特性や

行動の役割に注目した研究を取り上げる｡

1.2.2.1個人特性からのアプローチ

ここではまず,組織社会化過程における個人特性に注目した研究を見ておく｡特に,最

も頻繁に言及されてきた特性として,自己効力感を取り上げる｡

仕事という文脈における自己効力感とは ｢任せられた仕事を達成するのに必要な一連の

行動を組織化し実行する能力についての判断 (Bandura,1986;p.391)｣あるいは ｢ある

タスクを遂行可能だと思う個人の信念 (Gist,1987;p.472)｣と言及される概念である｡
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簡単に言えば,ある仕事について自分は上手くできるという自信である46｡Jones(1986)

は組織社会化戦術と役割志向性との関係をモデレー トする存在として自己効力感を挙げ,

個人の自己効力感が低い場合,制度的社会化戦術がより強く保持的役割志向を生み出して

いることを示した｡これは自己効力感が低いと,他人から与えられた状況定義に,より容

易に適応しやすい,ということを示している｡

自己効力感の効果について同様に検討した Saks(1995)は,会計事務所十杜の若手新

人会計士に関する経時的データ (参入時 198人 ･入社六ヶ月 154人 ･入社十ヶ月 112人)

から,訓練が適応成果 (訓練後の自己効力感 ･コ-ビング能力 ･業績)に及ぼす影響につ

いて,参入時点の自己効力感がこの関係をモデレー トすることを示した｡すなわち,訓練

は初期に低い自己効力感を持つ新人の適応成果に対し,最も大きな効果があったというこ

とを示した｡しかも初期に自己効力感の水準が低い新人は,コ-ビング能力や業績,職業

をやめる意図の減少について,訓練が進むほど,初期に高い自己効力感を持つ者のそれを

凌いだのである｡この研究ではまた,訓練六カ月後の自己効力感が,訓練と適応成果との

媒介変数になっていることも示している47｡

Ashfbrth&Saks(2000)では学部卒業生を対象に,卒業前 (350人),卒業後入社四カ

月段階 (297人),十カ月段階 (231人)のデータから,特性的な自己効力感がリアクタン

ス行動48に及ぼす影響等について,構造方程式モデルで検討している｡彼らが提示したモ

デル全体の適合度は諸基準を上回るものではなかったが,探索的にモデルを検討し,特性

46ただし,特定職務に関する自己効力感とは別に,個人特性の全般的傾向として,特性的自己効力感 (ち

しくは一般的自己効力感)が使用される場合がある (e.冒.,Ashforth&Saks,2000)Oこの場合,自己を取
り巻く環境に有効に働きかけることが出来る,上手く振舞うことができるという自信程度の意味になり,

タスクに依存しないより一般的かつ安定的な個人特性を意味する｡

47一応確認しておけば,モデレーク変数が,どんな条件である効果がもたれるのかを示すのに対し,媒

介変数は,どうやって,なぜそのような効果が起こるのかという過程を説明する変数である0

48心理的リアクタンスの理論をベースにした考え方で,簡単に言えば失われた自由を取り戻そうとする

個人の行動がリアクタンスである｡彼らの議論に沿って組織社会化の文脈で言えば,新しい組織環境に参

入した新人は不確実性が高い状態にあり,一時的に状況に対するコントロール感覚を低下させるというO

このため状況をコントロールしているという感覚を取り戻すべく,何らかの対処行動を取る｡この場合,

その問題に対しこれを正面から解決しようというリアクタンス行動 (問題焦点型)と,それが難しいと思

われる場合にとられる補償的なリアクタンス行動 (非問題焦点型)がとられうるが,自己効力感が高い個

人は問題焦点型のリアクタンス行動を示すというのが彼らの仮説 (の一部)であるo仮説モデルの適合度

は一般的基準に満たず,商いとは言えなかったが,パス係数に関してはこの仮説を支持する結果となった｡
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としての一般的自己効力感は,問題解決的なリアクタンス行動を高めることなどを示した｡

同じデータを用いたSaks&Ashforth(2000)では,四ヶ月段階と十ヶ月段階の一般的

な組織適応の尺度に対する個人属性と状況要因,及び両者の交互作用の影響を検討した｡

この結果によると,職務満足や組織コミットメント,及び離職意図といった伝統的態度変

数を説明したのは,役割矛盾などを始めとした外部環境要因であり,個人属性 (自己効力

感と否定的情動性)は多くの場合,有意な説明力を有していなかった｡また,交互作用の

効果についてもごくわずかに留まった｡ただし,ストレス度合いを示す諸指標には主に否

定的情動傾向が,自己評定の業績水準については一般的自己効力感等が 7%程度の分散を

説明していた｡このような結果は,社会化の最終成果を規定する要因としての個人特性は,

外部要因に比べ必ずしも高くはないという結果を示している｡

一つの研究結果から個人特性の作用を結論づけることはできないが,特性的自己効力感

は組織からの社会化作用とその成果におけるモデレ一夕としての働きが中心であるのかも

しれない｡

1.2.2.2プロアクティブ行動

組織社会化の研究で,近年盛んに用いられる言葉に ｢プロアクティブ (proactive)｣が

ある｡これは組織によって社会化されるだけの存在,すなわち消極的 (passive)な存在と

して扱われてきた個人に対し,主体的な役割を強調するとき対照的に用いられる言葉で,

｢積極的に相互作用の機会を探す行為 (Reichers,1987;p.281)｣といった意味で捉えら

れてきた｡具体的には,話をするために他人のオフィスや職場に立ち寄ったり,昼食の約

束をするような社会的機会を持ったり,意見を求めたり,任意の社会的活動に参加したり

といった行動を含む (Reichers,1987)0

しかし近年では,プロアクティブ行動を ｢現在の環境を改善したり,新しい環境を創り

出す際にイニシアティブを取ること (Crant,2000;p.436)｣というように,組織社会化研

究以外の文脈も含めた広い意味において,自発的かつ革新的な行動として捉える立場もあ
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る｡

プロアクティブ ･エージェントという言葉について,この分野で盛んに言及され出した

のはMiller&Jablin(1991)やOstroff&Kozlowski(1992),あるいはMorison(1993a,

b)など,90年代前半の諸研究からであるように思われる｡しかし,このように個人のプ

ロアクティブな役割について注目することになる契機は,新人の意味形成過程への注意を

喚起したシンボリック相互作用論的アプローチの諸研究 (e.g.,Louis,1980;Reichers,

1987)であろう49｡

しかしながら,行動科学的な研究では,その定量的手法上,新人の意味形成過程をその

まま研究することは難しい｡そこで代わりに,新人が新しい役割や組織環境についてより

学ぶために,どう積極的に情報を探すのかについて注目することになったという (Major,

etalリ1995)｡社会化の客体であった個人を,プロアクティブ･エージェントとして社会化

の主体とみなせば,彼らが情報収集のために具体的にどのような行動を取っているのか,

どのような情報を得ているのかという疑問が起こるのは,自然なことであろう｡内容理論

で学習内容が探求される背景には,このような問題意識もまた存在した｡

一方,プラグマチックなマネジメント的立場からは,効果的 ･効率的に個人を社会化し

たければ,相互作用の頻度を増やすべきであり,組織の内部者の関与と同時に個人のプロ

アクティブさもまた重要である,という発想が生じる (図 1.8)0

ここでは,このような発想あるいは問題意識を前提として,個人のプロアクティブ行動

に注目した諸研究を概観する｡具体的には,その走りとして早くから手が付けられてきた

フィードバックを含む情報の探索行動と,その他の,主にAshford&Black(1996)によ

るプロアクティブ行動の整理に基づいた研究を扱う｡

49crant(2000)では近年,組織社会化研究以外の分野でも広く注目されている概念であるとされているO
どの分野がその起源であるのかは定かではないにせよ,社会化研究においても同じ言葉が,初期の研究中

で言及されているり例えば,段階モデルを提示したPorter,etal.(1975)では ｢個人の欲求を満たし目
標や大志を追及するための手段を探る際に示す(p.38)｣行動として,プロアクティブ行動という言葉を

使用している｡組織個人化という概念の源泉はプロアクティブ概念にあるが,後に指摘する問題点から,

あえて新しい言葉として組織個人化の概念を提示する｡
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図 1.8新人と内部者のプロアクティブ度の関数としての社会化の速度

出所 :Reichers(1987;p.282)より訳出

(1)情報探索行動

Ashfbrd&Cummings(1983)によれば,フィードバックとは ｢仕事環境において個人

が利用可能な情報の部分集合 (p.372)｣である｡彼女らによれば,フィードバックは個人

にとっての (情報的)資源である｡この資源を得ようとする行動 (FSB:FeedbackSeeking

Behavior)は,その資源がもたらす価値と,資源獲得に伴うコストの比較によって喚起さ

れる｡フィー ドバックは,目標達成のために同程度の可能性を持つ選択肢について,目標

達成にとってどれがもっとも適切であるのかを示す ｢関連情報｣と,どの目標達成行動が

他者から評価されるのかを示す ｢評価情報｣から成り,①不確実性の低減 ②シグナル (倭

先順位や価値を示す)③有能感の開発という三つの機能 (≒価値)があるという｡一方の

コストには主に ①努力費用 (FB情報を得るのに必要な努力水準)②面目を失う費用 (恥

をかくなどFB情報を得るのに伴うリスク)③推測費用 (FB情報を得るのに必要な推測

の量や種類)があるとされる｡また具体的な FSBには,直接質問戦略と観察戦略とがあ

り,より低いコストの戦略が用いられる｡これについてAshfbrd(1986)は,米中西部の

公益企業の 331名のデータから,フィードバックの価値が高く知覚されているほどFSB

が頻繁になされることを示し,その仮説の一部を裏付けた｡

さらにMiller&Jablin (1991)は,情報のソースを ①経営者からの公式なメッセ-
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ジ ②新人の役割セットの成員 ③他の組織の成員 ④組織外のソース ⑤タスクそのもの,

に分類し,さらに情報探索の戦術として,①明確な質問 ②間接質問 ③第三者集団 (主要

な情報ソースの代替物として第三者を使う)④限界の検証 (あるルールがどの程度重要な

のかを知るために意図的にルールを破って内部者の反応を見るなど)⑤偽装的会話 (自然

な会話を偽って情報を得ようとする)⑥観察 (ある特定目標を持って対象に注意を向ける)

⑦監視 (特定目標のない観察で,そこから得た新しい刺激と過去の経験とを統合し意味形

成する)を挙げ,FSBの方法をより詳細に提示した50｡しかしながら,情報検索戦術が多

岐に渡ってお り複雑なためか,実証研究で用いられる枠組みは,専 ら Ashfbrd&

Culnmings(1983)による質問と観察をベースにしたものである｡また情報ソースについ

ても上司,同僚,及び文書などの物的メディアといった程度の区分が普通である｡

例えばOstroff&Kozlowski(1992)は,大卒後入社十七週目 (334名)とその約五カ

月後 (219名)から得たデータ (使用したデータは151名)をもとに,情報探索スタイル

と情報領域 (社会化の学習内容),及び情報ソースとの関係を調べている｡この結果,職務

遂行情報に関しては,観察よりも試行錯誤によって多く得ているが,人間関係や組織に関

する情報は,試行錯誤よりも観察によって多く得られていることなど,情報分野によって

異なった情報探索スタイルが用いられていることを示した｡また情報ソースについても,

役割については上司から多くの情報を得ている一方,人間関係に関しては上司よりも同僚

から多くの情報を得ているなど,新人の情報探索行動におけるソースの使い分けを示した｡

同じような調査に,やはり縦断的デザインを用いたMorrison(1993b)があるが,ここで

は,職務遂行の方法に関する情報の探求には直接質問が用いられ,役割期待に関する情報

や組織規範に関する情報,業績のフィー ドバック等に関する情報の取得には,観察が多用

されることを示した｡彼女の結果ではまた,この傾向が少なくとも調査の期間中において

は時間を経ても安定していたことが示されているOこのほか情報ソース問の差異も検討さ

50なお,Miller&Jablill(1991)では,情報を参照情報 (役割に関する情報),評価情報 (職務遂行の出
来不出来など),関係情報 (人間関係に関する情報)に三分している｡
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れ,職務遂行方法や役割期待,及び業績のフィー ドバックは,同僚よりも主に上司から得

ていることを示した｡

これと同じデータを用いたMorrison(1993a)は,大手会計事務所数社の新人 (オリエン

テーション後二週間の 171名,入社三カ月後の 149名,六ヶ月後の 135名)-の調査か

ら,情報探索行動の社会化程度に及ぼす効果について検討している｡この結果からは,新

人がフィー ドバック情報を求める頻度が高いほど,多くの職務遂行方法についての情報を

得ており,役割明確化,同僚との関係の発達,及び組織文化の受け入れの程度を高めてい

たことを示した｡

またCallister,Kramer,&Turban(1999)は,十五の組織における,キャリア初期か

ら中期の者の再社会化過程における情報探索行動について縦断的デザインで検討し,小規

模サンプルからの分析結果ではあるが (新しいポジションに就いて一ケ月時点の 91名,

入社三カ月後の 85孝.,-年後の 69名),時間を経るに伴って上司や同僚-の質問が減る

一方,観察の頻度は一定であることを示した｡他にも Chan&Schmitt(2000)が,146

名の新入学大学院生のデータ (入学一ケ月時点から一月ごと四度の測定で,サンプル数は

各々207,182,166,146)から,時間を経るほど,新人が同僚に技術的情報について質

問する程度が低下することなどを示している｡

情報探索スタイルの変化やソースの変化を扱ったこれら研究は,情報検索行動のような

プロアクティブ行動が,社会化における学習や社会化成果に対する正の効果を持つことは

無視できないものである,という認識を前提に行われている｡

しかしBauer&Green(1998)では,その縦断的研究の中で,FSB単独の影響力を検

討すれば,役割明確化,職務遂行知識の学習,及び上司からの受容感のいずれに対しても

これを高める効果が認められたものの,FSBを上司のリーダーシップ行動 (≒新人-の構

造創始と配慮)と同時に回帰式に投入した場合,個人のプロアクティブな FSBは,いず

れの従属変数に対しても有意な影響を及ぼさなくなることを示した｡このことは,社会化

ェ-ジェン トとしての個人にプロアクティブな役割を認めながらも,それを過大に評価す
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るのではなく,Griffin,Colella&Gopal･aju(2000)が指摘するように,組織側の要因と

個人のプロアクティブ行動の双方を加味した上で,社会化促進-の効果を評価すべきであ

ることを示している｡

一つの研究成果から結論付けは出来ないが,もし組織社会化過程でのプロアクティブ行

動の影響力が相対的には微量であるとすれば,場合によってはソースの区分など細かな探

求は必ずしも重要ではないかも知れない｡

(2)その他のプロアクティブ行動

情報探索以外のプロアクティブ行動の効果についての研究もまた行われつつある｡

Asbfbrd&Black(1996)は,組織参入時のプロアクティブな個人行動を整理し,意味形

成,関係の構築,仕事変更の交渉,及び肯定的認知枠組みの創造を挙げた｡彼女らがここ

で言う意味形成は,情報探索行動とフィー ドバック探索行動から構成され,通常の意味と

やや異なる｡また情報検索行動の情報とは,内容理論で取り上げた諸情報 (組織社会化の

直接基準)に相当し,フィー ドバックは特に他者からの評価に関する情報を指す｡関係の

構築とは,相互作用の機会を得るために友好関係のネットワークや社会的支援関係を構築

する行動である｡仕事の変更交渉は,自分が置かれた組織の環境を変えようとすることを

意味する｡最後の肯定的認知枠組みの創造は,むしろ,いわゆる意味形成の意味に近く,

状況の捉え方を積極的なもの-と変えることである (危機を機会とみなすなど)0

このようにプロアクティブ行動を整理したAshford&Black(1996)の研究では,MBA

を卒業したばかりの新人のデータ (組織参入前二から三ケ月前 103名,入社六ヶ月後 83

名,入社一年後 69名)から,上司との関係構築行動が職務業績を高める効果や,肯定的

認知枠組みの創造が,業績や満足と正の関係にあることが示されているOしかしながら一

方で,情報探索行動や仕事変更の交渉が,逆に職務満足を低下させるという効果も認めら

れているO小規模サンプルに基づいた分析であるため結果を鵜呑みにすることはできない

が,このような予想外の結果が縦断的研究において示されており,個人のプロアクティブ
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行動は,必ずしも効果的な場合ばかりではない可能性を示唆している｡

またAshford&Black(1996)の分類に従ったWanberg&Kalnmeyer･Mueller(2000)

は,主に再就職者を対象に,就職前 (571人)･就職約三ケ月段階 (180人)･第一測定時

点から一年後 (118人)の三度の測定の結果,関係構築活動が集団-の統合と職務満足に

正の関係を持ち,離職意図に負の関係があることを示した｡またこの研究では,フィード

バック探求行動について,職務満足に正の関係を持ち,実際の離職には負の関係があるこ

とも示されている｡

最近ではKim,Cable,&Kim (2005)が,韓国の七企業から得た,入社三ケ月から二年

以内の若手279人について,社会化戦術とプロアクティブ行動,及びそれらの交互作用と

が主観的な組織一個人適合に及ぼす影響を検討している｡この結果,制度的社会化戦術が

主観的な組織一個人適合を高める効果を示していたのに対し,上司が評定した個人のプロ

アクティブ行動のうち肯定的意味形成は,組織一個人適合に負の影響を及ぼし,回帰式に

交互作用項を投入すると,全てのプロアクティブ行動は有意な効果を示さなくなった｡横

断的デザインの研究であり,かつ個人以外が認知しにくいプロアクティブ行動 (肯定的意

味形成や情報探求など)を上司が評価するというデザインを取っていることなどについて

批判されるが,プロアクティブ行動の効果については,今後,より多くの蓄積によって慎

重に検討していくべきであることを示唆していると思われる｡

Ashfbrd&Black(1996)の枠組み以外でも,例えばBauer&Green (1994)では,

自然科学を専攻する大学院の新入生について,入学三週間後 (N-233)と九カ月後 (N

-193)のデータから,職務関連行動 (任意のセミナーや学会-の参加といった社会的相

互作用に従事する行動)が,役割唆昧性を低下させ,組織成員からの受容感を高めていた

ことを示した｡また先のChan&Schmitt(2000)では,時間を経るに従って,同僚との

関係構築活動に取り組む程度は減少することなどが示されている｡

このほかMorrison(2002)では,入社-年目の会計士 154人が築いているネットワー

クのパターンと組織社会化の学習程度との関係を検討し,ネットワークの大きさ (人数)
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や連結の強さや (相互作用の頻度)が,情報学習や社会化成果にポジティブな影響を及ぼ

すことが示されている｡

1.2.2.3個人主体の社会化研究の課題

組織社会化における個人は,社会化されるだけの受身な存在ではなく,自身の適応に向

けて積極的な役割を演じる｡つまり組織社会化の主体は組織だけではなく,個人もまたそ

の主体たりうる｡この認識の転換こそが,本項の中で議論した,組織の社会化から個人の

社会化-,という基本的な流れであった｡

この項では,組織社会化における個人の役割に注目した研究として,個人特性とプロア

クティブ行動に注目した諸研究を概観した｡比較的新しい分野であり今後も研究蓄積が期

待されるが,やはり幾つかの問題点が指摘される｡

第一の問題点は,個人の役割に注目するあまり,その他の要因を軽視しがちな点である｡

ただしこの批判について近年では,Saks&Asforth(1997b)による ｢この二十年間で組

織の行動が新人の適応-及ぼす影響から,個人の活動や知覚の影響-と研究が移行したが,

一方で,両者のアプローチがあまり統合されていない(p.423)｣という批判を受ける形で,

組織側の作用についても同時に検討され出している｡個人のプロアクティブ行動等の作用

は,社会化戦術の作用,自分以外のエージェントの作用等とあわせて考慮し,組織社会化

の促進にとって何が重要なファクターであるのかを包括的に検討しなければならない｡

第二の,そして次節において,組織個人化研究の必要性が主張される背景にもなる問題

点としては,これら研究が,個人の働きに注目しながらも,依然として組織社会化の機能

における個人の組織統合という視点に留まっているという点である｡

既に指摘したとおり,個人の作用に注目した諸研究の基本的発想は,いち早く組織の成

員として機能させるために社会的相互作用が重要である,という考え方である｡つまり個

人に注目しながらも,依然としてマネジメントの立場から,個人がシステム内で有効に機

能できるように育成を早めたい,という視点が基本なのである｡こうした観点そのものが
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問題であるというよりも,無自覚にこうした見方を取ってきたことで,これまでに蓄積さ

れてきた,豊かな研究成果を置き去りにしつつあることを,確認しておく必要がある｡

それは,Porter,etal.(1975)やFeldman(1976),あるいはKatz(1980)の段階モデル

などで言及されていた,組織環境に影響を及ぼす個人の存在であり,成長する個人の姿で

ある｡組織という上位システムに吸収されるだけではなく,これに何らかの変化をもたら

す起点としての個人,という見方が,あまりに脆弱なのである｡

皮肉にも,こうした変化を起こす個人-という変化については,個人に注目した諸研究

ではなく,組織の側の働きかけに注目した研究の中に見ることが出来る｡それは Van

Maanen&Schein(1979)から始まる社会化戦術の議論である｡そこでは役割をそのまま

受け継ごうとする個人の反応だけでなく,役割を変えようとする変革的な個人の反応が認

識されていた｡

しかし,その社会化戦術の実証研究においてすら,近年では,こうした観点が薄れてい

る｡それは,表 1.3で示した従属変数において,必ずしも役割志向が検討されていないと

いう実態を見ても理解できる｡

一方,ここまで見てきた個人の作用に注目した諸研究でもまた,個人の働きを軽視して

いるという現象が逆説的に起きている｡あくまで組織に統合される上での個人の作用に注

目しているためである｡組織を変えていける力を内包した個人の存在は無視されている｡

これがプロアクティブ行動の作用を組織統合という枠組み-と倭小化して注目した,近年

の研究の問題点である｡組織やそのサブ･システムに対し変化を及ぼすような,より積極

的な意味でのプロアクティブ行動として,組織個人化という新概念が次章において提起さ

れる｡

1.2.3小括

本節では,組織社会化を進展させる上で注目される主体が,組織から個人-シフトして

いると主張した｡組織社会化を担う主体は,組織だけではないのである｡第-項では,級
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織社会化の促進要因として,社会化戦術や社会化エージェントの役割に注目した研究,す

なわち社会化の主体に組織を想定した諸研究を振り返った｡その上で第二項では,組織社

会化の進展を自らの手で進めるという,個人の役割に注目した諸研究を扱った｡それは自

己効力感を初めとした個人特性の研究であり,相互作用を積極的に進めるプロアクティブ

行動の研究である｡組織社会化は,組織と個人との相互作用の過程であるから,その進展

を促す要因として,個人の役割にも注目が集まっていったのである｡個人は組織によって

社会化される白紙の受身な存在ではなく,社会化に向けて積極性を発揮するエージェント

の一人としての役割を与えられた｡つまり個人による組織社会化に注目が集まったのであ

る｡

しかしこうした観点は,個人に注目しながらも,逆に個人のポテンシャルを見過ごす結

果になった｡組織統合における個人のプロアクティブィティが注目された一方で,環境に

影響を及ぼすようになる個人の姿を描いた一部の段階モデルや,社会化戦術の議論で取り

上げられていた変革者としての個人という観点が,ほとんど振り返られることがなくなっ

たのである｡発達人をその基礎に置く組織社会化研究において,こうした個人の成長を十

分に反映していない点は,大いに問題である｡

組織環境に対し働きかけるという個人の働き,すなわち組織個人化という観点は,古典

的なものでありながらも,個人の作用に注目する近年の研究展開上,よりラディカルな視

点として位置づけることが可能である｡

第一章の総括として,次節では,組織個人化という行動が組織社会化研究の中でどのよ

うに位置づけられるのかを確認する｡

1.3第一章の要約

組織社会化の分野は研究蓄積が豊富な分野の一つであるが,その研究の展開は大きく二

つの流れで捉えることが出来るO-つは過程理論から内容理論-という流れであり,もう

一つは,組織社会化を進める主体-の注目が,組織から個人-と移行する流れである｡
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新たな組織環境に参入する個人は,組織社会化の過程を進展させる｡それは,何らかの

過程を経て,何かを学習しながら個人が変化していく過程である｡ここから ｢どういった

過程を経て,なぜ変化するのか｣に取り組む過程理論と,｢何を学んで,いかなる状態-と

変化するのか｣という問いに取り組んだ内容理論が生じてきた｡

過程理論の中心をなすのは,段階モデルと呼ばれる記述的枠組みであるが,その理論的

な背景となる人間モデルにまで踏み込んだ議論は,十分ではなかった｡本論では,そこで

前提とされている人間モデルを発達人と洞察した｡

新たな社会環境に直面した不確実性に脅かされた個人は,そのような不安を取り除こう

という生存や安全といった存在の欲求,あるいは人間関係形成という関係的な欲求に根ざ

す,根源的だがしかし環境に規定されるという意味で,受動的動機を持つ｡それら下位の

基本的欲求が満たされると,組織や職務といった環境をコントロールし影響力を及ぼそう

というより能動的な動機を持つようになる｡こうした動機の発達が,組織社会化における

学習の原動力になると主張した｡その動機によってどのようなメカニズムで社会化が進展

するのかについては,Louis(1980)によって主にシンボリック相互作用論に基づいた説

明がなされている｡

ただし,こうした過程理論に属する諸研究は,その実証的な裏づけに乏しいものが多い｡

こうした認識を踏まえ,縦断的実証研究を中心に展開されていったのが内容理論である｡

ここでは組織社会化の進度基準として,職務技能,集団の人間関係,組織全体に関する知

見,及び自己や所属集団などの役割に関する学習の程度が特定された｡この内容理論の研

究は,段階モデルの諸前提を緩やかに受け継ぎ,先行変数が続く過程変数や成果変数に直

接かつ蓄積的に作用するという枠組みを用いて発展してきた｡しかしその組織行動論的発

想や測定の容易さから,最終的な成果変数には,短期的指標として伝統的な態度変数を用

いる｡しかもこの際,組織運営にとって効率的な人材を育成するという視点に偏重した結

果,過程理論の中で指摘されていた個人の自己イメージの形成,あるいはそれに基づいて

個人の独自性を発揮していくという,長期的キャリア発達につながる自己概念の学習とい
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う視点を切り捨てることになった｡このような自己に係わる学習は,組織というよりもむ

しろ個人にとっての成果という側面が強いため,マネジメントする立場からは十分に省み

られることがなかったのかもしれない51｡

組織社会化研究の展開軸となるもう一つの流れは,第二節で取り上げた,組織社会化の

主体にかかわる変化であった｡すなわち組織主導の組織社会化から個人主導の組織社会化

-,という展開である｡

過程理論では,個人が置かれた環境を含め,その個人差を考慮しない普遍的なモデルが

志向された｡内容理論が登場する背景には,過程理論の方法論的問題点の克服とともに,

個人の役割を軽視してきた,という問題意識も存在する｡内容理論の先駆的存在である

ostroff&Itozlowski(1992)やMorrison(1993a)は,いずれもプロアクティブ行動との関連

で学習内容を取り上げていた｡

組織が主体となる社会化研究の焦点は,社会化戦術や社会化エージェントという,社会

化を促進させる要因の探求であった｡ここでは組織社会化の主体は組織であるという固定

的な見方がとられていた｡しかし,組織社会化が組織と個人との相互作用である事を踏ま

えれば,組織にのみ注目した取り組みでは不十分である｡こうした反省を踏まえ,相互作

用の一方を占める個人にもまた,重要な役割が与えられることになる｡組織社会化を促す

主体としての個人が認知されたのである｡こうした流れの中,近年ではプロアクティブと

いうキーワー ドを軸に,個人が,あたかも自らに対する社会化のエージェントとして機能

するような作用に関する探求が,縦断的実証研究の中で行われ出すのである｡

このように組織社会化の主体としての個人の働きに注目した主な研究は,しかし依然と

して,個人の組織統合という視点に留まっていると指摘した｡つまり,いち早く組織の成

員として機能するために社会的相互作用が重要であり,その頻度を増すためには,組織の

施策や社会化エージェントの作用のみならず,相互作用に対する個人の積極性が重要であ

51職務満足などは業績中心的な伝統的マネジメントの視点に対し,人間関係論の立場から重視すべき指標

として取り上げられてきた指標であると思われるが,あくまで組織成果にとって必要という視点が原点で

あり,個人の成果そのものとしての価値が認められてきたわけでは,必ずしもないと考える｡
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る,という見方が基本となる｡あるいは意味形成を含めたプロアクティブ行動を行う際に

個人属性が作用する,という発想に留まるのである｡従って,個人のプロアクティブィテ

ィは,あくまで組織-統合される過程の中で注目されているに過ぎない｡

しかし,プロアクティブィティという個人の主導性に注目した視点を突き詰めると,そ

こには,個人の組織統合に留まらない,より大きな可能性を見出すことができる｡発達人

的な人間モデルに立てば,個人はやがて,組織に対して大きな影響力を獲得するに至りう

る｡Reichers(1987)が指摘したような組織に統合されるという意味だけではなく,Porter,

etal.(1975)やCrant(2000)でも指摘された,組織を変えるまでのプロアクティブィティ

を発揮しうるのである｡多様な意味内容を含むプロアクティブィティの概念から,組織に

より積極的に働きかけ,これを変えるという要素を明確にし,社会化されるだけではない

個人を捉えなおす概念,あるいは分析視角が組織個人化である｡

組織個人化は,古くはFeldman(1976),Katz(1980)及びJones(1983)らによる段階

モデルのなかに,あるいは社会化戦術の成果変数としてVanMaanen&Schein(1979)

で指摘された役割変革行動にその痕跡を留めていた｡それらは全て,成長し,そして既成

の組織や職務に対して何らかの変化をもたらすようになる個人を照射している｡組織社会

化の古典的研究の中には,ただ組織に統合されるのではなく,組織やそのサブ ･システム

に変化をもたらす個人の姿が認識されていた｡近年頻繁に用いられるプロアクティブィテ

ィの概念は,そのような意味内容を包含しながらも,多くは組織統合の枠組みに留まって

いる｡古い起源を持ちながらも,一方で個人の主導性に注目した新たな研究動向における,

よりラディカルな視点として組織個人化の概念が位置づけられる｡

以上に見てきた組織社会化研究の主要分野との関係において,組織個人化研究を位置づ

ければ図1.9のように示される｡

続く第二章では,組織社会化という個人を組織へと統合させる過程から,逆に組織に変

革をもたらしうる個人が生じるという,組織個人化の命題について検討するため,組織個

人化概念についてより詳細に検討を加える｡
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個人の主導性

組織個人化研 t3の位置づけ
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巨 国人特性研可 t社会化尺度 t

L段階モデル l I 社 会 化エージ-ントI

巨 細 的説得

組織の主導性

出所 :小川(2005a)より一部変更のうえ転載

図.1.9組織社会化研究の系譜と組織個人化研究の位置づけ
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2組織個人化概念の検討

2.1組織個人化の定義

組織社会化が,組織社会の要求に基づいてなされる,個人における変化の過程であるの

に対し,組織個人化という概念は,個人の側の要求に基づいてなされる,組織における変

化の過程を意味する｡それは,個人のプロアクティブィティという概念を組織統合の枠組

みから解放し,組織に対し働きかける個人の主導性･積極性をより鮮明にした概念である｡

ここでは組

員健脚 こよって生じる,組鎧や

そのサブ ･システムの変化,と定義する｡この定義から,組織個人化行動は,単なる組織

に対する変化の働きかけとは,以下の点において異なる特徴を持つ｡

第一に,特定の個人の要求に基づく現象であるという点である｡その要求は,個人の価

値観に基づく場合も,欲求や能力に基づく場合もある｡従って,組織からの要求ではなく,

自分自身の要求に動機付けられている｡ある商品を開発せよ,という組織の要求によって

組織における革新的な変化が起こされても,それは組織個人化ではない｡ただし,その要

求が,個人の要求に一致したことを利用してなされる主体的な働きかけは,組織個人化で

あるとも言える｡

第二に,組織と個人との適合を志向しているという点である｡自身の要求を組織に反映

させるということは,組織と個人とのマッチングを志向していることを意味する｡こうあ

るべきだという価値観を反映させたサービスの変化や,評価制度の変更,自分の能力を発

揮できるような場の創造,ある仕事を行いたいという場合の職務の創造や事業の拡大など,

組織やそのサブ･システムに変化をもたらすことで,組織という場を自分-と引き寄せる

のが組織個人化である｡

第三に,働きかけの対象は様々なレベルに及ぶという点であるO ここで言う組織やその

サブ ･システムには,組織構造,組織文化,組織内の諸制度,集団の協働体系,集団の文
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化や規範,部門そのもの,役割,職務などが含まれる｡次節では,これらの特徴について

順に説明を加える｡

2.2組織個人化の特徴

2.2.1組織個人化の主体

序章でも述べたように,組織個人化は,組織による個人化を意味する言葉ではない｡組

織社会化が ｢組織における社会化｣であるように,組織個人化は ｢組織における個人化｣

という意味である｡組織社会化に,組織による組織社会化 (例えば社会化戦術の作用)と,

個人による組織社会化 (例えばプロアクティブ行動の作用)があるように,組織個人化に

も,組織による組織個人化と,個人による組織個人化があると考えられる｡

個人の要求を反映させる以上,個人がその主体になるように思われるが,そのような場

合ばかりではない｡ある個人の要求に基づく組織個人化行動に妥当性が見出された場合は,

組織がこれを促すようになる場合もある｡このときの組織の根本的要求は,普通,個人の

特性を活用して組織の成果を高める,というものであり,組織個人化の動機となる特定個

人の特定の要求とは必ずしも一致はしない｡そうした個人の動機とは別に,結果として十

分な成果を見込む場合,組織もまた組織個人化を促しうる｡他にも,個人の思いを反映さ

せやすいような制度の導入などは,組織的に意思決定された,つまり組織による組織個人

化の促進である｡

ただし,本論文の中で検討するのは主に,個人による組織個人化である｡それは,本論

文の主題が,組織社会化の過程から,組織やそのサブ･システムである部門や役割にとっ

て慣習的ではない変化をもたらす個人が,どうして生じてくるのであろうかという関心に

基づくためである｡
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2.2.2組織個人化の志向性

組織個人化は,組織と個人との中長期的な関係のマッチングを照射しているという点に

も特徴がある｡社会化は元来,社会システムの要求に基づいた作用によって起こる個人に

おける変化の過程である｡一方,個人化というのは,個人の要求に基づいた作用によって

起こる社会やそのサブ ･システムにおける変化の過程である｡つまり,いずれの過程も,

継続する両者の関係のマッチングを志向したものであると言える｡

個人の側から見れば,組織環境に合わせるか,組織環境を合わせるかという選択であり,

いずれの形をとるにせよ,組織環境との中長期的な併存を志向した行動であることに変わ

りはない52｡このように関係の中長期的適合を視野に入れるということは,一時的な外部

者による介入によってもたらされた変化は,組織個人化には該当しないということを意味

する｡その主体は基本的に当該組織の成員なのである｡

2.2.3組織個人化の発生レベル

これまで見てきたとおり,組織社会化研究の文脈では,数は多くないものの,伝統的な

段階モデルでの議論 (Feldman,1976;Katz,1980)を始め,Schein(1968;1971)やVan

Maanen& Schein(1979)あるいはJones(1983)の中で,組織やそのサブ ･システム

に働きかける個人の志向性や行動そのものは言及されてきた｡例えば Feldman(1976)

の段階モデルでは,部門内での仕事にある程度の制御や権限を行使できると感じる程度,

と操作化された相互-の影響 (mutualinfluence)が,組織社会化の成果の一つとして考

えられていた｡

また社会化戦術に対する個人の役割反応について,VanMaanen&Schein(1979)は,

全ての役割は内容特性 (すべきこと)と過程特性 (どうすべきか)の両方を含むとして,

52似た概念に適応がある｡適応には環境に合わせて個体が変化する場合と,個体から環境に影響を及ぼし,
これに変化を起こす行動とがある｡両者の過程を含めて適応と見るか,後者を適応と対置する行動として
捉えるかは論者によって異なるが,いずれも適応であり組織と個人とのマッチング過程を照射するという
見方は,広く確認されるところである(Kirton,1976;Dawis&Lofquist,1978;Rothbaumeta1.,1982;
Nicholson,1984)0
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過程特性つまり役割遂行方法を変える行動を内容革新 (contentinnovation),内容特性つ

まり役割の目的や使命まで変える行動を役割革新 (roleillnOVation)と呼んでいた｡

ただし,これら伝統的な組織社会化研究の中で扱われてきた組織個人化は,基本的に個

人の仕事 ･職務レベルでの役割変革行動であった｡勿論,論理的には,役割変革がそのま

ま組織レベルでの変革に結びつく場合もある｡昇進の節目を経た部門長が,その部門長と

しての役割を変える場合,部門集団全体に変化を及ぼすことになるであろうし,場合によ

っては新事業部や子会社の設立あるいは新しい制度の導入が行われることで,組織を創り

出したり,組織全体にインパクトを及ぼす場合もありうる｡

ただし,これまでの研究においては,組織社会化は新人のそれという見方が強いためか,

職務レベルの影響行使のみを考慮してきた傾向がある事は否めない｡しかしながら,この

組織個人化という視点には,個人と仕事あるいは集団や組織といった分析レベルをリンク

させる,より包括的な理論展開-繋がる可能性があると考えられる｡それはちょうど,組

織社会化が,内容理論で見たように,個人の職務,集団,組織あるいは役割レベルにおい

てなされるように,組織個人化の領域もまた様々なレベルで考えられる｡場合によっては,

いわゆるイノベーションの源泉にもなりうるのである (e.g.,野中･勝見,2004)0

ただし,組織社会化の議論から一足飛びに組織の変革-,という議論展開を行うには,

組織レベルでの変革あるいはイノベーションに関わる研究蓄積等と同時に検討していかな

ければならないであろう (e.gリ野中･竹内,1996;野中･勝見,2004)｡それは,現段階で

は,本論文の範囲を超えている｡まずは個人の役割に対する変化について,つまり分析レ

ベルを個人,ないし役割レベルにおいて,組織個人化研究の第一歩を展開するO

組織個人化という分析視覚自体が見過ごされてきたことを踏まえれば,組織社会化研究

の中に見られる役割革新(VanMaanen&Schein,1979)や段階モデルで指摘されていた,

(組織のサブ ･システムとしての)職務に変化を起こすまでに成長する個人の存在を指摘

した遺産を批判的に継承し,新展開をもたらすことが,節-のタスクであると考えるため

である｡
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2.3組織個人化と類似概念

2.3.1組織個人化と役割外行動

近年では,組織社会化研究とは異なる研究系譜において,役割レベルでの組織個人化に

近い概念,あるいは行動が,様々な名称の下に検討されている(表2.1)｡これらの行動は,

組織にとって機能的なように,役割期待を超えて行われる従業員の行動,すなわち役割外

行動として把握されるものである｡組織個人化の概念がこれらとどのように異なるのかに

ついての詳細は表中で指摘してあるが,その相違を包括的に延べるのであれば,変化を起

こすレベルと動機において,大きく異なる｡

役割外行動は,基本的には個人のパフォーマンス測定基準の一つとして考案されている

もので,多くの場合,職務レベルないし役割レベルでの議論に留まる傾向にある｡しかし

組織個人化は,既に述べたように,役割レベルだけの議論ではない｡集団レベルでの変化

や組織全体に及ぶような変化をも包含した概念である｡

また,組織個人化が個人の要求に基づくのに対し,役割外行動ではそのような限定はな

い｡職務記述書以上の役割外行動を,上司や同僚が要求するので行う場合もまた存在する｡

むしろ現状維持のためのプラス･アルファの行動がその射程にある｡組織個人化は,あく

まで個々の内的要求に基づいて行う行動で,多くはむしろ変化志向である｡

従って,現象として,役割レベルでの組織個人化が,役割外行動である場合は存在する

ものの,役割外行動が全て組織個人化というわけではない｡
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表 2.1 組織個人化との類似概念 (役割外行動の系譜)

概念名 定義 組織個人化の相違点

Dutton&Ashford issuesemng 組織の注目を､組織の生産性に意味を持つ重 それが個人の要求に基づくかどうかは不問であるoまた､組織個人化の具体的な行動の一つに含まれる

(1993) 要なトレンドや開発あるいは出来事に引くことo が､注目を引くのみならず､自身が変化をもたらす場合も個人化に含まれるo

Freseetal.(1996) personalin]'tiative 個人が活動的､自己開始的な仕事-のアブロー 結果として個人の主導性があるという見方のため､個
チに結果としてなっており､与えられた仕事にお 人の主体性への力点が弱いoまた仕事レベルでの行
いて公式に要求されたものを越えた､行動的な 動に限定されているo組織個人化は組織変革をも照
一定の行動様式o 射しうる概念o

Graham(1986) organizationaldissent 個人の良心に基づいて現在の政策や運営に反対することから生じる､組織の現状に反抗したり､変えたりする職場における個人の努力o 動機が道徳的価値観に焦点化o行動も､報告行動のみに限定o

Hirschman(1970) VOtCe あるまじき問題から逃げるのではなく､とにかく 動機が道徳的価値観に焦点化o何か不道徳的なマイナスの問題があって初めて生じる行動であり､特にマ

変えようとするあらゆる試みo イナスの問題がなくても生じる個人の前向きな要求は照射していない○

Miceli&Near whisleblowlng 改善しうる､個人あるいは組織に対して非合法で､不道徳､あるいは正当性のない運営を報告する行動o 動機が道徳的価値観に焦点化o何か不道徳的なマイナスの問題があって初めて生じる行動であり､特にマ
(1992) イナスの問題がなくても生じる個人の前向きな要求は照射していないo

Morrison&Phelps takingcharge 仕事や仕事集団あるいは組織という文脈の中での仕事の遂行方法に関しての､組織にとって機 仕事の遂行方法以外の､仕事自体を作りだす作用や

(1999) 能的な変化のための自発的､建設的な従業員個人の努力o 集団や組織変革までは含まれていないo

Organ(1988) organizational 公式な役割義務によって強制されるわけでもなく､また契約による報酬や補償によって誘発され 他人の電話を取るなど､現状を維持するための役割

citizenshipbehavior るわけでもない組織にとって有益な行動や振る舞いo 外行動を指し､変化の導入は基本的に照射しない○
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2.3.2組織個人化と革新

役割レベルでの組織個人化行動に,役割変革 (roleinnovation:VanMaanen&Schein,

1979)がある｡VanMaanen&Schein(1979)における意味合いは,既に繰り返し触れ

てきた｡｢役割-の新しい行動の導入 (West,1987)｣といった定義もあるが,ここではむ

しろ組織社会化という文脈を強調し,従来ある役割に内包された既成知識や価値観,目標

などの一式を,自分なりに変える行動を意味している.

しかし,この概念に含まれるinnovationという表記は,わが国で言うイノベーションと

の混乱をきたしやすいと思われるので,組織や集団レベルで行われる組織個人化と,いわ

ゆるイノベーション (innovation)との関連についてもここで議論しておく｡

組織論や戦略論の文脈でイノベーションという場合は,一般に新奇性と組織に対する大

きな正の影響力を合意しているように思われる｡しかしながら,イノベーションの定義 ｢役

割,集団,あるいは組織内のそれを採用した単位にとって新しく,個人や集団や組織ある

いはより広い社会に大きな益をもたらすようもくろまれたアイデア,過程,製品,手続き

の意図的な導入と応用 (West&Farr,1990;p.9)｣からは,画期的な新奇性が必要という

わけではないし,それが個人レベルであっても革新たりうる事が理解される｡従って,役

割レベルでの組織個人化行動としての役割革新とイノベーション概念とは近似的な意味を

持つようにも思われる｡

しかし,イノベーションと組織個人化は,むしろその主体の問題と志向性において異な

る｡イノベーションは,組織の要求に基づいて生じる場合も,個人の思い (要求)に基づ

いて生じる場合もある (野中･勝見,1994;Frohman,1997)｡しかし組織個人化は,組織か

らの要求に主導される現象ではない｡個人の思いが投影された結果の変化がイノベーショ

ンになる場合も存在するが,全てのイノベーションが組織個人化というわけではない｡個

人の要求が ｢大きな益｣をもたらす場合ばかりではないからである｡ただし,もたらす結

果の正負やその大きさは,両者の本質的な差異ではない｡このことについては次項で議論

するが,むしろ両者の概念的に重要な差異は,個人の要求に基づくか否かという点にある｡
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個人の要求に基づく個人化は,組織個人化は組織と個人との適合を志向するが,イノベー

ションはむしろ市場志向的であり,従業員と経営組織の適合関係には基本的に関心がない｡

このほかの類似的概念,例えば Rousseau(2005)の ｢特異的交渉(i-deals)｣概念など

と組織個人化との相違については表2.2に示している｡

2.4組織個人化の動機

組織社会化と同様に,組織個人化は,組織と個人との適合を志向する行動である｡ただ

し組織個人化は,それが個人の要求に基づくものである｡このため経営管理上,問題とな

るのは,組織個人化は,組織にとって果たして ｢良い｣存在であるのかどうか,である｡

先に挙げた多くの役割外行動は,組織に対する順機能的志向に基づくということが与件と

なっていた｡それはイノベーション概念も同様である｡これに対し個人化というのは,欲

求を始めとした個人特性に基づくため,その結果は組織に対し機能的であるかどうかは不

明である｡Katz(1980)の段階モデルでは,職務遂行に励む革新段階と同時に,自己防衛

的で逆機能的な適応段階もまた描き出されていたO

しかし ｢良い｣存在として把握されてきたイノベーションでさえ,実は,その全てが組

織にとって機能的であるわけでないことは,既に指摘されているところである (cf.,

Kimberly,1981)｡もたらされた変化が機能的であるのかどうか,つまりイノベーションと

呼ばれるにふさわしいか否かは,事後的にしか評価できない｡同様に,組織個人化が順機

能的であるかどうかについては,それを意図しようともせざるとも,事後的にしか評価し

得ない｡組織における個人行動のパフォーマンス測定の問題同様,その測定時点,スパン

によって結果は異なるものになりうる｡従って,それがどういった結果をもたらすのかに

ついての断定は難しい｡

しかし,少なくとも,組織-の貢献を意図するかどうかについては大きな関心となる｡

それが組織の要求に逆行したものであれば,組織の立場からは,これを抑制しなくてほな

らないであろう｡
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表 2.2 組織個人化概念 と類似概念 との関係

概念名 定義 組織個人化の相違点

本研究 組織個人化(OrganizationalhldiVidualization) 知覚された個人特性 (欲求.能力.価値観)に基づいて､組織と個人との適合を図るためになされる､組織成員個人による組織やそのサブ.システム-の変化の働きかけ○

Bakke(1953:p.18) personalizing 個人的な目的の達成や､個人特性や 自己概念 まぼ同義であるが､個人の欲求が所与(確固とした
の維持､開発､表現､および実現のために､組 個人観)一組織個人化では組織社会化の過程で強

織や､組織の人々や他の資源によって､働きか 化された､あるいは生じてきた個人的な欲求に基づく○ナを試みることo

Mignerey.Rubin.& indiVidualization 個人の欲求を満たすために環境を変えようとす 同上oorganizationalsocialization との対比を強調す
Go｢den(1995:p.56) る従業員のプロセスo るためにOrganizationarindividualizationと命名○

Galbraith adaptation 個人が思う完全な組織という概念によりよく適合するように組織やそのサブユニットに影響力を行使すること○ 個人が想定する組織像というよりも､より一般的な個
(1971:pp.2ト22) 人の欲求を反映しているo

West&Farr innovation 役割､集団､あるいは組織内のそれを採用した単位にとって新しく､個人や集団や組織あるいはより広い社会に大きな益をもたらすようもくろまれたアイデア､過○程､製品､手続きの意図的な導入と応用 文脈を問わないより一般的な概念で､組織個人化概

(1990:p.9) 念の上位概念o

Rousseau(2005:p.8) i-deals(idiosyncraticdeals) 従業員個人とその雇用者の双方に益をもたらす 昇進や職務内容､労働時間のあり方や報酬など､交
条件について両者で交渉される非標準的性質 渉される内容は雇用条件､雇用契約に関わるものが
の､自発的で､個別的な協定o 中心o

心理学辞典 individualization 一般に､社会化と対比される概念に個性化(individualization)があるo社会の集合的価値観 価値観の形成に留まらず､行動を含む○文脈は組織

(有斐 閣) とは独立に､個人が自分独 自の価値観を形成する過程を個性化という○ の中o
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組織個人化が,組織の改善を意図したものになるか,そうではないのかについては,な

ぜその過程が生じるのかという問題とも関連するように思われる｡この問題について,級

織個人化を行う個人の動機に注目して検討する｡

これまでにおいて我々は,組織社会化の人間モデルに発達人があることを主張したDそ

れはMaslow (1943)の段階説,あるいはその修正版であるERG理論の枠組み (Alderfer,

1972)に基づき,状況の不確実性を情報収集によって,あるいは人間関係の形成の中で低

下させ,自己の安定を図り,その上で達成や自己実現といった自己の成長にかかわるよう

な欲求を持つように成長するという人間像であった｡

この人間モデルは,組織個人化を志向する個人とも整合的である｡個人は,自分に多く

の裁量をもたらし成長をもたらすような機会,自分の能力を最大限に生かせるような機会

を,自発的な職務拡大等を通じ,あるいは多くの役割を引き受けつつ,創造する可能性が

ある53｡

ただしこの議論からは,組織個人化が,組織にとって順機能的な志向性をもって行われ

るかどうかは保証されない｡自己実現の概念には,個人の能力の開花と活用が含意されて

いるが,それが組織にとって機能的かどうかは確定できない｡組織の上位システムとして

の社会にとって価値ある行動であっても,組織の利害に反する場合もある｡組織個人化行

動が,組織にとってどのように作用するのかについて検討するために,動機の内容ではな

く,そのメカニズムにかかわる理論から考察してみたい｡

組織論で馴染み深い動機のモデルに適応的動機行動モデル (March&Simon,1958)が

ある｡このモデルにおける個人は,現状への不満が動因となって代替案を探し,満足な結

果が得られるとその行動を止める｡

Farr&Ford(1990)は,役割革新が生じる一つの要因として,変化の必要性の認知を挙

53環境に働きかけるという人間特性に関わる議論には他に,White(1959)や Glleenberger&Strasser
(1986)等がある｡White(1959)は,個人は環境を操作したいという生来の欲求を持つとして,これを
有能感と名づけた｡またGreenberger&Strasser(1986)は,学習性の無力感さえなければ,大抵の個人
は環境に対し自分が望む方向-コントロールしたいという一般的な欲求を持つとしている｡
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げた｡そして,この変化の必要性の認知に影響するものは,問題点の知覚,とりわけ業績

ギャップの存在であることを指摘している｡要するに,期待されている水準の業績があげ

られていない場合,そこに問題意識を持った個人は,何らかの変化を起こす必要性を知覚

すると言うのである｡Farr&Ford(1990)が言うように,業績が十分ではないという不満

54に基づくというのであれば,組織個人化は順機能的志向性 (つまり業績向上しようとする

志向)に基づいて行われるであろう｡

もう一つ,我々が馴染み深い動機にかかわる理論に期待理論 (Porter&Lawler,1968)

がある｡ここでの個人の行動は,その行動の成功可能性と,成功の結果として報酬が得ら

れる可能性によって規定される｡

組織個人化が成功しうる条件は主に,それを組織内で行う正当性が得られる程度(Kanter,

1983),何らかの変化を起こすことが許される個人の裁量の問題 (Morrisoll&Phelps,

1999),及び能力 (Bell&Staw,1989)の問題があると思われる.先に挙げたFarr&Ford

(1990)は,革新の要件に ①変化の必要性の知覚 ②変化が可能だと思う自己効力感 ③変

化によって得る報酬の知覚,④技術的知識の四つを挙げているが,②や④の要件は能力に,

③は個人化の結果得られると予想される報酬に係わる｡また組織内での正当性は,個人化

を行う上での情報や支持など,広範な意味での資源を獲得する上で重要になる｡Kanter

(1983)は組織レベルでの革新に関する議論であるが,個人レベルであっても周囲からの

支持は,情報的にも情緒的にも,また変化をもたらすための行動の許容という形でも必要

になってくると思われる｡この正当性が得られると言うことは,組織に対してプラスの効

果が見込まれると,少なくとも成員には認知されていることを意味するように思われるO

-方,組織個人化の結果得られる報酬には,内的な満足や外的な報酬が含まれるものの,

自身の欲求にのみ忠実で,組織-の貢献や成果が見込めない場合に,十分な報酬が知覚さ

れるとは考えにくい｡ある程度の外的報酬,つまり組織から認められることが動機水準に

54このモデルに沿ってより正確に表現すれば,期待される業績が (組織という他者から期待され内部化さ

れた)希求水準よりも低いことから生じる不満となる｡
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かかわるであろう｡

以上のような議論から,組織個人化は,個人の欲求や価値観あるいは能力などの個人特

性を反映させる形で行われるものの,実際上は組織に対する順機能的な効果を意図して行

われるように思われる｡ただし,概念的には組織に対する反作用をもたらす意図や行動を

も含むものである｡この点もまた,役割外行動やイノベーション概念と異なる｡

2.5第二章の要約

本章では組織個人化を,知覚された個人特性 (欲求 ･能力 ･価値観)に基づいた組織成

員個人の要求を,組織と個人との適合を図るよう反映させることによって生じる,組織や

そのサブ ･システムの変化,と定義付けた｡

組織個人化行動が,単純な職務レベルでの革新や諸々の役割外行動と異なるのは,あく

まで個人の要求に基づくという点,同時に組織環境と自身とのマッチングを志向している

点,及び役割以外の水準での変化も包含する点である｡それは,個人の要求に基づき概念

的にはネガティブな帰結を含むが,代表的なモチベーション理論に基づく考察から,通常

は,組織にとっても順機能的な方向に動機付けられて行われるのではないかと考察された｡

また,ここでは組織個人化と組織社会化との関連について,発達人という人間モデルと

の関連で考察を加えた｡組織社会化が進む過程において見られる動機の発達,すなわち環

境の不確実性を取り除こうとする受動的な動機から,やがてより高いレベルでの達成や自

己の欲求,価値観あるいは能力といった個人特性に適合するよう環境-働きかける積極的

な動機-と進む発達人モデルは,組織個人化を行う個人と整合的であるように思われる｡

第一章での先行研究のレビューと,本章における新概念の定義を踏まえ,次章では本論

文の研究課題を提示する｡
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3研究課題

本章では,経営学における組織社会化分野の先行研究の問題点を振り返ることを通じ,

組織個人化概念との関連において,研究課題を提示する｡この作業によって序章で示され

た問いである ｢なぜ,組織社会化のプロセスから,組織やそのサブ ･システムに変化をも

たらす個人の行動が生じるのであろうか｣が,組織個人化概念との関連で再定義され,改

めて組織社会化研究の発展過程の中に位置づけられる｡

3.1社会化研究の課題と組織個人化

第一章で行われた先行研究のレビューは,二つの研究展開の流れに沿って展開された｡

過程理論から内容理論-という流れと,組織主導の組織社会化から個人主導の組織社会化

へという流れである｡

前者の流れの中で生じた重要な欠落は,組織環境に関する学習と並行して進んでいくは

ずの,自己の内的特性に関する学習,あるいはそれに伴う個人のアイデンティティや自己

イメージ変化の過程が切り捨てられてきた点であった｡それは,過程理論が思念的あるい

は定性的なアプローチに偏重してきたという反省に基づいて,定量的,実証的にアプロー

チしようとした内容理論において,マネジリアルな視点や実証の容易さを優先させたため,

個人のキャリア発達を見越した長期的成果を軽視する結果から生じたと思われる｡

また後者の流れの中で失われた視点は,組織やそのサブ ･システムに対して影響を及ぼ

すまでに成長する,個人の姿である｡組織社会化の過程において,個人の役割を軽視して

きたという反省を踏また近年の研究では,組織社会化過程の個人に対し積極的な役割を与

えるようになった｡しかしながら,やはりマネジリアルかつプラグマチックな視点を無意

識に取ることで,個人の能動的側面を,プロアクティブィティというラベルのもとに,組

織統合の枠組み内-と矯小化してしまった｡

個人はただ,不確実性による不安に動機付けられて情報探索等の相互作用に専心するの

ではない｡不確実な状況が次第に確実なものになるにつれ,達成や自己実現の動機に支え
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られ,自己を環境に反映させる,組織環境を変化させるという,より主体的な働きかけを

行うようになりうる｡それは段階モデルや社会化戦術の議論といった古典的起源を持つ研

究の中で,確実に存在していた個人の姿であり,発達人という人間モデルを映し出す,本

来的な意味でプロアクティブな個人である｡

こうした個人に再度焦点を当てるために,新しい概念として組織個人化を導入した｡

3.2研究課題の提示

前節を始めとしたこれまでの議論を踏まえると,｢なぜ,組織社会化のプロセスから,組

織やそのサブ ･システムに変化をもたらす個人の行動が生じるのであろうか｣という問い

は以下のように再定義することができる｡

｢組織という下位社会の基準にとって,慣習的で受け入れられる範囲に限定された行動が

行われるよう誘導する組織社会化のプロセスから,なぜ組織やそのサブ ･システムにとっ

で慣習的ではないような変化をもたらす組織個人化の行動が生じるのであろうか?｣この

大きな問いに対し,以下二つの研究課題を設定することで取り組むことにする｡

①組織による組織社会化の働きかけによって,個人は何を学習するのであろうか?

②組織社会化のプロセスにおいてなされる組織からの働きかけや,個人における学習のい

かなる要因が,なぜ組織個人化をもたらすのであろうか?

第一の課題は,組織個人化の前提となる,個人における組織社会化の促進要因として,

主に組織からの働きかけ (社会化戦術)に注目し,先行研究に依拠した畳的アプローチに

よって検討する｡これによって,個人は組織社会化の過程で何を学び,どう変化するのか

が明らかにされる｡

これを踏まえて第二の課題では,組織からの働きかけを考慮に入れながら個人の学習内
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容に焦点を当て,この学習と組織個人化との関係を検討する｡何を学んだために組織個人

化を行うと考えられるのかについて,やはり先行研究の枠組みに依拠した量的アプローチ

によって取り組む｡ただし,組織個人化という視点は必ずしも十分に探求されてきた現象

ではないため,より発見的特徴を持つ質的アプローチからも同時に取り組む｡

これらを通じて,組織個人化の要因とそのメカニズムについて検討を加えることが,本

論文全体の目的となる｡

3.3第三章の要約

本章では,先行研究の問題点を振り返りながら,なぜ組織社会化の過程から組織個人化

が生じるのか,という問いに取り組むための具体的な研究課題が二つ示された｡

簡単にまとめれば ①組織による組織社会化の過程で個人は何を学習するのか,②個人

による組織個人化行動に作用する組織社会化過程の要因に何があるのか,なぜ作用するの

か,である｡

次章では,研究課題-の取り組みに向けたアプローチと,調査の概要が説明される｡
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4研究方法

4.1調査設計

組織社会化の過程からなぜ組織個人化が生じるのかという問いに対し,本論文では方法

論的 トライアンギュレーションの立場からアプローチする｡具体的にはサーベイに基づく

量的研究方法と,インタビューに基づく質的研究方法とを併用し,研究課題を複眼的に探

求する｡

質問票によるサーベイは多くの場合,理論等に基づいて変数間関係を仮定し,その一般

化の可能性を検討する｡サンプルに十分な代表性が認められれば,そこから得た知見は母

集団に対して拡大して良いとみなされ,比較的広範囲での一般性が主張されるOしかし,

その変数間関係を規定するメカニズムは,最終的には結果を通じて推測するしかない｡

その反面,インタビューは,比較的少数に対してしか実施できないものの,その分詳細

に尋ねることができ,また本人の解釈を通じたメカニズムが説明されうる｡ただし,それ

が広範な範囲に適応可能なものかどうかについては,慎重な判断を要する｡

つまり,いずれの方法によっても完全な現実の把握には限界がある｡定量的研究では尺

度の妥当性や信頼性,測定誤差,サンプルの代表性など,全てが完全であるということは

普通不可能である｡質的研究においても尋ね方,聞き方,解釈のズレなど多くのノイズが

存在する｡いずれの手法においても,それら独自の問題をクリアすべく最善は尽くされる

が,もし各々の方法が同程度の精度を持っのであれば,複数の視点からの現象把握は,輿

一でのアプローチに比べ,より妥当な現実に迫るために有効であろう｡

サーベイによって比較的広範な集合の中に潜む関係性を探ると同時に,インタビューに

よって比較的限られた個々人の中にある深い関連を探り,双方をもってより妥当な現実の

あり方を探索する｡

以下では,質問票調査の概要と,インタビュー調査の概要について説明する｡
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4.2質問票調査の概要

4.2.1調査サイトの概要

本調査における定量的なデータは,概ね30歳前後までの若年者を対象とした公共職業安

定所に登録暦のある若者約 14,000人から無作為に抽出された2,000人に対し,管轄機関を

通じて実施された ｢若年者の就業意識に関するアンケー ト調査｣(N-321人,回収率-

16.05%)から得られた｡調査の実施時期は2005年3月～4月である｡

この施設は,某地方主要都市を中心とした職業紹介を行っており,その利用者もまた都

市近隣地域に居住する者である｡この意味で労働市場がある程度コントロールされている｡

また地域の限定はあるが,公共機関であるという性質上,そこを利用する者はそのバック

グラウンドも,就労していく先も多様である｡ただし,地方都市であるために,いわゆる

大企業の数は大都市圏ほど多くはなく,結果として利用者の就労先も中小企業を中心とし

ている｡ただし就業者の大半は,一部上場企業ではなく中小企業を中心に従事していると

いう事実を踏まえれば,むしろわが国の若年世代をより一般的に代表したサンプルの収集

が見込めると考えられる｡

また,先行研究で取り組まれている調査サイトは,比較的規模の大きい企業であったり,

ある大学の卒業生であったり,あるいは何らかの業界に属する会社に限られていたことを

鑑みれば,より広範かつ一般的な知見が得られる可能性がある｡大企業のホワイ トカラー

を対象とした調査が多い中,より多様性に富んだ若年の姿を捉えることが可能になると思

われる｡

4.2.2分析対象者の属性

データ源となった ｢若年者の就業意識に関するアンケー ト調査｣は,過去から現在にい

たる登録者の累積データを用いている｡従って,調査対象者が調査時点で施設登録者であ

るかどうかは不明である｡321人の構成は,失業者 (おそらく現登録者),フリーター,輿
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約柾員,派遣社員,正社員など多様である｡しかしながら,本論文における定性的調査が

正社員を対象に行われていること,就業形態によって就労態度が相当程度異なる (兵庫労

働局,2004)という知見を踏まえ,正社員のみを分析対象とした｡分析対象者の属性の概要

は表4.1に示した｡

表4.1分析対象者の概要

調査協力者の属性

1.年齢 M=25.7歳 (S.d.=2.2) 4.学歴
中･高卒

2.性別 専門学校卒
男性 53 (46.9%)
女性 60 (53.1%)

計 113 (100%)

3.勤続年数 M=16.5ケ月 (S.d.=12.9)

短大t高専卒
四大卒
院卒

8 (7.1%)
13 (ll.5%)
13 (ll.5%)
77 (68.1%)

2 (1.8%)

計 113 (100%)

調査協力者の勤務背景

1.勤務先の従業員数
10名以下
100名以下
500名以下
1000名以下
それ以上
不明

25 (22.1%)
36 (31.9%)
22 (19.5%)
8 (7.1%)
15 (13.3%)
5 (4.4%)

欠損 2 (1.8%)
113 (100%)

2.職種
販売営業
生産製造
人事総務
情報

財務経理
経営管理
その他
欠損

31 (27.4%)
12 (10.6%)
5 (4.4%)
7 (6.2%)
12 (10.6%)
5 (4.4%)
38 (33.6%)
3 (2.7%)
113 (100.0%

なお,彼ら正社員の中には,ハローワークに登録しつつ新しい就業先を探している者と,

現在は就職しているが,登録履歴のみが残っている者とが含まれる｡両者の区分はしてい

ないが,おそらく後者が大半であると予想される｡なぜなら,公共機関の性質上 休日運

営がなされず,働きながら仕事を探す場合に向かないと思われるからである｡そのような

場合,Web上で利用可能な民間の無料就職斡旋業者が多数存在し,豊富な就職情報につい

て日時を問わず手に入れることができる｡従って,現在就している者が,積極的にハロー

ワークを利用する意義は薄いと思われる｡また筆者は,実際に当施設で五年近く就職相談
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に応じてきたが,正社員で就労しながら求職している者は多くない印象であった｡

4.3インタビュー調査の概要

4.3.1調査協力者の背景

インタビュー調査の対象としたのは,グループ正規従業員約 1000名,連結売上高約 1000

億円の流通系企業Q社 (2002年 3月末時点)に正社員として就労中の者,および就労した

後退社して一年以内の者で,いわゆるキャリア初期の正規従業員を対象としている55｡Q社

を選定した理由は,研究者が実際にそこで三年強の間,就労していたことと関係する｡つ

まり,内部者により近い立場から深い言質が聞きだせると判断したためである｡

インタビューは延べ 31名 (実数 28名)に対し,後に説明する理論的サンプリングに基

づいて2002年 5月～2003年 12月の間に行われた｡このうち3名は一年半程度の間をおい

て追跡的にインタビューを実施している｡また冒頭で触れたように,インタビューイーの

うち 11名はインタビュー時点で同社を退職 しているか,退職を目前に迎えた者であった｡

インタビューは,一人平均 1時間半程度で行われ,本人の許可のもとに録音された｡録音

合計時間は約 2,659分 (44時間半程度)に及び,45万字強の文字データに変換された｡

55 ワーク･キャリアの期間区分についてSclleill(1978)は大きくキャリア初期 ･中期 ･後期と3段階で捉
え,さらにこれらを互いにオーバーラップする年齢区分のもと,大まかに9段階に分類しているOこのう

ちワーク･キャリアの初期段階に当たると考えられるのは,キャリア初期の一部に該当する ｢エントリー｣

段階 (16-25歳),｢社会化｣段階 (17-30歳),｢相互受容｣段階 (25歳以降)であり,本論文での区分
は,この枠組みに依拠している｡本研究の調査協力者はいずれも大卒者であるので,そのエントリー段階

に該当すると思われる具体的就業活動 (応募や面接)の後 (概ね22歳前後)から相互受容の段階に当たる
30歳前後をキャリア初期段階と規定する｡
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4.3.2調査協力者の属性

調査協力者の属性は表4.2の通りである｡インタビュー時点での彼らの年齢は22-32歳

に及び,入社一年目の者から九年目の多様な職種の者が含まれている｡

表4.2インタビュー協力者の属性

No. コード 在籍時点 年 齢

霜

1g
teF･紬

ヴ
N.1
川
者
の

順
年

一

の
り
同

詰

山

の
外
み
以

i:I.:
1'州
1.I.!
Z.:I,I.'t..:.T::I

よ
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1
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｣

酢
飯

称
.∫

る
す味意をユヴタンイの日H

度2たれ
PJP.ゎ

種
ス
年 の

の

も
も

の

の

時
点
当
時
職

一

離

ユ
､ヴ
は
タ
齢
ン

4.3.3分析方法

文字変換されたデータはデータ対話型理論,あるいはグラウンデッド･セオリー (Glaser

&strauss,1967;StratlSS&Corbin,1990)に基づいて分析された｡この質的データの分析

方法は,看護学の分野を中心に経営学分野でも認知が広まりつつある手法である｡ただし,
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そのデータ収集上の思想が特殊であるため,項を設けて簡単に説明を加える｡

この分析は,具体的には集められたデータ-のコーディングから始められる｡何らかの

所与の理論 (対比的な意味でのグランド･セオリー)から演揮的に仮説を構築するのでは

なく,データに基づいて帰納的に分析が始まることで次第にセオリーが形成される｡デー

タに根付いた理論 (グラウンデッド･セオリー)と呼ばれるはこのためである｡ここでい

うセオリーとはメカニズム志向の理論というよりも,概念間関係の図式程度の意味である｡

具体的にはまず,何らかの比較的広範な問題意識,本研究の場合であれば ｢組織社会化

の過程から,どのようにして組織個人化が生じるのであろうか｣という問いに基づいてイ

ンタビューを開始する｡組織社会化が最も顕著に見られる参入時の経験が想起しやすく,

かつ組織個人化の現象もまた発見しうる時期の従業員56をターゲットとしてインタビュー

が開始された｡ここで得られたデータを文書化し,文節や意味の塊ごとに,原文の意味が

分かる程度の抽象度において,簡単な文章や単語でラベルを付与する｡これをオープン･

コーディングと呼ぶ｡

さらに課題に関連すると思われるコード化されたデータ (カテゴリ)同士を類似するも

の同士にまとめ,これに新たなラベルを付与する｡つまりオープン･コー ドで生成された

カテゴリをサブ ･カテゴリとした上位カテゴリを形成する｡イメージとしては因子分析の

因子確定に近いこの作業を,軸足コーディングと呼ぶ57｡この際Strauss&Corbin(1990)

は原因になる状況,現象,文脈,介在する条件,当事者の戦略 ･現象の帰結からなる ｢コ

ー ド化パラダイム｣を利用して関連付けることを提案している｡

さらにこれらカテゴリ同士を類型化するか,もしくは対比することで,新しいカテゴリ

を予測する,あるいはカテゴリ同士の関連を把握する｡その過程において,より高い抽象

度でコーディングを繰り返すことで中心となるカテゴリ (コア ･カテゴリ)を同定し,こ

56Kat2:(1980)の革新段階 (職務継続期間三～五年)とQ社の異動の頻繁さ (入社-～二年目で5･6
回以上のケースt,ある)から,Q社の場合は大体五～六年目程度であればある程度の職務継続期間を持っ
ていると予想された｡

57単にまとめるという場合であれば主成分分析に近いが,データを根底で規定している要因あるいは論理

を探るという意味で因子分析に近い｡ただし実際にはいずれの発想を用いても,因子分析と主成分分析同

様に,分析結果に大きな差異はないと思われる｡
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れを中心にカテゴリ間関係をまとめていく｡この過程は選択的コーディングと呼ばれる｡

なお,全ての段階でのコーディングでは,｢何が,何を｣｢誰が,どんな｣｢どのように｣

｢いつ.どこで｣｢どれくらい｣｢なぜ｣｢何のために｣｢どうやって｣などの基本的な問い

と言われる問いを投げかけながら,つまりデータと対話しながら行うことで,データ-の

理解を進めていく｡

ただし,こうしたコーディングは,オープン-軸足-選択という流れに沿って直線的に

進むわけではない｡なぜなら,グラウンデッド･セオリーでは,収集されたデータをカテ

ゴリ化した後,そのカテゴリの特性 (propperties:色という概念に対する彩度や色調など

を意味し,次元の概念に近い)をはっきりさせたり,これと対比的あるいは類似的なカテ

ゴリを演鐸的に想定したりすることで,これに関するデータを収集するのに適切なサンプ

ルを決定し,その上でデータを再度収集し分析に加えていくからである｡つまり,分析と

データ収集が同時並行で繰り返し行われるというところに,この分析手法の特徴がある58｡

見出されたカテゴリに基づいて次の調査対象を決定するサンプリング方法は,理論的サ

ンプリングと呼ばれている59｡分析と理論的サンプリングを繰り返す中で,コア ･カテゴリ

が次第に確定していき,そのカテゴリ特性を連続線上に表現する｡コア ･カテゴリが定ま

り,新しいデータを収集しても,関連するカテゴリや特性を始めとした新たな知見がそれ

以上出現しない段階まで分析とデータ収集 (理論的サンプリング)が行われた段階は,理

論的飽和と呼ばれる｡これが分析者に確信された段階で,分析は終了を見る｡こうしてコ

58従ってオープンから軸足,選択というコーディングの流れは行きつ戻りつ進むのであるが,全体の流れ

としては,分析が中盤,後半-と進むほど軸足コーディングや選択的コーディングが中心となる｡

59理論的サンプリングという考え方は一般には馴染みがなく理解しづらい手法であるので 『データ対話型

理論の発見』で取り上げられた例をアレンジして説明を加える｡まず,研究者が,患者の死に向かう意識

について関心を持って研究をスター トさせたとする｡そこでまず,死の訪れが急激だと予測される集中治

療室-と調査に向かい,この時の患者の意識を観察しデータを収集するOここで得られたデータを分析し

た結果,｢苦痛による恐怖｣という概念が解釈されたとする｡この概念とは全く逆の新たな概念,例えば
｢苦痛のない安心感｣あるいは ｢苦痛のない恐怖｣の探索,あるいは ｢苦痛による恐怖｣という概念を構

成する特性 (例えば,それを感じる状況や頻度,恐怖の大きさなど)を明確にしたいと考え,次に,先の

調査先とは対極的に,非常に緩慢な死が訪れると予測される癌治療部門へ訪れデータを収集し,先のデー

タと比較を繰り返すことでカテゴリの特性を明らかにしていくのである｡このような具合に,演縛的,班

論的に考えうる仮説をもとに (誤解を恐れず言えば)悉意的に調査対象の選択が行われるプロセスが理論

的サンプリングである｡この過程は後述する理論的飽和 (Glaser&Strauss,1967)が確信されるまで継
続的に繰り返されるCグラウンデッド･セオリーが絶えざる比較法と呼ばれるのはこのためである0
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ア･カテゴリを中心にまとめられた概念間の関係がグラウンデッド･セオリーと呼ばれる｡

この分析方法は従って,先行研究に乏しい領域における仮説探索でその効力を発揮する｡

組織社会化の領域自体は豊富な研究蓄積を有するが,組織個人化の現象についての知見は

手薄であるという状況を鑑みると,この探索的な分析方法は有効に機能すると考えられる｡

4.3.4分析方法の問題点

グラウンデッド･セオリーによる分析方法は,統計的な調査を行う際のデータ収集方法

や分析とは著しく異なる｡そこでその問題点についても,ここで簡単に説明しておく｡こ

の方法が統計的なデータ解析と最も異なる点は,その悪意性である｡あるインタビュー ･

データにどのようなラベルを付与するのかは完全に分析者の解釈に基づく｡さらに,産み

出されたカテゴリから,次にどういった特性 (属性)が,どのサンプルから見出されそう

であるのか等の判断もまた,分析者の判断による｡つまり同じデータから異なった概念や

理論が創出されうるのである｡

さらにまた,理論的飽和という考え方も分析者の判断に負うところが大きい｡繰り返し

同じコメント,カテゴリが見られるようになっているというだけでは理論的飽和に達した

と言えない｡とりわけ,理論的サンプリングにおける対比や類型化の仕方は様々に考えら

れ,理論的サンプリング自体の終わりの確定が難しい｡この事はつまり,客観的な飽和基

準は想定Lがたい,ということを意味している｡従って,このような解釈の多様性や理論

がカバーする範囲確定の問題が,グラウンデッド･セオリーの欠陥であると考えられる60｡

従って本論文では,こうした欠陥を踏まえ,既に見てきた先行研究の知見,そして本論

文の中で取り組まれる二つのアプローチを統合的に解釈した上で,課題に対する答えを探

索しなければならない｡

60勿論,定量的なデータ解析にも主観的判断は様々に存在する｡ただしそれが比較的慣習化された基準に

基づくところが多いと思われる｡グラウンデッド･セオリーに基づく定性的データ分析は,明示的で共有

された基準がなく多くの解釈を繰り返すため,広範な多様性が生じうるのである｡
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4.3.4理論的サンプリングの過程

分析方法の概要と問題点を踏まえ,ここでは具体的な理論的サンプリングの過程を簡単

に説明する｡ただしここでは,一人のインタビューを行った上で分析し,次の対比的な一

人にインタビューに向かうといった個別的で厳密な理論的サンプリングを行うというより

も,対比的なステータス,特徴的なステータスを持つ個人や集団を想定し,そこから得ら

れたデータの中で,分析段階で類似性や対比を行った｡なぜならば,見出されたカテゴリ

に対比的な特徴を持つ個人が誰であるのかは,必ずしも把握できないためである｡ある程

度の人数に聞き取りを行った上で,対比的な個人が判明する｡従ってインタビューは,大

きく三つの時期に分けて行われた｡

第一段階では,Katz(1980)の段階モデルなどを参考に,組織個人化行動が観察可能であ

ると思われる時期として,入社五年段階 (六年目)の成員(表4.2のA-D,G～R:敬称略)

を対象に開始した｡ここには同じ入社年度にも関わらず既に離職した者も同程度の人数が

含まれている｡なぜなら,通常,組織社会化の失敗の結果として離職という現象が捉えら

れてきたためである｡在職者と離職者とを比較検討することで,組織個人化を行うのか,

つまり組織環境に留まってをこれ変えるのか,組織環境から退出することで組織環境を変

えるのかという行動の差異が観察されるのではないかと期待した｡ただし完全に同じ入社

年度の者のみでは,その世代独自の要因が影響している可能性があるため,ここでのイン

タビューには,彼らより二年入社年度が早い成員二名(E･F)も含めている｡

第一段階でのインタビューにおいては,組織個人化行動に加え,入社当初の組織社会化

経験についても多くを聞き出しカテゴリが創出された｡しかし入社当初の経験は,どうし

ても回顧的にならざるを得ない｡このため第二段階では,異なる入社年度の,より社歴が

浅い成員(S･T･Ⅴ･W･Z)についてもインタビューを行い,第一段階での発見事実 (≒カ

テゴリ)について確認を行った｡ここでは彼らの捉えた現象を,より内部者にあると思わ

れる成員がどのように見ているのかについて検討することが可能であると思われたため,

同じ職場におり,新人に近い成員(W)を指導する立場にある内部者(Ⅴ)にもインタビューを
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実施した｡

さらに,第三段階では,第一段階でインタビューを行った成員で在職中の者から,異動

や昇進といったステータス変化があった成員(H･J･Q),および彼らと同世代で転職経験を

経て入社した成員 (Y)に対し,追跡的なインタビューを行った｡これは再社会化の過程と

組織個人化行動の関連についても把握するためである｡さらに,第一段階と同じ入社年数

が経た者で,彼らよりも一年入社が遅い成員 (U･Ⅹ･AA)に対し,当初の発見事実 (≒主

なカテゴリ)の確認的意味あいに基づいてについてインタビューを行った｡

4.4第四章の要約

本論文では,研究課題に対して,サーベイに基づく量的アプローチと,インタビューに

基づく質的アプローチにより複眼的に取り組む｡サーベイ調査は,某地方都市の公共職業

安定所における調査の中に組み込まれたものである｡その強みとしては,労働市場がある

程度制御されていること,多様な属性を持った若年正規従業員に広く見られる関係性を探

索できることが挙げられる｡

一方のインタビュー調査では,筆者が実際にその一員として就労していた会社の中の若

年従業員を対象とすることで,サーベイでは見えてこない,より深い個々の考えを聞き出

すことが可能である｡勿論,そのことが逆に何らかのバイアスをもたらすことも懸念され

るが,サーベイの結果と統合的に考察することを通じて,一定の客観性を保つことが可能

である｡これが トライアンギュレーションを用いる強みでもある｡

なお,サーベイで用いられた尺度構成項目は各章で提示する｡また,インタビュー時の

インタビュアーからの質問や補足事項は,データ引用時に ( )内に表記する｡
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5組織社会化における学習内容の探求

5.1調査の目的

本章で取り組む研究課題は,｢組織による組織社会化の働きかけによって,個人は何を学

習するのであろうか｣である｡本章の目的は,組織による組織社会化の働きかけによって

個人が学習する内容を,定量的データに基づき探求することである｡

5.2組織社会化の規定要因に関する仮説

成員の組織社会化を進展させるための組織による取り組みが,社会化戦術である｡成員

の社会化においては,人間関係という意味での,社会的相互作用が重要であると示唆され

ている｡しかし社会化戦術の概念を用いることで,それのみならず,制度的な側面を含め

た包括的な探索が可能になる｡

既に見てきたように,VanMaanen&Schein(1979)の社会化戦術は,六つの対となる

次元から構成されていた｡これについて Jones(1986)は,制度的戦術一個別的戦術とい

う単一次元,ないし文脈的戦術,内容的戦術,及び社会的側面に関する戦術の三次元に集

約されると主張した｡我々は1.2.1.2の (3)において,いかなる次元構成で取り組むべき

かについて検討したAshfbrth,etal.(1997)の結果について考察したが,そこにおいては,

三次元での検討が適当であるということを示唆しておいた｡

組織社会化の進度基準については,内容理論の議論を検討しながら,社会化の進度を直

接的に測定する基準として,主に組織運営のあり方や組織目標,文化と言った組織全体の

レベルにかかわる知識の学習程度,主に人間関係や集団規範などの集団レベルに関する知

識の学習程度,職務の遂行方法の習得程度,及び自身の組織内での役割の学習程度に集約

される,組織環境に関する学習程度があることを示した｡

ただし我々は,このような組織環境に関する学習のみならず,組織社会化の過程におい

ては,自己概念に関する学習,つまり自己理解の進展もまた組織社会化の成果として用い
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るべきであることを主張した｡

また先に議論したように,職務業績や一般的職務態度は,組織社会化進度を示す直接的

指標ではありえないが,その二次的な学習成果ではある｡従って,これら二次的成果に対

する効果についてもここでは検討する｡過程理論の段階モデルを緩やかに受け継いだ内容

理論の蓄積的社会化モデル61という分析枠組みを用いることで,その学習内容の外部妥当性

についても検討を加える｡二次的学習成果には,主観的評価に基づく職務業績と,組織に

対する情緒的コミットメントを用いる｡いずれの概念も本研究分野においては伝統的によ

く用いられてきた概念である｡

なお後者については,同様に一般的な成果変数である職務満足の概念を用いることも考

えられたが,間接的とはいえ,組織社会化の成果尺度であることを考慮し,組織-の統合

により近い意味内容を持つ組織コミットメントを採用した｡以上を踏まえ,個々の社会化

戦術が,組織社会化の直接的 ･間接的基準に対し,どのように作用しうるかについて,以

下, 順に仮説を提示する｡

(1)文脈的戦術が組織社会化の進展に及ぼす影響

文脈的戦術は,社会化の客体 (典型的には新人)を集団として一緒に教育するのか,個々

で教育を施すのかという集合対個人の戦術次元と,彼らを既存の組織成員から隔離して教

育を行うのか,そうではないのかを照射する公式対非公式の戦術次元から構成されている｡

これらは相互作用を行う場,あるいは組織から情報を与える文脈に係わる次元という意味

で,文脈的戦術と呼称されている (Jones,1986)｡この戦術は,一般的にはわが国の大企業

で見られる集合研修のイメージに近い｡

このような場では,組織に関する形式的,一般的な知識は伝達しやすいと思われるが,

OJTで学習されるような具体的職務遂行方法や他者からの期待 (役割)あるいは,職場の

61段階モデルの漸進性 (前段階の変数は次に直接に続く段階の変数にのみ直接的に作用し,他の段階には

間接的にのみ作用するという前提)を厳密なものとはせず,段階を越えたより後続の段階に対する直接的

な効果も許容する分析の枠組み｡
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人間関係に関する生々しい情報や暗黙知的なそれは習得Lがたいと思われる｡教育を施す

側も,最大公約数的な知識あるいは公式的に認められている知識以外の部分は,伝達しが

たいであろう｡ただし新人同士の相互作用が促されることで,相互比較が活発になり,也

者との相違,自身の強みや弱みをより認識しやすい環境にあると推測される｡

また小川 (2003)で示されているように,新人同士で同じ経験をしたという意識は,集

団-の統合を促し,組織-の情緒的なかかわりを高めるであろう｡ただし職務業績に対す

る影響については,直接的効果を想定Lがたい｡以上の考察から以下の仮説を提示する｡

仮説5.1文脈的社会化戦術は,成員の組織環境に関する学習のうち,組織全体に関する知識

にのみ正順効果を示す｡

仮説5.2文脈的社会化戦術は,成員の自己理解に正順効果を持つ｡

仮説5.3文脈的社会化戦術は,成員の情緒的コミットメントに対し正順効果を持つ｡

(2)内容的戦術が組織社会化の進展に及ぼす影響

内容的戦術は,習得すべき役割にいたるまでの道程が,明確に区分された一連の段階で

もって定められているか,それがランダムで特定されていないかを示す規則対不規則とい

う戦術次元と,その際の時間幅が明確に示され,社会化される側にも認知されているか,

そうではないかを意味する,固定対可変的戦術とから構成される｡新人に対して与えられ

る情報の内容にかかわるという意味で,両者は内容的戦術と呼称されている(Jones,1986)0

内容的戦術が最も典型的に行われるのは,学校組織である｡卒業資格を得るまでに一年

坐,二年生と段階が特定されており,かつ各々一年間というタイム ･スケジュールが定め

られている｡

こうしたキャリア上の道程が明確にされており,それが伝えられているということは,

ある部署,ある職種に至るまでの道筋が把握されている,つまり部門集団間関係などの組

織図的な全体像が,ある程度把握されていると推測される｡また自身や先輩社員,あるい
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は上司が,社内のキャリア上でどのような位置づけにあるのか,それまでの経験からどう

いったスキルを保持しているのかが,ある程度,類推可能になる｡また自身の次の位置が

明確になっているということは,次のステップに進むためにいかなる能力が期待されるの

かを含めた,役割知識が把握しやすいと思われる｡この役割に関する学習は同時に,何を

すべきかについての指標を与えることで,職務業績を間接的に向上させるであろう｡

しかしながら,このようにある種のレールが安定的に定められている状況では,必ずし

も主体的なキャリア選択を要請されないため,場合によっては自身についての内省が刺激

されず,自己イメージの自覚の程度が低くなる可能性がある｡

最後に二次的成果 (職務業績,組織コミットメント)に対する影響であるが,業績これ

についての直接的因果関係は想定Lがたい｡しかし,情緒的組織コミットメントについて

は,自身が進む道程を示されることで組織-の信頼が形成され,これを高める可能性があ

る｡以上のような考察から,以下の仮説を提示する｡

仮説5.4内容的社会化戦術は,成員の組織環境に関する学習のうち,組織全体に関する知識,

集団の人間関係的な知識,及び役割知識の習得程度に正順効果を持つ｡また役割

に関する知識の向上を通じて,職務業績に対し間接的にこれを高める効果を持つ｡

仮説5.5内容的社会化戦術は,成員の自己理解に逆順効果を持つ｡

仮説5.6内容的社会化戦術は,情緒的組織コミットメントに直接的な正順効果を及ぼす｡

(3)社会的側面に関する戦術が組織社会化の進展に及ぼす影響

社会的側面に関する社会化戦術は,役割に新規参入する個人を教育する前任者や指導者

がいてサポー トしてくれるか,そうした者がいない,ないし利用不可能な状態であるかど

うかを意味する連続対断続の戦術次元と,既存成員からの教育が,新人の持ち前の個性を

尊重しそれを伸ばすような方針か,むしろそれらを否定し,白紙状態にした上で教育を行

う方針であるのかを照射する,付与対剥奪という戦術次元から構成される｡いずれも人間
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関係の接触にかかわる次元であるので,社会的側面に関する戦術 (ここでは社会的戦術)

と称される (Jones,1986)｡

ただし,文脈的,内容的という他の二つの戦術の下位次元と比較すると,社会的戦術の

各々の下位次元は,やや乗離した意味を持つように思われる｡しかしここでは,先行研究

の枠組みに従って,役割モデルのサポー トがあって (連続的),個人特性を尊重する (付与

的)戦術を社会的戦術の程度が高い状態と考え,考察を加える｡このような戦術は,親和

的な雰囲気の中で行われるOJTといったイメージに相当すると思われる｡

こうした中では,新人の側に指導を受け入れるレディネスが形成されやすく,個人的接

触が促されることで,職務遂行方法や役割期待に関する情報,あるいは人間関係に関する

非公式的な情報が,より円滑に伝えられると期待される｡さらに組織全体に関する理解も,

より組織の中心性が高いと期待される立場の者から聞き出すことを通じて,深まるものと

予想さオ1る｡また職務遂行や役割に関する知識を通じて,職務業績を間接的に高める効果

を持つであろう｡

一方,自己イメージの形成において新人は,役割モデルを得ることで自身との比較を行

い,今自分に何が出来ており,また何が出来ていないのか等の内省を深めるものと期待さ

れる｡あるいは,支援的な役割モデルが内面化されることによって自己イメージが強化,

補強されるとも推測される｡こうした自己理解の進展には能力や適性の理解促進が含まれ

るので,自分の能力を生かした有効な職務遂行が,従ってより高い職務業績をもたらす効

果が期待される｡

また,こうした戦術が用いられた場合,職務業績に関しては,職務遂行に関する多様な

サポー トがあると想定される｡従ってこの戦術には,直接的に業績を向上させる働きも期

待される｡また,上述のような社会的相互作用によって,新人は既存の組織成員に対しL､

理的な親近感を持つようになり,結果として組織-の情緒的コミットメントを向上させる

であろう｡以上のような考察から,以下の仮説を提示する｡
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仮説5.7社会的戦術は,成員の組織環境に関する学習程度に正順効果を持つ｡とりわけ職務

遂行や役割期待に関する学習の向上を通じて,職務業績に対し間接的にこれを高

める効果を持つ｡

仮説5.8社会的戦術は,成員の自己理解の程度に正順効果を持つ｡また自己理解の向上を通

じて,職務業績に対し間接的にこれを高める効果を持つ｡

仮説5.9社会的戦術は,職務業績や情緒的組織コミットメントに直接的な正順効果を持つ｡

以上の仮説を,視覚的に示すと図5.1のような分析枠組みとして提示可能である｡

実線の矢印は正の効果を,破線の矢印は負の効果を意味する｡

図5.1第五章の分析枠組み

5.3概念の操作化

この節では,仮説で用いられた構成概念を,測定尺度によって操作的な概念へ転換する｡

5.3.1社会化戦術の尺度

社会化戦術の尺度は Jones(1986)によって開発されたものが比較的よく用いられてい
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る｡しかしながらフル ･スケール (各次元5項目,計30項目)を用いた場合ですら,α係

数が.61(Black,1992;Black&Ashfbrd,1995)や.62(Allen&Meyer,1990)といった値

が見られ,信頼性上の不安が高い｡しかもα係数が.70に満たない次元が他の研究でも散見

される一方,次元間の相関係数は.60や.70を超えるケースが頻繁に見られる(e.g.,Asfbrth,

eta1.,1997)｡つまり,分析に耐えない場合が想定される｡

従って,戦術の意味内容がより明確になるよう,VanMaanen&Schein(1979)やJones

(1986)を参考にしつつ,また回答者-の負担を軽減するために三次元 12項目を作成した｡

この上で因子分析を実施し,結果を参考に尺度構成を行った｡因子の抽出には主因子法を

用い,固有値 1以上の基準を設けてプロマックス回転を行った｡作成した 12項目から.400

以上の因子負荷量を持つ項目10項目について同様の手続きを繰り返した結果,三因子が抽

出された｡第一因子には,文脈的戦術と内容的戦術とを規定する因子 (α-.790),第二因

子には,社会的戦術を構成する下位次元であった連続的社会化戦術を規定する因子 (α

-.779),第三因子には,動揺に社会的戦術の下位次元であった剥奪的社会化戦術を規定す

る因子 (α-.689)が見出された (表5.1)0

この結果を参考に,当初に想定した仮説に沿う形で①文脈的戦術 (α-.765)②内容的戦術

(α-.809)③連続的戦術 (社会的戦術1)④剥奪的戦術 (社会的戦術2)を尺度として用

いることにした｡それは,以下のような理由による｡

第-因子を文脈的戦術 (｢既存社員とは別に,新人だけを集めた研修･訓練があった｣･｢新

人には全員,同じ内容の集団教育が行われた｣)と,内容的戦術 (｢いつ頃,どの職位に付

くことになるのかは,新人段階である程度教えられた｣･｢社内キャリアの典型的なパター

ンは,入社間もないころには,はっきり示されていた｣･｢どの仕事を何年経て,ある部門

や地位に移るといった流れは,新人のころに伝えられた｣)とに分離したのは,節-に仮説

検討のため,すなわち先行研究との比較を優先するためである｡分離した尺度の信相性係

数は,当初のもの (α-.790)とほぼ同水準か,それ以上の値を示しており (α=.765及

び.809),十分な内的一貫性が認められる｡
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表 5.1社会化戦術項目の因子分析結果 (主因子法/プロマックス回転)

質 問 項 目

套章動 三伝書盲二両亡両面面責画面膏が行われた
連続4仕事に慣れるまでは､前任者や先輩社員が同席･同行して仕事を教えてくれた
辿緯5現場での新人教育ては､先FrT社員などからT室に数をてもらえた.､
剥奪7自分の考え方や仕事些吐方を否定され三11呑∩土t=l払女-チエl｣_-′Tヽム+J"1Irヽ上巨.ニ+_iA

巌tズ事巨竜を要行元

_型等旦_新A教育では､この会社らしい考え方や､やり方を叩き込まれる｡
現異型lいつ頃､どの職位に付くことになるのかは､新人段階である程度で教えられたr==:l一一̂ _Ll.JLJL_.lrーノ1ヽ■+■_=Ell▲J_Jー_O▲._ _■_.L lI｣LLRR｣_.∫.._II.･･･-,r.._∫ーLtー｣ _レIlII.･.･-⊥1_
固定9どの 人のころに

はっきりと重さ重言いた
えられた

()内はα係数

文脈と内容 L 剥奪戦術

1 -0.016

-0.016 0.797

-0.014 0.007
0.019 0.172

(0.790)

0.232 i (0.779)
0.218 -0.213 (0.689)

129



社会的戦術は,やはりその意味内容の相違からか,連続的戦術 (あるいは断続的戦術)

と剥奪的戦術 (あるいは付与的戦術)という別次元として抽出された｡社会的戦術を構成

するため連続的戦術と剥奪的戦術 (ただし項目を逆転させ付与的戦術-と転換したもの)

とを単一尺度に再構成すると,項目数が増加しているにもかかわらず,信頼性が当初 (各々

α-.779と.689)よりも低下し (α-.587),十分な信頼性を有していないこと,そもそも

の下位次元の意味内容が大きく異なることから,単一次元としてではなく,分けて分析す

ることにした｡組織社会化の過程で重視されるのは社会的相互作用の過程である (Van

Maanen&Scllein,1979)から,この側面 (社会的戦術)のどういった要素がどのような

効果を持つのかについて詳細に把握することは,むしろ望ましい｡

5.3.2組織社会化の学習尺度

組織社会化の学習程度を計る尺度は,これまで用いられてきた,主に個人を取り巻く組

織環境の理解の程度を測定するものと,見過ごされてきた自己の内的な理解の程度を測定

する尺度から構成される｡

5,3.2.1自己の外部環境理解の尺度

いわゆる組織社会化の尺度には,内容理論で見たように,幾つかの種類が存在する｡こ

のうち比較的,広い分野の学習領域が網羅されており,簡便に整理されていると思われる

Haueter,etal(2003)の尺度 を訳出し,因子分析の結果を参考に尺度構成し用いた62｡

因子分析は,スクリープロットの減退状況を参考に想定されている因子数 3を仮定し,

彼らと同様の因子抽出法に基づいて行った (最尤法/プロマックス回転)｡因子負荷量の基

準も基本的には同じ.400を用いた｡ただしこの際,同一項目において複数の因子に.300以

上の負荷量が認められ,他の尺度との重複度合いが大きいと判断された場合は,各次元間

62翻訳に当たっては神戸大学大学院経営学研究科の金井寿宏教授と,南山大学経営学部の高橋弘司助教授

とにアドバイスいただいた｡勿論,ありうべき誤謬は全て筆者に帰する｡
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がより明確に区別されるよう,そうした項目を省いた｡

この結果 (表5.2),三つの因子が抽出され,第一因子には ｢職場における自分の役割は,

よくわかっている｣等の個人の役割知識を含んだ職務遂行に関する知識 (α-.900)が見出

された｡第二因子は ｢誰に影響力があるのか,出世するにはどうしたらいいのかといった,

部署内の政治については,よく理解している｣など,政治的側面をはじめとした集団の人

間関係にかかわる知識が兄いだされ,政治 ･人間関係にかかわる情報の学習程度を表す因

千 (α-.862)と解釈した｡第三因子は ｢各部門･子会社 ･支社が,会社の目標に対しどう

いう役割を果たしているのか,よくわかっている｣などを規定するため,組織全体に関す

る知識の因子 (α-.864)とした.尺度の内的一貫性を示す信頼性係数の値は,十分な水準

にあると考えられる｡

なお,仮説においては提示された役割に関する知識は,主に職務遂行方法に関する知識

とともに第-因子に規定されたが,これは両者が,ある程度密接に関係していることを示

していると思われる｡どう行うのかに関する知識 (職務遂行方法に関する知識)は,何を

すべきかに関する知識 (役割に関する知識)と不可分に結びついている｡両者は仮説に関

しても同じ効果が想定されていたので,ここでは両者を無理に区分せず,第一因子に規定

された項目を尺度としてそのままを用いる｡

5.3.2.2自己の内的理解の尺度

これまでの内容理論によって照射されてきたのは,前述した組織環境に関する学習の側

面であった｡

しかし組織社会化は,同時に個人の自己学習を促し,自己概念の形成に寄与する｡こう

して形成された自己概念を,Schein(1978)はキャリア･アンカーと名づけ,能力 (適性)･

興味 (関心)･価値観 (動機)の三つの側面から構成されると考え,管理志向等の八つに類

型化 (Schein,1990)している｡

ただ,こうした類型化は個々人のキャリア開発ツールとしては有効であるが,定量的分
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折の遡上に乗せる上では,内容が多岐に渡るため,やや煩雑である｡また本研究の関心は,

個々のキャリア志向 (キャリア ･アンカー)の内容ではない｡組織社会化の成果として,

どの桂度,自己学習が進展しているのかを測定することが目的である｡従って,その要素

が何なのかではなく,それら要素がどの程度自覚されるようになっているかについて,よ

り高い抽象度で把握し測定を試みた｡

具体的には,能力 (適性)･興味 (関心)･価値観 (動機)を表す質問項目を作成し,因

子分析の結果を参考に尺度化した.この結果,各々の次元を照射する項目が単一因子によ

って規定さjtたので,これを自己理解の程度を示す尺度として用いた.

またこの際,先に示した組織社会化の環境理解に関する程度を示す尺度との判別妥当性

を確認するため,それら全ての項目を含めた上で因子分析を実行した｡この結果,当初と

同じ四因子が抽出され,各々が別の因子によって規定されていることが示された｡具体的

な項目内容と信頼性は表5.3に示した｡α係数の値(.928)は十分な内的一貫を示している.
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表 5.2組織環境の理解の程度に関する項目の因子分析結果 (最尤法 /プロマックス回転)

三 童 宇
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表 5.3自己理解尺度の因子分析の結果 (最尤法/ 1因子のみ抽出のため回転不能)

なお (逮)は逆転項目であることを意味している｡因子分析においては得点を逆転し用いた｡
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5.3.2.3組織社会化の二次的成果に関する尺度

組織社会化における学習の間接的,二次的成果変数として,職務業績と情緒的組織コミ

ットメント63とを用いた｡具体的な項目と信頼性は表5.4に示した｡

表5.4二次的成果変数の構成尺度と信頼性

職務業績の尺度(α-.901)
社内あるいは部署内での､私の評価は基本的に高い｡
私は大体いつも会社が求める水準を越える業績を挙げている｡
私は大体いつも同僚よりも高い業績を挙げている｡

情緒的組織コミットメントの尺度(α-.774)
この会社の目標に共感している｡
この会社の一員であり続けたいと思う｡
私は今勤めている会社に､愛情を感じていると思う｡

本項で示した全ての項目は,回答者の答えやすさに配慮し,リカート式の 5点尺度によ

って測定されたが,全て間隔尺度とみなして分析を行う｡

5.4分析結果

5.4.1予備的分析

仮説を検討するため,まず4.1.2で示した属性変数と,用いられた全ての構成変数間につ

いて相関分析を行った (表5.5)｡仮説のうち5%水準以上で想定された関係が見出されたも

のには,文脈的戦術と組織コミットメントとの関係 (r-.195:仮説 5.3｢文脈的社会化戦

術は,成員の情緒的コミットメントに対し正順効果を持つが,職務業績に対する効果は有

さない｣),内容的戦術と組織環境に関する学習との関係 (r-.258-.274:仮説 5.4の一部

(33ここで言う組織コミットメントとは,特定組織との個人の同一化および関与の強さ(Portel･eta1.,1974)
を意味する｡
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｢内容的戦術は,成員の組織環境に関する学習のうち,組織全体に関する知識,集団の人

間関係的な知識,及び役割知識の習得程度に正順効果を持っ｣),組織環境に関する学習と

職務業績との関係 (r-.397仮説 5.4の一部 ｢(内容的戦術は)役割に関する知識の向上を

通じて,職務業績に対して間接的にこれを高める効果を持っ｣),内容的戦術と社会化の二

次的成果との関係 (r-n.S.:仮説5.6｢内容的戦術は,職務業績や情緒的組織コミットメン

トに直接効果は有さない｣),連続的戦術と職務遂行に関する学習の関係 (r-.264:仮説5.6

の一部 ｢社会的戦術は,成員の組織環境に関する学習程度に正順効果を持つ｣),職務遂行

や役割に関する学習と職務業績との関係 (r-.397:仮説5.6の一部 ｢(社会的戦術は)職務

遂行や役割期待に関する学習の向上を通じて,職務業績に対し間接的にこれを高める効果

を持つ｣),及び剥奪的戦術と職務満足,組織コミットメントとの関係 (r=-.219と-.239:

仮説5.8｢社会的戦術は,成員の職務業績や情緒的組織コミットメントに正順効果を持つ｣)

がある｡
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表 5.5相関分析の結果 (Pearsonの積率相関係数行列)

N M sd

会社人数

職種

文脈戦術

内容戦術

連続戦術

付与戦術

組織全体

政治人間

職務役割

自己理解

職務業績

組織コミット

113 ! 1 -.012!-.048 -

105 16.52 12.79 _234* .213* :.086 -

110 - -.010:.295** -.150 -.005 -,011

110 1.95 0.94 -.039;-.114-.055 .100 .201*…

110 -2.57 1.12 -.130;.226* -.059 -.050 -.037と

109 ;3.25 io.99 -.094+ .l19 .173 .173 一一029.
lO9 13_49:0.81 .004-.106 -.066 .135,017 :
107 3.70 き0.68 -.120 .037 -.059 .220* .047 ;

109 :2.73 ;0.87 -.009:.118 .-.034 .217*j.066;

.072 1I.035:-.216*!.132 1(689)

:

058 ･.031 .142

-⊥- :

l

--_----1~~-
璽璽璽帽璽㍉

十

･2_98料.(･901)_L .
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5.4.2パス解析の結果

仮説についてより詳細に検討するため,パス解析を実施した｡パス解析を実施するにあ

たっては,まず一次的成果変数に対し,個人に関する属性的変数 (年齢 ･性別 ･学歴およ

び現在の勤務先-の勤続年数,職種,および勤務先の組織規模の代理変数として従業員数)

を統制した｡

また,仮説では特定の関係についてのみ言及しているが,探索的性質の研究であること

を踏まえ,全ての社会化戦術について,全ての一次的社会化成果変数と二次的成果変数に

対する直接効果を検討した｡この時,全ての一次的成果変数から,全ての二次的成果変数

に対するパスも設定した｡これによって,社会化戦術による全ての社会化成果に対する直

接及び間接効果について検討を加える事が可能になる｡以上の手続きを行った上で分析し

た結果が図 5.2である｡ただし図からは統制変数からのパス,10%水準で有意ではなかっ

たパスは省いている｡図中の破線は負の関係,実線は正の関係を示している｡

以上の結果を踏まえて,順に仮説について検討を加え,最後に仮説で検討されていなか

った発見事実についても言及する｡

まず,文脈的戦術に関する仮説は全て棄却された｡すなわち仮説 5.1(文脈的社会化戦術

は,成員の組織環境に関する学習のうち,組織全体に関する知識に正順効果を示す),仮説

5,2(文脈的社会化戦術は,成員の自己理解に対し正順効果を持つ),及び仮説5.3(文脈的

社会化戦術は,成員の情緒的コミットメントに対し正順効果を持つ)は,相関分析及びパ

ス解析の結果から支持されなかった｡

次に内容的戦術に関する仮説は一部のみ支持された｡すなわち仮説 5.4(内容的社会化

戦術は,成員の組織環境に関する学習のうち,組織全体に関する知乱 集団の人間関係的

な知識,及び役割知識の習得程度に正順効果を持つ｡また役割に関する知識の向上を通じ

て,職務業績に対して間接的にこれを高める効果を持つ)について,内容的戦術は組織全

体に関する知識の学習程度 (パス係数-.224☆')と集団の政治 ･人間関係に関する知識の学
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.235☆☆

注 1.実線の矢印は正の効果を,破線の矢印は負の効果を示す｡/注2.数字は標準化されたパス係数/注3.統制変数からのパス,有意でないパスは図より省略｡

T :p≦.10 *:p≦.05 **:p≦.01 女史":p≦.001

図5.2 パス解析の結果
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習程度 (.215☆)について,これを高める効果が見出された｡職務や役割に関する学習の程

度については期待された効果を見出すことは出来なかった｡

また仮説 5.5(内容的社会化戦術は,成員の自己理解に逆順効果を持つ)については,む

しろ10%水準の弱い正順効果 (.177)が認められ,棄却された｡仮説5.6(内容的社会化戦

術は,情緒的組織コミットメントに直接的な正順効果を及ぼす)についても支持されなか

った｡二次的成果についてはコミットメントではなく,むしろ職務業績に対して10%水準

で弱い正の効果 (.166)が認められた｡

最後に社会的社会化戦術の効果について検討を加える｡仮説 5.7(社会的社会化戦術は,

成員の組織環境に関する学習程度に正順効果を持つ｡とりわけ職務遂行や役割期待に関す

る学習の向上を通じて,職務業績に対し間接的にこれを高める効果を持つ)については,

ほぼ支持されたと言って良い｡

すなわち,社会的戦術の下位概念である連続的戦術は職務遂行方法や役割に関する学習

の程度を高め (.266☆☆),職務遂行と役割に関する学習は職務業績を高める効果 (.307☆**)

が認められた｡また仮説5.9(社会的社会化戦術は,成員の職務業績や情緒的組織コミット

メントに正順効果を持つ)についても一部支持された｡すなわち,社会的戦術の下位次元

である社会的戦術の下位概念である付与的戦術は正の効果 (.293☆**)を及ぼしていた.ま

た付与的戦術は同時に,情緒的組織コミットメントに対しても正の効果 (.235☆*)を及ぼし

ていた｡ただし同様に下位次元である連続的戦術は,職務業績に対し負の効果 (-.170☆)

を持っていた｡

仮説 5.8(社会的戦術は,成員の自己理解の程度に正順効果を持つ｡また自己理解の向上

を通じて,職務業績に対し間接的にこれを高める効果を持つ)については,仮説は支持さ

れなかった｡

5.4.3間接効果の追加的分析

社会化戦術の一次的学習成果を通じた二次的成果に及ぼす間接効果について,さらに検
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討を加える｡

Baron&Kenny(1986)によれば,変数が媒介効果を持つということを示す必要条件は,

①独立変数の分散の水準が有意に媒介変数の分散を説明すること ②独立変数の分散水準

が有意に従属変数の分散を説明すること ③媒介変数の分散の水準が有意に従属変数の分

散を説明すること,であるとされる｡この上で,独立 ･従属変数間の有意な関係が,媒介

変数を加えることで有意でなくなる,もしくは関係が有意に減少すれば媒介効果があると

される｡

パス解析の結果から三つの条件を満たすと考えられるのは,仮説 5.7の一部,すなわち社

会的戦術の下位概念である連続的戦術と,職務業績とを媒介する,役割理解と職務遂行方

法に関する知識というパスである｡ただし,これらの関係は単純相関においては必要条件

を見たしていない｡具体的には独立変数である連続的戦術が,従属変数である職務業績に

有意な相関を示していない (r=-.035)｡従って,間接効果があるとは言えない｡

一方,パス解析の結果においては仮説5.4(内容的社会化戦術は,成員の組織環境に関す

る学習のうち,組織全体に関する知識,集団の人間関係的な知識,及び役割知識の習得程

度に正順効果を持っ ｡また役割に関する知識の向上を通じて,職務業績に対して間接的に

これを高める効果を持つ)のうち,独立変数である内容的戦術と媒介変数である職務遂行

方法 ･役割知識の学習程度との間に有意なパスは見られなかったが,単純相関においては

正の関係 (r-.217☆☆)が認められる｡また独立変数 (内容的戦術)と従属変数 (職務業績)

との問に正の相関 (ど-.189☆)が,媒介変数 (職務 ･役割の知識)と従属変数 (職務業績)

においても正の相関が認められる (r=.397☆*")O従って,内容的戦術が,職務 ･役割知識

を通じて職務業績に対して間接効果を及ぼす可能性がある｡

この関係の媒介関係を検討するため,階層的重回帰分析を実施した｡具体的には,職務

業績を従属変数として,第一段階で内容的社会化戦術を投入し,第二段階で職務遂行方法 ･

役割に関する知識を投入した｡

この結果,内容的戦術の標準偏回帰係数の値は減少した (β-.202カから.121-)｡つま
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り,連続的戦術が職務業績に与える影響は,職務遂行知識によって媒介されていると言っ

てよい｡ただし,パス解析に近似するように,統制変数と全ての社会化戦術とを投入し,

第二段階で職務遂行にかかわる知識を投入した場合には,こうした効果は認められなかっ

た｡

以上の分析から,内容的戦術 (仮説5.4)あるいは連続的戦術 (仮説5.7)が,職務遂行 ･

役割の知識向上を通じて職務業績に与える正の間接効果は,認められてもごくわずかであ

り,結果の解釈は,むしろ直接的効果に基づいて行われるべきであると考えられる｡

5.4.4分析結果の要約

調査を通じて明らかにされた事実について,若干の考察を加えつつ,仮説に沿ってまと

める｡ただし,より重要と判断された結果の解釈については,理論的含意の項で触れる｡

まず,一般的な新人の集合研修を意味する文脈的戦術は,組織社会化の直接的 ･一次的

成果にも,間接的 ･二次的成果に対しても,なんら影響を及ぼしていなかった｡

次に社内のキャリア ･パスの見通しを示す内容的戦術に関しては,組織全体に関する知

識と集団の政治･人間関係に関する知識を高める効果が見られた｡弱い効果ではあったが,

自己理解の程度を高める効果と,職務業績-の直接的効果もまた認められた｡

自己理解の促進については,社内のキャリア･パスが具体的に理解されることによって,

自分がどういったキャリアを歩みたいのか,どういった仕事なら上手くできそうであるの

かを,自分の問題として具体性を持って検討できるようになるのかもしれない.一方,職

務業績について,直接的関係は想定しにくいが,キャリア･パスが理解されることにより,

現在の職務や位置づけが明確になり,職務-の前向きな取り組みを促すのかもしれないO

あるいは目標に向けて何が今必要なのか,次に身に付けるべき能力は何かが把握され,自

己理解のみならず,仕事の意味付けによってモチベーションが高まった結果,職務業績に

影響を及ぼしたのかもしれない｡

最後に,社会的社会化戦術のうち,役割モデルを伴うOJTを意味する連続的戦術は, 職
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務遂行方法や役割に関する学習の程度を高め,また職務遂行方法と役割に関する学習は職

務業績を高めていたOまた,同じく社会的戦術にカテゴライズされ,所与の個人特性を肯

定して伸ばすような育成のあり方を意味する付与的戦術は,職務業績や情緒的組織コミッ

トメントを高める効果が認められた｡

5.5ディスカッション

5.5.1理論的含意

｢組織による組織社会化の働きかけによって,個人は何を学習するのであろうか?｣とい

う研究課題に関しては,想定された全ての学習が一定度なされていることが示された｡

ここでは,組織からの働きかけである社会化戦術ごとの効果に沿いながら,分析結果が

意味するところについて考察を加える｡これによって組織社会化過程の学習をマネジメン

トするという経営管理論的示唆を得ることが可能になる｡

5.5.1.1文脈的戦術と内容的戦術の効果について

公式な集合研修を意味する文脈的戦術は,組織社会化の成果に対しなんら効果を及ぼし

ていなかった｡いわゆる新人研修は,組織社会化の学習進展に対し,全く意味がないので

あろうか｡そのような結論付けは,やや早急であると思われる｡

尺度構成する際の因子分析の結果では,文脈的戦術と内容的戦術 (キャリア ･パスを明

示する働きかけ)とは,同じ因子によって規定されていた｡この因子は,研修という公式

場面で社内キャリアの見通しが伝えられているということを意味していたのかもしれない｡

このことはつまり,新人研修では,既存社員と分離されるか否か (公式対非公式戦術)

や,新人が集団として研修を受けるか個々に研修を受けるか (集合対個別戦術)が重要な

のではなく,むしろそこで伝えられる内容が重要である,ということを示唆しているよう

に思われる｡
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社内のキャリア ･パスを伝えると言うことは,組織における職種間関係や部門間関係,

および組織の構造を伝えることになる｡実際,内容的戦術は組織全体に関する知識を高め

るという結果を得た｡またその中で,どの部門が,どういった社内的位置づけにあるのか

が学習され,その結果,出世の道筋の把握を通じ,いわゆる政治的な側面についての理解

を深めていたのかもしれない｡例えば経営企画などの部門に配属され,企画を担当するた

めには,営業現場での実績やマーケテイング知識が必要と理解されるかもしれない｡逆に

言えば,経営企画部門の社員は一定の業績と知識を持っていると想定され,社内の有力な

成員であると認知される,といった具合である｡

つまり,研修が有効か否かは,そこで何が伝えられるのかが重要であり,その一つとし

て,組織の全体像とともにキャリア･パスのあり方を明示するということは,組織社会化

の進展に一定の効果があると推測される｡

5.5.1.2社会的単相苛の効果について

文脈的戦術にせよ,内容的戦術にせよ,それらが意味するのは研修場面という公式の場

ではないかと考察された｡このような場は,形式的な知識を体系的に与える上で有効であ

ろう｡しかし,仕事の方法や現場で実際に求められる役割の理解については,それらの戦

術は有効ではないことが示された｡

そのような知識を高める上で重要なのは,やはり既存社員との社会的相互作用を意味す

る社会的戦術であった｡役割モデルが存在する OJT (連続的戦術)を行うこと,その際,

役割モデルや職場のリーダーが,新人の特性を生かす働きかけ (付与的戦術)を行うこと

が,成員の育成に有効であると示された｡特に,連続的戦術が職務遂行知識を高めるとい

う発見事実は,Saks&Ashfbrth(1997a)や国内での竹内･竹内 (2004)の研究結果とも

整合的である｡ちなみに,竹内 ･竹内 (2004)では,連続的戦術以外の戦術は,一次的成

果に対し一切の作用を及ぼしていない｡

以上を踏まえると,社会的戦術の下位次元である連続的戦術が,高い確率で個人適応に
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対し重要な作用を持つことが理解される｡これは,組織適応において重要なのは,より経

験を積んだ内部者との社会的相互作用であるという指摘 (Louis,1980;Feldman,1981;

Reichers,1987)とも一致するo

従って,形式的な場面で形式的な知識を与えることは勿論,新人の育成には内部者との

直接的な相互作用がより重要であるように思われる｡しかしそれが,新人の特性を否定し

て行われる場合 (付与的戦術の正反対の働きかけである剥奪的戦術),組織コミットメント

や職務業績に対し,比較的大きな直接的マイナス効果を及ぼすことが理解される｡

5.5.2実践的含意

分析結果を踏まえ,では一体,企業の現場では,どうやって若手を育てることが望まし

いのかについて検討を加える｡

分析結果では,文脈的戦術と内容的戦術,社会的戦術には各々独自の役割があることが

示された｡前者の二つは,組織全体のことや部門に関する事柄を,後者については職務遂

行上必要な事柄を学習してもらうのに有効であった｡従って,研修とOJTとは相互補完的

に作用するため,可能であれば併用することが望ましい｡

研修では,特にキャリア ･パスを明示することが重要であり,OJT場面では,新人の持

ち味を否定して,あるべき論を押し付けるというよりも,持ち味をベースにプラス･アル

ファを与えるような働きかけが有効であると思われる｡

しかしながら,一般に新人は至らない点が多く,教える側としては歯がゆく思われるこ

とが多いであろう｡ 社会化が制度化されていない状態,すなわちデフォル ト状態では否定

的な働きかけを行いがちである｡

これを少しでも回避するためには,トップダウン的,戦略連動的に見出された人材像を,

こういう人物が望ましいという現場マネジャーの意見を帰納的に集約した姿と刷り合わせ

て反映させること,あるいは採用プロセスにおいて現場管理者に一層積極的な役割を付与

することが可能であろう｡自分の部下として欲しいかどうか,自分の後任としての可能性
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を感じるか,だけでも大きな指標になりうる｡これを通じて,より自社に適合的な新人を

選出することが可能であろう｡Wanous(1980)が言うように,採用と社会化とは相互補完

的な関係にある｡採用段階においてマネジャーらの意見が反映されたスクリーニングが行

われれば,その人材の良さにコミットして採用することになり,その特性を伸ばすような

教育がより容易になるであろう｡

第二には,新人の職務業績を,マネジャーを始めとした教育者の評価と関連付けること

が必要であろう｡職務遂行や役割に関する知識の習得度合いは,連続的戦術っまり役割モ

デルのあるOJTの効果が大きかった｡

逆に言えば,ついたマネジャーによって,新人らのパフォーマンスは大きく規定される｡

有能な管理者の下に配属することは勿論,その育成に明確な形で責任を負わせることは,

自社の人材育成において効果的であろう｡

では一方,社会化の客体は,自己成長のために何ができるであろうか｡職務遂行や役割

知識の習得度,あるいはそれによって高められる職務業績については,OJTの効果が大き

い｡逆に言えば,適切ではない役割モデルしか利用できない者は,大きな損害をこうむる

であろう｡配属上の運不運は作用するが,これはと思う先輩や上役に積極的に教えを請う,

あるいは教えてもらうために仕事を引き受けるという,まさにプロアクティブな行動が重

要になってくるであろう｡他者に要求するだけではなく,自分から求める姿勢が重要であ

ると思われる｡こうした,導く側と導かれる側双方の姿勢が,次世代を担う人材育成の与

件となるように思われる｡

5.5.3研究の問題点

ここでは研究の問題点について,主に調査デザイン上の問題を三点指摘しておく｡第一

にサンプルの問題である｡本調査のサンプルは,多様な業種,職種の若者が含まれ,ある

地域内という限定はあるものの,単一企業での結果や特定職種を対象とした調査に比べ,

結果の一般性は高いように思われる｡
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しかしながら,そのような非組織化された母集団からサンプルを抽出したため,回収率

は低く,従って代表性についての疑問が生じる｡このため,結果の過度な一般化は慎むべ

きであるし,各組織の状況と照らし合わせた知見の活用が望まれる｡間違いを正すこと,

叱ることといった,全ての剥奪的な働きかけが悪いというわけではないであろう｡

第二に,母集団に関して,公共職業安定所を利用している若者が,何らかの特殊性を持

っている可能性があることを指摘しておく｡公共機関はその性質から,利用者を排除でき

ない｡民間の斡旋業者で登録資格を満たさない者,つまり就職機会に恵まれていない者も

含めた,多くの人材を広くカバーしている｡能力を含めた個人特性の分散が,ある大学の

卒業生などといった母集団より大きい可能性がある｡就職に苦しんでいる者がより多い可

能性もある｡その内実についてはデータから結論付けることはできないが,何らかの特殊

性がある可能性は指摘しておかなくてはならない｡

最後に,調査デザイン上の問題として,横断的調査に基づく分析であるという点が指摘

される｡強固な因果関係が検証されたわけではないこと,あくまで探索的な試みであるこ

とを踏まえる必要がある｡見出された結果を検証し,より確実な知見であることを示すた

めには多くの研究蓄積が必要であるし,その際には縦断的デザインでの調査が求められる｡

またパフォーマンス水準などについては自己評定ではなく,他者評定による指標を用いる

ことで,より正確な関係性を把握することが出来るように思われる｡

5.5.4更なる探求に向けて

本調査の結果,そして一連の考察からは,組織社会化において学習を進展させるには,

やはり内部者との社会的相互作用のあり方が重要であるということが示唆された｡

社会化戦術という概念あるいは分析枠組みは,組織社会化の進展について包括的に検討

するうえで有効であるが,今後はわが国においても,社会的相互作用のあり方について焦

点化した研究が求められるであろう｡ネットワークのあり方と組織社会化の進展の関係,

あるいは新人のプロアクティブ行動との関連,あるいは教える側の特性と新人の社会化度
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合いやパフォーマンス水準に関する研究が必要であろう｡

プロジェクト型の仕事も珍しくない昨今では,チーム単位での社会化についても検討が

求められる｡包括的,制度的な仕組み以上に,直接的な相互作用が重要であるということ

は,社会化エージェントとしての上司や同僚,彼らを含む仕事集団の役割は非常に重要に

なってくる｡これらの探索についてはわが国において十分であるとは言えない｡これらの

知見が蓄積されることによって,どういった部門,どういった上司の下-の配属が,どう

いった社会化の学習内容に効果があるのか,把握されていくと思われる｡

また今回必ずしも強い関係が見られなかった,自己理解の促進要因についても更なる探

求が求められる｡メンター関係などはその有力な説明変数であろう｡

5.6第玉章の結論と要約

本章で検討した研究課題は ｢組織による組織社会化の働きかけによって,個人は何を学

習するのであろうか｣であった｡分析の結果,第｣ こ,研修的な働きかけ,とりわけそこ

で,今後の組織内のキャリア展望に関する情報を伝達することによって,個人は組織全体

の知識や政治的側面に関する学習を,そしてわずかではあるが,自己に関する学習をも促

進していることが示された｡

第二には,社会的な相互作用が職務遂行や役割に関する学習を促し,その結果,職務業

績を高めていることが示唆された｡その際,相手を否定して ｢あるべき｣姿を教え込む,

いわば強制的説得による解凍 (Schein,eta1.,1971)や辱め (Caplow,1964)のような行為

を行うよりは,社会化客体の持ち味を生かした育成のあり方が望ましいということが示さ

れた｡
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6組織個人化の規定要因の探求 1

6,1調査の目的

本章で取り組む研究課題は ｢組織社会化のプロセスにおいてなされる組織からの働きか

けや,個人における学習の,いかなる要因が,なぜ個人の組織個人化をもたらすのであろ

うか｣である｡本章は,個人の組織個人化行動を規定する組織社会化過程の要因について,

第五章と同じデータ ･セットに基づいて定量的に探求することを目的とする｡

6.2組織個人化の規定要因に関する仮説

2.1において,組織個人化とは,知覚された個人特性 (欲求 ･能力 ･価値観)に基づいた

組織成員個人の要求を,組織と個人との適合を図るよう反映させることによって生じる,

組織やそのサブ ･システムの変化と定義した｡

この定義においては既に,個人特性が,組織個人化の要因であると前提されている｡し

かしながら,そのような組織個人化行動についての実証的な探求はなされていない｡組織

個人化行動は,組織社会化の過程から生じてくる現象である (Bakke,1953;Porter,et

a1.,1976;Katz,1980)とされながらも,その過程のどういった要因が,なぜこれを引き起

こすのかについて包括的に検討した実証研究は,当該分野に関する限り,そして筆者のカ

バーしうる範囲においては皆無に等しい｡

組織のサブ ･システムである役割に対して働きかけを行う個人については,社会化戦術

に関する研究の中で役割志向性 (保持的志向性と革新的志向性)として探求されてきたも

のの,その焦点はあくまで組織からの働きかけ (社会化戦術)に置かれてきたため,社会

化という相互作用を構成する個人の役割は軽視されてきた｡しかも,その影響過程は理論

的考察に留まっており,実証研究の隆盛の中で,これに関する更なる探求は置き去りにさ

れている｡

また,このような革新する個人の姿を念頭において形成された社会化戦術に関する研究
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においてすら,近年ではそのアウトカムにおいて役割志向を必ずしも包含していない (cf.,

表 1.3)｡つまり組織やサブ ･システムに積極的に働きかける個人を照射した組織個人化の

視点は,わずかに形跡を留める分野においてすら,その存在が忘れられようとしている｡

一方で,プロアクティブ行動をはじめとした近年の研究は,個人の役割に注目してはい

るものの,組織社会化を,個人の組織-の統合過程という狭い意味で捉えている｡この結

果,あるいはマネジリアルかつプラグマチックな視点から探求してきた結果,個人の作用

に注目しているとはいえ,個人の働きを,早く社会化されるために個人から情報を取りに

行くことが有効である,という程度に限定していることが問題であると指摘した｡

しかしおそらく,企業が求める人材とは,究極的には組織の次世代を担いうる人材の育

成,古きを受け継ぐのみならず,これを変えていける主体性を持った人材ではないかと考

えられる｡新人を始めとする新しい役割参入者が,組織やそのサブ ･システムに変化を起

こしていけるようにする上で,組織社会化の過程の,何がこれを促す作用を持つのであろ

うか｡

以下では,組織社会化が組織と個人との相互作用であるという認識を踏まえ,組織から

の働きかけである社会化戦術と,組織社会化の直接的基準として同定された個人の学習成

果 (組織環境に関する学習程度と自己に関する学習程度)が,組織個人化行動に及ぼす影

響についての仮説を構築する｡

なお,ここでは職務や役割レベルで行われる組織個人化の代理変数として,役割変革行

動 (roleinnovation;ⅥlnMaanen&Schein,1979)を用いる｡

第二章で議論したように,組織個人化概念が照射するのは,組織における役割変化のみ

ではない｡しかし先に議論した理由や,本調査の対象は若年層であるため,組織あるいは

部門集団レベルでの組織個人化行動は頻繁には観察されにくいと思われるため,ここでは

役割レベルでの検討を行う｡

またVanMaanen&Schein(1979)の枠組みに従い,役割変革行動には,役割目標は受

け入れ,その達成方法を変える内容革新と,役割 (目標)そのものを変えてしまう役割革
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新を含むという立場を取る｡さらに,結果を対比するという意味で,役割目標も,その遂

行方法も既成のあり方をそのまま受け入れる保持的行動についても,同時に検討する｡

6.2.1組織社会化戦術が役割反応に与える影響

前章では組織社会化戦術を,三つの次元から捉えて探求した｡しかし,ここでの関心は,

役割レベルで行われる組織個人化行動としての,役割変革反応 (と保持的反応)の規定要

因を探ることである｡この点を踏まえ,制度的対個別的戦術という一次元での探求を行う.

なぜなら,この枠組みは,そもそも役割反応 (変革的か保持的か)に対応した枠組みで

あるからである｡実際,役割反応を従属変数として探求した社会化戦術の諸研究は全て一

次元か六次元での探求が行われているので (cf,表 1.3),結果の比較という意味でも三次元

での探求は望ましくない｡また,手続き的な問題になるが,小サンプル (N=113)に基づ

く分析であるので,多くの独立変数を用いることは妥当ではない｡従って,ここでは制度

対個別という単一次元で戦術を捉え,仮説を提示する｡

制度的戦術には,集合的･公式的･規則的･固定的･連続的･付与的戦術が含まれる(Jones,

1986)｡これが意味するのは,社会化の働きかけを意図的に行う組織の姿であると同時に,

保持的反応を促す作用であると捉えられたものでもある｡なぜならば,社会化の働きかけ

が意図的であるということは,そうでない場合に比較して強い作用が期待されるためであ

る｡この作用は,当該組織を特徴づける文化的背景に規定されるため,極端に変革的なも

のにはなりえず,多くは保持的なものに方向付けられると考えられる｡例えば,規則的戦

術や固定的戦術は,既にある社内のパターンを前提にしているし,また連続的戦術によっ

て内部者から伝えられる情報は,その内部者のそれまで得た知識に依存する｡従って極端

な変革的反応は生じにくいと考えられる｡

また,このような制度的戦術が行われている環境は ｢強い状況 (Mischel,1977)｣である

とも言える｡強い状況とは 組織が①全ての人に同じ方法で状況を解釈するよう導き ②適

切な反応のパターンに関する単一の期待を誘導し③特性の反応パターンの振る舞いに動
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機を与え ④全ての人が持つスキルを求めるような状況である｡このような環境においては

個人の独自性が発揮される余地は低いであろう｡

一方の個別的戦術には各々の次元の対極を意味する,個人的 ･非公式的 ･不規則的 ･変

動的･断続的･剥奪的戦術が含まれ,変革的反応が期待される戦術として捉えられてきた｡

個別的戦術は,デフォル ト状態の戦術,つまり社会化の働きかけ自体が意識されていない

ものであり,役割反応に対して個人特性がより大きな比重を占めると思われる｡組織内で

これまで継承されてきたものとは異なる,個々人に独自な変革的反応が生じやすいと期待

されるのである｡あるいは先に挙げた強い状況に対比される弱い状況では,より変革的な

反応が容易に実現されるであろう｡以上のような考察から以下の仮説を提示する｡

仮説6.1個別的戦術は,役割変革行動に正順効果を持ち,役割保持行動に逆順効果を持つ｡

(制度的戦術は,役割変革行動に逆順効果を持ち,役割保持行動に正順効果を持つ｡)

6.2.2組織社会化における組織環境の学習が組織個人化行動に与える影響

既に指摘したように,組織社会化過程で生じる学習には,大きく分けて,組織環境に係

わる学習と,自己の内的な理解にかかわる学習とが存在する｡前章の分析において,前者

は,組織全体にかかわる学習,集団の政治や人間関係にかかわる学習,及び職務遂行方法

と役割にかかわる学習という三次元が見出されていたので,仮説もこれに沿った形で構成

する｡

まず,今回用いる組織個人化行動の指標 (変革的反応と保持的反応)は,主に職務役割

レベルを照射していることから,組織全体にかかわるような学習は,必ずしも大きな比重

は占めないと予想される｡

一方King(1990)によれば,変革あるいは革新というものに必要とされるのは,絶対的

な新奇さでは必ずしもなく,ある文脈で普通であることが普通でない文脈に導入されるこ

ともまた革新だとみなされるとしている｡このように考えると,他部門の役割や仕事内容
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を含めた組織全体に関する知識が多く保持されれば,他の部門の視点や知識を自分の役割

に導入することが可能になる｡ただし今回の調査対象は若年層であるため,経験は比較的

浅く,多様な視点が保持されるほどに組織全体にかかわる学習が進んでいるとは想定Lが

たい｡従って,この次元はそれほど重要ではない可能性が高い｡あるいは他の次元と比べ

相対的な影響力は低いと予想される｡

次に,集団の人間関係や政治に係わる学習の作用について検討する｡個人レベルでの役

割変革行動を行う上で,直接的環境と認識されるのは,役割やそれが置かれた文脈として

の部門集団の人間関係であろう｡役割というのは他者からの期待であるから,自分の役割

に関係する他者について多くを知るということは,自身の役割を知るということにかかわ

る｡これによって,自分が職場集団のどこで貢献が要求され,また可能になるのかが明確

になる｡あるいはどの程度,どこに変化をもたらすことが可能でありそうかが把握される

と思われる｡従って,集団の人間関係や政治に関する学習の程度は,役割変革行動を促す

与件となるであろう｡

またKanter(1983)によれば,組織変革には政治的な側面が伴うとされた｡つまり変革

を行うための情報や資源,あるいは支持を得るためには正当性が必要であり,それをめぐ

っての争いにおいて政治が作用しうるというのである｡彼女の分析レベルは組織であるが,

個人レベルでの役割変革においても,自分の意図するように変化を行うためには一定の正

当性を得るような働きかけが作用しうる｡自身の役割変化に伴って,集団の他者の役割に

影響を及ぼしうる場合がそれにあたる｡役割変革の正当性を訴え確保する際,誰に働きか

ければ正当性が確保されやすいのかなど,人間関係にかかわる知識の政治的な側面が役立

つ可能性がある｡集団の人間関係や政治の知識が直接的に役割変革行動を規定するという

よりは,それを可能にする環境確保という意味で,一定の役割を果たすように思われる｡

次に,役割や仕事の遂行方法にかかわる知識と,役割変革との関連について考察を加え

る｡Farr&Ford(1990)によれば,役割変革は次の四つの要因から生じるとされた｡①変

化の必要性の知覚 ②変化が可能だと思う自己効力感 ③変化によって得る報酬の知覚 ①
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技術的知識,である｡

まず,職務遂行にかかわる知識が習得されるに従って,現状の問題点の把握が促される

と思われる (①変化の必要性の知覚)｡また,そうした知識の習得は個人の中に自信を生み

出し,より積極的な働きかけを行う事が可能になるであろう (②変化が可能だと思う自己

効力感)｡また④の技術的知識は,そのまま職務遂行方法の知識を照射し,これによって適

切な問題解決 (改善)が可能になる可能性が示唆され,またその知識が卓越した水準にあ

れば,多くの裁量が与えられるであろう｡職務上の裁量が確保されれば,より多くの役割

変革が可能になる (West,1987)｡またこのような知識の高まりは職務上の熟達を意味し,

それによって変化を可能にする時間的な余裕を生み出しうる｡Amabile(1983)は,設備

や備品,あるいは時間といった適切な資源供給が組織の変革に重要であるとしているが,

それは個人レベルにおいても同じであるように思われる｡これらの理由から,役割や職務

遂行方法に関する知識は,役割変革において,他の知識領域よりも大きな作用を及ぼすも

のと考えられる｡

なお,これら組織環境にかかわる学習は,役割保持的な行動においても与件となるもの

であり,いずれも正の作用をもたらすと考えられる｡そもそも組織社会化は,これまであ

った知識を新しい成員に伝達するものであるから,これは当然であろう｡以上を踏まえ,

以下の仮説を提示する｡

仮説6.2組織全体にかかわる学習の進展は,役割変革行動と役割保持行動に正順効果を持つ｡

仮説6.3集団の政治や人間関係にかかわる学習の進展は,役割変革行動と役割保持行動に正

順効果を持つ｡

仮説6.4役割と職務遂行にかかわる学習の進展は,役割変革行動に正順効果を持ち,その効

果は他次元より相対的に大きい｡また役割保持行動にも対しても正順効果を持つO
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6.2.3組織社会化における自己に関する学習が組織個人化行動に与える影響

最後に,自己学習の程度が役割変革に及ぼす影響を検討する｡Maslow (1943)は,自己

実現欲求が,科学者の創造性を表現するのを動機付けるとした｡つまり自分らしさを仕事

の中に体現する個人の存在を見出している64｡

Kanter(1983)は,未知の分野に対してその資源と関心を集中させるような人々,つま

り組織変革に取り組む人材をチェンジ･マスターズと呼び,彼/彼女らは自分たちを ｢ど

こまで行かねばならないか｣という未来のビジョンでもって計ると言及し,こうあるべき,

あるいはこうしたいという価値観や欲求が変革の動機になることを示唆している｡

またFrohman(1997)によれば,変革をもたらす個人は,報酬云々というよりも,内発

的に動機付けられているとされるが,その動機はやはり個人的欲求や価値観に基づくと思

われる｡このほかBell&Staw (1989)は,学習された自己概念であるキャリア ･アンカ

ーが,環境をコントロールしたいという個人の欲求を促す働きを持ちうるということを示

唆している｡何ができるのか (能力 ･適性),したいのか (欲求 ･関心),すべきなのか (価

値観 ･動機)といったキャリア ･アンカーの構成要素が,役割変革の動機として作用する

と考えられるのである｡こうした動機がないのであれば,職務に関する知識や政治的知識

などの変革のための資源があったにせよ,変革は起きようもない｡つまり,役割変革にお

いて,自己学習は最も重要な働きを持つと思われる｡

逆にこれが未発達である場合,自分を方向付けるものが希薄であるということを意味し,

結果として個人は環境の要請に沿った忠実な反応,つまり役割保持的な反応を示すであろ

う｡以上の考察を踏まえ,以下の仮説を提示する｡

仮説6.5自己理解の進展は,役割変革行動に正順効果を持ち,その効果は組織社会化におけ

る組織環境の学習程度よりも大きい｡ただし役割保持行動には影響を及ぼさない｡

64従って Maslow (1943)の示唆によれば,管理者の役割は,成員の低位の欲求を確実にしてやり,創造

的な成果の源泉となる自己実現欲求による動機付けを促すことである0
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以上の関係を,視覚的に示すと図6.1のような分析枠組みとして提示可能である｡

実線の矢印は正の効果を,破線の矢印は負の効果を意味する｡

また矢印の実線が太い程,強い関係があることを意味する｡

図6.1第六章の分析枠組み

6.3概念の操作化

6.3.1組織社会化戦術の尺度

組織社会化における組織の働きかけを測定するため,前章で用いた 10項目(表5.1)を,

個別的戦術の尺度として構成し用いた｡具体的には文脈的戦術と内容的戦術の項目 (節-

因子),連続的戦術の項目 (第二因子)を逆転させ,剥奪的戦術の項目 (第三因子)を合成

し尺度とした｡分析可能な水準の信頼性を有している (α-.656)0
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6,3.2組織社会化の尺度

組織社会化における個人の学習程度を計る尺度は,前章の分析結果を踏まえ,個人を取

り巻く組織環境理解の程度を測定するものと,自己の内的な理解の程度を測定する尺度か

ら構成される｡

6.3.2.1自己の外部環境学習の尺度

前章と同様の尺度を用いた (C£,表5.2)｡しかしながら次元間の相関が高いため,重回帰

分析の際に多重共線性が懸念された｡従って,この分析においては各次元を合成し,組織

社会化における組織環境学習の程度を示す単一の変数として用いた｡その信頼性は十分な

水準を有している (α-.928)0

6.3.2.2自己概念の学習程度の尺度

キャリア ･アンカーの構成要素を反映した前章と同じ尺度を用いている (C工,表5.3)｡

6.3.3個人レベルでの組織個人化行動の尺度

既に指摘したように,個人レベルでの組織個人化行動の代理変数として,VanMaanen&

Schein(1979)における役割変革の概念を用いている｡

役割変革行動には,役割は受け入れるがその遂行方法を変える内容革新行動と,役割そ

のものを変える役割革新行動とが含まれる｡内容革新には ｢仕事のやり方や手続きは,自

分なりに工夫し,変えるようにしている｣の項目を,役割革新には ｢会社での役割や,

仕事の目標そのものを,あえて変えようとしている｣の項目を用いた｡また対比の意味

で用いた役割保持行動は ｢与えられた目標に沿って忠実に仕事をしている｣で測定する｡

第五章と同様,ここで挙げた全ての項目は,回答者の答えやすさに配慮しリカー ト式の5

点尺度によって測定されたが,全て間隔尺度とみなして分析を行う｡
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6.4分析結果

6.4.1予備的分析

仮説を検討するため,4.1.2で示した属性変数と,用いられた全ての変数間について相関

分析を行った (表6.1)0

仮説に関する関係のうち,5%水準以上で想定された関係が見出されたものには,個別的戦

術と役割保持の関係 (仮説 6.1の一部 :r-.201☆｢個別的戦術は,保持的行動に逆順効果

を持つ｣),組織全体の知識と内容革新,役割保持との関係 (仮説 6.2:r=.343☆☆火と.281**

｢組織全体にかかわる学習の進展は,役割変革行動と役割保持行動に正順効果を持つ｣),

政治 ･人間関係の知識と役割革新と内容革新の関係 (仮説 6.3の一部 :r=.220*と.349*"*

｢集団の政治や人間関係にかかわる学習の進展は,役割変革行動に正順効果を持つ｣),職

務役割に関する知識と内容革新,役割保持との関係 (仮説6.4の一部 :r=.487***と.336☆'*

｢役割と職務遂行にかかわる学習の進展は,役割変革行動に正順効果を持ち,その効果は

他の次元よりも相対的に大きい｡また役割保持行動にも対しても正順効果を持つ｣),自己

理解と役割革新,内容革新の関係である (仮説6.5:r=.267☆☆と.240*｢自己理解の進展は,

役割変革行動に正順効果を持ち,その効果は組織社会化における組織環境の学習程度より

も大きい｡ただし役割保持行動には影響を及ぼさない｣)｡
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表 6.1相関分析の結果 (Pearsonの積率相関係数行列)

年 齢(読)
性 別

学歴

勤続年数(月)
会社人数
織種
個別戦術
組織全体

政治人間
職務役割

環境理解合成
自己理解
役割革新

10516ー52112.79 .234* .213* .086 - i ～ L

110 : -.010.295**-.150;-.005 -.011 - ー F
109 3.25 ;0.99 -.094 -.119 .173 .173 -.029 -_125 -.162 (ー864)i 【1093.490.81.004-.106-.066_135 .017一.019 -.ー05 .551*** (.862)
107 3.48 0.70 -.081 -.082 _039 .231* _010/ .059 1-.212* .865***.849***_830***(_928) ー⊥ ー
109;3.3910.89 .126 _0961 -.018 .119.131tJO58十-07{.320***.244*.211*.320***(.865)

注1性別･学歴･会社人数t職種はダミー変数

注2小数点省略｡対角線上の()内数字はα係数｡
注3 *** 0.1%水準で有意(両側) **1%水準で有意 (両側) *5%水準で有意 (両側)
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6.4.2階層的重回帰分析の結果

仮説についてさらに検討するため,階層的重回帰分析を実施した｡ここでは,個人レベ

ルでの組織個人化行動を表す従属変数として,内容革新行動 (役割目標はそのままに遂行

方法を変える行動)の項目と,役割革新行動 (役割自体を変える行動)の項目とを用いる｡

これに加えて,それらと対比する意味で,役割保持行動 (役割目標も方法も従来のものを

受け入れる行動)の項目についても同じ分析を行った｡

なお,階層的重回帰分析においては,個人属性として年齢 ･性別 ･学歴 ･勤続年数 ･職

種 ･会社規模の代理変数としての会社の人数を統制した｡この上で,社会化戦術,組織社

会化の環境理解の程度,及び組織社会化における自己理解の程度 (自己概念の学習程度)

を独立変数として,順に回帰式-投入した｡

6.4.2.1内容革新行動について

内容革新行動の項目を従属変数とした重回帰分析の結果は図6.2に示した｡まず社会化戦

術について,構造化されていない状態の社会化戦術を意味する個別的社会化戦術は,分散

の 11,5%を説明している第-回帰式において,仮説に反し,内容革新に負の効果 (β=

-.211☆)を及ぼしていた｡

組織社会化の環境学習の程度を投入した第二回帰式は,分散の 28.3%を説明し,第一回

帰式よりも0.1%水準で有意に多くの分散を説明していた｡この回帰式においては,社会化

戦術は,内容革新に対して有意な水準の影響を及ぼしておらず,組織社会化の環境学習の

程度が正の効果 (β-.441☆☆☆)を及ぼしている｡

第三段階では,組織社会化における自己概念の学習程度を投入した｡回帰式自体は有効

であるが,その説明力は上昇せず,むしろ若干ではあるが低下している (調整済み決定係

数-.280)｡つまり,内容革新行動と自己理解の程度との関連は希薄であると考えられる｡

またここでも,社会化戦術は有意な水準での効果を及ぼしておらず,組織社会化の環境学

習の程度が大きな正の効果 (β-AO7東女")を及ぼしているo
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以上の結果から,内容革新行動を規定する要因としては,組織社会化の進展,とりわけ

環境理解に関する学習の進展が最も重要であると考えらjlる｡なお,この環境理解の程度

については,三つの下位次元が存在したので,どの次元が重要であるのかについて,後に

別途分析を加える｡

また社会化戦術についても,信頼性係数の値が低い (α-.656)ため,共分散関係を弱め

てしまった可能性があるため,その下位次元である文脈的戦術,内容的戦術,断絶的戦術

(社会的戦術の下位次元1),剥奪的戦術 (社会的戦術の下位次元2)と内容革新との関係

について追加的な分析を行う｡
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図 6.2 内容革新行動を従属変数とした階層的重回帰分析の結果

統制変数 年齢 第一段階 第二段階 第三段階

B β t B β t B β t

.031 _073 ー689 .054 .127 1.323 .049 _115 1.182
性別 .174 .104 _927 .276 .165 1_623 .246 .147 1_411
学歴 -.150 -_179 -1_766T -.147 -_175 -1_919T -_141 -.169 -1.842T

在籍期間 .023 _318 3.079榊 .013 ,183 1.885, .014 .196 1.984T
会社人数 _005 _009 _089 .016 _027 .288 .010 .017 .176

職種独立変数1個別的戦術独立変数2社会化1(環境理解)独立変数3社会化2(自己理解) -.029 -.130 -1_202. -.020 -.089 -.911 -_020 -.087 -.885

-.262 -.211 -2.010* -.119 _096 .981 .123 .099 1.010

.518 .441 4.606- .479 _407 3.893岬*

.074 _078 .789
R2 .182 .345 _350

調整済R2 .115 .283 .280
F 2.727. 5.599- 5.024-
Df 86 85 84
AR2 .163 .005

Tpく.10,*pく.05,**pく.01,***pく.001
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6-4.2.2役割革新行動について

役割革新行動の項目を従属変数とした重回帰分析の結果は,図6.3に示した｡いずれの回

帰式も5%以上で有意な水準の説明力を有している｡社会化戦術については,いずれの回帰

式においても,有意な水準で効果を及ぼしていない事が判明した｡

第二段階の回帰式は,組織環境の学習程度を加えることで,説明力が5%水準で有意に増

加し,分散の 12.7%を説明した｡組織環境学習の程度に関する標準偏回帰係数の値 (.237)

も5%水準で有意である｡

しかし,第三段階で,自己理解の程度 (自己概念の学習程度)に関する変数を投入した

結果,環境学習の程度の影響力は有意な水準ではなくなり,むしろ自己理解の程度が大き

な正の影響力を示す結果となった (β-.233☆)｡またこれによって回帰式の説明力は5%水

準で有意に上昇し,役割革新行動の分散 16.5%を説明した｡

以上の結果から,役割革新行動の規定要因としては,自己学習の進展がより重要な要因

であると理解される｡しかしながら組織環境の理解についても一定の効果があると考えら

れるので,内容革新行動同様の追加的分析を後に行う｡

6.4.2.3役割保持行動について

対比の意味で行った,役割保持行動項目を従属変数とした重回帰分析の結果は,図6.4に

示した｡

第一段階においては,個別的戦術自体は負の効果 (βニー.236')を及ぼしていたものの,

回帰式には有意な水準での説明力が認められなかった｡

第二段階と第三段階の回帰式の説明力は高くないものの (各々順に8.9%と10.0%),い

ずれも5%水準で有意な説明力を有している｡ここでは一貫して,組織環境の学習の程度が

正の効果 (各々順にβ-.272☆と.338**)を及ぼしている｡自己理解の程度に関しては,こ

こでは関連が見出せなかった｡有意な水準ではなかったものの,むしろ負の効果を持って

おり,役割革新行動において自己理解が正の効果を及ぼしていたことを踏まえれば,役割
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に対する反応のあり方は,自己理解の水準による,という可能性が指摘される｡

以上の結果から,役割保持行動を説明する上で重要な要因は,組織社会化における環境

理解の程度であると考えられる｡そのうちのどの次元がより大きな関連を示すのかについ

ては追加的に分析を行い,その他の結果と比較する｡また社会化戦術についても追加的な

分析を行うことにする｡
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図6.3 役割革新行動を従属変数とした階層的重回帰分析の結果

統制変数 年齢 第一段階 第二段階 第三段階

B β t B β t B β t

.066 .l44 1.322 _079 .172 1_610 _062 _134 1_269
性別 _269 .147 1.285 .325 .177 1.578 .221 .120 1.066
学歴 -.202 -.220 -2.131. -.198 -.217 -2_146. -.180 -.196 -1.979T

在籍期間 .003 _034 .325 -_003 -.035 -.325 .001 .007 .065
会社人数 .132 _205 1.929, .141 ー218 2.102* .125 .193 1.885,

職種独立変数1個別的戦術独立変数2社会化1(環境理解)独立変数3社会化2(自己理解) -.035 -.142 -1.292 -_030 -.123 -1.139 -.030 -.l19 -1.130

-.159 -.117 -1_092 -_077 -.057 .526 ー093 ー069 .649

_308 _237 2ー255, .185 .142 1.273

.247 _233 2.192.
R2 .154 _203 .246

調整済R2 _085 .127 .165
F 2.216. 2.668. 3.013#
Df 85 84 83
∠】R2 _048 .044

Tpく.10,*pく.05,**pく.01,***pく.001
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図 6.4 役割保持行動を従属変数とした階層的重回帰分析の結果

統制変数 年齢 第一段階 第二段階 第三段階

B β t B β t B β t

.019 .044 _394 _033 _077 .711 .043 .101 _926
性別 _023 ー013 .113 .087 .051 .444 .148 .086 .741
学歴 -_164 -_192 -1.817 T -.162 -_190 -1.849T -.173 -_202 -1.972 T

在籍期間 _005 .075 _696 -.001 -,008 -.070 -.002 -.033 -.299
会社人数 _020 .033 .304 .026 .044 .417 .039 _065 .611

職種独立変数1個別的戦術独立変数2社会化1(環境理解)独立変数3社会化2(自己理解) -.040 -.176 -1.559 -.035 -.151 -1.371 -.036 -.156 -1.422

-.299 -.236 -2.146. -.209 -.165 -1.494 -.201 -.158 -1.442

.326 .272 2.519* .405 ー338 2.888**

-.152 -_156 -1.413
R2 .105 .167 .187

調整済R2 .032 .089 .100
F 1.455 2.137. 2.143*
Df 86 85 84
AR2 .062 .019

Tpく.10,*pく.05,**pく.01,***pく.001
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6.4.3追加的分析

6.4.3.1社会化戦術に関する追加分析

本章でこれまで行ってきた分析においては,役割反応に対する組織社会化戦術の効果は

あまり大きなものであると言えなかった｡つまり先行研究の結果とはやや異なった結果で

ある｡結果が違った原因として考えられる理由の一つとして,尺度の信頼性の問題がある｡

役割反応行動との関連を重視して個別的戦術-と集約した結果,信頼性が他の変数と比較

すると若干低かったため (α-.656),十分に関係性を反映できなかった可能性がある｡

そこで,個別的戦術という一次元-集約した戦術を,前章のように幾つかの下位次元に

還元し,より高い信頼性を確保した上で,多少なりとも関連が認められた内容革新行動と

役割保持行動との関連で,再度分析を行った｡

具体的には,先の回帰式と同じ統制変数のもと,文脈的戦術 (α-.765),内容的戦術 (α

-.809),連続的戦術 (α-.779),付与的戦術 (α-.689)を独立変数として投入し,そ

の効果を検討した｡しかしながら,いずれの回帰式も有意な説明力を持たなかった｡

そこでさらに,社会化戦術の下位次元と三種の役割行動との間で相関分析を行い,5%水

準で有意な相関が見られた下位次元のみを,統制変数,環境理解に関する程度,自己理解

に関する程度とともに回帰式に投入した｡

内容革新行動については,いずれの下位次元とも有意な相関が認められなかったので,

分析は行わない｡役割革新行動は内容的戦術と (r=.224*),役割保持行動は連続的戦術と

(r=.200☆)正の相関が認められたので,これを独立変数として採用した｡

まず,役割革新行動について,統制変数と内容的戦術のみを投入した回帰式は13.2% (F

-3.022☆*)の分散を説明し,内容的戦術も一定の効果を及ぼしていた (β-.216☆)｡しか

し環境学習や自己学習に関する変数を段階的に投入した結見 その効果を認めることは出

来なくなった｡

次に保持的行動に対して,連続的戦術を用いた同様の手続きを行ったものの,効果は認
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められなかった｡

以上の結果から,本サンプルにおいては,役割反応に対する社会化戦術の効果は,個人

の学習に対し,相対的に希薄なものであると結論付けられる｡

6.4.3.2環境理解に関する追加分析

次に,組織社会化における環境学習程度の下位次元と,内容革新行動,役割革新行軌

及び役割保持行動との関係について検討する｡全体として環境理解の程度が正の作用を持

っていたことが示された上で,個々のどの学習次元が重要であるのかを探るためである｡

内容革新行動においては,環境理解の程度が最も重要な影響力を持っていた｡そこで,

次に強い効果が認められた在籍期間を統制した上で,内容革新行動と環境理解の三つの下

位次元について偏相関分析を行った (表6.2)｡また役割革新行動については,最も影響力

が大きかった自己理解の程度を統制し,同様の手続きを行った (表6.3)｡役割保持行動に

ついては,やはり環境理解の程度が最も大きな影響力を有していたが,弱いが次いで効果

を及ぼしていた学歴を統制して偏相関分析を行った (表6.4)0

表6.2在籍期間を統制した内容革新行動と環境理解の下位次元との偏相関

*pく.05,**pく.01,***pく.001
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表6.3自己理解を統制した役割革新行動と環境理解の下位次元との偏相関

*pく.05,**pく.01,***pく.001

表6.4学歴を統制した役割保持行動と環境理解の下位次元との偏相関

*pく,05, **pく,01,***pく.001

在籍期間を統制した内容革新行動は,関係が強い 順に,役割と職務遂行に関する次元,

集団の政治や人間関係に関する次元,組織全体に関する次元と正の相関を持っていた｡と

りわけ前者二つの次元は0.1%という高い水準での相関が認められた｡

自己理解の程度を統制した役割革新行動は,環境理解のいずれの下位次元とも有意な水

準での相関が認められなかった｡これは,重回帰分析の結果を支持する結果,つまり役割

革新の規定要因としては,自己理解の程度が重要であることを示している｡

最後に,学歴を統制した役割保持行動は,役割理解と職務遂行に関する知識の程度と組

織全体に関する知識の程度と正の相関が認められた｡しかし集団における政治や人間関係

に関する知識は関係が認められなかった｡
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6.4.4仮説について

以上の分析結果から,仮説について順に検討する｡まず仮説 6.1(個別的戦術は,役割

変革行動に正順効果を持ち,役割保持行動に逆順効果を持つ)は,棄却されたと考えられ

る｡役割変革行動,とりわけ内容革新行動についてはむしろ逆順効果が示されていた｡

仮説 6.2(組織全体にかかわる学習の進展は,役割変革行動と役割保持行動に正順効果

を持つ)については,一部支持された｡すなわち,内容革新行動と役割保持行動について

は支持されたが,役割革新行動については支持されなかった｡

仮説 6.3(集団の政治や人間関係にかかわる学習の進展は,役割変革行動と役割保持行

動に正順効果を持つ)はごく一部のみ支持された｡つまり,内容革新行動については一定

の正順効果があると思われるが,その他については関連が認められなかった｡

仮説 6.4(役割と職務遂行にかかわる学習の進展は,役割変革行動に正順効果を持ち,

その効果は他の次元よりも相対的に大きい｡また役割保持行動にも対しても正順効果を持

つ)は一部支持された｡すなわち,役割と職務遂行方法に関する学習の進展は,内容革新

行動については他の組織環境に係わる学習次元よりも大きな効果が認められた｡ただし,

役割革新行動については関連が認められず,役割保持行動については正順効果が認められ

た｡

仮説 6.5(自己理解の進展は,役割変革行動に正順効果を持ち,その効果は組織社会化

における組織環境の学習程度よりも大きい｡ただし役割保持行動には影響を及ぼさない)

についても一部支持されたO内容革新行動に対して影響力を及ぼしていなかったものの,

役割革新行動については,組織環境の学習ではなく,自己理解の程度が強い影響を及ぼし

ていた｡また,役割保持行動について有意な影響は及ぼしていなかった｡

6.4.5分析結果の要約

役割の目標はそのまま受け入れ,遂行方法を変化させる内容革新を規定する要因は,組

織社会化における環境の理解であった｡中でも,役割理解や職務遂行に関する知識の程度
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と,仕事集団の人間関係における政治的な知識の程度が重要である｡

役割の目標をも変化させる役割革新行動を規定する要因として重要なのは,組織社会化

における自己に関する学習であった｡内容革新とは異なり,組織環境に関する学習は必ず

しも重要な役割を演じていなかった｡

役割をそのまま受け入れる役割保持行動を規定する要因は,環境理解の程度,とりわけ

役割理解や職務遂行方法に関する知識の程度と,部門間関係や運営のあり方に関する理解

の程度を示す,組織全体に関する知識であった｡

以上の結果から,役割反応に対しては,組織からの働きかけ (社会化戦術)というより

も,個人の学習が重要な役割を演じていること,組織社会化過程でなされる学習の異なっ

た側面 (下位次元)が各々異なった働きを持っていることが理解される｡

6.5ディスカッション

6.5.1理論的含意

本章では,個人の役割レベルでの行われる組織個人化行動としての役割変革行動 (内容

革新行動と役割革新行動)に影響を与える独自要因を探求した｡そして,これと対比する

ことで,役割レベルの組織個人化行動を説明する独自要因を探るため,役割保持行動の規

定要因についても検討した｡｢組織社会化のプロセスにおいてなされる組織からの働きかけ

や,個人における学習の,いかなる要因が,なぜ組織個人化をもたらすのであろうか｣と

いう研究課題に関して,分析結果が意味するところを指摘し,その理由について考察を加

える｡ここではまた,組織個人化行動と組織社会化の過程の関連についても考察を加える｡

6.5.1.1役割変革行動の鍵要因について

役割反応について,本章の分析結果から判明したことは三つある｡第一に挙げられるの

は,最も変革の度合いが高い行動である役割革新行動を規定するのが,自己理解であると
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いう点である｡つまり自己の欲求や能力,そして価値観を把握している個人ほど,役割や

その目標そのものを変えようとする行動を起こしやすい,ということである｡

これは,｢知覚された個人特性 (欲求･能力･価値観)に基づいた組織成員個人の要求を,

組織と個人との適合を図るよう反映させることによって生じる,組織やそのサブ ･システ

ムの変化｣という組織個人化の定義とも合致する｡少なくとも,自身の中のコンパスに従

って環境に働きかけている個人の姿が映し出された結果であろうと思われる｡定義とのト

ートロジーという誇りは免れ得ないが,再提示された古い起源を持つ新しい概念が,実証

的に支持されたという点は重要である｡

第二に,革新の程度がより穏健な行動である内容革新行動を規定するのは,役割と職務

遂行方法に関する知識,集団における政治的な人間関係の知識を中心とする,組織環境に

関する学習であるということが見出された｡

内容理論の議論で見てきたように,これらは従来照射されてきた組織社会化の進展基準

を意味するものである｡既成の知識を学ぶことが,役割遂行方法の改善を促す前提になる

ということが,データによって裏付けられた｡まず,自身の役割を理解し,その遂行方法

をきちんと学習することが,自分独自の仕事スタイルを実現していく上では重要になる｡

今回の場合は,若年層における役割レベル,職務レベルの改善の規定要因を探ったため,

職場の人間関係,とりわけ誰がキーマンであるのかといった政治的な知識が効果を及ぼし

たのではないかと推測される｡彼らの役割は,おそらく個人ないし部門内で行われるため,

その範囲で自分なりの工夫を行う場合,それを実行する上で支持を得るべき人物の特定,

少なくとも変化の働きかけにおいて大きな干渉をされないためには,そうした処世術的な

知識も必要なのではないかと推測される｡

第三に挙げられるのは,革新の度合いが最も低い役割保持行動を規定するのは,役割や

職務遂行方法に関する知識と,組織全体に関する知識であったことである｡

しかし,なぜ役割を理解し,仕事の方法を学び,そして会社の成り立ちに関する形式知

的な側面を学習するということが,これまで言われてきたままの行動を取らしめるのであ
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ろうか｡前者の役割や職務遂行方法に関する学習が,内容革新行動の鍵要因であったこと

と矛盾するようにも思われる｡

可能性の一つとしては考えられるのは,組織全体の知識に関する学習は,より組織社会

化の進度が進んだ段階でなされるものであり,それが既存の成員と同じ知識,認知枠組み

を持ったことを意味している,という解釈である｡

普通,新規参入者は当面の間,自身を取り囲む状況の不確実性を低減させようとする｡

その際必要なのは,何をすべきかという役割の理解や,その役割をどう遂行するのかとい

う職務遂行方法の理解である｡あるいは知り合って日が浅い人間との緊張関係を緩和させ

るため,仕事集団との人間関係の構築を志向する｡Feldman(1977)は前者を課業-のイ

ニシエーション,後者を集団-のイニシエーションと呼んだが,いずれが先んずるにせよ65,

新人が切実に必要とするのは,自身に直接関係する身近な知識である｡

子会社の役割や,部門間の関係などの詳細は,個人の役割がより広範になり,部門間関

係の調整を要するような場合,あるいは管理者として部門内のみならず部門間関係を考慮

した決定に迫られるような場合で重要になってくる｡従って,通り一遍の概要は理解して

いても,その全体像を把握するようになるのは,役割や部門内の協働が果たせるようにな

った後のことであろう｡こうして組織内を広範に見渡せるようになってくるころには,か

なりの程度組織社会化は進展し,既存成員と似通った認知枠組みを保持するようになり,

従来の枠組みに沿った行動を行うようになるのかもしれない｡

なお,役割保持行動について,統計的に有意な水準ではなかったものの,自己理解の程

度が唯一負の方向に作用していたことも考慮すると,革新的な反応と保持的な反応を規定

する要因として鍵となるのは,想定どおり自己概念の学習水準ではないかと推測される｡

65Feldman(1977)は,病院内で働く技師や事務員,看護士など-のインタビューと質問票調査の結果
から,集団-のイニシエーションが,課業-のイニシエーションよりも先立つとした｡なぜなら,効果的

に仕事を行う上で重要な知識は,人間関係が形成されてからでないと明かされないからである｡一方,こ

れについて,神戸大学の金井吾宏教授は,弁護士や公認会計上 医者などの専門職は,人間関係の形成以

前に,課業についての専門知識が前提とされると指摘している (大学院ゼミナールの場等において)｡確

かに,一定の仕事が完遂できることが,ある仕事集団に受け入れられる与件となっている組織も存在する

であろう｡いずれが先立つかについて特定するためには,タスクの専門性や重要性といったモデレーク要

因を考慮に入れる必要があると思われる｡
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6.5.1.2組織社会化と組織個人化との関連について

Schein(1978)によれば,自己概念 (キャリア･アンカー)が確固としたものとして認

識されるのは,相当期間 (十年程度)を経た後であるとされる｡しかし,時代や経験の質

や量によってその形成速度は異なるであろうし,確固としたものになっていなくとも,当

面のコンパスとして個人のキャリアや行動を方向付ける働きは持ちうる｡

組織環境に関する知識が不十分で,自己理解の程度も経験不足のため十分ではない場合,

個人は状況の不確実性に対応すべく,内部者の指示に従う,あるいは真似るといった行動

に出ると考えられる｡つまり役割保持的に行動するであろう｡しかし,ある程度仕事につ

いて学習が進むと,与えられた役割の中で自分なりの工夫を行う｡つまり内容革新行動が

可能になる｡そうした中で自己概念が次第に形成されていくことで,自分に合わせた役割

を形成する,つまり役割革新行動をとることが可能になる｡(1)でまとめられた本章にお

ける三つの発見事実は,こうした関係を示唆しているように思われる｡

このような解釈に立てば,役割変革行動 (内容革新行動と役割革新行動を含む)と役割

保持行動は,VanMaanen&Schein(1979)が示したような,社会化戦術に対する同時

点での異なった反応というよりも,仕事に対する取り組みの段階的発達,あるいは Katz

(1980)がその段階モデルで示したように,循環的変化を示しているとも考えられる｡

従って組織個人化というのは,組織社会化の中でこそ生じる現象であると考えられる｡

社会化が十分でないため,つまり社会化の失敗の結果,反抗行為として自己の意思を環境

に投影させるというよりも,変化の与件となる知識を取得した上で,つまり社会化を経た

上で独自の変化を引き起こすのが,組織個人化という現象であるのかもしれない｡

6.5.1.3社会化戦術の作用について

社会化戦術の作用は,組織社会化のプロセスにおける個人の学習とともに検討した場合,

大きな要因ではなかった｡これは,自己概念が確立されている場合,個人を取り巻く状況
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は,個人行動を変えるほど強くはないというBell&Staw(1989)の指摘,あるいはMaslach,

etal.(1985;1987)の,強い状況下ですらなお個人特性と個人行動のつながりが強い,と

いった指摘に合致する｡

しかし,内容革新行動に対する効果を,戦術単独で検討した場合,個別的戦術が負の作

用をもたらしていた｡この結果は,その理論的基礎の一つとなっているJones(1986)の

仮定に反している｡Jones(1986)ではむしろ,構造化の程度が低い社会化戦術を意味す

る個別的戦術が施された場合,個々が独自の学習をすることになるために,独自で革新的

な反応が起こると考えられていた｡

しかしこの理由については,内容革新行動を規定した要因が組織環境の学習程度であっ

たことと,前章で行ったパス解析の結果から,ある程度推測される｡

内容革新行動については,戦術,社会化の学習程度の双方を加味した場合,社会化の学

習程度 (特に組織環境の理解の側面)のみが効果を及ぼしていた｡一方,前章の結果では,

個別的戦術に対比される制度的戦術 (の下位次元)が,環境理解の程度を高める効果を持

っていた｡つまり,内容革新行動が行われる上で重要なのは現状を把握すること (環境理

解)であり,社会化戦術はそうした学習を促す上で作用するだけであり,役割反応に直接

的な効果は及ぼしていない,ないしごく弱い効果しか持っていないのではないかと推測さ

れる｡

このように考えると,個別的な戦術は,制度的戦術と同じ程度の社会化の働きかけが行

われた上で,その方法が異なるというよりも,社会化の働きかけ自体が十分でない,従っ

て環境理解の程度をあまり促さない働きかけを (少なくとも本サンプルにおいては)意味

している可能性がある｡このような解釈は,個人が社会化されていないため反抗的に変革

的行動を取るというよりも,社会化がなされた上で独自性が発揮されるようになるという

先の考察とも整合的である｡

役割の現状を改善する行動である内容革新行動を行うためには,現状を知ることが必要

であり,それを促すのは制度的な社会化戦術,つまり新人-の積極的な働きかけであるこ
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とを意味しているように思われる｡

6.5.2実践的含意

まず,現状に変化をもたらすような個人は,どのように育成されうるのかについて考察

を加える｡可能な範囲で変化をもたらすためには現状を知る,仕事の方法や職場集団を構

成する人間関係を学習させることが必要であった｡これによって,現状の問題点とともに,

変化を効果的に行う上での人的サポー トや,少なくとも障害を最小限にするための身の処

し方が学習される｡

こうした学習を促すのは,個人の努力が前提になるが,やはり組織の側からの一定の働

きかけである｡OJTや現場-の委任という名目のもとに無策であることは,有効であると

は言えない｡伸びる人材はどのような境遇においても伸びるのかもしれないが,よほど考

慮された採用が行われていない限り,そのような放任はマネジメントとは言えないだろう｡

経験則で人材を選んでいるというだけでは,不十分である｡リストラの名の下に,経験則

によってかつて有望であると判断された人材の多くを ｢整理｣せざるを得なかった過去を

忘れるべきではない｡希望退職によってアウトプレースメントが実施される際,往々にし

て ｢整理｣対象外の人材も多く流出してしまうということを,肝に命じるべきであろう｡

もう一点重要なことは,もし考察されたように,組織個人化が発達的な変化に伴う帰結

として生じるプロセスであるとすれば,変革的行動の鍵要因である自己概念の確立がなさ

れるまでには時間を要すること,人材の成長には,ある程度の期間がどうしても必要にな

るという事実を,再度認識すべきであろう｡単なる年功賃金は,有能な人材の動機付けを

低下させるであろいうが,極端な成果主義は,人件費削減の口実でないのであれば,有効

ではない｡多少のス トレッチは必要であろうが,行き過ぎたそれは中長期的な人材の育成

を阻むばかりか,組織に対する不信感を形成させ,組織独自の無形資産を受け継ぐべき人

材の流出-繋がるように思われる｡

逆に個人にとって可能なことは,仕事の学乱 実践を通じて,自身の興味･関心,適性 ･
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能力,そして価値観や動機といった自身に関する内省を行うことである｡それは組織社会

化の過程,つまり仕事経験の中で把握されるものであり,実践の中で自己理解が促される

ような経験,試行錯誤を行うことであろう｡｢何をしたいのか分からない｣あるいは ｢自分

に向いている仕事が分からない｣のは経験に基づく学習が足りないためであり,経験に伴

う内省が足りないためである｡

常に内省しながら仕事を行うことは難しいが,異動の希望を出す際,役割が変化する際,

転職を考える際などのキャリアの節目がそのような内省の機会になる (金井,2002)｡これ

を自覚し,意識化することは有効である｡組織はまた,社内公募制度や異動希望の聞き取

りなどの機会を通じて,そうした内省の機会を多く与えることが可能であろう｡

6.5.3研究の問題点

研究のデザインを含めた方法的な問題点は既に前章で指摘した｡母集団の特殊性の可能

性であり,サンプルの代表性の問題であり,横断的調査の結果であるという点である｡理

論的含意の中で検討したように,組織個人化行動が組織社会化の過程における発達的変化

の帰結であるということを検証するためには,縦断的なデザインが必要になるということ

は,再度強調しておいて良いであろう｡またいずれの従属変数も項目を用いているため,

より正確な把握のためには,信頼性の高い尺度構成が望まれる｡

このような問題を踏まえた上で,ここでは概念の操作化の問題について議論しておく｡

本研究では内容革新に ｢仕事のや り方や手続きは,自分なりに工夫し,変えるようにし

ている｣を,役割革新に ｢会社での役割や,仕事の目標そのものを,あえて変えようと

している｣の項目を用いて,役割レベルでの組織個人化行動を操作化した｡

しかし,これまでのあり方を変えていくよう促される組織では,役割変革行動はむしろ

これまでのあり方を継承しているだけではないのか,つまり組織個人化行動の代理変数と

してはふさわしくないのではないか,という批判が考えられる66｡組織個人化はその定義

66仮審査の段階で神戸大学大学院経営学研究科の平野光俊助教授からご指摘頂いたO
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から,個人の側の要求に基づいて働きかけた結果の変化であり,役割の遂行方法を変えた

り (内容革新行動)目標を変えたり (役割革新行動)したとしても,変えろという組織に

よる社会化圧力によって変えた行動は,組織個人化行動とは言いがたいという批判である｡

本サンプルは無作為抽出がなさjlたものであり,そこに多様な個人と組織とが含まれて

いる｡従って変革的風土の組織とそうでない組織とが混在していると考えられる｡その上

での研究結果であるため,ここでは文字通りの意味に解釈することは可能であろう｡

また以上のような,変革的文化の場合,という批判については,対比の意味で用いた役

割保持行動の尺度 ｢与えられた目標に沿って忠実に仕事をしている｣に対する分析結果

と合わせて考慮することで,ある程度の結果の妥当性が担保できると考える｡組織文化が

変革的であろうと保持的であろうと,｢与えられた目標｣という言及は双方に対応している｡

この尺度と同時に検討することで,結果の解釈に妥当性を見出すことができる｡

ただし,こうした批判を考えると,研究の方法としては,ある組織の文化なり風土なり

の変革度を制御した上で,役割反応の変数を解釈するという研究も考えられるであろう67｡

また同じような批判として,組織の要求に従うという要求を持つ個人における役割レベ

ルでの組織個人化行動は,役割保持行動になるのではないのか,というものが考えられる｡

これについても同様に,サンプルにはそのような個人もそうでない個人も含まれると考え

られるため,また役割保持行動との対比によって,結果は本研究の結論のまま,基本的に

は解釈可能であると考えている｡

ただし筆者は,デザイン段階においては,基本的に組織と個人の要求は完全には一致し

67ただし,このような批判についてもまた憤重な検討が必要である｡変革性が,組織の文化として根付

いている場合と,ある期間の間 ｢変えろ｣という指示 ･方針が取られていることとは別問題であるからで

ある｡そのような指示や方針は,変わっていない,あるいは従来の慣習が根付いていることを与件に課さ

れるものである｡組織社会化 (によって伝えられる役割のなかに埋め込まれた目標や遂行方法)が照射す

るのは,組織の歴史に比べて一時的である上位者の指示･方針 (｢変えろ｣というメッセージ)ではなく,

組織の中に知らず知らずのうちに蓄えられ根付いたものであり,｢変えろ｣という主体にさえ自覚されな
いような暗黙の知を含む｡言われたままの目標と遂行方法で対応する役割保持行動が照射する目標や遂行

方法は,本来,そうした組織に根付いたものである｡つまり,役割保持行動は,一時的な指示 ･方針を照

射するのではなく,その役割に付随して従来から伝えられてきたものをそのまま遂行するという行動を意

味する｡当然そこには役割遂行者個々人の要求は反映されておらず,従って組織個人化行動ではないと考

えられる｡こうした意味内容を十分に汲み取った尺度の開発が,むしろ必要であるのかもしれない0
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ない事を前提にした｡経営組織が利潤をより大きくとるにはコストを抑える必要がある｡

しかし,就労で生計を立てる個人にとって絶対的に必要となる報酬は人件費というコスト

である｡このことは,経営組織と個人は根本的には相容れない要求を持っていることを示

唆していると考えるためである (ただし,このことと,両者の要求を満たす弁証法的解決

法がないということとは別の問題である)0

このように考えれば,組織の要求と同じ要求を持つ個人という存在は普通ありえず,仮

にあるとすればオーナー経営者でしかないという結論にたどり着く｡本研究の中で対象と

した若年者に経営者は含まれておらず,組織と同じ要求を持っ個人は存在しないことが前

提された議論であった｡

組織と個人との利害対立という前提について疑問がある場合は,そうした個人属性も考

慮したうえでの項目操作が必要であるが,そうした精微な検証を目指す場合は組織の変革

志向性の制御も要求すると思われるため,手続きはやや煩雑となる｡精微さを重視するの

であればそのような手続きが望ましいものの,当面は,こうした前提の上での議論が妥当

ではないかと考える｡

ただし,以上のような批判があるということを真筆に加味しながら,役割レベルでの組

織個人化のみならず,その他の水準における個人化の尺度開発や調査デザインが求められ

る｡本研究のように,役割保持的行動と対比の上で結果を解釈するという方法も有効であ

ると考えられる｡

6.5.4更なる探求に向けて

本章で検討したのは,若年層における役割変革行動,つまり職務レベルでの組織個人化

行動であった｡その精微な検証は勿論であるが,組織個人化概念についてより包括的に把

握するためには,キャリア中期以降や昇進といった再社会化過程における,職務ばかりで

はなく集団の協働のあり方や組織全体に及ぶ制度の変革との関連についても検討すべきで

あろう｡
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組織社会化という基本的に個人の中で生じる変化と,集団や組織レベルでの変革との関

連付けは容易ではない｡とりわけ,組織レベルでの変革は,役割レベルでのそれに対し頻

度は低いと思われ,統計的なアプローチは困難であろう｡誰が変革の主体であるのかにつ

いては特定Lがたいものの,ある革新にかかわった成員に関するインタビュー,とりわけ

その革新にかかわることが,自身のキャリア形成の過程や動機の中でどう位置づけられる

のかについての聞き取りなど,事例的なアプローチが有効であるかもしれない｡

6.6第六章の結論と要約

本章で検討した研究課題は ｢組織社会化のプロセスにおいてなされる組織からの働きか

けや,個人における学習の,いかなる要因が,なぜ個人による組織個人化行動をもたらす

のであろうか｣であった｡

分析の結果から,役割内における組織個人化行動の要因として作用していたのは,役割

と職務遂行方法に関する学習,集団内の人間関係の把握を始めとした,組織環境に関する

学習であった｡これによって現状の問題点が把握され,また円滑な改善が可能になってい

るのではないかと推察された｡

また役割そのものを変える組織個人化行動の要因として注目されたのは,自己概念の学

習,自覚であった｡興味や能力あるいは価値観の自覚が高まることで,現状の役割を受け

入れるに留まらず,それを,より自分の特性に適合するよう方向付けていくようになるの

ではないかと考察した｡それはレビュー部分で考察された発達人的人間モデルとも一致す

る姿である｡

本章の発見事実は,こうした人間モデルの妥当性を裏付けているように思われる｡
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7組織個人化の規定要因の探求2

7.1調査の目的

本章で取り組む研究課題は,前章と同じく,｢組織社会化プロセスのいかなる要因が,組

織個人化をもたらすのか,それは何故か｣である｡

本章では,特にインタビュー ･データに基づく分析から,個人の組織個人化行動を規定

する組織社会化過程の要因について探求することを目的としている｡ここでは,定性的研

究方法の特質を生かすため,先行研究から仮説を構築しこれを検討するのではなく,組織

社会化過程のいかなる要因がどのように組織個人化行動に関連するのか,という大まかな

問題意識に基づいて,仮説発見的なアプローチを行う｡ここで得た結論と,前章で得た結

果とによって多角的な考察を行うことで,より深い洞察が可能になると期待される｡

7.2インタビュー過程の概要

インタビューは,入社からインタビュー時点に至るまでの経験を,入社や異動といった

節目経験に注目しながら時系列に沿って聞きだす形を取った｡その中で,自分にとって転

機となった経験について聞き出すことにより,組織やそのサブ ･システムである役割 (職

務)に対し積極的に働きかけ,独自の変化をもたらした経験も聞き出すことが出来た｡そ

のような行動を特定した上で,それまでの経験との関連を検討した｡

7.3分析結果

まず言及された幾つかの組織個人化行動を例示し,その行動に至るまでの組織社会化過

程から生じてくる個人的要因,環境的要因,モデレ一夕要因,及び組織個人化行動の帰結

について言及する｡図 (7.1)は,その概要である｡
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個人的要因

成果による発言権
現状問題点の把握
業務における余裕
現業外の知識
自分の意思

モデレ一夕要因

･コミットメント水準
･代替案の有無

組織環境要因

委任型の上司
ボトムアップ風土
役割モデル

組織個人化行動

･職務レベル

･集団レベル

･組織レベル

図7.1Q社における組織個人化行動の関係

組織個人化の帰結

組織/集団レベル
･慣習化
･新しい社会化

個人レベル
･有能感

7.3.1三つのレベルの組織個人化

組織個人化とは,知覚された個人特性 (欲求 ･能力 ･価値観)に基づいた組織成員個人

の要求を,組織と個人との適合を図るよう反映させることによって生じる,組織やそのサ

ブ ･システムの変化である｡組織やそのサブ ･システムには個人の職務 レベル,所属集団

レベル,及び部門集団間関係を含む組織全体レベルに対する働きかけが考えられる｡

7.3.1.1職務レベルでの組織個人化の例

店舗の運営指導を行 うSV(スーパーバイザー)職種に就いているJ氏は,入社 6年日掛階

では以下のようにコメン トしていた｡

現場 (の店舗)からは全然求められてないけど,会社からは (新しい)施策の導入率だけが

上がってるとかっていうのをさ (評価される)｡(しかし自分はお店の)巡回 (指導)で (会

社のやり方によって返って苦しむ)現場を目の当たりにしなくてはいけないわけ｡だから店

ごとにデータとか出してあげることに特化した仕事を専任でやったほうがいいって言ってる｡

(上司にですか?)そう｡だから ｢もう来月から,巡回とかしたくない｣って｡｢売り上げ

120%にするために,仕入れを分析して,ゾーンニング考えて,(自分が担当している)全店

を見直すこと考えた方が,多分僕らとしても満足するだろうし,お店も満足してくれるO巡

回指導で 『これちゃんとやったの?』なんてこと,お店は求めてますかね?｣ってQルーテ

ィン (で,お店の巡回指導)をしてコラコラ言って (指導して)るけど,この会社のSVが
具体的に成果残してることってすごい少ないと思う｡みんな｡それだったら,ある部分に特
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化して,お店のここを変えてあげる,そのほうが間違いなく利益を出せる｡しょうもない雑
務をやるよりも｡ 入社6年目Jl氏

J氏は,このような従来の仕事のやり方,つまりルーティン業務ではあるが,実際には

効果を挙げていない仕事のやり方について問題意識を持ちながらも,それを変えるような

アクションを当時は実行に移せなかった｡そりの合わない上司から支持を得ることが出来

なかったし,会社の評価項目が,会社が有効だと考える施策の導入を,担当店舗にどれだ

け導入することができたのか,そしてルーティンをこなしているかどうかの有無であった

等の理由があった｡

しかし入社 7年目,自身が管理職に就くことで仕事の自由度が増す｡プレイイング･マ

ネジャーとなって,管理と同時にSV業務を行う彼のコメントは以下の通りである｡

私も巡回なんか行かないですし,競合店対策に特化してやってます｡ 入社7年目J2氏

問題意識自体は昨年と同じである｡しかしこの段階では,無意味だと判断したルーティ

ン業務は行わず,店舗の売り上げを上げるための有効な対策にのみ焦点化して業務を遂行

している｡これは,店舗の指導あるいは売り上げ向上 (利益の導出)というSVの役割目

標は受け入れながら,従来のやり方を変えたアプローチ,つまりVanMaanen&Schein

(1979)が言う内容革新行動である｡このようにすべきである,あるいはこういう仕事が

したいという自身の価値観や欲求に根ざした役割遂行方法への働きかけであり,職務レベ

ルでの組織個人化である｡

7.3.1.2集団レベルでの組織個人化の例

入社初年度,店舗での研修から商品発注の業務に就いたP氏の職場は,人間関係がひど

いと有名なところであった｡やや長いが引用する｡

異動先ではね,すごい苦労した覚えがあります｡まずえっとね,うん,その行った部署が人
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間関係がすごい良くなかったのね｡最初そういうのに気付かなくて,(中略)まあ基本業務を

覚えましたと｡だんだん仕事が分かってくると,こう周りを見るようになります｡そうする

となんか,その課には7人いたんだけれども (中略)連帯感もなかったし (中略)なんとな

くN0.1とN0.2はあんまりしゃべらないし,(中略)でもそれってあんまり気持ちよくない

し,もうちょっと仲良くやろうよってのがあったのね｡N0.1の人は,ずっとお店をやってき

て何故か管理職になった人で,部下をやる気にさせるだとか,人材のマネジメントとかって

いう発想が全然ない人だったのね｡それに対してすごいギャップをもっていて,でもこうい

う風なんだろうなって｡ただ本当にむかつくなとか,無茶なこと,訳の分からないことを言

って,仕事上で トラブルになる原因は上司にあるんじゃないかって思ってたりしてたんやけ

ど,(その部署では)全体がそういう雰囲気だったんだね｡変えようという,全体を変えよう

というのは (新入社員である)俺の役割ではなかったし,思わなかったよね｡でも,すごく

無理を言ってきたから,個人的には無茶苦茶,イライライライラしてたのね｡仕事の進め方

がすごいよろしくないんだろうなってところが,-年目ながらに思ったわけねO(そこでの-

年目が終わって人間関係で異動したいとか,辞めたいとかは思わなかったのですか?)一瞬

思うこともあるけれど,正直,辞めたいとは思わなかった｡今の現場から逃げ出すというよ

りも改善をしたいというのが志向としてあるから,この場でどういうふうに,この状況に対

して,上手い方に持っていくのかって方を,とりあえずはやっていこうと,思っていたのでO

-年目の末にそういう現状はあって｡でもラチがあかないから,本社の部長に声を挙げたこ

とがあったOで,こういう風なことがあって,近くにでっかい競合店ができて,そこに対す

る対策にしても,結局何をするべきかというところの指示もないまま,あいまいなまま進め

られて,いくらやってもそれは進められないと｡で,それに対する指示もよくわからないで,

指示不足もありこっちの確認不足もあったかも分からないけど,そこで逆上されて単に怒ら

れるだけで,働いている方としてはとても苦しいと｡この状況を改善してくださいと話した

ことがある｡一年目に｡で,部署内の先輩社員の人もNo.1(上司)に理不尽なことを言われ

ていて,かなり上の人と仲が悪かったと｡で,(例えば)俺とかも (忙しくて不可能なのに)

8時で帰れって (上司に)言われてたの｡で,なんで8時に帰れって話になるかというと,

本社から指示があるわけ｡で8時以降になる場合はちゃんと残業申請をしなさいと｡で,(上
司は)そういう命令をきっちり守る人だったのね｡そういう意味合いだとか,どういう効果

があるとか,全然考えず,上が言うから下に伝達するということだけは,自分の役割だって

思ってる人だったから｡要はそれができなかったら自分の評価にかかわるという,要は自分

の,全部基準は自分だったのね｡やっぱり,なんでこれをしないといけないのかっていう根

本の部分が俺とはプレてたの｡(中略)だから,この人たちでは事が上手く進まないのだろう

なってのがあって,先輩もそういう同じようなことで,理不尽なことを言われてて,もめて

るうちに,俺と同期の奴も (上司に抗議を)言い出して,(上司の上司-部長に)意見を言う

ようになって,つらい状況にありますと｡その時点で部長が対応してくれたと｡部長が課の

課長とN0.2と話をして,実態はどうなんだって話をして,この人はこのポジションにいる

べきかっていう適切な判断をしてくれた｡僕から見て｡結果としては,納得する体制になっ

た

た｡それが改善されたのは非常に良かったね｡

入社4年目P氏

自分の評価ばかりを気にして,本来行うべき競合店に対する効果的な対策が出来ない上

司や N0.2の先輩社員,そして彼らと反駁する成員たちがそこにいた｡入社一年目で異動

してきたばかりの P氏は,それを徐々に知覚するものの,それは仕方がないことであり,

また改善は自分の役割ではないと考えていた｡ しかし二年目を迎える前の段階で,春社の
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会議などで接点を持った一段階上の管理者に対し,その現状を訴える行動を起こした｡結

果,直属の上司は子会社-移ることになり,新しい管理者が配置された｡

今ならば,上司を飛ばしてその上に働きかけるというのではなく,より適切な他の働き

かけができるのではないかと考えるP氏であるが,これによって部門内の対立はなくなり

仕事を円滑に進めることが可能な職場が形成されたのである｡より円滑な人間関係,そし

て競合店対策に向けて,集団の体制を変えようとした組織個人化行動の例である｡

7.3.1.3組織 レベルでの組織個人化の例

帰国子女であるM さんは,英語が堪能であることもあり,幹部役員の秘書的な役割を果

たしていた｡会社の中で商業集積地にフラッグ ･ショップ (旗店)の出店が決定した際,

その売り場の一部に新しい形態のカフェを提案すべく,予てから持っていた構想を企画書

にまとめ,社長室を訪れた｡

全体会議に行ったら,(社長は)ご機嫌だったから,よし今日はタイミングだって思って｡勿

論狙って,(企画書を)用意してたんだけど,今日しかないって狙って,全体会議終えた後,

社長室にいきなりダイレクトに行って｡(社長と懇意にしてたという事ですか?)うーんと,

そんなに直接何度もって事はないんですけれども,何かの機会に多少なりとも (接点は)あ

って｡そんなにご存知ではないかもしれないけれどもってのはあったけれども,とりあえず,

もう (企画書を)出しに行くっきゃないでしょって｡そう,その直前に,Q社社長をはじめ
多くの社員が出向していた合同事業会社から (Q社が撤退する際,個々の社員は残るか戻る

かという)転籍を迫られた時期で,その時の上司が計らって,社長が直接説明してくれる機

会を設けてくれたのね｡(飲み会の席で企画書について)酔っ払ってて勢いで言ったらしく,

(上司が)｢M,お前,アレンジしておけ｣って｡それを私は素直にタワゴトを聞いて｡(社

長から撤退の話の詳細をしてもらう機会があり社長と)小さい部屋で顔合わせはしてたから,

(企画書を)持って行く近々 (のタイミング)で｡だから,それもあって (そういう思い切

った行動ができたの)かな｡あと,ある幹部役員の下で働いてたから,すごい心配されてた

し｡ちょうど,出しに行った時もその役員さんが居て｡お前なんだそれ?って｡出しちゃえ

って (思って企画書を社長に出した)0 (先ほどお話して頂いたように,出向先の仕事は自分

がしたかった事と,ちょっと違うなということで Q社に戻ったというお話でしたが,迫』_
もと_もと入社したQ社では何がしたかったのですか?)それは本当に実を言うと,ただ里長

商品を扱うんじゃなくて,メディアミックスで,生の商品を提供したいと｡もともと店が好

きだったってのもあったんですけれども,生で感じられるエンターテインメントに魅力を感

じてて,それを扱ってるところではあるけれども,生ではないので,本当に大切なのは生な

んじゃないかoだから,(従来とは異なる)旗店という環境の中であれば出来るんじゃなじむ

と思って｡ 入社4年目M さん
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結果としてその企画は通らなかった｡しかし彼女はQ社退社後,同社で知り合った幹部

社員と共同で起業し,その時の企画書を基にした店舗を出店し経営している｡新しい店の

中で,新しい売り場を企画し提供した彼女の行動は,組織の一部を作り出そうとしたとい

う意味で,組織レベルでの組織個人化行動の例である｡

以上のように様々なレベルで組織個人化が行われていたが,キャリア初期の成員を対象

としたためか,職務レベルでの組織個人化が目立った｡

7.3.2社会化過程から生じる組織個人化の促進要因

前項は,組織の成員になるために,ただ学習をするだけはなく,様々なレベルで変化を

もたらす組織個人化行動の例を挙げた｡

では,こうした行動は,組織社会化のプロセスにおける,どのような要因によって引き

起こされていくのであろうか｡ここでは,組織社会化の過程で形成されたと考えられる個

人要因を紹介し説明を加える｡

7.3.2.1成果による発言権の認識

通常,新入社員がいきなり何らかの変化をもたらす事は難しい｡その理由の一つは,自

分がまだ一人前ではないという思いに起因する｡入社当初の社員は会社に対して引け目を

持っていた｡自分はまだ仕事が出来ない存在であるということを認識しているからである｡

(この会社の一員になったなと感じた経験はありましたか?)ないですね,僕は｡実際,や

っぱり,営業として動いている中で,自分で-から十までやったっていう案件がないんで,
やっぱり人から助けられてっていう部分があって,正直,まだ会社に食わせてもらってるっ

て意識が強いんで,ちょっとその,一員というかこの会社に貢献できているって言う部分蚕
ないんで｡(なるほど,じゃあ自分で-から十まで全部セッティングできて,それが一員に?)

まあ,そういう風に感じるのかなって今の時点で思ってるんですけれどもね0

入社2年目W 氏

(入って会社の一員になったな,みたいな感覚はありますか?)はあー- - ･今のとこ

ろそういった実感はないですね｡つていうのは,会社の中で何か結果を残したら,そういう

ことになるのかな,とは思うんですけどね｡まだ自信を持ってそういうふうに言える卿蛙
やないですね｡やっぱり,一店舗売って,そういう瞬間に思うのかもしんないですね｡(中略)

一店舗売ってみたら,みたいな｡ 新入社員Ⅴ氏
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しかし,何らかの成果を挙げられるようになると,これに伴って,会社に対しても働き

かけを行っても良いと感知するようになる｡

(自分がこの会社の一員になったなとゆう風に思った経験はありますか?)やっぱ り二番最
初の契約じゃないですかね｡確かあれが直営の店が売却,それができた時じゃないですかね｡

(中略)まあ,あの,それまではそこそこ契約に近いところまで行くけれども流れたりだと

かで,ごく潰し状態だったんですけれども,おそらく年間,俺一人にかかる人件費は,福利

厚生含めたら相当な金額になっていたであろうと｡言う中で,入社二年目か三年目に,ちょ

うど会社もキャッシュが欲しいって時に,4億5千万円,キャッシュで売れたので,一応こ

れで,今までごく潰し出来た分くらいは,ノシつけて返せたかなと,言う感じを受けたんで｡

それがそういう,まあ,なんとかこれからは言いたいことも少しは言わせてもらおうかいな

と,V､うような感じになったような気がします｡ 入社7年目U氏

当初は引け目を感じているため,何かを言うことは難しい｡しかし成果を出した上でな

らば,自分の思いを表に出して良いと感じるようになる｡組織社会化の過程において成果

を出すということが,成員感覚を養うと同時に,組織個人化の素地になっていると考えら

れる｡

7.3.2.2現状問題点の把握

現状に変化をもたらすためには,まず現状を知り,何が問題であるのかを知る必要があ

る｡現状,そしてその問題点を組織社会化の過程において学習することが組織個人化の与

件となる｡

Lさんは,当初まず,仕事の現状を知ることを心がけた｡しかし次第にその効率の悪さ,

作業量の多さを問題視するようになる｡

いや,最初は,いつもそうなんですけど,憤れるまでに半年かかる,タイプ的に遅いんで｡

事態を把握するのに時間カきかかるから｡入ってすぐにこんなんじゃない .Tって言えないじゃ
ないですかハで.-イ本自分がやってることってなんなんだろって,こう同りをぐるぐるする

のに,多分二年はかかってるから｡で,それから感じ出して,それからですね｡(中略)これ

じゃいかん,なんで商品発注の担当者とこんなに電話せなあかんねんと｡(中略)こんなに作

割出えてたら.や一日こいことなんてででき加･､って言う思い.Iが.1強くなったのがこのへん,だ

から3年,(4年目前ぐらい)そうそう｡つていう怒りが,発注業務全体に･･おきましたよ
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追,その頃に.(中略)商品に関する発注業務がとにかく作業だらけでムカついたんですよO
で,そこから作業量を減らすことを考え始めた｡(中略)発注の部分を省力化してシステム化

できないかなって思ってて｡ 入社6年目しさん

こうした問題意識から,後に彼女は商品発注業務を簡略化した,自動発注システムを作

る中心人物の一人になる｡そのシステムによって,全社で行われている発注業務が一定自

動化されるようになる｡このような部門,ないし組織レベルの組織個人化が行われる背景

には,作業量が多すぎるという問題意識がある｡こうした問題意識は日々の仕事経験の中

から生じる｡つまり仕事を通じた学習が,与件になっているのである｡

7.3.2.3業務における余裕

しかしいくら問題点が把握されても,それを解決するためには幾つかのハー ドルが存在

する｡その一つは,時間的,能力的な余裕である｡目前の仕事で時間も労力も使い切って

しまうのでは,組織個人化を行うことはできない｡

(自分の職務,商品発注の職責を,どのようにお考えですか?)非常に大きいですよね｡(中

略)非常に大きいんですけれど,今ちょっとですね,ある程度の部分は誰がやっても同じで,

職責は大きいんですけれど,いまいち成果も｡それで褒められることもなければ,突っ込ま

れることもなく｡ただただ作業っていう部分が非常に大きいですね｡それを突き抜けた部分

で,ちょっと,自分なりにやれる部分はあるんですけれども,その作業部分が大半を占めて

いているので,あんまり喜びもなければ,あんまりつらい部分も,ないみたいな｡(中略)例

えばSVって仕事はなくてもお店は動くんですね｡それはSVがプラス･アルファの仕事を
しているから｡ですけれども,それを商品発注の話にすると,この仕事がなくなったら商品

が入らなくなるのでお店が動かなくなってしまうんですね｡だから発注担当者がいなくなっ

たら,お店が止まってしまうという,マイナスの部分を我々がいることで,ゼロに上げてい

る｡それが今の基本的な仕事なんですけれども (中略)その通常の業務も大きいので,プラ
ス･アルファの部分になかなか手が出せないと｡そうなると,自分でやってるって感じがし

ないので,あんまり面白くないなと｡いう感じですね｡
入社3年目S氏

プラス ･アルファをすることが仕事の面白みに繋がると理解してはいる｡しかし,業務

の煩雑さにそこまで手が回らないと言うのである｡それは管理する側からもある程度把握

されている｡以下は経験の浅い発注担当者を部下に持つJ氏のコメントである｡
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これが今一番,頭を悩めてます.彼らの仕事のキャパが,今は発注だったりとか,その店舗
とのコミュニケーションとかで,もうほとんど一日終わってる状況なんで,目の前の仕事で

一杯一杯になってると｡そういう中で,新しい負荷 (指示されたことに自分なりのプラス･

アルファを付けて返して欲しいというJ氏の要望)をかけていくと,今でも (彼らは)一日
15時間ぐらい働いているから,できるかな?みたいな｡今はある程度,今の業務を,もう少

しきちんと,早く効率的にできるようにと｡
入社7年目J2氏

他の部署においても事は同様である｡以下は, 店から上がって来る依頼に対応するとい

う仕事スタイルを持つ部門に,外に出て営業活動を行 うスタイルを導入し,入社 3年目に

して売り上げN0.1を達成 したG氏のコメントである｡

その,外回り,SVとくっ付いて,ニーズを商品部に上げたりとかすること自体も (その部
署では)新鮮やったらしいねん｡(やり方も?)うん｡で,本社の地域って出店多いやん?だ

から (そのための手配で忙しく)もうホント (その地域の担当者は外に)出られ-んってい

うのもあった｡新店業務に追われて｡

入社4年目G氏

逆に言えば,彼の担当した地域は,他の社員と比較して,そうした新店のための準備業

務がなく,仕事も暇であった｡

当時はね｡もちろん同僚は新店業務があったっていうのもあったし,上司も九州の方見てた

りとかしてたし,向こうの新店業務とか四国の新店とかやってたし｡で,俺だけ新店なかっ

てO‥_だから自分の仕事作るために見てまわる｡そしたらいっぱい仕事が出てくんのよ｡こん
なんしたいって (いう店からの要望が)｡チラシを作りたいって (店が)言ったら,うちで

やらしてくださいよって｡(中略)みたいな話になって｡-クライアントずつ見てまわって

いく,みたいな｡
入社4年目G氏

｢することがない｣状態であった G氏は,お店を見て周って仕事を見つけ出した｡しか

し現業に忙しい他の社員からは,そうした発想が出てこない｡

前出の商品発注担当の場合は忙しさのために役割以上のことができない｡後者の場合,

他の社員は,新しい何かをする必要がなかったが,G氏は暇な現状を何とかしようとして
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新しいアクションを起こした｡それは前出の ｢現状-の問題点の把握｣から生じたもので

あるとも言える｡しかしこの場合においても,ある程度の余裕があったからこそ,新しい

何かが生まれてきたと言える｡

こうした余裕が始めから存在したG氏のようなケースも存在する｡しかし組織社会化と

いう文脈から検討すると,先に挙げた J2氏の発言が参考になる｡つまり職務に熟達する

こと,早く仕事を遂行できるようになるということが,プラス ･アルファを行うための余

裕を生み出す第一歩であると思われる｡

7.3.2.4現業以外の知識

発言が許される立場になり,現状の問題点を把握し,変化を主導するための余力が見出

せたとしても,組織個人化の遂行に十分ではない｡特に,何らかの問題解決を行うために

は,どうしても一定の知識が必要になる｡

今回のケースでは,学校で得た専門知識,あるいは他部署で得た手法を応用するパター

ンが見出された｡

例えば,先に商品発注システムを開発したLさんには,そうしたシステムを実際に作り

上げるスキルや知識はなかった｡しかし,そうした知識を持ち,実際にそのシステムのプ

ロトタイプ的なものを作っていた同期の社員が存在したのである｡

α君知ってます?彼も商品発注担当だったんですよ｡私,昔から発注の部分を省力化してシ

ステム化できないかなって思ってて｡(中略)ただ私そういうスキルもないし,数学的脳みそ

もないんですよ｡文学部出身だし.,だから関った,なって思ってたら,どうもlく首がボタン.一

個 (押すだけで済む)発注をやってたらしいんですよ｡当晩 自分の中でエクセル組んで｡

彼は発注担当者でそういう感覚しか持ってないけど,彼に来てもらおうって｡彼を商品部に

呼んだんですよ｡(彼がそういうことやってるのはどうして分かったんですか?)商品発注の

担当者と私の職種ってすごい電話するんですね.｢これもうちょっと数増やして｣とかoそう

いう時に彼は ｢いえ,このぐらいの商圏で,こうだとこのぐらいだから,これ以上やると店

が損します｣ってすごい言ってて｡当時はすごいムカついたんですよ｡なんだ,訳わかんな

い数字出してきて,この男 !と思ってたんですけれど｡だけど,そういえば彼ってそういう

のやってたなって｡最初に彼が持ってたエクセルを送ってもらってたんですよ｡で,ジーと

見てて,結構使えそうだなって思ったんですよOでもエクセルだけじゃ出来ない部分って一

杯あるから,ちょっと時間をかけて開発しなくちやいけないって思ったけど,とりあえずこ

ういうことを作ろうと,作れる思考の持ち主だからイケるかもって思って｡上司にα君を来
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年呼んで下さいってお願いして,α君に商品部に来てもらったんですよ｡で,そっから一年

間,α君とシステム作ってて｡

入社6年目しさん

こうした数学的な素養が,商品発注の仕事そのものをなくしてしまうことを目標とした

彼女の組織個人化 (特に役割革新行動)には不可欠であったと思われる｡

次に他部署での知識を生かした内容革新 (役割目標は受け入れ,その方法に工夫を凝ら

す行動)の例を挙げる｡第一のケースは比較的経験の浅い SVの発想であり,第二のケー

スは,ベテラン SVの発想,第三のケースは,経験は第-のケースと同程度だが,他部署

の知識を流用したSVの発想である｡

若手SVのケース

(今のお仕事のメインで一番重要な仕事は何になりますか?)重要な仕事,やはり売り上げの

良いお店と悪いお店がありますから,(売り上げが)良いお店のどこが良いのか,悪いお店の

どこがいけないのかっていうところをしっかり分かるようにして,良いところは全て真似し

ても_与 うし,悪いところは全て修正して真似しないようにしてさせるってところで,問題分
析や問題解決という部分は僕らのやってる職種に関しては,必要とされるのではないかと｡

入社 6年目Ⅹ氏(SV歴 1年半)

ベテランSVのケース

多分,今これは,新人の SVになった人にも言えることだけれど,最初はなかなか大きい提

案はできない｡あの,やっぱりその,売り場をこうしましょう,人のマネジメントをこうし

きしょうってノ_卿 出来るかっていうことから最初は入っていくから｡
なかなかこう,大きな提案って (出来ない)0(大きな提案以外の働きかけは)継続的にやる
と一年後には成果が出るんだけど,なかなかこう,目に見えて売上げ 120%っていう風には
ならない｡だから,やっぱりね,管理者から ｢こういうの提案してこい｣って言われて,じ

ゃあやりましょうかって｡で,段々段々,こういうのをやることによって,ああいうのやり

ましょうっていう提案ができたりだとか,そういう風になっていく｡今のSVなんかも見て

たら-

こういうもっ_とこう,マクロな分,でマグ_ロな提案でお金使わなくちゃいかんって場合は,

提案_しなきゃあかんっていう話はしている｡
入社9年目E氏(SV歴 5年以上)

他部署経験者のケース

ずっとSV畑でやってる方は,お店でやってることが全てなんですけれども,_出店 (をヰろ
部門の)側からいうと (店舗の売上げの)7割8割は立地で決まっちゃうというところがあ

ると｡で7割8割立地で決まるよと,というのは確かにその通りで,SV をやりながら物件
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に対し,いかにどういう手法を,どういう導線であったり商圏であったり,年齢別に,どれ
ぐらいの年齢がどれだけいて,それに響く販促を打ったりとか,そう言ったところで細かな

メンテナンスができたと｡SVとして｡耳あ (出店業務を知った上でSVを行った)相乗効果
で

と､この人件費率は適正.ですかとか 盲信は適正ですかとか.青侍が適正で畑月日ゴ大志ん

ところにいって賃料交渉してたと｡ということも全く違うし｡

入社6年目B氏(SV歴1年出店歴4年)

若手SVが強調するのは,ベテランSVが言う ｢継続的にやって成果が出る｣仕事であ

るが,ベテランは大きな成果 (売り上げ前年比)を出すための大胆な提案を強調している｡

一方,主に出店部門を経験してSVに就いたB氏のケースでは,家賃などの経費カット

の部分に言及があった｡SV を中心とした経歴を持つ者に,そうした視点がないわけでは

ないであろうが,少なくとも力点は異なっている｡

それは,店の指導を中心としたSVの知識体系と,出店をする上でどこに,どういった

条件で,どういう店を出すべきかを中心とした出店担当者の知識体系が異なるところから

生じている｡B氏の内容革新的な行動は,他部署で得た知識がその源泉となっている｡従

って,組織社会化という文脈で注目されるのは後者である｡複数の部門での学習,つまり

継続的な組織社会化の結果得た職務知識が,組織個人化行動の与件になっているのである｡

7.3.2.5自分の意思

これまで挙げてきた全てのケースで見え隠れしているが,しかし明確には言及されてこ

なかった組織個人化の最重要要因は,意思である｡ものを言ってよい立場であっても,そ

の意思がない場合は,現状は変わらない｡問題点を把握しながら,それを黙認してしまう

場合もある｡余裕があってもその余裕をどう使うかは個人の意志の問題であるし,それは

知識についても同様である｡

今の仕事を含む現状をこうしたい (欲求),これが出来る (能力),こうあるべきだ (価

値観)といった自己認識に基づく個々の意思が,組織個人化の与件になっている｡この意

思を強い形で表現しているのは発注システムを構築したLさんであるO会社という枠組み
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の中でも,何とかして自分のや りたい仕事をしたい,そのための環境を作りたいという意

思がそこにはある｡

ちゃんともっと,この業界の裾野を広げてあげる,広げていきたいって思いがあるけど,(会

社の目標は)そんなことじゃなくて,売上高を上げる事が当然目標だから｡(中略 :そういう

圧力は)無視してましたけど｡でも無視してもどうにもならないじゃないですか,結局｡無

視してやってもトップの方向性だから,結局最後にはつぶされちゃうでしょ｡(中略 :理想の

仕事,やりたい仕事を必ずしも)出来る環境ではなかったと思いますね｡自分はやり続けて

はいましたけど,その,出来ることってあるから｡その中ではやり続けてきたっもりだけど,

ストレスなくそれが出来る環境を作ってあげないといけないよなって｡この仕事やりたい人

の思いってみんな同じだと思うんですよ,そういう｡もっといい商品があるからみんなに利

用してもらいたい｡(中略)だからやろうと思えば小さくはできる｡そういうストレスはあり

ますよね｡だから今 (同じ仕事を)やってる人とたちがツマンナイって思うところはそこだ

と思うんですよ,売り上げ上げるためとか,あとはもう,意味の分からない作業に押されて,

本当にやりたいことにいけない｡(中略)結局,私にはどうにかして (煩雑で膨大な)発注担

当者の業務をゼロにしたい気持ちがあるから｡(一緒にシステムを開発している)α君は ｢こ

こまで出来れば十分じゃないですか｣って言うわけ｡だけど｢私が目指してるのはここなの !｣

って,すごい無理難題を彼に言ったんですよ｡その,全ての発注業務をそこで完結しなくち

やいけない｡システム的に完結してくれって言い続けてたから｡彼は大変だったと思う｡(中

略)一人だったら多分作り上げる力はなくて｡ある意味,役員とか説得していくとなると私

が得意だし｡だからね,いいバディだったの｡ 入社6年目しさん

二人三脚で成 し遂げた新システムの構築であったものの,そこにLさんの強い意志があ

ったことが理解される｡このような意識の原石は,彼女が元来持ち合わせていたものであ

るかもしれない｡ しかし,それが仕事経験を通じて,解決しなくてはいけない,何とかし

たいとい う意思-と強化,形成されていったように思われる｡

7.3.3組織個人化の環境要因

前項では,主に組織個人化を行 う個人の内的な要因に注目し,組織社会化過程との関連

において考察し記述してきた｡ここでは組織個人化が可能になる環境的あるいはマネジリ

アルな組織個人化の促進要因について,やはり組織社会化の文脈と関連付けて議論する｡

7.3.3.1任せてくれる上司

前項の最後でLさんが言及 したように,会社の方針と対立する場合ですら,個人の意思
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を通す余地は多少なりとも存在する｡しかし,自己裁量の範囲が広いほど,それが容易に

なることは間違いない｡

まあ発注担当の仕事は辛かったけど,総務に移ったら上司が放任やから,㈱ こ,ま

あアカンことはアカンて榊 やらせてくれたし｡ちっちゃい
会社ってさ,すごく総務って未熟な分野で,自分の好きな風にやらせてくれるやん｡大企業

って,もう決まってるから,もう｡決まってるから,決まった枠内でしか仕事でき-んけど,

特に総務なんか,人少なかったからQ社.
し｡よっぽどじゃない限りな｡すごいそれが楽しかって｡うん,自分のセンスを活かせるっ

ていうか,センス悪かったら最悪やねんけど｡うん,だから私はすごい総務楽しかってさ｡

特に後輩一人で (後輩はまだ戦力になっていないから,自分が中心になって)支店の面倒見

てて,今まで嫌いで全部上司に押し付けてた仕事も,みんな見なあかんくなって｡そういう

の嫌やったけど,あ,でも,やれば出来るんやわ,とか｡(中略)で,ここ,もうちょっとこ

う変えたらええんちゃうかなって思ってやってみたら ｢これいいわ｣とか言われたら嬉しい

やんか｡ほんなら今度ここやってみよかって気にもなるし,すごい総務が楽しくって｡

入社4年目Dさん

自分のアイデアが即実行できる環境で,内発的に動機付けられた姿が鮮明に語られてい

る｡また前出のG氏も,外に出て行くスタイルが可能になった背景に,それを許す上司の

存在があった｡

あれやりたい,これやりたいって言ったら,やらしてくれた｡あの部門って｡やりたいです

ってo

やあ,とりあえずやってみ｣って言って｡で言われて,で俺,お店にも行くようになってん｡
svについて｡スーツ,ネクタイで｡(それも行っていいかっていう感じで?) うん｡｢出た
いんですけど｣って｡｢うん,いいよ｣つって｡社内の仕事が俺になかったっていうのもあん

ねんけどねO 入社4年目G氏

本人の希望を尊重 した結果,後述する新しい営業のスタイルが確立され,高いパフォー

マンスを発揮するようになるのである｡

7.3.3.2ボ トムアップ型のマネジメント

自分の特性を出しやすい雰囲気,意見を提出しやすい職場もまた,自分の意思を反映さ

せる組織個人化にとってプラスに働く要因である｡

(職場で何か悩むことはありますか?)職場｡この支店ではあんまりないですね｡こっちに

194



来てからはないというか,すごいノビノビさせてもらってるというか｡すごい生意気にさせ

てもらってるというか｡(逆に前の支店では大変でしたか?)別にそんなに大変とは思ってな

かったんですが,自分の意見は言い辛いって言うのはあったんで｡こっちに来て前の支店の

居心地,思い返すと自分の意見が言いにくいなって思いますけど,その時はそんな苦労とは

考えてなかったです｡(こっちと比べると,ということですか?)そうですね｡ホントにまだ
入って一年目じゃないですか｡だからこれが当たり前なんだって自分の中で思い込んでいた

部分があって｡他と比較しようがないんで,思い込んでいた部分があるんで,それで突っ走

ってたって言う部分が｡そんな我慢することでもないし,これが社会人として当然,求めら

れるべきところだからって思ってたんですけれども｡こっちに来て全然感じが違ったんで,

こういう所もあるんだと｡じゃあ,もうちょっと自分を出してみようかなって感じはあった

んですね｡(中略)こちらに移ってきて思ったのは,その,(中略)前の支店,今の支店って

僕はその二つしか知らないんですけれど,支店によって全然,なんて言うんですか,違うな

と｡思いましたね｡その,一番簡単なところで言ったら,人とのコミュニケーションの仕方

だとか,つてところで,前の支店はすごい, トップダウン的なところがあったんで,上から

下-,それを本当に遂行すると,任務,職務を遂行すると｡いう部分がイメージ的には強か

ったんですけれども,実際に,2年目っていうところで,ある程度自分の意思も出てきたっ

てところで,仕事に対して,それを支店長に上げて,それをある程度反映してもらえる｡(中

略)-年目の僕から見たイメージですよ｡実際には見えてないかもしれないですけどね｡(こ

っちに来てからはお互いに近い感じ｡お互いに意見も言いやすい?)そうですね,僕から見

てそういうイメージですね｡例えば僕が前の支店にいて2年目っていう位置づけだとして,

果たして僕の意見をここまで吸い上げてくれるもらえるか,すごい疑問な部分はあるんで｡

入社2年目W 氏

自分なりの考え方が出てきたとしても,それを表出しやすい環境とそうでない環境があ

ると認識されていることは明白である｡

7.3.3.3組織個人化を行う役割モデル

組織社会化の過程は,社会的な相互作用の過程である｡社会化のエージェン トとして,

とりわけ大きな役割を果たすのは,上司である｡以下は,社内の問題点を実際に解決して

いく姿勢を持った上司から,自分の行動を改め,変えるべきものは変えてみようという姿

勢-と変化した,つまり組織個人化の態勢が形成されたことを示すコメン トである｡

(問題点は分かっても)ただそこで終わっちゃうのがほとんどの人かなと｡(中略)みんなが,

おかしな,おかしいなって言うけれど,行動する人がいない中で,行動する人だという,と

主ろが,ま,尊敬できますし,世の中からいうとみんなが高いと思ってることを,低くしよ

うとまあそれは正論ですわねoそれをやろうとするところですね,一番は｡全てがそんな感
じだったもんですから,再三,申請ルー トおかしいね,ということだったら申請ルー ト変え

る上ゎ,いうことがあったりと｡なんか文句言う人は多い中で,行動に移す人が少ない中で,
移すことができる人だったと｡(自分もこう風に,そのようになりたいなという感じですか｡

それとも?)いや,そういう風になりたいなというよりは,うーん,なりたいというよりは,
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今ま_での自分をちょっと反省したと｡文句を言うのは言ってましたけども別にそれに対して,
こうしようこうした方がいいのにな,とまでは言いましたけれども,やろうとしなかった自

分が確かに居るなと｡そういうところで,こういう人になろうという訳ではないですけれど

も,大きく反省して,ま,動かしたら変わるんやんっていう,ことが分かったってのが現実

で,それならば動かしてみようかなっていう,う封寺ちにはなったと｡
入社6年目B氏

問題解決の姿勢を持ち,そして実際にアクションを起こして解決する上司の姿から姿勢

を改めたB氏の姿が理解される｡彼のインタビューから理解されるように,そうしたモデ

ルは多くはないと予想されるが,そうした役割モデルの存在も,組織個人化行動に正の作

用を及ぼすと思われる｡

7.3.4組織個人化の帰結

ここでは,入社が浅い段階でさえ,とりわけ多くの組織個人化行動について言及してい

たG氏の事例を通じて,これまでの発見事実を整理する｡その上で組織個人化がもたらし

た結果について言及する｡

G氏の初配属先は直営店であった｡ここでの仕事は忙しく,当初は仕事を覚えることで

手が一杯であった｡しかし次第に売り場をこうしたい,という思いが出てくる｡

(最初の仕事はどうでしたか?)忙しかったし,記憶にない,もう｡忙しかった｡忙殺やっ

た｡(ひたすら?)ひたすら｡もう流れ作業的な部分で,考えようとせえ-んかってん｡(ハ

ードすぎて考える気がなかった?)考えてる余裕がなかったカ吟 ｡考えて仕乳 確かに仕事,

そりゃ考えるよ｡この時間何しなあかんとか｡そりゃ考えるんだけど,もっとその先にある

もの,つていうのを考えられ-んかった｡余裕がなかったかなあ- (余裕がなかったのはど

ういうところから?)

し_やってみて,卿 ったからな,ほんまに｡(最初に入った仕事を覚えるってい
うのと,本当に忙しいってのがあって,もうとても,じゃあこの次どうするとか考えられな

かった?)四月,五月っていう郷 ,(売り場の)コーナーを作
りたいなとかっていうのは,そのうち出てきた｡

仕事に慣れることで考える余裕が生じ,売り場をこうしたいという思いが出てきたとい

う｡しかし,それは簡単に実行できたわけではなかった｡
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店は ｢こういうコーナー作りたいんです｣って言った時に,｢じゃこれで売上なんば,この棚
を使って,お前なんば見込むの?｣みたいな｡｢考えてない?そんなんできるか !それやった

ら思いつきやんけ!｣みたいに言われて,シュンってなって｡

思いつきだけでは自分の思いを形に出来ない｡それをするためには,費用がいくらかか

り,時間がどのくらいかかり,どのくらいの売り上げが見込め,回収可能なのかについて

も考えなければならなかった｡

こうした学習をするなどして数ヶ月を店舗で過ごした後,G氏はある部門の営業-と配

属される｡そこでの営業は伝統的に事務所での対応を基本としていた｡しかし担当したェ

リアには仕事もなく,必ずしも自分が事務所にいる必要はないということを自覚する｡そ

こで上司に願い出て顧客にあたる店舗を知ろうと店を見て回る｡すると,本来あるはずの

ビジネスの機会が,他社に流れている事が判明した｡

問い合わせ-の対応とか,そんなん正直,誰でもできる仕事やと思うねんやんか｡(中略)営

業事務の女の人もいるわけやから,それは出来ると｡(中略)で,俺が事務所におらんでも,

もう出来るやんっていうのに気付いたt,そういうシステムがホンマはあんねん｡じゃ旦俺

が営業部で何ができるかな,俺にしかできな岬 やりたい

っていうのがあったから,｢外出ます十みたいな｡で,｢SVについて,店をまわりますO｣最

初やからね｡(中略)ついてまわって,たぶんあれは一年目のうちやな｡SVと一緒に店主お
って,店の現状,大型店とやっぱ全然違ってたし｡(中略)新人やしさ,卿
お店の現状も知らなあかんLSVの仕事も知らなあかん｡(自社の外と中とを)そうそうそう｡
でも,外と中を,__この-年目でその後里で,三ヶ月だけでわかったのがもq)すこく役に_立っ
た｡

こうして現状を知るという行動は,後の成果に,そしてこれまでにない営業の方法とし

て部門中で普及していくことになる｡例えば彼は,新しい商品処理方式を導入する上で必

要な備品を,当時としては例がない規模 (2万個)で一度にある店に導入し売り上げを上

げることに成功する｡そしてその際に彼が行ったアプローチは,部署内で共有されていく

のである｡

商品処理機を導入してもらうのに,投資回収みたいなん作って,やってあげてんやんか｡売

上と,人件費こんなにかかってて,で導入するとこんだけになって｡初期費用でこんだけか

かるけど,それに対する作業が何時間かかってっていうのを作って,投資回収で,ま,一年
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以内に回収できますよって｡(中略)で,11ケ月目からの (浮いた)人件費も利益になるん

で,なんなりと使ってもらえますから,導入しませんかって｡御社みたいな売上のある店は

絶対その方がいいですよっていう,投資回収を作って｡で,それを社内の経理の方に見ても

らって｡で,プレゼンLに行ってんやんか｡それが二年目｡(その店に入れようと思ったのは
何か理由が?)

目

串埠がやってますよって言ったら,他店もやってくれろんちゃうかなって｡そこさえ押さえ
たら｡CM効果じゃないけど,あると思った｡(中略 :入社 2年目の自分が)いきなり導入
やって,結構話題になったっていうか,ほめられたっていうか.(中略),k､きなりそんな_ん全

部入れ替えるような店な_んかなかったからO(中略)その資料を,〔どんなんしたん,お前?｣
って (他の営業マンに)言われて ｢ああ,(その資料)ありますよ｣って,結局回覧された,

俺の知らんところで回覧された｡(中略)結局それを叩き台に,他の営業部の人たちが資料作
って,口説いていけるようなツールになった｡

新しい備品の導入にかかる費用とその回収計画は,店舗勤務の際に学んだものであり,

彼にとっては当り前のアプローチであった｡しかし当時の営業社員の中には店舗経験を持

ったものがおらず,彼のアプローチ法は新鮮に映った｡

俺の中では,みんなそういうことをやってると思っててん｡ま,やってる人もいはるとは思

うけど新鮮やったらしくって｡その,外回りがしたい,SVとくっついて,(店の)ニーズを
商品部に上げたりとかすること自体も- ･新鮮やったらしいねん｡(中略)営業部のシステ

ム自体が変わったんもあんねんけど,(そういうやり方をする自分が)結構評価されるように

なってったんやね｡それで調子に乗って色々やったな,合同チラシとか｡

店舗で学んだ手法を営業部に持ち込んで提案書を作成したこと,仕事がないので外回り

をした結果,外に出て売り上げを稼ぐなど,彼の営業手法が認められるようになる｡自信

をつけた彼は次の企画も実行する｡近隣の店舗同士で同じ販促チラシを使 うことで,その

コストダウンを計ったのである｡

(お店を回る中で)販促用チラシの発注を色々な店から受けて,もったいないなと思った｡

それぞれ(の店がカバーしている商圏)エリアも内容も似たり寄ったりのところがあるから,

(個別の店でやるのではなくて)合同でやったら,印刷枚数は増えるし,コストも抑えれる

し,それってお店も助かるんちゃうかなって｡つていう中で,その合同企画,で,ゴールデ

ンウイーク前にやりませんか?っていう話を持ちかけてさ｡(中略)そこからきっとゴールデ

ンウイーク前のチラシやるの,Q社で定番なったんちゃ うかなO

こうした結果,彼が提案した新しい手法は,部門内の社員に共有され,そして全社的に
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も定番の手法になっていく｡内容革新による組織個人化の成功が,自信を生み,次の試み

を生み出していった｡組織個人化行動は,その成功を通じて次なる個人化行動をもたらす

のである｡そして有効なものは慣習化し,他の成員に共有されていく｡つまり組織社会化

によって伝えられるのである｡次なる社会化サイクルの発生が,組織個人化の帰結として

指摘される｡

7.3.5組織個人化に至らない場合

これまでは,組織社会化の過程から,組織個人化が生じるケースに注目してきた｡しか

し,必ずしも組織個人化が生じない場合もある｡

組織個人化は基本的に,自分の意思を通すため,今ある環境に働きかけを行うことであ

る｡しかし,自分の意思を通す方法は,環境に働きかけるだけではない｡自分の意に沿っ

た新しい環境を求めることも出来るのである｡組織内であれば異動の働きかけなどが可能

であるが,極端な場合には離転職も生じさせる｡

(お辞めになる動機を説明するとしたら?)この会社にいても,自分の成長もないかなと｡

会社からの評価,会社の評価制度と脚 ､んだなと思って｡ま,∵文句言うん空
ったら,自分で変えていくか,辞めるかどっtl.'がだなって思ってOはい.̂ま､他にもやLつた

いことがあったんでO 入社6年目Ⅹ氏

自身と会社との適合を図る方法は,組織個人化ばかりではない｡会社を辞めて,より自

分にあった場所を求めることも可能である｡従って,先に挙げた要因があっても,組織個

人化が生じるためには組織や所属集団に対する高いコミットメントや,あるいは意思を通

すための代替案が組織個人化以外にない,ということも作用する｡これらはモデレ一夕的

に作用するのではないかと考えられる｡

5番目に挙げた ｢自分の意思｣が,自分の欲求や価値観あるいは能力が把握されたうえ

で目指される目標を形成するのに対し,ここで挙げた要因は,その具体的方法が,環境か

ら退くか,あるいは環境を開発するのかを左右する要因である｡
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7.3.6分析結果の要約

Q社の若手従業員の中に見られた職務,集団,及び組織レベルでの組織個人化行動につ

いて概観した｡組織社会化の過程で獲得された①発言権の認識,仕事の中で学んだ②現状

の問題点,職務の熟達によって得ることができる③余裕,再社会化の過程で学んだ④他部

署での知識,そして仕事を通じて強化 ･形成される⑤個人の意思が,組織個人化の規定要

因として指摘された｡また環境的な促進要因としては,個人に多くを任す上司の存在や,

意見を吸い上げるボトムアップ的な風土,そして個人化の役割モデルが指摘された｡

ただし個人特性に基づいて組織との適合を志向する組織個人化が行われるには,その個

人が,今ある組織環境を選択しなくてはいけない｡つまり組織 (集団)-のコミットメン

ト水準や代替案の有無が,組織個人化に作用しうる｡

こうした組織個人化が行われた結果,新しい慣習が生じ,次なる組織社会化のサイクル

が生じる｡このように考えれば,社会化と個人化は相互補完的に循環するプロセスである

と言えるであろう｡

7.4ディスカッション

7.4.1理論的含意

ここでは,組織個人化の主な要因として,組織社会化のプロセスから生じる個人の内的

要因について考察を加える｡組織社会化は学習と変化のプロセスであるから,組織個人化

が行われるようになるという変化は,何を学習したためであるのか,という観点から発見

事実について検討する｡

第-の要因として挙げられた①発言権の認識は,果たすべき任務の遂行を通じて獲得さ

れると指摘された｡つまり成員として認められる水準のパフォーマンスを上げられる様に

なったという知覚が,自分の意見を出すという,環境-の働きかけの第一歩になっている
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のである｡

組織個人化の環境要因で見たように,委任型の上司の存在や,ボ トムアップ型の雰囲気

といった自分を出しやすい環境というものはあるが,それらは状況依存的な要因であり,

個人,とりわけ新人に選択の余地はあまりない｡従って,環境に恵まれていない場合であ

っても自分を出していくためには,まず一人前になることが重要になる｡Feldman(1977)

であれば課業-のイニシエーションと表現するかもしれない｡

最近の研究動向に沿って,個人特性的に表現するのであれば,自己効力感つまり ｢任せ

られた仕事を達成するのに必要な一連の行動を組織化し実行できるという能力についての

判断 (Bandura,1986;p.391)｣の獲得と言うことも可能であろう｡

自己効力感が低い者は,制度的社会化戦術の作用によって,より一層,保持的反応を示

すということが示されている (Jones,1986)｡また Saks(1995)によれば自己効力感の

水準が低い新人は,高い自己効力感の個人よりも,訓練によって最終的な対処能力や業績

が高くなるという｡これらの知見が意味するのは,最初の段階では自分の能力の低さを自

覚しているほうが,多くを吸収し影響を受けやすいこと,その結果として高いパフォーマ

ンスを生み出しうるということである｡下積み時代に自身の無力さを自覚しながら多くを

学ぶことが,結果として自己効力感を向上させ,自身を取り巻く組織環境を変えられる力

の源泉になると考えられる｡

組織個人化のための第二の要因として挙げられた②現状の問題点について重要なのは,

それをどの程度問題視するのかということである｡それによって,個人化のあり方も変わ

るように思われる｡

本来こうあるべき,こうしたいという個人の考え,あるいは何らかの期待は,問題を知

覚する上での重要な基準になると思われる｡一般に,危機や不満,緊張といった外的スト

レスは個人を動かしめる刺激の前提条件と考えられている｡March&SilnOn(1958)は,

現状-の不満が改善案を探す動機であり,満足な結果が得られることで,そういった探索

行動が停止されると考えた｡このような意味では,入社時点で持っていた理想や期待は,
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一方で幻滅感を生み出し,離職の原因にもなるが (Wanous,1980),他方では,自分の理

想を実現するために環境を変えるという動機にもなる｡

従って不満があったとしても,それを抱えながら,何とか解決するという姿勢が,組織

個人化には重要であろう｡不満を持ちながらもそれを解決しようとする個人-の成長が組

織個人化の与件となる｡それは Schein(1968)が言う創造的個人主義である｡期待が満

たされないから辞めてしまう,そういうものだと諦めてしまうという極端な選択は,環境

を変えるという組織個人化の可能性を自ら閉ざすことになりかねない0

第三の要因として指摘された余力の存在は,いわゆるイノベーションのスラック (余剰

資源)として理解可能である｡だぶっいた資源を利用して,新しい何かを生み出すという

考え方である｡

一方,これと対立する考えに,問題解決型のイノベーションがある｡つまりストレッチ

ングな目標設定によってイノベーションを促すという考え方であり,よく言う ｢必要は発

明の母｣といった考え方である｡

これらの考え方を個人レベルの行動において考慮すると,両者は矛盾するというよりも

両立しうる要素であるように思われる｡ストレッチ目標は,現状の改善志向として,個人

の動機レベルで作用する｡自分の期待水準や理想目標とのギャップは個人の行動を動機付

ける｡一方で,実際にアクションを起こすためには,ギャップの埋め方を考える時間や,

通常業務を果たした上で,具体的行動を行うための資源 (労力や時間等)が不可欠になる｡

それを個人レベルで得るための一つの方法には,仕事への熟練があるだろう｡勿論,個人

の役割レベルを超えた組織個人化には,他者のサポー トを得たり,資金的な援助を獲得し

たりするための政治的な働きかけが必要になる｡それらはキャリア初期においても散見さ

れた(例えばシステム開発を行ったLさんの役員-の働きかけやK氏を自部門-呼び寄せ

るための上司への働きかけ)が,より重要になってくるのは,キャリア中期以降ではない

かと推測される｡商品の開発や部門の創設といった組織個人化行動は,ある程度,①の発

言権の認識とも関連するからである｡新入社員にそれが認識できる組織の風土 (環境要因
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における委任やボ トムアップ型管理)はまれであろう｡

次に第四の要因 (④現業以外の知識)について検討する｡ある仕事の問題は,普通,何

らかの慣習の中にある｡つまり既存の枠組みの中に問題がある｡従って,同じ既存の枠内

の知識体系あるいは認識の枠組みでは,解決が難しい場合がある｡そのような場合,他部

署で身に付けた知識やものの見方は,新しい視点を生み出しうる｡ある文脈で当たり前の

知識であっても,別の文脈では盲点になっていることがある｡革新の特徴は,絶対的な新

奇さでは必ずしもなく,ある文脈で普通であることが普通でない文脈に導入されることで

ある (King,1990)｡今回挙がった事例を ｢イノベーション｣とみなすことについては異

論があるにせよ,少なくともその文脈においては革新的,変革的行為であったと言える｡

従って,異動など再社会化のタイミングは,また一方で組織個人化の機会にもなりうる

であろう｡社会化戦術との関連で言えば,役割に至るルー トが特定された規則的戦術,あ

るいはそれがスケジューリングされた固定的戦術よりも,様々なキャリア･パス,タイム ･

スパンを経てある役割-と至るという不規則的かつ変動的な戦術が,役割変革的反応を促

しうるという指摘と一致する (Jones,1986)｡

最後に挙げた⑤個人の意思には,幾つかのあり方が考えられる｡第一は,仕事の中で生

じた不満や問題意識が,環境を変えようという意思に繋がる場合である｡第二は,元来持

っていた期待や理想が源泉となる場合である｡その両方あるいは相互作用というパターン

も考えられるが,今回の調査では,意思の源泉に,当初の素朴な期待や理想が見え隠れし

ていた｡例えば,出店部門を長く経験した上でSV業務に内容革新を行った事例として挙

げたB氏の場合,SVの仕事に対する不満に共通する要素を入社初期のリアリティ･ショ

ックの中に見出している｡初配属先である店舗勤務時に既に感知していた問題だったので

ある｡

非常にフットワークが遅い会社だというのがショックでしたし,社内批判になりますけれど

も,仕事の能力が低い人間が多すぎると｡(中略)入社半年目はですね,いい加減,お店の体

質がものすごく嫌になってたという中で,まあ社会人になり立てで自分の精神面が育ってな

かったのかなという言い方もありますが,そんな羊と噂今で_も思ってなくって_0(中略)上宣上
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が1年目に店で感じた理不尽さというのは,実はSVにも感染してて,SVは数字も読めな
いし,ほこりが落ちてますねえとか,挨拶の声が小さいですね,という教育しかできなかっ

た｡

(本人及び筆者注.ただし,SV業務については改善がなされ,現在ではそうした指導レベ
ルではなくなっている｡)

入社6年目B氏

当初持っていた期待が破られる現象は,リアリティ ･ショックとして,組織社会化の分

野ではよく言及されるOそれは離職や職務不満足といった一般に望ましくないとされる帰

結をもたらすため,どちらかと言えばネガティブな響きを持つ｡こうした負の帰結を懸念

するからこそ,ショックを回避するべく,R∫p (現実的職務予告)などの施策が考慮され

てきたのである｡

しかし,当初の素朴な期待は,慣習の中で当たり前になってしまった問題に疑問を投げ

かける源泉でもある｡VandeVen(1980a,b)によれば,個人は,環境が緩慢に変化する

場合,無意識的に適応してしまうため,活動閥値に達するには時に突然の大変動が必要で

あるという｡リアリティ･ショック経験は,茄で蛙の感覚とは対極的な,大きな刺激とし

て感知されるものであり,自分の関心や問題意識の原点,つまり組織個人化の意思の原点

になりうる｡初期の衝撃的な経験内容を不満として吐き出すのではなく,組織社会化の中

で進める学習によって再び解決可能な形に読み直すことが,組織個人化を進めるためには

必要であろう｡

7.4.2実践的含意

発見事実が持つマネジメント上の含意と,若年層のキャリア形成に関する個人-の含意

を順に検討する｡

ここで検討した組織個人化行動は,やや過激な事例も見られたが,いずれも基本的には

現状改善を志向したものであった｡また,役割レベルでの小さな変化の中で自己効力感を

身につけ,次なる変化を志向するようになる姿も示唆された｡早急な結論付けは出来ない
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が,彼らはいずれより大きな変革をもたらすエージェントとなりうる｡

では,そうした個人,次世代を担う人材の育成のために何が可能であろうか｡第五章で

議論した,決まったパターンの育成方法 (内容的社会化戦術)は,効率的な社会化方法で

あるかもしれない｡しかし,経験が同質化されすぎてしまっては,知識の組み合わせにお

いて多様性を損ない,多様な個人化の余地を狭めてしまうかもしれない｡あまりにランダ

ムなキャリア ･パスは,将来-の不安や混乱を生じさせるであろうが,同じ役割に至るま

でに複数のパスを開いておくことは,組織個人化を促す上で有効であろうと考えられる｡

また,リアリティ･ショックなどを経て知覚された組織個人化のための方向性は,しか

しそれに従って具体的な形での成果,変化をもたらさなければ単なる不満で終わってしま

うO不満を不満のままに終わらせないためには,一方で既成の知識を効果的に学習させ,

個人の考えと,組織の中に蓄積されてきた知見との融合を促す必要がある｡そのとき有効

なのは,やはり前章での含意同様,社会的相互作用のプロセスである｡具体的には放任で

はないOJT,そして個人の特性を認めながら,その上に新しい知識を築かせるような姿勢

が必要である｡

個人に関しては,やりたい仕事をするためには,するべき仕事が多くあることを自覚す

る必要がある｡やりたい仕事をやりた方法で行うための行動は,組織個人化行動ばかりで

はない｡転職も一つの手段であるが,自分の役割の中だけでも変えようとしてみることは,

更なる変化を起こすための第一歩たりうる｡役割を変えるためには,仕事の仕方,人間関

係など様々なことを謙虚に学ぶ必要がある｡先行研究においては,自己効力感が当初低い

水準にあった個人が,むしろ高い生産性をもたらす個人-と成長しうることが示されてい

た｡

ただし謙虚であることは,あるものを鵜呑みにすることではない｡自分ならばどうする

のか,どうしたほうが良いと思うのかを内省しながら,まず従ってみる姿勢が重要であろ

う｡ただ自分に合わない,では周囲を説得し環境を変えていくことは出来ない｡

205



7.4.3研究の問題点

方法論的な限界について触れる｡第一に,ある会社に所属経験のある個人-のインタビ

ューに基づく結果であるため,結論の過剰な一般化はすべきではない｡理論的飽和という

基準に現実性はないものの,他の企業,あるいはキャリア中期や後期の他の世代-の理論

的サンプリングの拡大は可能であろう｡

第二に,組織個人化の諸要因が網羅的に示されているわけではないことも指摘しておか

なくてはならない｡理論的サンプリングの拡大による,さらなるカテゴリ発見の可能性は

否定できない｡その上で,より重要な要因は何であるのかについて,発見事実に基づく定

量的なアプローチが望まれる｡

第三に,全ての組織個人化行動の要因は,個人の声から見出されたものであった｡従っ

て,他者の視点から見過ごされている要因の存在が考えられる｡何らかの組織個人化事例

に注目し,それが生じた集団の成員などの声からもまた,新たな要因が見出しうる｡本人

の声に基づく分析であるため,周囲からのサポートのあり方等,相互作用の中で重要であ

った要因が見過ごされている可能性がある｡従って,環境的要因に関する探求の余地は大

きい｡

7.4.4更なる探求に向けて

組織個人化は多様な分析レベルで生じうる｡しかしその際,組織個人化の分析レベルに

よって各々の要因の重要性は異なるのか,同じなのか,異なるとすれば何が異なるのか,

それはなぜか,といった問題は手付かずの状態にある｡従って,各々の事例により踏見込

んだ上での比較検討が必要である｡

また,リアリティ･ショックは,組織社会化という文脈における現状問題点の把握にと

って重要なのではないかと示唆された｡しかし,それがキャリア中期以降での個人化に該

当するかどうかは議論を要する｡従って異なるキャリア段階の組織個人化行動についても,

より詳細な聞き取りが必要であろう｡異動や昇進という節目での再社会化経験と組織個人
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化行動の関連など,取り組むべき課題は多い｡

7.5第七章の結論と要約

本章では第六章と同じ｢組織社会化のプロセスにおいてなされる組織からの働きかけや,

個人における学習の,いかなる要因が,なぜ組織個人化をもたらすのであろうか?｣とい

う研究課題を,より内部者の視点に近い立場からアプローチした｡

その結果,①成果を挙げることで得られる発言権の認識②仕事に関する現状の問題点の

把握③仕事に熟達することで得られる一定の余裕④異動などで蓄積される現業以外の知識

⑤こうしたいという自分なりの意思が,組織個人化の要因として指摘された｡また,それ

がどうして個人化行動の要因たりうるのかについて,インタビュー ･データに基づいて考

察を加えた｡

その理由をまとめれば,組織社会化の過程における既成知識の学習が組織個人化を行う

ための資源となり,その方向付けや動機部分は,時には組織のそれとの対立と言う形で社

会化過程において鮮明になる,個人の期待や理想,問題意識によるのである｡ただし,組

織環境を変える組織個人化行動を取るか,そこから退出するかについては,組織-のコミ

ットメント水準によってモデレー トされると主張した｡
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終 結論

終.1分析結果の全体要約

組織という下位社会の基準にとって,慣習的で受け入れられる範囲に限定された行動が

行われるよう誘導する組織社会化のプロセスから,なぜ組織にとって慣習的ではないよう

な変化をもたらす組織個人化の過程が生じるのであろうか｡本論文では,この大きな問い

に対し,二つの研究課題を設定することで取り組んできた｡

第一の研究課題は,｢組織による組織社会化の働きかけによって,個人は何を学習するの

であろうか｣である｡組織個人化の要因を特定するために,その与件となる組織社会化の

プロセスで何が学習されているのか,その学習が個人に何をもたらすのかを把握すること

が,その目的であった｡

これについて,様々な組織に所属する 30歳未満の若年層を対象に取り組んだ第五章で

は,以下の事実が判明した｡簡単に言えば,組織社会化過程においては,組織環境に関す

る知識の三つの下位次元 (組織全体に関する領域,集団の政治 ･人間関係に関する領域,

及び役割や職務遂行方法に関する領域)が高められるとともに,一方でまた,自己の内的

な理解も高められていることが示されたのである｡

組織からのどのような働きかけがどんな学習を促していたのかについて,もう少し詳し

く振り返る｡まず,成員の組織全体に関する知識と,集団の政治 ･人間関係に関する知識

を高めていたのは,社内のキャリア ･パスの見通しを示す働きかけ (内容的戦術)であっ

た｡この働きかけには,自己理解の程度を高める効果と,職務業績を高める直接的な効果

も若干認められた｡

また,職務遂行方法や役割に関する学習の程度を高めていたのは,組織社会化を促進す

る社会的相互作用を照射する作用 (社会的戦術)のうち,役割モデルによるOJT上の働き

かけ (連続的戦術)であった｡これによって高められた役割と職務遂行方法に関する学習

は,職務業績に正の効果を及ぼしていた｡また,学習されたものというよりも,二次的な
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成果として位置づけられる職務業績や情緒的組織コミットメントは,所与の個人特性を肯

定して伸ばすような育成のあり方(付与的戦術)によって高められていることが示された｡

それでは,こうした学習が,組織個人化に対してどのような作用を及ぼしていたのであ

ろうか｡第二の研究課題として挙げた ｢組織社会化のプロセスにおいてなされる組織から

の働きかけや,個人における学習のうち,いかなる要因が,なぜ個人の組織個人化行動を

もたらすのであろうか｣は,この疑問を検討するものであった｡

第五章と同じ分析対象を用いた第六章では,主に以下のような事実が確認された｡まず,

役割レベルでの組織個人化行動のうち,役割の遂行方法を変化させる内容革新の程度を高

める効果を持っていたのは,組織環境に関する知識の学習程度であった｡中でも,役割理

解や職務遂行に関する知識の程度と,仕事集団の人間関係における政治的な知識の程度が

重要であることが示された｡

また,役割レベルでの組織個人化行動のうち,役割の目標をも変化させる役割革新の程

度を高める要因として重要なのは,自己概念に関する学習であった｡役割革新の場合は,

内容革新とは異なり,組織環境に関する学習は必ずしも重要な役割を演じていなかった｡

また役割レベルでの組織個人化と比較検討するために用いられた役割保持行動,すなわ

ち役割をそのまま受け入れる個人行動を規定する要因は,環境理解の程度,とりわけ役割

理解や職務遂行方法に関する知識の学習程度と,部門間関係や運営のあり方に関する理解

の程度を示す,組織全体に関する知識であった｡

以上の結果から,役割レベルでの組織個人化行動を促すのは,役割や職務遂行に関する

学習,集団の政治的 ･人間関係的な側面に関する学習,そして自己の内的な理解であるこ

とが示された｡とりわけ,最もラディカルな反応を意味する役割革新行動においては,自

己概念の学習,つまり自己の興味や能九 そして価値観の自覚の程度が,大いに作用して

いたことが示された｡保持的な行動に自己概念の学習がマイナスの作用を及ぼしていたこ

とと合わせて考慮すると,組織個人化には自己概念の学習が鍵要因になっているのではな

いかと推測される｡これは組織個人化の定義に合致する発見事実である｡
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第二の課題については,組織個人化が未だ十分に検討されていない現象であるという事

を踏まえ,第七章において,より発見的な性質を持つ定性的なアプローチによって同時に

探求された｡筆者が所属していた組織を舞台とした調査を行うことで,より内部者に近い

視点から深いレベルでの聞き取り取りが可能になると判断されたためである｡

ここで指摘された組織個人化の要因,とりわけ組織社会化の過程で生じてきたと考えら

れる個人の内的要因には,自身の考えを主張しても良いと感じられる①発言権の認識,仕

事の中で学んだ②現状の問題点,職務の熟達によって得ることができる③余裕,再社会化

の過程で学んだ④他部署での知識,そして仕事を通じて強化 ･形成される⑤個人の意思が

あった｡また個人化の環境的促進要因としては,個人に多くを任す上司の存在や,意見を

吸い上げるボトムアップ的な風土,そして個人化の役割モデルの存在が指摘された｡

ただし個人特性に基づいて組織との適合を志向する組織個人化が行われるには,その個

人が,今ある組織環境を選択しなくてはいけない｡つまり組織 (集団)-のコミットメン

ト水準や代替案の有無 (あるいは功利的なコミットメント)が,組織個人化にモデレ一夕

的に作用しうることが主張された｡

終.2分析結果の統合的含意

本節では,以上に要約された全体としての分析結果を踏まえた理論的含意と実践的含意

について議論する｡個々の結果に対する議論は各論においてなされているので,ここでは

主に研究課題,とりわけ本論文で提起した組織個人化概念との関連に注目した議論を行う｡

この上で,大きな研究課題に対する本論文の結論を簡単にまとめる｡

終.2.1分析結果全体の理論的含意

この項では,分析の結果が全体として何を意味しているのか,大きな研究課題に対して

どのような答えが提示できうるのかについて,まず議論する｡

その上で,役割レベルでの組織個人化の対極として位置づけられてきた,役割をそのま
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ま受け入れる行動の規定要因についても議論することで,組織社会化と組織個人化との関

係についてさらに検討を加える｡

終.2.1.1組織個人化の要因とそのメカニズムについて

定性的分析を行った七草の結果は,第六章での定量的な分析結果で指摘された組織個人

化の要因が,なぜこれを高める作用を持つのかについて答えるものでもあると考えられる｡

両者は,異なるサイ トで,異なる時点に行われた調査であるにもかかわらず,その発見事

実の間に深い関連性を見出すことが出来る｡つまり,限られたサンプル,特定の母集団で

見出された結果の間に共通性が見られるのである｡それは発見事実の一般性を示唆してい

るように思われる｡ここでは両者の発見事実の関係について, 順に検討していく｡

第五章の結果からは,役割や職務遂行に関する学習が職務業績を高めるという効果が示

された｡①の発言権の認識は,こうした業績を挙げることを通じて得られるものであった｡

組織に対し貢献できたからこそ,逆に言うべきことを言っても良いと認知されていたわけ

である｡②現状の問題点の把握や③余裕,そして①他部署の知識もまた,役割や職務遂行

に関する学習という変数が,役割レベルでの組織個人化を促す理由を明確にしたものであ

ると考えられる｡仕事の仕方を学ぶことで,その過程の問題点も把握され (②),慣れある

いは効率性の向上によって余裕が生じる(③)｡多様な部門で繰り返される職務遂行方法の

学習 (再社会化)は,異なる部門や職種の多様な知識吸収を促す (④)と思われる｡

集団の政治約 ･人間関係的な側面に関する学習については,②現状の問題点が,人間関

係に関するような場合に作用するように思われる｡集団レベルでの組織個人化の例として

挙げたP氏の事例 (上司を変えてもらう行動)はこうした例であろう｡人間関係が話題に

あがる場合,あるいは認識の上で強く自覚される場合というのは,多く,人間関係に何ら

かの問題を見出している場合であるようにも思われる｡第五章で政治 ･人間関係に関する

知識の程度が,情緒的組織コミットメントに負の効果をもたらしていたのは,このような

側面を照射していたためかもしれない｡
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最後の,自己の内的な要素の学習は,こうしたいと方向付ける⑤自分の意思に対応して

いると考えられる｡当初の期待や理想像に示された個人の欲求や価値観が,組織社会化の

過程で,組織の仕事という文脈で再解釈され,自分の意思として強化,自覚されていく｡

それが組織個人化の原動力となって作用していると思われる｡場合によっては組織に対す

る反抗行動にもなりうるような役割革新行動に対し,自己理解の程度が最も強く作用して

いたという結果は,こうした推測を支持するものであるように思われる｡

この上で,第五章での分析結果を振り返る｡組織個人化を促す三つの要因を高める組織

的な働きかけには,キャリアの見通しを伝える内容的戦術と,役割モデルによるOJTを意

味する連続的戦術,そして組織-のコミットメントを高めることで離職と個人化行動とを

左右する付与的戦術(個人の属性を尊重した育成の働きかけ)が重要であると推測される｡

これらの社会化戦術は全て業績に対して正の効果をもたらしていた｡

つまり,こうした働きかけによって組織社会化が進んだ個人は,職務業績に対し,これ

を高めるような方向で組織個人化を行いうると推測される｡組織個人化は従って,組織-

の反抗によって組織効率を低下させるといったネガティブな行動には,必ずしも帰結しな

いように思われる｡

終.2.1.2組織個人化行動と社会化の失敗

組織個人化は,個人の要求に基づいた作用による組織やそのサブ ･システムの変化であ

る｡一方,組織社会化は組織の側の要求に基づいた作用による個人の変化である｡基本的

に,両者は対比的関係,場合によっては対立的な関係にさえあるように思われる｡

しかし,実証部分の結果において,役割レベルでの組織個人化行動は,組織社会化で行

われる学習と正の関係を示していた｡このことはつまり,組織社会化が不十分な状態で自

分を出した結果として,組織に変化を働きかけるというよりも,社会化の上で行われる行

動,社会化の過程を前提とした行動であることを示しているように思われる｡

この意味を明瞭にするために,個人の組織個人化としての組織やそのサブ･システム(役
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割など)-の変化の働きかけと,組織社会化の失敗の結果として,いわば反抗 (Schein,

1968)として表出する行動との相違について議論しておく｡

前述したように,VanMaanen&Schein(1979)は,組織による組織社会化の働きかけと

して社会化戦術の概念を提唱し,その反応を大きく三つに区分した｡この役割反応の起源

の一つになったSchein(1968)の考察や,VanMaanen&Schein(1979)の社会化戦術と役割

反応との仮説からは,暗黙裡に,役割変革行動,とりわけ役割そのものを変える反応であ

る役割革新は,元来,社会化の失敗も含めたものであるということが理解できる｡

役割革新は,組織の価値観や規範など全てを拒絶する反応である Schein(1968)の反

抗の概念と関連深い｡Schein(1968)において,反抗する個人は,組織から解雇されるか,

組織に大きな変革をもたらすとされた｡組織に変革をもたらす個人という側面は,社会化

の成果であるが,組織から解雇される状態というのは,組織社会化の失敗の結果と考えて

よいであろう｡つまり役割革新の起源となった反抗概念には,社会化の失敗という側面も

合意されている｡

またⅥlnMaanen&Schein(1979)における社会化戦術の仮説は,組織が用いる社会

化の方法とそれに対する個人の反応という関係について定立されているが,ここでも社会

化の失敗結果としての役割変革反応が合意されている｡

例えば,役割モデルが存在しない断続的戦術が用いられると,個人において独自の役割

遂行方法が考案される余地が大きく,変革的役割反応が生じやすいとした仮説や,ある役

割に就く前から保持する個人特性を追認する付与的戦術が用いられると,以前の役割で培

われた独自性が新しい役割において発揮されることになり,変革的な役割志向性が生じる

といった仮説である｡

これらの仮説における社会化戦術は,組織の側からの社会化圧力が軽微な状態を意味し

ている｡つまり組織からの社会化があまりなされない結果,個人の元来の特性が生きてく

る,という発想なのである｡それは社会化が必ずしも十分になされていない状態を意味す

る｡社会化がなされていないから変革を行うという発想である｡社会化が十分でない,つ
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まり不適応であるとみなされた個人は,場合によっては,組織という社会システムから排

除される｡

つまり,VanMaanen&Schein(1979)の議論では,役割変革反応において,組織に

よる組織社会化の圧力がないから自由に振舞うという側面が照射されている｡彼らの議論

は役割レベルにおけるものであるが,それは他の領域における変革においても同様に考え

ることが可能である｡

しかし本論文での分析の結果からは,組織個人化は,このような社会化が不十分な際に

現れる現象ではないということが示唆された｡組織社会化の過程の中で強化される動機(こ

こでは自己についての学習,つまり組織個人化における個人の要求)の発達が,組織個人

化の鍵要因となっているからである｡

このような考え方に立てば,むしろ組織社会化がなされているからこそ,組織個人化が

可能になるという結論が合意される｡役割変革行動に対して外部環境の学習が正の効果を

及ぼしていたという本論文の結果は,このことを裏付けるものであると考えられる｡

組織個人化の概念によって照射されるのは,反抗という側面ではなく,中心的な価値観

や規範は受け入れながら,その他の価値観などは拒絶する態度としての創造的個人主義

(Schein,1968)に近い｡つまり,個人の要求に基づいてやみくもに不満を言う個人の姿

ではなく,組織社会化されたからこそ,既成の役割の変え方が学習されるという結論であ

る｡

この点において本論文での結論は,VanMaanen&Schein(1979)における社会化戦

術の議論とは若干異なり,本研究独自の貢献部分であると考える｡つまり,組織個人化は,

組織社会化の失敗ばかりを照射しているわけではないという主張を,新たに行った｡これ

についてさらに議論するため,役割変革行動と対立する反応であると通常考えられてきた,

役割保持行動について考察を加える｡
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終.2.1.3組織個人化と役割保持行動

役割レベルでの組織個人化行動として挙げた役割革新行動や内容革新行動に対し,役割

保持行動はその対極的な位置づけにあった｡それは組織社会化の過程で伝えられた役割目

標を,伝えられた役割遂行方法で行うという従順な反応である｡

しかし第六章における相関分析の結果,役割革新行動,内容革新行動,及び役割保持行

動は,むしろ正の相関を示していた｡つまり,それらは互いに相対する反応であるという

よりも,両立可能な反応と考えられるのである｡組織社会化の働きかけによって,上手く

既成の知識や枠組みが伝えられた役割保持行動,それに失敗し反抗的な態度が形成された

結果としての役割変革行動という見方ではなく,受け継ぐべきは受け継ぎ(役割保持行動),

改善すべきものは改善し (内容革新行動),さらに大きく変えるべきものは変える (役割革

新行動)といった多様な反応が,同じ時点で生じうるのではないかと思われる｡それは次

のようなデータからも推察しうる｡

(自分で何かやろうとするときに上司の存在にあまり比重がないようですが?)上司は関係

ない｡言われたことはやるよ｡｢お前こうやってこれやれ｡｣それはやるけど,上司に気い遣
うとかおべっか遣うとか,そんなんはないな｡多分,上司が誰でも,そんな変わら-んって

思ってた｡その時｡(みんな任せてくれる感じの上司だったから?)そうそうそう｡たぶん俺

がそうやって,勝手に考えて,__勝手にやるような奴やからほっとけ,みたいな｡ちょっと脱

線しそうら_羊なったら呼ばれる,みたし_､な.
入社4年目G氏

多くの内容革新を行ったG氏のコメントには,上司に言われたことはやる,と言及があ

る｡つまり,保持的な行動もするが,その上で何らかの変化をもたらすような行動も行っ

ているわけである｡

以上のように考慮すれば,組織個人化は,個人が組織に及ぼす影響であり,組織社会化

は組織が個人に及ぼす影響であり,双方の要求に沿って行われるため,各々の過程の結果

は他方の過程を押さえつけるといった対立的な見方というよりも,組織社会化を組織個人

化の与件として位置づける,という見方が妥当であるように思われる｡
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ただし,組織個人化は,概念的には当然に反抗をも照射しうるものであるため,今回考

察された知見については,さらに実証的な検討が必要であることは言うまでもない｡

終.2.1.4本論文の結論

分析結果とその意味とを踏まえたうえで,｢組織という下位社会の基準にとって,慣習的

で受け入れられる範囲に限定された行動が行われるよう誘導する組織社会化のプロセスか

ら,なぜ組織やそのサブ ･システムにとっで慣習的ではないような変化をもたらす組織個

人化の行動が生じるのであろうか｣という大きな研究課題に対する,本論文での結論を簡

単に提示する｡

すなわち,組織社会化の過程を経ることで,組織環境に関する側面と自己の内的側面と

の学習が促され,学習された自己概念によって個々人独自の要求が明確になり,またその

要求を既成の枠組みに適合的な形にする知識を得ることで,組織やそのサブ ･システムに

対し反映していくことができるようになるからであると考えられる｡

組織社会化の過程で自分の欲求,能力,及び価値観が明確になるにつれ,漠然とした当

初の疑問や不満が,明確な要求になる｡それを同じく組織社会化の過程で学んだ,組織環

境に関する知識を活用することで,実現する力を得るのではないか,というのが本論文で

の結論である｡つまり,組織個人化の動機と能力とが,組織社会化の過程で形成 ･再形成

されるのである｡

従って,組織個人化は,逸脱行動の結果,つまり社会化の失敗の結果から生じるという

よりも,その成果として現れる現象であると考えられる｡組織社会化による学習が,個人

の独自の要求を組織に反映させるための資源となり,こうして変化した組織やそのサブ･

システムが,次世代に続く新たな社会化の素地となる｡このように考えれば,組織社会化

と組織個人化は,対比的な作用であると同時に,個人と組織とが循環的に相互作用する過

程であると考えられる｡
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終.2.2分析結果全体の実践的含意

組織個人化行動は組織社会化過程の失敗としてばかりではなく,その成果としても生じ

うる現象である,という本論文での結論を踏まえると,若手が,今ある組織やそのサブ･

システムに変化を働きかけるような積極性を発揮するようになるためには,その組織の既

成の知識と同時に,各個人の要求,こうしたいというビジョンの形成が必要である,とい

うことになる｡

従って,第六章の結果から,①既成の人間関係や政治的知識 ②職務遂行方法や役割の知

識を学習することと,③自己の欲求や能力,価値観を学習することが必要になる｡第七章

の結果と合わせて解釈すれば,①や②の学習は,変化を起こすための能力的な資源となる｡

①の学習によって他者からの支持を得たり,どうやって変化をもたらすことが可能になる

のかを知り,②の学習によって,具体的な仕事方法における問題点,職務ごとに内在する

多様な見方,何かを変えるための余剰資源 (問題や対策を考え実行するための時間など),

自分の考えを積極的に提示するための権利や自信,自己効力感を得るのである｡

一方,③の学習によって,組織に対する自分なりの要求,意思が醸成される｡つまり動

機部分が強化される｡組織個人化を行う個人の育成には,能力と動機の育成が必要になる

のである｡

能力開発の側面について,本論文の中で議論した組織社会化戦術は,その効果の多くが

①や②の個人を取り巻く環境の学習を主に促していた｡とりわけ,連続的戦術によって照

射される,役割モデルや内部者との相互作用が正の効果を及ぼしていた｡能力面の向上に

は,OJTで伝えられる暗黙的な知識が非常に重要であることが示唆される｡この際にはま

た,組織に対するコミットメントを損なう効果が見出された剥奪的戦術,つまり過度に個

人の持ち味,特性を否定するような接触のあり方は適切ではないことが示された｡コミッ

トメントが低下した結果,個人化ではなく離職という選択を行う可能性があるからであるG

今戦術は,単純にパフォーマンスに対しても負の効果を及ぼしていたことを,合わせて思

い出す必要がある｡
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一般的には難しい,付与的な働きかけを促すための方策として,若手を有能な管理者の

下に配属し,管理者にその育成の責任を明確な形で負わせること,あるいは採用プロセス

において現場管理者に一層積極的な役割を付与することを提示した｡その詳細は 5.5.2で

触れたので,ここでは議論しない｡

次に,分析結果から,組織個人化の最重要要因と考えられる,動機の側面について検討

を加える｡ここで議論するのは,組織個人化のための組織に対する要求の源泉としての動

機,つまり自己学習の促進についてである｡

自己概念の学習あるいは自覚に対する社会化戦術の効果は,決して大きいとは言えなか

った｡では,組織に対する個人の要求の源泉となる自己学習は,どう促進することが可能

であるのかについて議論する｡

その一つの手がかりは,組織社会化の環境学習にかかわる側面と自己学習の変数間にお

ける相関である｡両者は中程度の正の相関を示していた｡両者の関係は相互作用的であろ

う｡自分のことが良く分かっているから,自己を取り巻く環境についての必要な学習が促

進されるという側面と,周囲のことを学習したからこそ自分についての内省的な理解が深

まるという側面があると予想される｡

しかし,幼児から成人-の発達という個人の成長過程を考慮すれば,一般には,環療の

学習によって自己の学習が促進されるという見方が,妥当であるように思われる｡環境に

ついて把握し,選択肢が示されることで,好悪や得意不得意,そして価値観が自覚される

ように思われる｡

このように考えれば,環境に関する学習が自己に関する学習を促しているのではないか

という見方が成り立つ｡従って,まず一人前の成員-と成長を促すこと,そのためには個々

の特性を尊重しながらの有能な内部者によるOJTが,間接的ではあるが有効であるように

思われる｡

ただし,組織個人化が,組織社会化同様の人間モデルに基づき発達的な変化に伴う帰結

として生じるプロセスであるとすれば,自己概念の学習 ･確立がなされるまでには,組織
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社会化における環境の学習以上の時間を要することが推測される｡しかし,それを少しで

も活発に促すためには,環境から何を学んだのかという個々人の内省が有効であろう｡経

験の中から方向性が見出される側面があるが,漠然と経験するというだけではなく,キャ

リアの節目節目で経験を内省すること (金井,2002)で,何気ない日々の出来事を,自分

のアイデンティティ確立のための,意味ある経験に転換することができるように思われる｡

社内公募制度や異動希望の聞き取りといったキャリアの節目機会,キャリア ･カウンセ

ラーやメンター等との対話場面を設けることが,一つの有効な方法であろう.個々人でも

可能な内省のツールも整いつつあり (e.g.,Schein,1990;金乱 2005),その有効な活用が

望まれる｡

キャリアは基本的には個人の問題であり,その責任は個人にある｡しかし,雇用の安定

が難しくなっている現状を踏まえれば,上述したキャリア支援のための制度を設けること

は,個人のコミットメントを高め,また組織に新しい要素をもたらす知の源泉を育てるこ

とにもなるように思われる (cf.,野中 ･勝見,2004)0

終.3組織個人化研究の展開に向けて

組織個人化は,組織社会化の過程から生じうる｡そして組織個人化によって形成された

何かは,次の世代-と組織社会化を通じて伝えられる｡本論文では,組織社会化で何が伝

えられ,その伝えられた要素が,組織個人化にどう作用しているのかについて探求してき

た｡

本論文での取り組みは,その第一歩であり,その発見事実の信頼性や妥当性という,最

も基本的な部分にさえ,蓄積的な検証が求められる｡しかし,それを踏まえた上で,今後

どのような方向性-と発展可能であるのかについて若干の考察を加え,本論文を終える｡

図 (終.1)は,第一章でも提示した,組織社会化研究の展開における組織個人化研究の

位置づけである｡

この図は,組織個人化研究が,個人の主導性に力点を置く組織社会化研究の現代的展開
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の延長上にあるということを示すと同時に,今後,考慮すべき領域もまた示している｡つ

まり,どのようなプロセスで,何が個人化されるのかを探求していく必要性を示している｡

どのようなプロセスを経て組織個人化が進むのかという問題は,それが組織社会化の過

程から生じるとするならば,これまで見てきた過程理論によるところが大きい｡しかし,

仮にそのような場合でも,本論文七草での発見事実からは,組織個人化研究においては,

外部者が内部者-移行するフェイズのみならず,内部者がより内部-移行する場合,異な

る部門-異動する場合,異なる階層-移行する場合などがより重要になると思われる｡

なぜなら,集団や組織レベルでの組織個人化の与件となる社会化は,入社初期のそれの

みならず,再社会化の過程との関連で大きく作用すると思われるからである｡再社会化の

過程で個々の多様性の源泉たる新たな経験や知識が獲得されると考えられる｡

個人の主導性

組織の主導性

図.終.1組織社会化研究の展開と組織個人化研究の位置づけ
(図1.9よりで再掲)
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今回の研究は,主に役割レベル,個人の職務レベルでのそれに留まり,集団単位に影響

を及ぼす個人化の要因,組織単位に影響を及ぼす個人化の要因等は一部事例のみの言及に

留まった｡

Kanter(1983)を引き合いに出すまでもなく,集団や組織レベルでの個人化行動には,

人的,金銭的な多くの資源が必要になると予想される｡それらを獲得する主体はより大き

な権力を持った個人であろう｡そして,それらを行う主体は,先に挙げた発言権の認識な

どの関係から,おそらくよりキャリアが進んだ段階の個人であろうと思われる｡従ってそ

のような場合の組織個人化要因を探るには,初期の組織社会化経験のみならず,管理職-

の節目や異動の節目で起こる再組織社会化の過程とともに検討しなくてはならない｡これ

が今後の探求に必要な課題の一つである｡

しかしまた,役割レベルでの組織個人化についても多くの課題が残されている｡第七章

の中で示されたモデレ一夕要因や組織個人化の成果についても,さらに検討していく余地

がある｡今回の発見事実は十分に検証されたわけではない｡調査は全て横断的なデザイン

に基づいたものであった｡より精微な検討を行うには,縦断的デザインによる,大サンプ

ルでの検証が求められる｡不特定多数の企業在籍者に対し継続的な調査を行うことは難解

であると思われることから,特定企業という文脈で,高い代表性を保った調査結果を蓄積

していくことが,一つの方向性として考えられる.

図の終.1からは内容理論的な探求も必要になってくる事が理解される｡例えば,組織個

人化のレベルが変わるにつれて,何がより重要な要因になってくるのかは判明していない｡

キャリア初期の役割レベルでの個人化には,役割や職務遂行方法の学習程度や自己概念の

学習が大きな役割を演じていた｡しかし,異なるキャリア段階における異なる個人化レベ

ルの場合,政治的な知識学習など,他の側面がクローズアップされてくる可能性がある｡

また今回は,役割や職務レベルでの個人化,集団,組織という簡略な分類がなされたが,

組織社会化の学習内容に対応する形で,役割の個人化,職務遂行方法における個人化,隻
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団の人間関係における個人化,組織文化や構造の個人化等の分類も可能であろう｡要する

に,何が個人化されるのかについては更なる探求が必要である｡

また考察や結果からは,組織個人化はむしろ生産性と正の関係があるとされたが,果た

してそれが妥当なのか,個人化のレベルや対象によって変わるのかなども探求すべきであ

ろう｡

最後に,個人化の結果が,組織の文化が変化し,新しい社会化サイクルで伝えられるべ

き知識-と形成されていく過程の探求もまた指摘しておきたい｡分析レベルをリンクした

意欲的な取り組みになると考えられる｡

このように,非常に多くの研究課題が山積されているが,それは今回提示した概念の未

熟さを意味するというよりも,新しいフロンティアが広がっていること,組織社会化研究

のさらなる展開の可能性を示しているように思われる｡

組織個人化という分析視覚を用いることで,これまでの組織にとらわれ,統合される個

人ではなく,個人の力によって組織を変えていく,場合によっては作り出す個人を描き出

すことが可能になる｡そのような個人は,変動的な社会で求められる働く個人の姿の一つ

であると考える｡
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